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は し が き

「統計からみた埼玉県のすがた２００７」を刊行いたします。

本書は、埼玉県の特徴や現状について関心と理解を深めていただく

ため、自然、人口、健康、福祉、教育、生活環境、産業など各分野に

わたる基礎的な統計資料を都道府県別に表し、全国における本県の順

位、また、関連する県内の統計数値をグラフ化するなど手軽に利用し

ていただけるよう編集いたしました。

本書が、各方面において幅広く御活用いただければ幸いです。

刊行に当たりまして、貴重な資料を御提供いただきました関係機関

の方々に深く感謝申し上げます。

平成２０年３月

埼玉県総務部統計課

利用にあたって

１ 統計表等に表した「年」は１月から１２月、「年度」は４月から翌年３月を示します。

２ 統計数値の出所は各項目ごとに標記していますが、比率、人口１人当たりの数値、

単位面積当たりの数値などの中には、原資料の数値を基に加工した数値を掲載してい

ることがあります。また、都道府県の数値の中には、当該都道府県にある政令市等の

数値を都道府県の数値に合計して掲載しているものがあります。

３ 全国の数値の中には、端数処理等の関係で都道府県の合計と一致しないものがあり

ます。

４ 表の順位は、数値の大きいものを１位として順位付けし、同数の場合は同順位とし

ています。

なお、一部に原資料作成機関で順位付けしたものがあります。

５ 統計データは、原則として平成１９年１２月現在公表されている最新年次のものを掲載

しています。

６ 統計データの出所資料及び作成機関名は、原則として資料公表時の名称になってい

ますが、グラフで使用している資料については、その最新年次の資料・作成機関名を

表記しています。

７ 統計表に用いた符号は、次のとおりです。

０ 単位未満

－ 零又は該当数字なし

… 不明又は資料なし

△ 減（マイナス）

χ 数字が秘匿されているもの

８ この本に掲載されている統計データについて、更に詳しく知りたい場合などは、原

資料作成機関又は埼玉県総務部統計課にお問い合わせください。

埼玉県総務部統計課 統計資料担当 ０４８－８３０－２３３０（ダイヤルイン）

０４８－８２４－２１１１（代表）内線２３３０

※統計課ホームページで、埼玉県が公表している各種統計データを掲載しています。

◇ 彩の国統計情報館 http://www.pref.saitama.lg.jp/A01/BP00/index.html ◇
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Ⅰ 自然と人口

》》 面 積
平成１７年１０月１日現在の総面積は３，７９７．３０�で全国第３９位、人口密度は

１�当たり１，８５７．７人で全国第４位でした。可住地面積割合は６７．６％で全
国第２位でした。 （関連ページ ４～５）

》》 気 象
平成１８年の熊谷地方気象台観測の年平均気温は、１５．３℃で平年値より０．７

℃高く、全国第２７位でした。快晴日数は４０日で前年より１９日減少し、全国
第２位でした。
また、平成１９年８月１６日には、熊谷でこれまでの国内最高気温を更新す

る４０．９℃が観測されました。 （関連ページ ６～７）

》》 人口・年齢
平成１７年１０月１日現在の人口は７，０５４，２４３人で前回調査（平成１２年）に引

き続き全国第５位でした。
人口を年齢別に見ると、生産年齢人口（１５歳～６４歳）が全体の６９．４％を占

め、この割合は全国第１位でした。
また、平均年齢は４１．８歳で、前回調査より２．２歳上昇し全国で４番目に

若い県でした。

都道府県別生命表による平成１７年の平均寿命は、男性が７９．０５年で全国
第１５位、女性が８５．２９年で全国第４２位でした。男女の平均寿命の差は全国
では６．９５年となっていますが、本県は６．２４年で、男女差が全国一小さい県
でした。 （関連ページ １０～１５）

Ⅱ 健康と福祉

》》 医療体制・医療保険
平成１８年１０月１日現在の病院数は３５９施設で全国第５位、病床数は６２，７５１

床で全国第８位、医師数は平成１８年１２月３１日現在１０，０１６人で全国第８位で
した。
また、平成１７年度の１人当たり国民医療費は２１万４千円で、全国第４７位

と最も少なくなっています。
平成１７年の人口１０万人当たり受療率は、入院が７７１で全国第４５位、外来

は４，７０９で全国第４４位と、全国でも患者数の割合が少ない県です。
（関連ページ ３２～３５）

》》 こども
平成１８年３月１日現在の保育所数は８１３施設で全国第８位、平成１９年４

月１日現在の保育所入所待機児童数は１，２１７人で２年連続減少し、全国第
５位でした。
また、地域の子育て支援のために国や県から補助を受けて各市町村で設

置している子育て支援拠点数は、平成１８年度現在２０８か所で全国第４位で
した。
また、放課後児童クラブ数は、平成１９年５月１日現在８３４か所で全国第

３位でした。 （関連ページ ３８～３９）

》》 たすけあい
平成１８年１２月３１日現在の自主防犯ボランティア団体数は３，７７３で全国第

１位でした。
また、平成１９年９月３０日現在の特定非営利活動促進法に基づく認証法人

数は１，１１６で全国第７位でした。 （関連ページ ４８～４９）

統計からみた埼玉県のすがた２００７概要

人口と人口増加率（各年１０月１日） ※昭和２０年は１１月１日

資料：「国勢調査」総務省統計局
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Ⅲ 学 校

平成１９年５月１日現在の国・公・私立の学校数は、小学校８３０校で全国第
８位、中学校４５１校で全国第５位、高等学校２０８校で全国第７位でした。児童
・生徒数は、小学校４００，２５０人で全国第５位、中学校１９７，３２１人で全国第５位、
高等学校１７１，１８５人で全国第５位でした。
教員１人当たりの児童・生徒数は、小学校は２０．４人で全国第１位、中学校

は１６．８人で全国第２位、高等学校は１５．３人で全国第４位でした。
（関連ページ ５２～５７）

Ⅳ くらしと生活環境

》》 生活時間
平成１８年の１日の生活時間は、１次活動時間は１０時間３５分、２次活動時

間は７時間１６分、３次活動時間は６時間９分でした。２次活動時間のうち
通勤・通学時間は、前回調査（平成１３年）と同じ４２分で全国第２位でした。

（関連ページ ７４～７５）

》》 余 暇
平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日までの１年間のフィットネスク

ラブの１か月平均利用者数は、１３，２９８人で全国第２位でした。また、スポ
ーツの種類別行動者率は、「サッカー」が７．６％で山梨県（８．２％）に次いで全
国第２位でした。趣味・娯楽の種類別行動者率は、「映画鑑賞」が４１．１％で
全国第５位でした。 （関連ページ ７６～７７）

》》 ごみ・公害
平成１７年度の一般廃棄物のうち、ごみの総排出量は２５６万７千 tで、前

年度より３万７千 t増加しました。また、１人１日当たりのごみ排出量は
１，００３gで、前年度より１３g増加しました。ごみのリサイクル率は着実に増
加し、平成１７年度は２３．８％と前年度より０．６ポイント増加し、全国第８位
でした。 （関連ページ ８６～８７）

Ⅴ 仕事と産業

》》 労働力
平成１７年１０月１日現在の労働力人口は、３，７２０，８２３人で前回調査（平成１２

年）より１８，５５９人増加し、全国第５位でした。労働力人口のうち就業者総
数は、３，５０９，１８９人で前回調査より１９，１８７人減少し、全国第５位でした。
また、従業上の地位別就業者数のうち雇用者（「役員」を含む）は、

３，０７８，３９１人で就業者総数の８７．７％を占め、全国第２位でした。
（関連ページ １０２～１０３）

》》 事業所
平成１８年１０月１日現在の民営事業所数は、２４８，３１０事業所で全国第５位、

従業者数は、２，３８８，７７４人で全国第５位でした。
また、前回簡易調査（平成１６年６月１日現在）からの増加率は、事業所数

は４．１％増加し全国第２位、従業者数は６．４％増加し全国第２位でした。
（関連ページ １１０～１１１）

児童・生徒１人当たりの教育費

産業別就業者（各年１０月１日）

資料：「地方教育費調査報告書」文部科学省

資料：「国勢調査」総務省統計局
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埼玉県庁

【最近の市町村合併の状況】

合併期日 新市町名（合併関係市町村） 計
市 町 村

平成１３年５月１日 さいたま市（浦和市、大宮市、与野市） ９０ ４１ ３９ １０

１７年１月１日 飯能市 （飯能市、名栗村） ８９ ４１ ４０ ８

４月１日 さいたま市（さいたま市、岩槻市） ８５ ４０ ３９ ６

秩父市 （秩父市、吉田町、大滝村、荒川村）

１０月１日 熊谷市 （熊谷市、大里町、妻沼町） ７８ ４０ ３３ ５

鴻巣市 （鴻巣市、吹上町、川里町）

春日部市 （春日部市、庄和町）

ふじみ野市（上福岡市、大井町）

小鹿野町 （小鹿野町、両神村）

１８年１月１日 行田市 （行田市、南河原村） ７３ ４０ ３０ ３

深谷市 （深谷市、岡部町、川本町、花園町）

神川町 （神川町、神泉村）

１月１０日 本庄市 （本庄市、児玉町） ７２ ４０ ２９ ３

２月１日 ときがわ町（都幾川村、玉川村） ７１ ４０ ３０ １

１９年２月１３日 熊谷市 （熊谷市、江南町） ７０ ４０ ２９ １

埼玉県管内図
（平成２０年３月現在）
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１ 自然・地形
埼玉県の地形

概要
本県は関東地方の中西部に位置する内陸県で、東は茨城、千葉、西は長野、

山梨、南は東京、北は群馬、栃木の１都６県に接しています。
地形は、県の最高峰・三宝山（２，４８３m）をはじめとする２，０００m級の山々が

西部に連なり、東部に移るにつれて丘陵、台地、低地と次第に低くなってい
ます。
「農林業センサス」によると、林野面積は１２２，８０６haで県土の３２％を占め、

森林以外の草生地２７１haを除く現況森林面積１２２，５３５haは、県土保全・水資
源のかん養・保健休養など貴重な役割を担っています。
「環境統計集」によると、平成１８年３月３１日現在、自然公園は国立１か所、

県立１０か所の計１１か所１２４，５８３haが指定されており、県土の３３％を占めてい
ます。また、自然環境保全地域として、５１８．２４haが環境大臣から指定され
ています。
流域に人口・資産が著しく集積する利根川・荒川水系は「一級河川」に指定

されており、県内の１５０河川はすべて利根川・荒川水系に含まれています。

※表＊２自然公園面積は、国立・国定、都道府県立自然公園の合計面積で再
測定面積のため、都道府県別値の計は全国値と一致しません。

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

林野面積 自然公園面積
自然環境保全
地域面積

河川延長一級河川
（指定区間外含む）

調査時点 平成１７年２月１日 平成１８年３月３１日 平成１８年３月３１日 平成１８年４月３０日
単 位 ha 順位 ha 順位 ha 順位 km 順位

全 国 ２４８６０９４１ ５３６８７５３ ７６３４１．３８ ８７５６０．１

北 海 道 ５５６８１７９ １ ８６４１４７ １ ５９５７．８３ ３ １０１７５．２ １
青 森 県 ６３００８０ ９ １１４６７８ １８ １２３０．１７ １６ １０８１．０ ３４
岩 手 県 １１５６４２４ ２ ７１９１５ ２９ ２１９５．４５ １０ ２１４０．７ １３
宮 城 県 ４１２９８０ ２１ １７１１９９ ７ ７８１７．３２ ２ ２１１２．３ １４
秋 田 県 ８３６４２０ ６ １２４２０９ １５ ７０３．９２ ２１ ２７３８．１ ８

山 形 県 ６４３３２４ ８ １５４７９６ １１ ５１０５．９６ ６ ２９２３．５ ６
福 島 県 ９４３１０４ ４ １６８２０６ ８ ４８６７．４１ ７ ３３５４．８ ４
茨 城 県 １８７６２７ ３９ ９０８９６ ２０ ６４５．２１ ２２ １８９０．７ ２０
栃 木 県 ３４３３４５ ２７ １３２１３９ １３ ４６７２．２６ ８ ２７１５．６ ９
群 馬 県 ４０６２９０ ２２ ９０４１３ ２１ ５３２７．２１ ４ ２９０４．５ ７

埼 玉 県 １２２８０６ ４１ １２４５８３ １４ ５１８．２４ ２４ １６３６．５ ２４
千 葉 県 １６２２１７ ４０ ２８５３７ ４３ １７７３．７５ １５ ５１２．６ ４１
東 京 都 ７４４１０ ４６ ７９３５９ ２７ ４０５．３０ ２６ ７３４．６ ３８
神奈川県 ９４６２８ ４４ ５５１５７ ３２ １１２１５．９０ １ ３３１．７ ４２
新 潟 県 ８１０１４２ ７ ３１６９５５ ２ ２００８．４２ １３ ３６０６．４ ３

富 山 県 ２３９４８０ ３５ １１９７５４ １７ ６２３．７８ ２３ １１６８．８ ３２
石 川 県 ２７９５８１ ３２ ５２４９４ ３３ １０５０．５０ １７ ３１６．８ ４３
福 井 県 ３１０７９６ ３０ ６１４３２ ３１ ２７３．１２ ２９ １０９６．０ ３３
山 梨 県 ３４９５７７ ２６ １２１１５３ １６ ２１４４．３３ １１ ２０５５．６ １７
長 野 県 １０２２０１３ ３ ２７８５２３ ３ ７９０．４２ １９ ５０７６．８ ２

岐 阜 県 ８４４３５４ ５ １９５０９２ ５ ２９５６．８７ ９ ３２６０．１ ５
静 岡 県 ４９７０９０ １６ ８３６６４ ２４ ５１８５．５２ ５ １６３０．０ ２５
愛 知 県 ２１９６３９ ３７ ８８８３９ ２２ １３３．２３ ３８ １３８４．１ ３０
三 重 県 ３７４３６２ ２４ ２０１８９６ ４ ４５８．６０ ２５ １７４５．８ ２２
滋 賀 県 ２０５７１０ ３８ １４９９５７ １２ － － ２３２４．７ １２

京 都 府 ３４２９７６ ２８ ８７０１ ４７ ２２１．８７ ３２ １５３８．９ ２７
大 阪 府 ５７８４７ ４７ １９０９２ ４６ ３８．３３ ４３ ６７１．６ ３９
兵 庫 県 ５６２６２６ １４ １６６０１５ ９ ３９８．３０ ２７ １７５８．７ ２１
奈 良 県 ２８４１８８ ３１ ６３３２８ ３０ ９２．１０ ４０ １６０５．３ ２６
和歌山県 ３６２６２６ ２５ ４２８８６ ３６ ３２９．３９ ２８ ６４６．８ ４０

鳥 取 県 ２５７１５８ ３３ ４９０６１ ３４ １５３．７０ ３６ １０３４．２ ３６
島 根 県 ５２８３８２ １５ ４０４９７ ３９ １７８．７４ ３５ ２０９３．５ １５
岡 山 県 ４８９８７５ １７ ８０６６４ ２６ １０１．３３ ３９ ２５４３．８ １０
広 島 県 ６２１４６７ １０ ３７８５３ ４１ ２０５４．１２ １２ ２４１８．６ １１
山 口 県 ４３４６７９ ２０ ４２６６７ ３７ － － ２１５．８ ４４

徳 島 県 ３１２４３２ ２９ ３８７０６ ４０ ３９．００ ４２ １５１９．９ ２８
香 川 県 ８７６２５ ４５ ２０５３４ ４５ ８８．０２ ４１ ８７．２ ４５
愛 媛 県 ４０００４０ ２３ ４１１２１ ３８ １９１４．３７ １４ １９４４．３ １８
高 知 県 ５９４３４１ １１ ４７５０４ ３５ ４．７０ ４５ １９２４．８ １９
福 岡 県 ２２２６５４ ３６ ８８１０７ ２３ １３４．１１ ３７ １３００．２ ３１

佐 賀 県 １１００４１ ４３ ２６８８４ ４４ ２４３．９３ ３０ １０７７．６ ３５
長 崎 県 ２４６４９９ ３４ ７４０９１ ２８ ７２６．７２ ２０ ６８．２ ４６
熊 本 県 ４６４９４３ １８ １５５６３６ １０ １８２．０１ ３４ １７３４．５ ２３
大 分 県 ４５６４８８ １９ １７４８４９ ６ １６．１６ ４４ ２０７４．４ １６
宮 崎 県 ５８７６４１ １３ ９１７８４ １９ １８３．９７ ３３ １５０７．８ ２９

鹿児島県 ５８９８７１ １２ ８２１２２ ２５ ２２９．００ ３１ ８７７．１ ３７
沖 縄 県 １１１９６４ ４２ ３６６５８ ４２ ９５０．７９ １８ － －

埼 玉 県 の
年別データ

１２ １２３１７０ ４１ １７ １２４５８３ １４ １７ ５１８．２４ ２４ １７ １６３６．５ ２４
２ １２５７４６ ４１ １６ １２４５８３ １４ １６ ５１８．２４ ２４ １６ １６３６．５ ２４

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１ 「農林業センサス」農林水産省
＊２３「環境統計集」環境省ホームぺージ
＊４ 「河川管理統計」国土交通省

平成１７年２月１日
平成１８年３月３１日
平成１８年４月３０日

５年
毎年
毎年

資料：埼玉県の地形区分と名称図（１９７５村本達郎氏による）
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利用形態別土地利用

概要
「国勢調査」によると、平成１７年１０月１日現在の本県の面積は３，７９７．３０�（東
西約１０３㎞、南北約５２㎞）で国土の約１％に当たり、４７都道府県中３９番目の広
さです。
総面積１�当たりの人口密度は１，８５７．７人で、前回調査（平成１２年）と同じ

全国第４位です。
また、人口集中地区は県内のすべての市と１５の町に設定されており、総面

積中の人口集中地区面積割合は１７．８３％で全国第４位です。
「社会生活統計指標」によると、平成１７年１０月１日現在の可住地面積割合

は全国平均の約２倍の６７．６％で全国第２位です。

人口集中地区面積割合
人口集中地区面積÷総面積×１００

可住地面積割合
可住地面積÷北方地域及び竹島を除いた総面積×１００

※表＊２の順位は、総務省統計局公表の順位です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「国勢調査」総務省統計局
＊４ 「社会生活統計指標」総務省統計局

平成１７年１０月１日
平成１７年１０月１日

５年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

総面積
（北方地域及び
竹島を含む）

総面積１�当たり
人口密度

総面積中の
人口集中地区
面積割合

総面積中の
可住地面積割合

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 � 順位 人 順位 ％ 順位 ％ 順位

全 国 ３７７９１４．７８ ３４２．７ ３．３２ ３２．６

北 海 道 ８３４５５．７３ １ ７１．８ ４７ ０．９６ ４３ ２７．９ ３１
青 森 県 ９６０６．８８ ８ １４９．５ ４０ １．６５ ３４ ３３．４ ２２
岩 手 県 １５２７８．７１ ２ ９０．７ ４６ ０．５６ ４７ ２４．３ ４０
宮 城 県 ７２８５．６０ １６ ３２４．０ １９ ３．２２ １７ ４３．０ １４
秋 田 県 １１６１２．２２ ６ ９８．６ ４５ ０．７５ ４５ ２７．２ ３３

山 形 県 ９３２３．３９ ９ １３０．４ ４２ １．２２ ４２ ３０．６ ２７
福 島 県 １３７８２．７５ ３ １５１．７ ３９ １．３０ ４０ ３０．６ ２７
茨 城 県 ６０９５．６８ ２４ ４８８．１ １２ ３．８２ １３ ６５．２ ４
栃 木 県 ６４０８．２８ ２０ ３１４．７ ２２ ２．８４ ２１ ４６．０ １２
群 馬 県 ６３６３．１６ ２１ ３１８．１ ２１ ３．１１ １９ ３６．１ １７

埼 玉 県 ３７９７．３０ ３９ １８５７．７ ４ １７．８３ ４ ６７．６ ２
千 葉 県 ５１５６．６８ ２８ １１７４．５ ６ １２．０６ ６ ６７．６ ２
東 京 都 ２１８６．９６ ４５ ５７５０．７ １ ４８．９１ １ ６３．８ ５
神奈川県 ２４１５．８４ ４３ ３６３９．１ ３ ３９．０４ ３ ６０．４ ６
新 潟 県 １２５８３．３２ ５ １９３．２ ３４ １．８０ ３０ ３５．６ １８

富 山 県 ４２４７．３９ ３３ ２６１．７ ２５ ２．３７ ２６ ４３．６ １３
石 川 県 ４１８５．４６ ３５ ２８０．５ ２３ ２．４９ ２５ ３３．０ ２３
福 井 県 ４１８９．２５ ３４ １９６．１ ３２ １．７８ ３２ ２５．５ ３６
山 梨 県 ４４６５．３７ ３２ １９８．１ ３１ １．４３ ３６ ２１．３ ４４
長 野 県 １３５６２．２３ ４ １６１．９ ３８ １．３０ ４０ ２４．４ ３９

岐 阜 県 １０６２１．１７ ７ １９８．４ ３０ １．６８ ３３ ２０．４ ４５
静 岡 県 ７７８０．０３ １３ ４８７．５ １３ ５．３４ １１ ３５．１ ２０
愛 知 県 ５１６４．０２ ２７ １４０４．９ ５ １７．３８ ５ ５７．３ ７
三 重 県 ５７７６．６８ ２５ ３２３．２ ２０ ３．１２ １８ ３５．０ ２１
滋 賀 県 ４０１７．３６ ３８ ３４３．６ １７ ２．５５ ２４ ３２．１ ２５

京 都 府 ４６１３．００ ３１ ５７４．０ １０ ５．５８ ９ ２５．０ ３７
大 阪 府 １８９４．３１ ４６ ４６５４．６ ２ ４７．６１ ２ ６９．４ １
兵 庫 県 ８３９４．９２ １２ ６６６．０ ８ ６．７１ ８ ３２．９ ２４
奈 良 県 ３６９１．０９ ４０ ３８５．１ １４ ３．８０ １４ ２３．０ ４３
和歌山県 ４７２６．０８ ３０ ２１９．２ ２９ １．９３ ２９ ２３．２ ４２

鳥 取 県 ３５０７．２５ ４１ １７３．１ ３７ １．３５ ３９ ２６．０ ３５
島 根 県 ６７０７．５６ １９ １１０．７ ４４ ０．６３ ４６ １８．７ ４６
岡 山 県 ７１１２．７３ １７ ２７５．２ ２４ ２．７８ ２２ ３１．１ ２６
広 島 県 ８４７７．９２ １１ ３３９．３ １８ ３．６２ １５ ２６．６ ３４
山 口 県 ６１１１．９１ ２３ ２４４．２ ２８ ３．３９ １６ ２８．６ ３０

徳 島 県 ４１４５．３３ ３６ １９５．４ ３３ １．３６ ３８ ２４．６ ３８
香 川 県 １８７６．４１ ４７ ５３９．５ １１ ４．１１ １２ ５２．９ １０
愛 媛 県 ５６７７．１２ ２６ ２５８．５ ２６ ２．６６ ２３ ２９．４ ２９
高 知 県 ７１０５．０１ １８ １１２．１ ４３ ０．８１ ４４ １６．４ ４７
福 岡 県 ４９７６．１２ ２９ １０１４．８ ７ １１．２５ ７ ５５．１ ８

佐 賀 県 ２４３９．５８ ４２ ３５５．１ １６ ２．１２ ２７ ５４．９ ９
長 崎 県 ４０９４．７６ ３７ ３６１．１ １５ ２．９３ ２０ ３９．５ １５
熊 本 県 ７４０４．８３ １５ ２４８．８ ２７ １．９９ ２８ ３７．１ １６
大 分 県 ６３３９．３２ ２２ １９０．８ ３５ １．７９ ３１ ２７．９ ３１
宮 崎 県 ７７３４．７７ １４ １４９．１ ４１ １．４６ ３５ ２３．７ ４１

鹿児島県 ９１８７．６９ １０ １９０．８ ３６ １．４０ ３７ ３５．３ １９
沖 縄 県 ２２７４．５９ ４４ ５９８．６ ９ ５．５４ １０ ５１．１ １１

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ３７９７．３０ ３９ １２ １８２７．１ ４ １２ １７．６３ ４ １２ ６７．６ ２
７ ３７９７．２８ ３９ ７ １７８０．０ ４ ７ １７．４１ ４ ７ ６６．９ ２

資料：「埼玉の土地」県土地水政策課

Ⅰ 自然と人口 Ⅰ 自然と人口

4 5



（降水量・mm）

降水量
平均気温

0

50

100

150

200

250

300

1月 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（気温・℃）

0

5

10

15

20

25

30

３ 気象
月別平均気温・降水量（平成１８年・熊谷）

概要
本県の気候は、夏は高温多湿で雷が多く、冬は低温乾燥で北西の季節風が

強い内陸性の太平洋側気候です。地域別に気温の特徴をみると、北部から南
部の東側にかけて、夏の気温が県内で最も高くなります。平成１９年８月１６日
に多治見（岐阜県）とともに熊谷でこれまでの国内最高気温の記録を７４年ぶり
に更新する４０．９℃が観測されました。一方、秩父地方の盆地では、冬季の夜
間の冷え込みが強く、昭和２９年に－１５．８℃の最低記録が観測されました。
「気象庁年報」によると、平成１８年の熊谷地方気象台観測の年平均気温は、

平年値より０．７℃高い１５．３℃、最高気温は８月４日の３７．５℃、最低気温は２
月５日の－５．３℃でした。
また、年間降水量は平年値より１９５．３mm多い１，４３８．５mmで、日最多降水

量は１０月６日の１３９．５mm、日最少降水量は３月１日の１７．０mmでした。
日照時間は平年値より２５９．５時間少ない１，７４７．７時間でした。
年間快晴日数は４０日で、前年より１９日減少し、全国第２位でした。

※表＊１～４中の各都道府県値は、原則として都道府県庁所在市の観測地点
によりますが、埼玉県は熊谷、滋賀県は彦根の値としました。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「気象庁年報」気象庁 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

年平均気温 降水量（年間） 日照時間（年間）
快晴日数（年間）
日平均雲量＜１．５

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 ℃ 順位 mm 順位 時間 順位 日 順位

全 国 … … … …

北 海 道 ９．１ ４７ １１４５．５ ４５ １７２５．４ ２６ １３ ４０
青 森 県 １０．２ ４５ １４２２．５ ３７ １４６４．６ ４７ ９ ４３
岩 手 県 １０．２ ４５ １１４２．５ ４６ １５８１．０ ４０ ６ ４５
宮 城 県 １２．３ ４１ １５９９．５ ２７ １６３６．０ ３４ １４ ３８
秋 田 県 １１．９ ４３ １４７７．０ ３４ １４６５．０ ４６ ９ ４３

山 形 県 １１．７ ４４ １５２６．０ ２９ １５２４．４ ４４ ６ ４５
福 島 県 １３．０ ４０ １４８９．５ ３１ １５８２．４ ３９ １４ ３８
茨 城 県 １３．９ ３８ １６７１．５ ２３ １６３８．６ ３２ ２７ １５
栃 木 県 １４．２ ３６ １６９５．５ ２２ １６４４．７ ３０ ２６ １７
群 馬 県 １４．８ ３２ １４７９．０ ３３ １８９３．６ １１ ２４ ２２

埼 玉 県 １５．３ ２７ １４３８．５ ３６ １７４７．７ ２５ ４０ ２
千 葉 県 １６．０ ２０ １７２６．０ ２１ １６２３．５ ３５ ３５ ８
東 京 都 １６．４ １７ １７４０．０ ２０ １５８７．８ ３７ ３４ ９
神奈川県 １６．０ ２０ １８５６．０ １９ １６６７．４ ２８ ３６ ７
新 潟 県 １３．９ ３８ ２０１４．５ １４ １５２０．８ ４５ １１ ４２

富 山 県 １４．２ ３６ ２５８３．０ ３ １５３９．１ ４３ １３ ４０
石 川 県 １４．６ ３４ ２４４７．０ ５ １５８６．８ ３８ ２０ ２９
福 井 県 １４．５ ３５ ２２５１．０ ８ １５６２．９ ４２ ２０ ２９
山 梨 県 １５．１ ２８ １１１１．５ ４７ １９６１．２ ３ ３０ １１
長 野 県 １２．１ ４２ １１５５．５ ４４ １８２３．３ ２３ １７ ３５

岐 阜 県 １６．０ ２０ １８９５．５ １７ １９３８．９ ６ ３０ １１
静 岡 県 １６．７ １３ ２０８７．０ １１ １８４７．４ ２０ ３８ ４
愛 知 県 １５．９ ２４ １６１１．５ ２６ １９４３．６ ４ ２４ ２２
三 重 県 １６．０ ２０ １３８５．５ ４０ １８３６．５ ２１ ２５ ２０
滋 賀 県 １４．７ ３３ １６６１．５ ２４ １７００．２ ２７ ２３ ２６

京 都 府 １５．９ ２４ １５８２．５ ２８ １６４３．６ ３１ １９ ３３
大 阪 府 １７．０ ８ １３９９．５ ３９ １８５９．９ １８ ２０ ２９
兵 庫 県 １６．９ １０ １４７９．５ ３２ １８６１．４ １７ １９ ３３
奈 良 県 １４．９ ３１ １３６４．０ ４１ １６６１．３ ２９ ２１ ２８
和歌山県 １６．８ １２ １４２０．５ ３８ １８８５．６ １４ ２０ ２９

鳥 取 県 １５．０ ２９ １６２５．０ ２５ １６３７．７ ３３ １６ ３７
島 根 県 １５．０ ２９ １８８５．５ １８ １５７６．３ ４１ １７ ３５
岡 山 県 １６．４ １７ １２５４．０ ４２ １８６６．１ １５ ３７ ５
広 島 県 １６．３ １９ １９５９．５ １６ １９３７．６ ７ ２６ １７
山 口 県 １５．８ ２６ ２２２４．５ １０ １８０４．６ ２４ ２６ １７

徳 島 県 １６．７ １３ １４９５．０ ３０ １８９０．１ １２ ２４ ２２
香 川 県 １６．５ １６ １２１２．０ ４３ １８６２．６ １６ ２４ ２２
愛 媛 県 １６．７ １３ １４６９．０ ３５ １９１７．３ １０ ２３ ２６
高 知 県 １７．７ ４ ３２１２．５ １ ２０３４．０ １ ２５ ２０
福 岡 県 １７．２ ７ ２０１８．０ １３ １８２９．０ ２２ ２９ １３

佐 賀 県 １７．０ ８ ２２３１．５ ９ １８８８．７ １３ ３７ ５
長 崎 県 １７．５ ６ ２５３５．０ ４ １８５２．６ １９ ３１ １０
熊 本 県 １７．６ ５ ２８００．５ ２ １９２４．０ ９ ２７ １５
大 分 県 １６．９ １０ １９８９．５ １５ １９２６．７ ８ ２８ １４
宮 崎 県 １７．９ ３ ２４３５．５ ６ ２００３．３ ２ ４７ １

鹿児島県 １９．２ ２ ２２８０．５ ７ １９４０．８ ５ ３９ ３
沖 縄 県 ２３．５ １ ２０６８．０ １２ １６２０．８ ３６ ２ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１７ １５．０ ２７ １７ １１９０．５ ２９ １７ ２１４５．４ ８ １７ ５９ １
１６ １６．１ ２７ １６ １３１６．５ ４２ １６ ２２７６．０ ６ １６ ５５ ４

資料：「気象庁年報」気象庁
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概要
「地震・火山月報（防災編）」によると、平成１８年に国内で被害を伴った地

震は５回で、死者・行方不明者を伴う地震は発生しませんでした。
本県の観測点で観測した最大の震度は、震度４（２月１日）でした。
気象庁によると、平成１８年中に発生した台風の数は２３個（平年は２６．７個）、

うち日本に上陸した台風は２個（平年は２．６個）でした。
平成１８年の関東地方の梅雨入りは平年並みでしたが、梅雨前線の活動は活

発で、特に、７月１５日から２４日にかけて本州から九州の広い範囲に大きな災
害を発生させた大雨は、「平成１８年７月豪雨」と名付けられました。
「消防白書」によると、平成１８年の自然災害によるり災世帯数は２３世帯、

り災者数は４２人、被害総額は４億９，６８４万円でした。
被害の内訳は、軽傷者５人、住家の一部破損７４棟、床上浸水５５棟、床下浸

水３９０棟、道路４６９か所、橋りょう９か所、河川１８か所、崖くずれ７か所、田
の冠水１６．２５ha、畑の流失・埋没０．０１ha、畑の冠水２０．４７haでした。
被害報告のあった災害出動に係る出動延べ人数は、前年より４４７人減少し、

８７６人でした。

※表＊３は、全壊、半壊、一部破損、床上浸水、床下浸水の被害のあった住
家の合計です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「消防白書」消防庁 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

り災世帯数 り災者数 住家被害
消防職員・団員
出動延人数

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 世帯 順位 人 順位 棟 順位 人 順位

全 国 ５７７４ １３７６４ ３６０６４ １９４３４０

北 海 道 １７５ ７ ３４４ ７ １２２４ １０ ５５９３ １３
青 森 県 １０２ １３ ２６９ １０ ４８２ ２０ ５７６８ １１
岩 手 県 １５６ ８ ３６６ ６ ８８８ １２ １５１０７ ３
宮 城 県 ６４ １５ １７２ １６ ９２８ １１ ５５０４ １４
秋 田 県 １２ ２５ ３０ ２６ ５９５ １４ ２９７８ ２３

山 形 県 ６ ３２ １２ ３５ １３３ ３５ ５７６４ １２
福 島 県 ２４ ２１ ８９ １９ ４３１ ２１ ３２７１ ２０
茨 城 県 ２７ ２０ ７３ ２０ ３１１ ２５ ２５３２ ２５
栃 木 県 １ ４２ １ ４２ ９１ ３７ ３８４ ３７
群 馬 県 ３ ３６ １１ ３６ １５ ４６ １５４ ４１

埼 玉 県 ２３ ２２ ４２ ２４ ５１９ １８ ８７６ ３２
千 葉 県 ４８ １７ ３４０ ８ ２９３ ２６ ３５６１ １８
東 京 都 ５４ １６ １１６ １７ １６３ ３３ ８０ ４４
神奈川県 １１ ２７ ３６ ２５ ７６ ３８ １０３ ４３
新 潟 県 ３０ １９ ９０ １８ ５５３ １５ ６６３７ １０

富 山 県 １ ４２ ３ ４１ ２３ ４３ ９４０ ２９
石 川 県 １２ ２５ ２５ ２８ １８９ ３１ １４１６ ２８
福 井 県 １０ ２８ ２６ ２７ ５０３ １９ ３５５４ １９
山 梨 県 ２ ３８ １９ ３１ ７ ４７ １６３ ４０
長 野 県 ８９０ ２ ２３５８ ２ ２８５３ ４ ２１３４８ １

岐 阜 県 ３ ３６ ８ ３８ ３２ ４１ ２０９１ ２７
静 岡 県 ２ ３８ ５ ４０ ２４ ４２ ６７０ ３６
愛 知 県 ５ ３３ １４ ３４ １９０ ３０ １７９ ３９
三 重 県 ２ ３８ － － １８ ４５ ２３００ ２６
滋 賀 県 ２ ３８ ７ ３９ ５５２ １６ － －

京 都 府 ４ ３４ １６ ３２ １４４ ３４ ３９８５ １７
大 阪 府 １３８ ９ ３２０ ９ ３４４ ２３ ２７２ ３８
兵 庫 県 １０７ １２ ２３４ １４ ６５１ １３ ２６９７ ２４
奈 良 県 － － － － ２８１ ２７ １４０ ４２
和歌山県 ２３ ２２ ５３ ２２ ５４９ １７ ７３５ ３５

鳥 取 県 ９ ２９ ２０ ２９ ３２４ ２４ － －
島 根 県 ３８４ ４ １０９１ ４ ２０９０ ５ １１１５３ ５
岡 山 県 ２０ ２４ ５１ ２３ １８３ ３２ ５０２３ １５
広 島 県 ９９ １４ ２４４ １３ １５３１ ８ １４００３ ４
山 口 県 ８ ３０ ２０ ２９ ２３１ ２８ ３２２８ ２１

徳 島 県 １ ４２ １ ４２ ５１ ４０ ８１９ ３３
香 川 県 － － － － ２２ ４４ ７５５ ３４
愛 媛 県 － － － － ６０ ３９ ３１４６ ２２
高 知 県 ８ ３０ １６ ３２ ２０５ ２９ － －
福 岡 県 ３１ １８ ６８ ２１ １７５４ ６ ７７２０ ８

佐 賀 県 １２６ １０ ２５１ １２ ３４９３ ３ ６８００ ９
長 崎 県 １９３ ６ ２５２ １１ ５８５８ １ ８８８ ３０
熊 本 県 ２８１ ５ ７１０ ５ １３８８ ９ １６０２０ ２
大 分 県 ４ ３４ ９ ３７ １３１ ３６ ４２１６ １６
宮 崎 県 ６３２ ３ １５０８ ３ １６５２ ７ １０３２８ ７

鹿児島県 １９３２ １ ４２３０ １ ３６６２ ２ １０５６０ ６
沖 縄 県 １０９ １１ ２１４ １５ ３６７ ２２ ８７９ ３１

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ６０６ ５ １７ ７９３ ８ １７ ２３４４ ７ １７ １３２３ ２５
１６ １８７ ２４ １６ ４２０ ２４ １６ １８４７ ２６ １６ １５２１ ２５

資料：「消防白書」消防庁
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概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の人口は、前回調査（平成１２年）

よりも１１６，２３７人増加し、７，０５４，２４３人で全国第５位でした。本県の人口は、
大正９年の第１回調査から増加が続いていますが、増加率は過去最低の１．７
％でした。
女性１００人に対する男性の数を表わす人口性比を都道府県別にみると、神

奈川県が１０２．２、次いで本県が１０１．６、愛知県１００．６、千葉県１００．１と４県で男
性人口が女性人口を上回っています。
県内に在住する外国人は８０，０３５人で、前回調査に比べて１７，６２４人、２８．２％

増加しています。この結果、本県の総人口に占める外国人の割合は、前回調
査より０．２４ポイント上昇して１．１３％でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

人口総数 男 女 外国人

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位

全 国 １２７７６７９９４ ６２３４８９７７ ６５４１９０１７ １５５５５０５

北 海 道 ５６２７７３７ ７ ２６７５０３３ ８ ２９５２７０４ ７ １５６５０ １９
青 森 県 １４３６６５７ ２８ ６７９０７７ ２９ ７５７５８０ ２８ ３９３０ ４２
岩 手 県 １３８５０４１ ３０ ６６３５８０ ３２ ７２１４６１ ３０ ５３６７ ３７
宮 城 県 ２３６０２１８ １５ １１４９１７２ １５ １２１１０４６ １５ １１８５１ ２３
秋 田 県 １１４５５０１ ３７ ５４０５３９ ３７ ６０４９６２ ３７ ３６３５ ４４

山 形 県 １２１６１８１ ３３ ５８５０２３ ３３ ６３１１５８ ３４ ６３８３ ３４
福 島 県 ２０９１３１９ １８ １０１６７２４ １８ １０７４５９５ １８ １００６５ ２７
茨 城 県 ２９７５１６７ １１ １４７９９４１ １１ １４９５２２６ １１ ３７３０１ １１
栃 木 県 ２０１６６３１ ２０ １００２１１４ １９ １０１４５１７ ２１ ２６３２２ １７
群 馬 県 ２０２４１３５ １９ ９９６３４６ ２０ １０２７７８９ １９ ３４９３４ １３

埼 玉 県 ７０５４２４３ ５ ３５５４８４３ ５ ３４９９４００ ５ ８００３５ ６
千 葉 県 ６０５６４６２ ６ ３０２９４８６ ６ ３０２６９７６ ６ ７３１１６ ７
東 京 都 １２５７６６０１ １ ６２６４８９５ １ ６３１１７０６ １ ２４８３６３ １
神奈川県 ８７９１５９７ ３ ４４４４５５５ ２ ４３４７０４２ ３ １１５４１２ ４
新 潟 県 ２４３１４５９ １４ １１７６９１９ １４ １２５４５４０ １４ １０８６１ ２４

富 山 県 １１１１７２９ ３８ ５３５６１７ ３８ ５７６１１２ ３８ １０５８７ ２６
石 川 県 １１７４０２６ ３５ ５６７０６０ ３５ ６０６９６６ ３６ ７６５４ ２９
福 井 県 ８２１５９２ ４３ ３９７２７１ ４３ ４２４３２１ ４４ １０８０３ ２５
山 梨 県 ８８４５１５ ４１ ４３３５６９ ４１ ４５０９４６ ４２ １３５６４ ２１
長 野 県 ２１９６１１４ １６ １０６８２０３ １６ １１２７９１１ １６ ３４７６４ １４

岐 阜 県 ２１０７２２６ １７ １０２０５７０ １７ １０８６６５６ １７ ３６７９３ １２
静 岡 県 ３７９２３７７ １０ １８６８４５８ １０ １９２３９１９ １０ ７０７２１ ８
愛 知 県 ７２５４７０４ ４ ３６３８９９４ ４ ３６１５７１０ ４ １５０１１５ ３
三 重 県 １８６６９６３ ２２ ９０７２１４ ２２ ９５９７４９ ２３ ３４２４９ １５
滋 賀 県 １３８０３６１ ３１ ６８１４７４ ２８ ６９８８８７ ３１ ２２７５０ １８

京 都 府 ２６４７６６０ １３ １２７２９９３ １３ １３７４６６７ １３ ４６０４４ ９
大 阪 府 ８８１７１６６ ２ ４２８０６２２ ３ ４５３６５４４ ２ １７５７６６ ２
兵 庫 県 ５５９０６０１ ８ ２６８０２８８ ７ ２９１０３１３ ８ ８５９４３ ５
奈 良 県 １４２１３１０ ２９ ６７６３７５ ３０ ７４４９３５ ２９ ８８４８ ２８
和歌山県 １０３５９６９ ３９ ４８８０２２ ３９ ５４７９４７ ３９ ５０２１ ３８

鳥 取 県 ６０７０１２ ４７ ２９０１９０ ４７ ３１６８２２ ４７ ３８５３ ４３
島 根 県 ７４２２２３ ４６ ３５３７０３ ４６ ３８８５２０ ４６ ４４６４ ４０
岡 山 県 １９５７２６４ ２１ ９３８６００ ２１ １０１８６６４ ２０ １４７９６ ２０
広 島 県 ２８７６６４２ １２ １３９０１９０ １２ １４８６４５２ １２ ２７１７８ １６
山 口 県 １４９２６０６ ２５ ７０３７２１ ２５ ７８８８８５ ２５ １２４６１ ２２

徳 島 県 ８０９９５０ ４４ ３８４６３５ ４４ ４２５３１５ ４３ ４２０６ ４１
香 川 県 １０１２４００ ４０ ４８６１０８ ４０ ５２６２９２ ４０ ６００８ ３５
愛 媛 県 １４６７８１５ ２７ ６９１６７７ ２６ ７７６１３８ ２７ ６７７３ ３２
高 知 県 ７９６２９２ ４５ ３７４４３５ ４５ ４２１８５７ ４５ ２９２７ ４７
福 岡 県 ５０４９９０８ ９ ２３９４０９４ ９ ２６５５８１４ ９ ３８４４９ １０

佐 賀 県 ８６６３６９ ４２ ４０８２３０ ４２ ４５８１３９ ４１ ３３２１ ４５
長 崎 県 １４７８６３２ ２６ ６９１４４４ ２７ ７８７１８８ ２６ ５６７５ ３６
熊 本 県 １８４２２３３ ２３ ８６６９１６ ２３ ９７５３１７ ２２ ６６５１ ３３
大 分 県 １２０９５７１ ３４ ５６９７９６ ３４ ６３９７７５ ３３ ６８７１ ３１
宮 崎 県 １１５３０４２ ３６ ５４２１１３ ３６ ６１０９２９ ３５ ３２２２ ４６

鹿児島県 １７５３１７９ ２４ ８１９６４６ ２４ ９３３５３３ ２４ ４９０６ ３９
沖 縄 県 １３６１５９４ ３２ ６６８５０２ ３１ ６９３０９２ ３２ ６８９７ ３０

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ６９３８００６ ５ １２ ３５００２２４ ５ １２ ３４３７７８２ ５ １２ ６２４１１ ６
７ ６７５９３１１ ５ ７ ３４１９２１８ ５ ７ ３３４００９３ ５ ７ ５２１２２ ６

注）昭和２０年は１１月１日現在で行われた人口調査による人口。
資料：「国勢調査」総務省統計局
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６ 人口（年齢３区分別）
年齢３区分別人口構成比（各年１０月１日）

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の年齢で３区分した人口をみる

と、年少人口は９８６，３６１人で本県の総人口の１４．０％、生産年齢人口は４，８９２，２５３
人で同６９．４％、老年人口は１，１５７，００６人で同１６．４％でした。
年少人口は前回調査（平成１２年）に比べ３８，４２６人減少し、昭和４５年以降初め

て１００万人を割り込み、年少人口の総人口に占める割合も大正９年の第１回
調査以来、最も低くなりました。
生産年齢人口についても大正９年の第１回調査以降初めて減少（前回調査

比１１８，９４９人減）しました。また、総人口に占める割合は前回調査に比べ２．８
ポイント減少したものの、６９．４％で全国第１位でした。
老年人口は、前回調査に比べ２６７，７６３人増加し、総人口に占める割合も３．６

ポイント上昇しました。前回調査の老年人口の割合は、全国第４７位でしたが、
今回、沖縄県を上回り全国第４６位でした。

生産年齢人口割合
生産年齢人口÷総人口×１００

※表＊４の順位は、総務省統計局公表の順位です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

年少人口
（０～１４歳）

生産年齢人口
（１５～６４歳）

老年人口
（６５歳以上）

生産年齢
人口割合

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 人 順位 人 順位 人 順位 ％ 順位

全 国 １７５２１２３４ ８４０９２４１４ ２５６７２００５ ６５．８

北 海 道 ７１９０５７ ８ ３６９６０６４ ７ １２０５６９２ ５ ６５．７ １４
青 森 県 １９８９５９ ２９ ９１０８５６ ３０ ３２６５６２ ２９ ６３．４ ２４
岩 手 県 １９０５７８ ３２ ８５０２５３ ３２ ３３９９５７ ２８ ６１．４ ４２
宮 城 県 ３２５８２９ １５ １５５８０８７ １４ ４７０５１２ １７ ６６．０ １２
秋 田 県 １４２５０７ ３９ ６９４２８８ ３８ ３０８１９３ ３１ ６０．６ ４６

山 形 県 １６６６５３ ３４ ７３９０３０ ３５ ３０９９１３ ３０ ６０．８ ４５
福 島 県 ３０７２９４ １７ １３０７７３４ ２０ ４７４８６０ １６ ６２．５ ３０
茨 城 県 ４２２９１３ １１ １９７４１５９ １１ ５７６２７２ １３ ６６．４ ８
栃 木 県 ２８５２４５ ２０ １３３６５１３ １８ ３９０８９６ ２４ ６６．３ １０
群 馬 県 ２９１９９５ １９ １３１４２５９ １９ ４１６９０９ ２２ ６４．９ １８

埼 玉 県 ９８６３６１ ５ ４８９２２５３ ５ １１５７００６ ６ ６９．４ １
千 葉 県 ８１９３４８ ６ ４１５４６００ ６ １０６０３４３ ８ ６８．６ ４
東 京 都 １４２４６６７ １ ８６９５５９２ １ ２２９５５２７ １ ６９．１ ３
神奈川県 １１８４６３１ ３ ６０８８１４１ ２ １４８０２６２ ３ ６９．２ ２
新 潟 県 ３３０３０２ １４ １５１４８６９ １５ ５８０７３９ １２ ６２．３ ３２

富 山 県 １４９５４５ ３７ ７０２９２４ ３７ ２５８３１７ ３５ ６３．２ ２５
石 川 県 １６６１７５ ３５ ７６１２５７ ３３ ２４５７３９ ３８ ６４．８ １９
福 井 県 １２０７４５ ４３ ５１３８５８ ４３ １８５５０１ ４６ ６２．５ ２９
山 梨 県 １２７６２７ ４２ ５６２４９５ ４１ １９３５８０ ４５ ６３．６ ２３
長 野 県 ３１６３６８ １６ １３５６３１７ １７ ５２１９８４ １５ ６１．８ ４０

岐 阜 県 ３０５８４５ １８ １３５７５８３ １６ ４４２１２４ １８ ６４．４ ２１
静 岡 県 ５３６７９９ １０ ２４７１３３５ １０ ７７９１９３ １０ ６５．２ １７
愛 知 県 １０６９４９８ ４ ４９０１０７２ ４ １２４８５６２ ４ ６７．６ ５
三 重 県 ２６６７４１ ２２ １１９７２５５ ２２ ４００６４７ ２３ ６４．１ ２２
滋 賀 県 ２１３１４７ ２７ ９１６５７２ ２７ ２４９４１８ ３７ ６６．４ ７

京 都 府 ３４５０７１ １３ １７５５４４７ １３ ５３０３５０ １４ ６６．３ ９
大 阪 府 １２１１２５７ ２ ５９１３５５８ ３ １６３４２１８ ２ ６７．１ ６
兵 庫 県 ７９３８８５ ７ ３６６７４７５ ８ １１０８５６４ ７ ６５．６ １５
奈 良 県 １９７１３６ ３０ ９３８７０２ ２５ ２８３５２８ ３３ ６６．０ １１
和歌山県 １４２６７０ ３８ ６４２４２８ ３９ ２４９４７３ ３６ ６２．０ ３４

鳥 取 県 ８４８２３ ４７ ３７５５３９ ４７ １４６１１３ ４７ ６１．９ ３６
島 根 県 １００５４２ ４６ ４３９４７１ ４６ ２０１１０３ ４２ ５９．２ ４７
岡 山 県 ２７５７４３ ２１ １２３６３１８ ２１ ４３８０５４ １９ ６３．２ ２６
広 島 県 ４０３２７１ １２ １８５８８４９ １２ ６００５４５ １１ ６４．６ ２０
山 口 県 １９６７２９ ３１ ９２０５３１ ２６ ３７３３４６ ２５ ６１．７ ４１

徳 島 県 １０５８１４ ４４ ５０６６４２ ４４ １９７３１３ ４３ ６２．６ ２８
香 川 県 １３９５０５ ４０ ６３５７４６ ４０ ２３５５０８ ３９ ６２．８ ２７
愛 媛 県 ２００２７０ ２８ ９１４７４７ ２８ ３５１９９０ ２６ ６２．３ ３１
高 知 県 １０２４２１ ４５ ４８７３６７ ４５ ２０６３７５ ４１ ６１．２ ４３
福 岡 県 ７０１１９５ ９ ３３２６６１０ ９ ９９７７９８ ９ ６５．９ １３

佐 賀 県 １３１９６９ ４１ ５３７８６４ ４２ １９６１０８ ４４ ６２．１ ３３
長 崎 県 ２１５９８７ ２６ ９１３２２４ ２９ ３４８８２０ ２７ ６１．８ ３９
熊 本 県 ２６４０１３ ２３ １１３９１２５ ２３ ４３７２４４ ２０ ６１．８ ３７
大 分 県 １６４５４１ ３６ ７４８８７２ ３４ ２９２８０５ ３２ ６１．９ ３５
宮 崎 県 １６９０７５ ３３ ７１２５２７ ３６ ２７０５８６ ３４ ６１．８ ３８

鹿児島県 ２５２２８５ ２５ １０６５９６０ ２４ ４３４５５９ ２１ ６０．８ ４４
沖 縄 県 ２５４２０３ ２４ ８８８０４６ ３１ ２１８８９７ ４０ ６５．２ １６

埼 玉 県 の
年別データ

１２ １０２４７８７ ５ １２ ５０１１２０２ ４ １２ ８８９２４３ ７ １２ ７２．２ １
７ １０９０３９５ ５ ７ ４９７６９４５ ４ ７ ６８１１７２ ８ ７ ７３．６ ３

注）昭和２０年は１１月１日現在で行われた人口調査による人口。
資料：「国勢調査」総務省統計局
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女男

７ 年齢
人口ピラミッド（平成１９年１月１日現在）

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の平均年齢は、前回調査（平成１２

年）より２．２歳上昇し４１．８歳となり、前回は沖縄県に次いで２番目に若い県で
したが、今回は沖縄県、愛知県、滋賀県に次いで全国で４番目でした。また、
年齢中位数は４１．２歳で、全国第４２位でした。
「都道府県別生命表」によると、平成１７年の国勢調査等を基に算出した平

均寿命は男性が７９．０５年、女性は８５．２９年で、３０年前（昭和５０年）と比べてそれ
ぞれ７．１７年、８．６８年上昇しています。平均寿命の男女差は全国で６．９５年とな
りましたが、本県は６．２４年で、都道府県中で最も小さくなりました。
「埼玉県町（丁）字別人口調査結果」による平成１９年１月１日現在の人口を

年齢構成別にみると、３０代が１，２００，５２２人で総数の１６．８％を占め最も多く、
次いで５０代が１，０８１，５６５人で同１５．１％、６０代が９２８，６８２人で１３．０％と続いてい
ます。

平均年齢
年齢（各歳）×各歳別人口÷総人口＋０．５

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「国勢調査」総務省統計局
＊３４「都道府県別生命表」厚生労働省ホームページ

平成１７年１０月１日
平成１７年

５年
５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

平均年齢 年齢中位数 平均寿命（男） 平均寿命（女）

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年 平成１７年
単 位 歳 順位 歳 順位 年 順位 年 順位

全 国 ４３．３ ４３．３ ７８．７９ ８５．７５

北 海 道 ４４．４ ２１ ４５．４ ２１ ７８．３０ ３３ ８５．７８ ２５
青 森 県 ４４．７ １８ ４６．３ １８ ７６．２７ ４７ ８４．８０ ４７
岩 手 県 ４５．４ ８ ４７．１ ８ ７７．８１ ４５ ８５．４９ ３７
宮 城 県 ４２．８ ３９ ４２．８ ３８ ７８．６０ ２７ ８５．７５ ２６
秋 田 県 ４７．１ １ ４９．８ １ ７７．４４ ４６ ８５．１９ ４５

山 形 県 ４５．８ ５ ４７．６ ５ ７８．５４ ２８ ８５．７２ ２７
福 島 県 ４４．２ ２３ ４５．４ ２１ ７７．９７ ４２ ８５．４５ ３９
茨 城 県 ４３．１ ３５ ４３．５ ３４ ７８．３５ ３０ ８５．２６ ４３
栃 木 県 ４３．１ ３５ ４３．５ ３４ ７８．０１ ４０ ８５．０３ ４６
群 馬 県 ４３．６ ３０ ４４．０ ３１ ７８．７８ ２２ ８５．４７ ３８

埼 玉 県 ４１．８ ４３ ４１．２ ４２ ７９．０５ １５ ８５．２９ ４２
千 葉 県 ４２．４ ４２ ４２．０ ４０ ７８．９５ １８ ８５．４９ ３６
東 京 都 ４２．８ ３９ ４１．２ ４２ ７９．３６ ５ ８５．７０ ２８
神奈川県 ４１．８ ４３ ４０．６ ４５ ７９．５２ ３ ８６．０３ １８
新 潟 県 ４５．２ １２ ４６．７ １２ ７８．７５ ２３ ８６．２７ ９

富 山 県 ４５．３ １１ ４６．６ １３ ７９．０７ １２ ８６．３２ ７
石 川 県 ４３．７ ２９ ４４．１ ２８ ７９．２６ ８ ８６．４６ ６
福 井 県 ４４．３ ２２ ４５．１ ２４ ７９．４７ ４ ８６．２５ １１
山 梨 県 ４３．９ ２５ ４４．２ ２６ ７８．８９ ２１ ８６．１７ １２
長 野 県 ４４．９ １６ ４５．７ ２０ ７９．８４ １ ８６．４８ ５

岐 阜 県 ４３．５ ３２ ４４．０ ３１ ７９．００ １６ ８５．５６ ３５
静 岡 県 ４３．６ ３０ ４４．１ ２８ ７９．３５ ６ ８６．０６ １６
愛 知 県 ４１．５ ４６ ４０．５ ４６ ７９．０５ １４ ８５．４０ ４０
三 重 県 ４３．８ ２７ ４４．２ ２６ ７８．９０ ２０ ８５．５８ ３４
滋 賀 県 ４１．６ ４５ ４０．８ ４４ ７９．６０ ２ ８６．１７ １３

京 都 府 ４３．２ ３４ ４２．６ ３９ ７９．３４ ７ ８５．９２ １９
大 阪 府 ４２．６ ４１ ４１．９ ４１ ７８．２１ ３６ ８５．２０ ４４
兵 庫 県 ４３．１ ３５ ４３．１ ３６ ７８．７２ ２４ ８５．６２ ３３
奈 良 県 ４３．４ ３３ ４３．９ ３３ ７９．２５ ９ ８５．８４ ２４
和歌山県 ４５．５ ７ ４７．１ ８ ７７．９７ ４１ ８５．３４ ４１

鳥 取 県 ４５．１ １３ ４６．６ １３ ７８．２６ ３４ ８６．２７ ８
島 根 県 ４６．７ ２ ４９．２ ２ ７８．４９ ２９ ８６．５７ ２
岡 山 県 ４４．２ ２３ ４４．９ ２５ ７９．２２ １１ ８６．４９ ４
広 島 県 ４３．８ ２７ ４４．１ ２８ ７９．０６ １３ ８６．２７ １０
山 口 県 ４６．１ ４ ４８．５ ４ ７８．１１ ３８ ８５．６３ ３２

徳 島 県 ４５．６ ６ ４７．４ ６ ７８．０９ ３９ ８５．６７ ３０
香 川 県 ４５．０ １５ ４６．４ １７ ７８．９１ １９ ８５．８９ ２０
愛 媛 県 ４５．４ ８ ４７．０ １０ ７８．２５ ３５ ８５．６４ ３１
高 知 県 ４６．５ ３ ４８．７ ３ ７７．９３ ４４ ８５．８７ ２１
福 岡 県 ４２．９ ３８ ４２．９ ３７ ７８．３５ ３１ ８５．８４ ２３

佐 賀 県 ４３．９ ２５ ４５．２ ２３ ７８．３１ ３２ ８６．０４ １７
長 崎 県 ４４．８ １７ ４６．５ １６ ７８．１３ ３７ ８５．８５ ２２
熊 本 県 ４４．７ １８ ４６．０ １９ ７９．２２ １０ ８６．５４ ３
大 分 県 ４５．４ ８ ４７．３ ７ ７８．９９ １７ ８６．０６ １５
宮 崎 県 ４４．７ １８ ４６．６ １３ ７８．６２ ２６ ８６．１１ １４

鹿児島県 ４５．１ １３ ４６．８ １１ ７７．９７ ４３ ８５．７０ ２９
沖 縄 県 ３９．１ ４７ ３７．９ ４７ ７８．６４ ２５ ８６．８８ １

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ３９．６ ４６ １２ ３８．９ ４４ １２ ７８．０５ １０ １２ ８４．３４ ３７
７ ３７．４ ４６ ７ ３６．９ ４５ ７ ７６．９５ １９ ７ ８２．９２ ４０

資料：「埼玉県町（丁）字別人口調査結果」県統計課
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埼玉県
2,630,623
世帯

全　国
49,062,530
世帯

夫婦のみ
19.5％

夫婦のみ
19.6％

夫婦と子供
36.6％
夫婦と子供
36.6％

夫婦と子供
29.9％
夫婦と子供
29.9％

男親と子供 
1.5％

男親と子供 
1.3％

女親と子供 
6.8％ 女親と子供 

7.1％

非親族世帯 
0.6％

非親族世帯 
0.5％

65歳以上
単独世帯 
5.5％

65歳以上
単独世帯 
7.9％

その他の
単独世帯 
19.7％

その他の
単独世帯 
21.6％

核家族以外
の親族世帯 
9.9％

核家族以外
の親族世帯 
12.1％

８ 世帯
家族類型別一般世帯構成比（平成１７年１０月１日）

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の総世帯数は２，６５０，１１５世帯で、

そのうち一般世帯数が２，６３０，６２３世帯、施設等の世帯が２，４７１世帯でした。一
般世帯数は、前回調査（平成１２年）と比べるとすべての都道府県で増加してお
り、本県は１６０，１３６世帯（６．５％）増加しています。
一般世帯の１世帯当たり人員は２．６４人で、全国平均（２．５５人）を上回ったも

のの、前回調査より０．１４人減少しています。１世帯当たり人員はすべての都
道府県で減少しており、世帯の小規模化が進んでいます。
家族類型別に一般世帯をみると、核家族世帯が１，６９３，０５２世帯で、一般世

帯の６４．４％を占めており、この割合は全国第２位でした。
なお、核家族世帯のうち、夫婦のみの世帯は５１２，２８８世帯（一般世帯の１９．５

％）、夫婦と子供から成る世帯は９６２，８０８世帯（同３６．６％）でした。
高齢単身世帯は、前回調査より４７．９％増加して１４３，９２３世帯で、一般世帯

中の割合は５．５％でした。

※表＊２の順位は、総務省統計局公表の順位です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

一般世帯数
１世帯当たり人員
（一般世帯）

核家族世帯割合
（一般世帯）

高齢単身世帯割合
（一般世帯）

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 世帯 順位 人 順位 ％ 順位 ％ 順位

全 国 ４９０６２５３０ ２．５５ ５７．９ ７．９

北 海 道 ２３６８８９２ ６ ２．３１ ４６ ５８．９ １８ ９．０ １５
青 森 県 ５０９１０７ ２８ ２．７５ １８ ５４．２ ３５ ８．２ ２３
岩 手 県 ４７９３０２ ３１ ２．８２ １２ ５１．３ ４３ ７．６ ２６
宮 城 県 ８５８６２８ １４ ２．７０ ２４ ５２．８ ３８ ５．９ ４２
秋 田 県 ３９１２７６ ３６ ２．８５ ８ ５１．３ ４３ ８．５ ２１

山 形 県 ３８５４１６ ３７ ３．０９ １ ４６．８ ４７ ６．５ ３６
福 島 県 ７０７２２３ ２１ ２．９１ ７ ５２．３ ３９ ７．０ ３２
茨 城 県 １０２９４８１ １３ ２．８４ １０ ５８．３ ２０ ５．５ ４５
栃 木 県 ７０５２０６ ２２ ２．８１ １３ ５６．６ ３０ ５．９ ４２
群 馬 県 ７２４１２１ １８ ２．７５ １９ ６０．１ １１ ６．７ ３４

埼 玉 県 ２６３０６２３ ５ ２．６４ ２７ ６４．４ ２ ５．５ ４５
千 葉 県 ２３０４３２１ ７ ２．５８ ３３ ６２．１ ４ ５．９ ４２
東 京 都 ５７４７４６０ １ ２．１３ ４７ ５１．０ ４６ ８．７ １７
神奈川県 ３５４９７１０ ３ ２．４３ ４１ ６１．２ ９ ６．４ ３８
新 潟 県 ８１２７２６ １５ ２．９３ ５ ５１．９ ４１ ６．５ ３６

富 山 県 ３７０２３０ ４０ ２．９３ ４ ５３．４ ３７ ６．８ ３３
石 川 県 ４２３１５７ ３５ ２．７０ ２３ ５３．９ ３６ ７．１ ３０
福 井 県 ２６７３８５ ４５ ３．００ ２ ５２．０ ４０ ６．７ ３４
山 梨 県 ３２０１７０ ４２ ２．７１ ２２ ５７．６ ２２ ７．５ ２７
長 野 県 ７７７９３１ １６ ２．７７ １６ ５６．２ ３１ ７．２ ２９

岐 阜 県 ７１０１６６ ２０ ２．９２ ６ ５７．４ ２４ ６．３ ３９
静 岡 県 １３４６９５２ １０ ２．７７ １７ ５６．８ ２７ ６．１ ４１
愛 知 県 ２７２４４７６ ４ ２．６２ ３１ ５８．８ １９ ６．２ ４０
三 重 県 ６７２５５２ ２３ ２．７３ ２１ ５９．５ １４ ７．９ ２４
滋 賀 県 ４７７６４５ ３２ ２．８５ ９ ５８．２ ２１ ５．４ ４７

京 都 府 １０６３９０７ １２ ２．４３ ４２ ５６．９ ２６ ８．７ １７
大 阪 府 ３５９０５９３ ２ ２．４０ ４３ ６０．４ １０ ９．５ ９
兵 庫 県 ２１２８９６３ ８ ２．５８ ３４ ６２．７ ３ ９．１ １３
奈 良 県 ５００９９４ ２９ ２．７８ １４ ６４．９ １ ７．４ ２８
和歌山県 ３８３２１４ ３８ ２．６５ ２６ ６１．９ ６ １１．２ ３

鳥 取 県 ２０８５２６ ４７ ２．８３ １１ ５１．７ ４２ ８．３ ２２
島 根 県 ２５９２８９ ４６ ２．７８ １５ ５１．３ ４３ ９．４ １０
岡 山 県 ７２４４７４ １７ ２．６３ ２９ ５６．８ ２７ ８．７ １７
広 島 県 １１３１０２４ １１ ２．４７ ３７ ５９．６ １３ ９．１ １３
山 口 県 ５８８７３６ ２５ ２．４６ ４０ ５９．７ １２ １１．２ ３

徳 島 県 ２９７５３９ ４３ ２．６４ ２８ ５５．６ ３３ ９．４ １０
香 川 県 ３７５６３４ ３９ ２．６３ ３０ ５９．０ １７ ８．８ １６
愛 媛 県 ５８１００３ ２６ ２．４７ ３９ ５９．５ １４ １０．５ ６
高 知 県 ３２３３２７ ４１ ２．３８ ４４ ５６．８ ２７ １２．７ ２
福 岡 県 １９８４６６２ ９ ２．４７ ３８ ５７．２ ２５ ８．７ １７

佐 賀 県 ２８６２３９ ４４ ２．９４ ３ ５５．２ ３４ ７．９ ２４
長 崎 県 ５５１５３０ ２７ ２．５９ ３２ ５９．２ １６ １０．３ ７
熊 本 県 ６６４３３８ ２４ ２．６９ ２５ ５６．２ ３１ ９．２ １２
大 分 県 ４６５１９５ ３３ ２．５２ ３５ ５７．６ ２２ １０．２ ８
宮 崎 県 ４４９２６９ ３４ ２．５０ ３６ ６１．３ ８ １０．６ ５

鹿児島県 ７２２９３７ １９ ２．３５ ４５ ６１．４ ７ １３．４ １
沖 縄 県 ４８６９８１ ３０ ２．７４ ２０ ６２．１ ４ ７．１ ３０

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ２４７０４８７ ５ １２ ２．７８ ２６ １２ ６５．５ １ １２ ３．９ ４７
７ ２２７８７３６ ５ ７ ２．９４ ２７ ７ ６５．９ １ ７ ２．７ ４７

資料：「国勢調査」総務省統計局
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=10万人栃　木　県
10,307人
栃　木　県
10,307人群　馬　県

28,173人
群　馬　県
28,173人

茨　城　県
13,364人
茨　城　県
13,364人

うち 通勤12,997人
　 通学    367人
うち 通勤12,997人
　 通学    367人

うち 通勤32,828人
　 通学 7,859人
うち 通勤32,828人
　 通学 7,859人

うち 通勤17,644人
　 通学 5,039人
うち 通勤17,644人
　 通学 5,039人

うち 通勤896,373人
　 通学105,806人
うち 通勤896,373人
　 通学105,806人

(( )) (( ))

(( ))

(( ))

(( ))

(( ))

うち 通勤25,484人
　 通学  2,689人
うち 通勤25,484人
　 通学  2,689人

うち 通勤8,165人
　 通学2,142人
うち 通勤8,165人
　 通学2,142人

千　葉　県
40,687人
千　葉　県
40,687人その他の道府県

7,573人
その他の道府県
7,573人

埼　玉　県

神 奈 川 県
22,683人
神 奈 川 県
22,683人

=1万人

東　京　都
1,002,179人
東　京　都
1,002,179人

９ 昼間人口
県外への通勤・通学者数（平成１７年１０月１日現在）

概要
「国勢調査」による、平成１７年１０月１日現在の昼間人口は、前回調査（平成

１２年）よりも１７３，４６７人（２．９％）増加して６，１５８，９６４人で、全国第５位でした。
一方、夜間人口は７，０３５，６２０人でした。昼夜間人口比率は８７．５％で、前回調
査に続き全国第４７位でした。
県統計課によると、本県に常住する１５歳以上の就業者・通学者は３，９１０，９００

人で、そのうち県外に従業・通学している者（流出人口）は、１，１２４，９６６人で
した。
県外への通勤・通学者は、東京都への１，００２，１７９人（県外への通勤・通学者

の８９．１％）が最も多く、次いで千葉県への４０，６８７人（同３．６％）、群馬県への
２８，１７３人（同２．５％）でした。
また、他都道府県に常住する１５歳以上の就業者・通学者のうち本県に従業

・通学している者（流入人口）は、２５５，８５１人でした。
県外からの通勤・通学者は、東京都からの１４６，６９８人（県外からの通勤・通

学者の５７．３％）が最も多く、次いで千葉県からの３７，４４７人（同１４．６％）、群馬
県からの２５，５４８人（同１０．０％）の順でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

昼間人口 昼夜間人口比率 流入人口 流出人口

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 人 順位 ％ 順位 人 順位 人 順位

全 国 １２７２８５６５３ １００．０ ５８２５８４６ ５８２５８４６

北 海 道 ５６１９２０２ ６ １００．０ １８ ４１１９ ４４ ５７４１ ４２
青 森 県 １４３５３２２ ２８ ９９．９ ２３ ６６０７ ４１ ７６７５ ３６
岩 手 県 １３７７３１６ ２９ ９９．７ ２９ ８６０１ ３１ １２０６６ ２７
宮 城 県 ２３５６５７３ １５ １００．１ １３ ２１２９９ ２１ １９１６４ ２５
秋 田 県 １１４４０５３ ３７ ９９．９ ２４ ２５１５ ４５ ３４５２ ４５

山 形 県 １２１４７３９ ３３ ９９．９ ２２ ４９８４ ４２ ５８４３ ４１
福 島 県 ２０８２０２２ １７ ９９．６ ３３ １２２７５ ２４ ２０１２５ ２３
茨 城 県 ２８８５５９４ １１ ９７．０ ４０ ７７０２６ ９ １６５１４３ ９
栃 木 県 １９９７８０９ ２０ ９９．３ ３６ ５８８３０ １１ ７３８５２ １３
群 馬 県 ２０２０６８４ １８ ９９．９ ２７ ５８６７０ １２ ６１０１１ １６

埼 玉 県 ６１５８９６４ ５ ８７．５ ４７ ２５５８５１ ４ １１２４９６６ ２
千 葉 県 ５３４０２５９ ７ ８８．５ ４６ １９２３８３ ６ ８８３９８７ ３
東 京 都 １４９７７５８０ １ １２０．６ １ ３０２６２９１ １ ４８１６３６ ４
神奈川県 ７９０５２１９ ３ ９０．３ ４４ ２９１０５１ ３ １１３１３４５ １
新 潟 県 ２４２８２６８ １４ １００．１ １１ ６９８３ ３８ ４６１８ ４４

富 山 県 １１０７９７４ ３８ ９９．７ ３０ ６６２５ ４０ ９４３６ ３１
石 川 県 １１７７１１５ ３５ １００．３ ５ １１９２７ ２６ ８００９ ３５
福 井 県 ８２１４５６ ４３ １００．２ ８ ６７７０ ３９ ５４２９ ４３
山 梨 県 ８７５５５０ ４１ ９９．１ ３７ １０４５５ ２８ １８５６５ ２６
長 野 県 ２１９２５３３ １６ ９９．９ ２５ ９５０３ ３０ １１６３６ ２８

岐 阜 県 ２０１８５９５ １９ ９５．９ ４２ ４６４８８ １４ １３３０７１ １０
静 岡 県 ３７８３２４８ １０ ９９．９ ２６ ３４５８６ １７ ３８６５９ １８
愛 知 県 ７３４１３８５ ４ １０１．７ ３ ２００６９２ ５ ７８７８８ １２
三 重 県 １８２４２６６ ２３ ９７．８ ３８ ３０２６０ １９ ７０４９０ １４
滋 賀 県 １３２７２７５ ３１ ９６．２ ４１ ４３２０５ １５ ９４３５１ １１

京 都 府 ２６５１０７３ １３ １００．８ ４ １８４２１０ ７ １６５１９４ ８
大 阪 府 ９２４１４６８ ２ １０５．５ ２ ７４００１０ ２ ２５７４１６ ６
兵 庫 県 ５２９８６７７ ８ ９５．１ ４３ １３３８８７ ８ ４０３９２１ ５
奈 良 県 １２５８６６５ ３２ ８８．７ ４５ ５７８９２ １３ ２１８８６４ ７
和歌山県 １０１１５５６ ４０ ９７．８ ３９ １７４２２ ２２ ４０９２４ １７

鳥 取 県 ６０７４４９ ４７ １００．２ ９ ８５６６ ３２ ７６１２ ３７
島 根 県 ７４０７２９ ４６ ９９．９ ２０ ８３０２ ３５ ８６８４ ３３
岡 山 県 １９４８８３２ ２１ ９９．９ ２１ ２２１７４ ２０ ２３７８３ ２１
広 島 県 ２８７２０３２ １２ １００．３ ６ ３３７２２ １８ ２４２６３ ２０
山 口 県 １４８２３５０ ２５ ９９．４ ３５ １４６０１ ２３ ２２７５３ ２２

徳 島 県 ８０７５５１ ４４ ９９．７ ３２ ４２９２ ４３ ６５１３ ４０
香 川 県 １０１２６３６ ３９ １００．２ ７ ９８９８ ２９ ８０７１ ３４
愛 媛 県 １４６８８１３ ２７ １００．１ １０ ８４６５ ３３ ６６５２ ３９
高 知 県 ７９５１０９ ４５ ９９．９ ２８ ２３２０ ４６ ３３５０ ４６
福 岡 県 ５０３０３９６ ９ １００．１ １２ ６８７４７ １０ ６３８９２ １５

佐 賀 県 ８６６００３ ４２ １００．０ １５ ３６３７９ １６ ３６５６０ １９
長 崎 県 １４７４２４０ ２６ ９９．７ ３１ ７１１９ ３７ １０９０７ ２９
熊 本 県 １８３２６３３ ２２ ９９．６ ３４ １２２２０ ２５ １９９０６ ２４
大 分 県 １２０７３１６ ３４ １００．１ １４ １０７８４ ２７ ９６５５ ３０
宮 崎 県 １１５２１５８ ３６ １００．０ １６ ７４９９ ３６ ７５２７ ３８

鹿児島県 １７５２１５９ ２４ １００．０ １９ ８３４１ ３４ ８９９８ ３２
沖 縄 県 １３６０８０７ ３０ １００．０ １７ １０００ ４７ １３４３ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ５９８５４９７ ５ １２ ８６．４ ４７ １２ ２５４９３８ ４ １２ １１９４６７３ １
７ ５７２６０３４ ５ ７ ８４．８ ４７ ７ ２５５６６０ ４ ７ １２７８１３８ １

注）１ １５歳以上。年齢不詳者を除く。
２「県内で通勤・通学している人」には、自宅における就業も含む。

資料：総務省統計局「国勢調査」
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１０転入・転出
転入率と転出率

概要
「住民基本台帳人口移動報告年報」によると、平成１８年の住民基本台帳上

の他都道府県からの転入者数は１６９，９４９人で、前年よりも４，０３３人増加し、全
国第３位でした。内訳は、東京都からが最も多く６０，０３４人、次いで千葉県が
１４，３９４人、神奈川県が１４，１３５人でした。
また、他都道府県への転出者数は、前年より３，９１５人減少して１６２，２４１人で、

前年に引き続き全国第４位でした。内訳は、東京都への転出が最も多く６２，３０１
人、次いで神奈川県が１５，７７０人、千葉県が１５，７４１人でした。
転入者数と転出者数を比べると、昭和３０年以降、転出者より転入者の多い

転入超過の状況が続いていましたが、平成１７年は５１年ぶりに転出者が多い転
出超過となりました。しかし、１８年は再び転入超過となり、転入超過数は７，７０８
人で、転入超過率は０．１１％でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「住民基本台帳人口移動報告年報」総務省統計局 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

他都道府県からの
転入者数

他都道府県への
転出者数

転入超過数 転入超過率

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 人 順位 人 順位 人 順位 ％ 順位

全 国 ２５９４１０５ ２５９４１０５ － －

北 海 道 ５２６００ １３ ７０９８６ ９ △１８３８６ ４７ △０．３３ ３６
青 森 県 ２１０６３ ３３ ３０５２８ ２８ △９４６５ ４５ △０．６７ ４７
岩 手 県 １９８２４ ３５ ２５６９７ ３２ △５８７３ ４０ △０．４３ ４３
宮 城 県 ５０９０２ １４ ５５８６３ １３ △４９６１ ３８ △０．２１ ２５
秋 田 県 １３７２５ ４１ １９５３９ ３９ △５８１４ ３９ △０．５１ ４５

山 形 県 １５５６５ ３８ ２０２３９ ３７ △４６７４ ３６ △０．３９ ４０
福 島 県 ２８２９６ ２４ ３６０８１ １８ △７７８５ ４４ △０．３８ ３９
茨 城 県 ５３４２０ １２ ５５５７７ １４ △２１５７ １９ △０．０７ １３
栃 木 県 ３６３３３ １５ ３７５１８ １６ △１１８５ １１ △０．０６ １１
群 馬 県 ２９５０４ ２３ ３１９６０ ２６ △２４５６ ２２ △０．１２ １７

埼 玉 県 １６９９４９ ３ １６２２４１ ４ ７７０８ ５ ０．１１ ６
千 葉 県 １６２５２６ ５ １５０１２８ ５ １２３９８ ４ ０．２１ ４
東 京 都 ４３７５３５ １ ３４７４５６ １ ９００７９ １ ０．７３ １
神奈川県 ２３６８６３ ２ ２１５０１５ ２ ２１８４８ ２ ０．２５ ３
新 潟 県 ２５９０９ ２９ ３２８３２ ２３ △６９２３ ４３ △０．２９ ３０

富 山 県 １４８０８ ３９ １６１１７ ４２ △１３０９ １２ △０．１２ １７
石 川 県 １８７８４ ３６ ２０９９９ ３６ △２２１５ ２０ △０．１９ ２４
福 井 県 １０１８６ ４７ １２１９０ ４６ △２００４ １６ △０．２５ ２７
山 梨 県 １４０３２ ４０ １６４６０ ４１ △２４２８ ２１ △０．２８ ２９
長 野 県 ３１３１１ ２０ ３５２７４ ２１ △３９６３ ３１ △０．１８ ２２

岐 阜 県 ３０７８３ ２１ ３４５１８ ２２ △３７３５ ３０ △０．１８ ２２
静 岡 県 ６３２２６ ９ ６５２９０ １０ △２０６４ １７ △０．０６ １１
愛 知 県 １３２３７４ ６ １１１３７５ ６ ２０９９９ ３ ０．２９ ２
三 重 県 ３３０４０ １６ ３２４３０ ２５ ６１０ ８ ０．０３ ８
滋 賀 県 ３０６５０ ２２ ２７７５９ ２９ ２８９１ ７ ０．２１ ４

京 都 府 ５９００１ １０ ６１７９１ １１ △２７９０ ２６ △０．１１ １６
大 阪 府 １６６１７２ ４ １７２５２５ ３ △６３５３ ４１ △０．０７ １３
兵 庫 県 １０２４０７ ８ １０２３０９ ８ ９８ ９ ０．００ ９
奈 良 県 ２７９２０ ２５ ３２６０２ ２４ △４６８２ ３７ △０．３３ ３６
和歌山県 １３５５０ ４２ １７５５５ ４０ △４００５ ３２ △０．３９ ４０

鳥 取 県 １０２６２ ４６ １２１５３ ４７ △１８９１ １５ △０．３２ ３４
島 根 県 １１６９１ ４３ １４６６９ ４３ △２９７８ ２７ △０．４１ ４２
岡 山 県 ３２６６０ １７ ３５４０３ ２０ △２７４３ ２５ △０．１４ ２１
広 島 県 ５５２７０ １１ ５７８９５ １２ △２６２５ ２４ △０．０９ １５
山 口 県 ２７０９０ ２６ ３１５９８ ２７ △４５０８ ３５ △０．３１ ３３

徳 島 県 １１６０９ ４４ １３７４１ ４５ △２１３２ １８ △０．２７ ２８
香 川 県 ２０８０３ ３４ ２２１４６ ３５ △１３４３ １３ △０．１３ ２０
愛 媛 県 ２１３３３ ３２ ２５６０５ ３３ △４２７２ ３４ △０．２９ ３０
高 知 県 １０６７１ ４５ １４１６２ ４４ △３４９１ ２８ △０．４４ ４４
福 岡 県 １１０４１７ ７ １０７２９５ ７ ３１２２ ６ ０．０６ ７

佐 賀 県 １７５５２ ３７ ２０１４８ ３８ △２５９６ ２３ △０．３０ ３２
長 崎 県 ２６２２８ ２８ ３５８２８ １９ △９６００ ４６ △０．６６ ４６
熊 本 県 ３２２１１ １８ ３６４０５ １７ △４１９４ ３３ △０．２３ ２６
大 分 県 ２２７４７ ３１ ２４２０４ ３４ △１４５７ １４ △０．１２ １７
宮 崎 県 ２２９１２ ３０ ２６５９０ ３１ △３６７８ ２９ △０．３２ ３４

鹿児島県 ３２０５１ １９ ３８４７８ １５ △６４２７ ４２ △０．３７ ３８
沖 縄 県 ２６３４０ ２７ ２６９３１ ３０ △５９１ １０ △０．０４ １０

埼 玉 県 の
年別データ

１７ １６５９１６ ４ １７ １６６１５６ ４ １７ △２４０ ９ １７ △０．００ ９
１６ １７１４９５ ３ １６ １６８２２３ ４ １６ ３２７２ ４ １６ ０．０５ ７

資料：「住民基本台帳人口移動報告年報」総務省統計局

Ⅰ 自然と人口 Ⅰ 自然と人口

20 21



45歳～40～4435～3930～3425～2920～24～19歳

（万人）
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45歳～40～4435～3930～3425～2920～24～19歳

昭和40年
昭和50年
昭和60年
平成 7 年
平成12年 
平成18年 

１１出生
母の年齢（５歳階級）別出生数

概要
「人口動態統計（確定数）の概況」及び「埼玉県の人口動態概況（確定数）」に

よると、平成１８年の出生数は前年より１，４７０人増加して、６１，２０１人で全国第
５位でした。年次推移を見ると、昭和４８年の１０６，００８人をピークに昭和６１年
まで減少し続け、その後若干の増減はありますが減少傾向にあります。また、
出生率は８．８で、前年の８．６を０．２ポイント上回り、全国第１８位でした。出生
率も第２次ベビーブームの昭和４６年の２４．０以降低下を続け、平成元年ころか
らは１０．０前後で推移していましたが、平成１３年以降減少を続け、今回６年ぶ
りに増加に転じました。
自然増加率は１．８で、前年より０．１ポイント上昇しました。合計特殊出生率

は、前年より０．０２ポイント上昇して１．２４で、全国第４０位でした。

※出生率、自然増加率、合計特殊出生率の算出に用いた日本人人口は、平成
１８年１０月１日現在推計人口（総務省統計局）です。
※表＊１，２の全国計に住所が外国の者を含みます。
※表＊２，４の順位は、厚生労働省公表の順位です。

出生率 出生数÷日本人人口×１，０００

自然増加率
自然増加数（出生数－死亡数）÷日本人人口×１，０００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省ホームページ 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

出生数 出生率 自然増加率 合計特殊出生率

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 人 順位 人口千対 順位 人口千対 順位 － 順位

全 国 １０９２６７４ ８．７ ０．１ １．３２

北 海 道 ４２２０４ ９ ７．６ ４５ △１．４ ２８ １．１８ ４６
青 森 県 １０５５６ ３１ ７．４ ４６ △２．９ ３９ １．３１ ３６
岩 手 県 １０５５６ ３１ ７．７ ４３ △２．９ ３９ １．３９ １９
宮 城 県 １９７０６ １４ ８．４ ３１ △０．０ １２ １．２５ ３９
秋 田 県 ７７２６ ４０ ６．８ ４７ △５．２ ４７ １．３４ ３３

山 形 県 ９５１３ ３６ ７．９ ３９ △３．１ ４２ １．４５ １１
福 島 県 １７５４１ １９ ８．５ ２９ △１．４ ２８ １．４９ ９
茨 城 県 ２５１２８ １２ ８．６ ２６ △０．３ １８ １．３５ ２８
栃 木 県 １７６４７ １８ ８．９ １１ △０．２ １７ １．４０ １６
群 馬 県 １７０６１ ２１ ８．６ ２５ △０．５ ２０ １．３６ ２５

埼 玉 県 ６１２０１ ５ ８．８ １８ １．８ ５ １．２４ ４０
千 葉 県 ５１７６２ ６ ８．６ ２４ １．２ ６ １．２３ ４１
東 京 都 １０１６７４ １ ８．２ ３３ ０．７ ８ １．０２ ４７
神奈川県 ７９１１８ ２ ９．１ ４ ２．３ ３ １．２３ ４２
新 潟 県 １８９８５ １５ ７．９ ４０ △２．１ ３６ １．３７ ２１

富 山 県 ８９６５ ３７ ８．２ ３５ △１．８ ３４ １．３４ ３２
石 川 県 １０２３５ ３３ ８．８ １６ △０．１ １３ １．３６ ２４
福 井 県 ７３２４ ４２ ９．１ ５ △０．５ ２０ １．５０ ７
山 梨 県 ７０９４ ４３ ８．２ ３４ △１．５ ３０ １．３４ ３０
長 野 県 １８７７５ １６ ８．７ １９ △１．１ ２７ １．４４ １３

岐 阜 県 １８０９２ １７ ８．８ １７ △０．３ １８ １．３５ ２９
静 岡 県 ３２９０５ １０ ８．８ １４ ０．２ １１ １．３９ ２０
愛 知 県 ６９９９９ ４ ９．８ ３ ２．５ ２ １．３６ ２６
三 重 県 １５８１６ ２４ ８．６ ２３ △０．７ ２３ １．３５ ２７
滋 賀 県 １３４４８ ２６ ９．９ ２ ２．２ ４ １．４１ １５

京 都 府 ２２１００ １３ ８．５ ２７ △０．１ １３ １．１９ ４５
大 阪 府 ７７６４１ ３ ９．０ ７ １．０ ７ １．２２ ４３
兵 庫 県 ４８７７１ ７ ８．９ １２ ０．４ ９ １．２８ ３８
奈 良 県 １１４７６ ３０ ８．２ ３６ △０．１ １３ １．２２ ４４
和歌山県 ７９３０ ３９ ７．８ ４２ △３．０ ４１ １．３４ ３１

鳥 取 県 ５１８６ ４７ ８．６ ２１ △１．９ ３５ １．５１ ４
島 根 県 ６０１１ ４６ ８．２ ３２ △３．３ ４５ １．５３ ３
岡 山 県 １７２７９ ２０ ８．９ ８ △０．５ ２０ １．４０ １７
広 島 県 ２５３３０ １１ ８．９ １０ △０．１ １３ １．３７ ２２
山 口 県 １１６９２ ２９ ７．９ ３８ △３．２ ４４ １．４０ １８

徳 島 県 ６２５７ ４４ ７．８ ４１ △３．１ ４２ １．３１ ３５
香 川 県 ８６６４ ３８ ８．６ ２２ △１．６ ３１ １．４２ １４
愛 媛 県 １１７５２ ２８ ８．１ ３７ △２．５ ３８ １．３７ ２３
高 知 県 ６０１５ ４５ ７．６ ４４ △３．７ ４６ １．３３ ３４
福 岡 県 ４５３０４ ８ ９．０ ６ ０．４ ９ １．３０ ３７

佐 賀 県 ７６４７ ４１ ８．９ ９ △０．９ ２４ １．５０ ８
長 崎 県 １２４１０ ２７ ８．５ ２８ △１．７ ３３ １．４９ １０
熊 本 県 １６１８９ ２３ ８．９ １３ △１．０ ２６ １．５０ ６
大 分 県 １０１５６ ３４ ８．５ ３０ △１．６ ３１ １．４５ １２
宮 崎 県 １００９４ ３５ ８．８ １５ △０．９ ２４ １．５５ ２

鹿児島県 １５０８０ ２５ ８．７ ２０ △２．２ ３７ １．５１ ５
沖 縄 県 １６４８３ ２２ １２．１ １ ５．４ １ １．７４ １

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ５９７３１ ５ １７ ８．６ １８ １７ １．７ ５ １７ １．２２ ４０
１６ ６１９４６ ５ １６ ８．９ １５ １６ ２．４ ５ １６ １．２０ ４１

資料：「保健統計年報」県保健医療政策課
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死亡総数
48,579人

悪性新生物 
32.0％

心疾患 
17.2％
心疾患 
17.2％脳血管疾患 

11.9％

肺炎 
9.6％
肺炎 
9.6％不慮の事故 

3.0％

自殺 
3.0％

その他 
23.3％
その他 
23.3％

１２死亡
死因別死亡数の構成比（平成１８年）

概要
「人口動態統計（確定数）の概況」及び「埼玉県の人口動態概況（確定数）」に

よると、平成１８年の死亡数は前年より４８４人増加し４８，５７９人（男性２６，９５７人、
女性２１，６２２人）で、全国第６位でした。死亡率は７．０で、前年よりも０．１ポイ
ント上昇しました。
死因別にみると、死亡数は悪性新生物が１５，５４７人（死亡総数の３２．０％）と最

も多く、続いて心疾患８，３６７人（同１７．２％）、脳血管疾患５，７６０人（同１１．９％）、
肺炎４，６５２人（同９．６％）、不慮の事故１，４７５人（同３．０％）、自殺１，４５２人（同３．０
％）の順でした。
また、年齢階級別に死因別割合をみると、１０代までは不慮の事故、２０代、

３０代は自殺、４０～８０代は悪性新生物、９０代以上は心疾患の割合が最も高くな
っています。

※表＊１，２の全国計に住所が外国・不詳の者を含みます。
※表＊２の順位は、厚生労働省公表の順位です。

死亡率
死亡数÷日本人人口×１，０００

※日本人人口は、平成１８年１０月１日現在推計人口（総務省統計局）です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省ホームページ 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

死亡数
（総数）

死亡率
死亡数

（悪性新生物）
死亡数

（心疾患）

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 人 順位 人口千対 順位 人 順位 人 順位

全 国 １０８４４５０ ８．６ ３２９３１４ １７３０２４

北 海 道 ５０２２９ ５ ９．０ ３１ １６１１３ ４ ８２１６ ６
青 森 県 １４７３３ ２８ １０．４ １２ ４４５４ ２７ ２４２９ ２８
岩 手 県 １４５５２ ２９ １０．６ ９ ４００９ ２９ ２４９１ ２７
宮 城 県 １９７９６ １７ ８．４ ３７ ６０１０ １５ ３１６３ １８
秋 田 県 １３５５８ ３０ １２．０ １ ３８７７ ３０ ２００２ ３２

山 形 県 １３２３１ ３１ １１．０ ５ ３８３７ ３１ ２０９０ ３１
福 島 県 ２０５２８ １６ ９．９ １８ ５８９２ １６ ３５６４ １５
茨 城 県 ２６０６１ １１ ８．９ ３２ ７６１３ １１ ４２８７ １１
栃 木 県 １７９４７ ２３ ９．０ ３０ ５１６７ ２０ ２９６８ １９
群 馬 県 １８０６１ ２２ ９．１ ２７ ５２７３ １９ ２８８５ ２３

埼 玉 県 ４８５７９ ６ ７．０ ４５ １５５４７ ６ ８３６７ ４
千 葉 県 ４４７７８ ８ ７．５ ４３ １３７５２ ９ ７６３５ ７
東 京 都 ９３５９６ １ ７．５ ４２ ３０２２５ １ １４７８９ １
神奈川県 ５８８９８ ３ ６．８ ４６ １９３６８ ３ ８９２６ ３
新 潟 県 ２３９３９ １３ ９．９ １７ ７２７８ １３ ３６４１ １４

富 山 県 １０９６３ ３６ １０．０ １６ ３１５４ ３７ １５３９ ３９
石 川 県 １０２９４ ３８ ８．９ ３３ ３１５９ ３６ １６８４ ３７
福 井 県 ７７２５ ４６ ９．６ ２４ ２２３５ ４６ １３１７ ４４
山 梨 県 ８３８０ ４５ ９．７ ２３ ２４０９ ４４ １３３８ ４３
長 野 県 ２１１１６ １５ ９．８ ２１ ５７０７ １７ ３３８４ １６

岐 阜 県 １８６３８ １９ ９．０ ２９ ５３９５ １８ ３２８０ １７
静 岡 県 ３２００１ １０ ８．６ ３６ ９３６４ １０ ４９２９ １０
愛 知 県 ５２２９４ ４ ７．３ ４４ １５９２９ ５ ８２９４ ５
三 重 県 １７１５６ ２４ ９．４ ２６ ４７１８ ２４ ２７９２ ２５
滋 賀 県 １０５０７ ３７ ７．７ ４１ ３２０６ ３５ １６５３ ３８

京 都 府 ２２４１９ １４ ８．６ ３４ ６９９７ １４ ３８０５ １３
大 阪 府 ６９００７ ２ ８．０ ４０ ２２８７１ ２ １０７０９ ２
兵 庫 県 ４６４７６ ７ ８．４ ３８ １４７５８ ７ ７２５９ ８
奈 良 県 １１６８４ ３３ ８．３ ３９ ３７３９ ３２ ２１４０ ３０
和歌山県 １１０３１ ３５ １０．８ ８ ３２７０ ３４ １８７０ ３３

鳥 取 県 ６３２８ ４７ １０．５ １１ １８３１ ４７ １０１８ ４７
島 根 県 ８４５３ ４３ １１．５ ２ ２４４１ ４３ １３４２ ４２
岡 山 県 １８３１７ ２０ ９．５ ２５ ５０９７ ２１ ２９３２ ２０
広 島 県 ２５７２２ １２ ９．０ ２８ ７５８０ １２ ４２１２ １２
山 口 県 １６４１５ ２５ １１．２ ４ ４６７９ ２５ ２６８８ ２６

徳 島 県 ８７２１ ４２ １０．９ ６ ２３６７ ４５ １３６０ ４１
香 川 県 １０２４１ ３９ １０．２ １４ ２８７９ ３９ １７０４ ３６
愛 媛 県 １５３３５ ２６ １０．６ １０ ４１７２ ２８ ２９０５ ２２
高 知 県 ８９２７ ４１ １１．３ ３ ２４６３ ４２ １４７２ ４０
福 岡 県 ４３２７０ ９ ８．６ ３５ １３９０３ ８ ５４８６ ９

佐 賀 県 ８４４７ ４４ ９．８ ２０ ２６２９ ４０ １２１５ ４６
長 崎 県 １４９４１ ２７ １０．２ １３ ４４５７ ２６ ２３５４ ２９
熊 本 県 １８０８４ ２１ ９．９ １９ ５０９６ ２２ ２８１４ ２４
大 分 県 １２０９２ ３２ １０．１ １５ ３４５２ ３３ １８５８ ３４
宮 崎 県 １１１３８ ３４ ９．７ ２２ ３０８６ ３８ １８２７ ３５

鹿児島県 １８８２８ １８ １０．８ ７ ５０５５ ２３ ２９０７ ２１
沖 縄 県 ９１２１ ４０ ６．７ ４７ ２５２２ ４１ １２９５ ４５

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ４８０９５ ６ １７ ６．９ ４５ １７ １５１９０ ６ １７ ８３１８ ５
１６ ４４９８７ ６ １６ ６．５ ４５ １６ １４５８７ ６ １６ ７３６７ ６

資料：「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省

Ⅰ 自然と人口 Ⅰ 自然と人口

24 25



（％）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

17127平成2年605550昭和45年

女25～29歳
女30～34歳
女35～39歳

男25～29歳
男30～34歳
男35～39歳

１３婚姻・離婚
年代別未婚率

概要
「人口動態統計（確定数）の概況」によると、平成１８年の婚姻件数は、前年

より４２１件増加して４０，９０７件、婚姻率は５．９でした。離婚件数は、前年より４０４
件減少して１４，１１７件、離婚率は２．０２でした。
また、平均初婚年齢は、夫が３０．４歳、妻が２８．３歳で、それぞれ前年より０．２

歳、０．１歳上昇しました。
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の未婚率は、２５～２９歳では男性

７３．９％、女性５９．６％で、前回調査（平成１２年）に比べそれぞれ２．４ポイント、
５．０ポイント上昇しています。
また、３０～３４歳では男性４９．５％、女性３１．７％で、前回調査に比べそれぞれ

５．５ポイント、６．６ポイント上昇しています。

婚姻率・離婚率
婚姻（離婚）件数÷日本人人口×１，０００

※婚姻率、離婚率に用いた日本人人口は、平成１８年１０月１日現在推計人口（総
務省統計局）です。

未婚率
当該年齢（年代）の未婚者÷当該年齢（年代）の総人口×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「人口動態統計（確定数）の概況」厚生労働省ホームページ 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

婚姻件数 離婚件数 平均初婚年齢（夫） 平均初婚年齢（妻）

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 件 順位 件 順位 歳 順位 歳 順位

全 国 ７３０９７１ ２５７４７５ ３０．０ ２８．２

北 海 道 ３０２１０ ８ １３１８２ ６ ２９．３ ３２ ２７．９ １３
青 森 県 ６６４２ ３１ ３０４４ ２７ ２９．２ ３６ ２７．５ ３９
岩 手 県 ６４５８ ３２ ２３９１ ３４ ２９．７ １６ ２７．６ ３０
宮 城 県 １３０３５ １４ ４７５７ １４ ２９．５ ２６ ２７．７ ２４
秋 田 県 ４７８５ ４０ １８９９ ３９ ２９．４ ３０ ２７．６ ３０

山 形 県 ５６６１ ３６ ２０３６ ３６ ２９．６ ２１ ２７．６ ３０
福 島 県 １０５１２ ２０ ４１５２ １５ ２９．３ ３２ ２７．３ ４７
茨 城 県 １６０２９ １２ ５８７７ １１ ２９．８ １４ ２７．７ ２４
栃 木 県 １１３３１ １７ ４０８３ １６ ２９．８ １４ ２７．７ ２４
群 馬 県 １０８７７ １８ ３８９９ １７ ２９．９ ９ ２７．９ １３

埼 玉 県 ４０９０７ ５ １４１１７ ４ ３０．４ ４ ２８．３ ５
千 葉 県 ３６３８９ ６ １２４４０ ７ ３０．４ ４ ２８．４ ３
東 京 都 ８９４１３ １ ２６３４７ １ ３１．３ １ ２９．３ １
神奈川県 ５７０４６ ２ １８４４７ ３ ３０．８ ２ ２８．８ ２
新 潟 県 １１４３７ １６ ３６６０ ２０ ２９．７ １６ ２７．９ １３

富 山 県 ５３４２ ３７ １７６８ ４０ ２９．９ ９ ２７．９ １３
石 川 県 ６２６７ ３３ ２００７ ３８ ２９．６ ２１ ２８．０ １１
福 井 県 ４２２４ ４３ １３４２ ４５ ２９．６ ２１ ２７．６ ３０
山 梨 県 ４５８８ ４１ １７０７ ４２ ３０．５ ３ ２８．３ ５
長 野 県 １１７５６ １５ ３８７２ １８ ３０．４ ４ ２８．３ ５

岐 阜 県 １０７７２ １９ ３４４７ ２５ ２９．７ １６ ２７．６ ３０
静 岡 県 ２１６６３ １０ ７２８１ １０ ２９．９ ９ ２７．９ １３
愛 知 県 ４６３７４ ４ １３８６１ ５ ２９．９ ９ ２７．９ １３
三 重 県 ９８８９ ２２ ３５０８ ２４ ２９．６ ２１ ２７．７ ２４
滋 賀 県 ７７０５ ２６ ２４５９ ３３ ２９．７ １６ ２７．９ １３

京 都 府 １４４７７ １３ ５０９１ １３ ３０．１ ７ ２８．４ ３
大 阪 府 ５３１４２ ３ ２０４６５ ２ ３０．０ ８ ２８．３ ５
兵 庫 県 ３１０４４ ７ １０９１４ ９ ２９．９ ９ ２８．２ ９
奈 良 県 ７０００ ３０ ２５４９ ３１ ２９．７ １６ ２８．１ １０
和歌山県 ４９９９ ３９ ２２６１ ３５ ２９．２ ３６ ２７．６ ３０

鳥 取 県 ２９８３ ４７ １２０１ ４６ ２９．３ ３２ ２７．４ ４５
島 根 県 ３３０５ ４６ １１９９ ４７ ２９．５ ２６ ２７．５ ３９
岡 山 県 １０２９２ ２１ ３７３９ １９ ２９．２ ３６ ２７．５ ３９
広 島 県 １６２０９ １１ ５４８４ １２ ２９．５ ２６ ２７．８ ２２
山 口 県 ７２１８ ２８ ２７２９ ２９ ２９．２ ３６ ２７．５ ３９

徳 島 県 ３６４８ ４４ １５５７ ４４ ２９．２ ３６ ２７．６ ３０
香 川 県 ５２９０ ３８ ２０３４ ３７ ２９．２ ３６ ２７．７ ２４
愛 媛 県 ７４６０ ２７ ３０５６ ２６ ２９．１ ４３ ２７．５ ３９
高 知 県 ３６１２ ４５ １７２０ ４１ ２９．６ ２１ ２７．９ １３
福 岡 県 ３０００６ ９ １１２９１ ８ ２９．５ ２６ ２８．０ １１

佐 賀 県 ４２７０ ４２ １６５８ ４３ ２９．０ ４５ ２７．６ ３０
長 崎 県 ７００９ ２９ ２９２６ ２８ ２９．２ ３６ ２７．８ ２２
熊 本 県 ９３１３ ２３ ３６３２ ２２ ２９．１ ４３ ２７．６ ３０
大 分 県 ６２０１ ３５ ２４７８ ３２ ２９．３ ３２ ２７．７ ２４
宮 崎 県 ６２１１ ３４ ２６７５ ３０ ２８．７ ４７ ２７．４ ４５

鹿児島県 ９１１７ ２４ ３５８３ ２３ ２９．０ ４５ ２７．５ ３９
沖 縄 県 ８８５３ ２５ ３６５０ ２１ ２９．４ ３０ ２７．９ １３

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ４０４８６ ５ １７ １４５２１ ４ １７ ３０．２ ４ １７ ２８．２ ５
１６ ４１１４１ ５ １６ １４８９５ ４ １６ ３０．０ ３ １６ ２７．９ ７

資料：「国勢調査」総務省統計局
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あれこれデータ －PART １－

行楽地等への人出
平成１９年４月２８日（土）～５月６日（日）の９日間に、各都道府県警察が雑踏警備を行

った全国の行楽地及び催し物会場等は１，１０８か所で６，６１８万人の人出がありました。
期間中、警察では延べ約３２，０００人の警察官を動員し、主催者等と連携しながら、雑

踏事故防止対策を推進しました。
特に多くの人出があった行楽地を紹介します。

警察庁・人出は主催者等調べ

順位 行楽地・催物会場等 都道府県 人出（万人） 対象期間

１ 博多どんたく港まつり 福 岡 県 ２１０ ５／３～４

２ 弘前さくらまつり 青 森 県 ２０２ ４／２８～５／５

３
２００７ひろしまフラワー
フェスティバル

広 島 県 １５８ ５／３～５

４ 角館の桜まつり 秋 田 県 １０６ ４／２８～５／５

５ 第１０４回有田陶器市 佐 賀 県 １０５ ４／２９～５／５

６ みなとみらい地区 神奈川県 １００ ４／２８～５／６

７ 浜松まつり（大凧揚げ） 静 岡 県 ９３ ５／３～５

８ 上野公園 東 京 都 ８４ ４／２８～５／６

９ 東京ディズニーリゾート 千 葉 県 ７４ ４／２８～５／６

１０ 羊山公園 芝桜の丘 埼 玉 県 ５８ ４／２８～５／６
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スポーツ（総数）
ウォーキング・軽い体操（男）
ウォーキング・軽い体操（女）

１４健康づくり
年代別スポーツの行動者率（平成１８年）

概要
「社会生活基本調査」によると、平成１８年の１０歳以上人口のうち、スポー

ツの行動者は４４０万人、行動者率は６９．５％で全国第２位でした。種類別に行
動者率をみると、「ウォーキング・軽い体操」が３７．９％と最も高くなっていま
す。これを男女別にみると、男性３２．４％、女性４３．６％と女性が男性を上回り、
男女とも６５歳～７４歳の行動率が最も高くなっています。
「地域保健・老人保健事業報告」によると、平成１７年度の基本健康診査の

受診者数は７３１，５８６人、受診率は５５．０％でした。

スポーツの行動者率
行動者数の１０歳以上人口に占める割合

基本健康診査受診率
基本健康診査受診者数÷基本健康診査対象者数×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２ 「社会生活基本調査」総務省統計局ホームページ
＊３ 「国税庁統計年報書」国税庁
＊４ 「地域保健・老人保健事業報告（老人保健編）」厚生労働省

平成１８年１０月
平成１７年度
平成１７年度

５年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

スポーツの行動者率
（行動者総数）

スポーツの行動者率
（ウォーキング・
軽い体操）

成人１人当たりの
酒類販売（消費）数量

基本健康診査
受診率

調査時点 平成１８年１０月 平成１８年１０月 平成１７年度 平成１７年度
単 位 ％ 順位 ％ 順位 � 順位 ％ 順位

全 国 ６５．３ ３４．９ ８７．８ ４３．８

北 海 道 ６３．４ ２７ ３０．６ ３６ ９４．１ ８ ３３．６ ４１
青 森 県 ５３．９ ４７ ２６．２ ４７ １００．９ ５ ４１．４ ２８
岩 手 県 ５８．２ ４２ ２９．４ ４４ ８６．３ １９ ４６．２ １９
宮 城 県 ６３．９ ２４ ３２．２ ３１ ８４．４ ２４ ５０．７ ９
秋 田 県 ５６．４ ４６ ２７．３ ４５ １００．５ ６ ５３．３ ６

山 形 県 ５７．６ ４３ ２６．７ ４６ ８８．３ １６ ６１．７ １
福 島 県 ５７．６ ４３ ３０．６ ３６ ８６．１ ２０ ４５．８ ２０
茨 城 県 ６５．１ １６ ３４．５ １８ ７４．０ ４２ ３６．１ ３６
栃 木 県 ６５．４ １３ ３４．３ ２１ ７７．３ ３８ ４７．０ １５
群 馬 県 ６５．５ １２ ３５．３ １０ ７７．５ ３７ ５０．０ １１

埼 玉 県 ６９．５ ２ ３７．９ ５ ７１．８ ４５ ５５．０ ４
千 葉 県 ６８．４ ５ ３８．７ ２ ７４．３ ４１ ５０．５ １０
東 京 都 ６９．０ ４ ３８．４ ３ １１８．２ １ ５６．７ ２
神奈川県 ７１．８ １ ４１．４ １ ７５．７ ３９ ３３．８ ３９
新 潟 県 ５９．６ ３９ ２９．８ ４２ １０５．９ ３ ４２．３ ２４

富 山 県 ６０．３ ３８ ３０．５ ３８ ８６．６ １８ ５１．０ ８
石 川 県 ６５．４ １３ ３３．２ ２５ ８９．３ １５ ４１．６ ２６
福 井 県 ６３．０ ３０ ３０．４ ３９ ８４．２ ２６ ３７．３ ３２
山 梨 県 ６４．９ １７ ３３．１ ２８ ７８．３ ３５ ３６．３ ３５
長 野 県 ６７．２ ７ ３４．１ ２２ ８１．５ ２９ ３３．８ ３９

岐 阜 県 ６３．２ ２８ ３１．３ ３４ ７３．３ ４３ ４６．３ １８
静 岡 県 ６４．４ ２１ ３５．２ １２ ７７．８ ３６ ４６．９ １６
愛 知 県 ６７．２ ７ ３４．８ １５ ８４．８ ２３ ５５．１ ３
三 重 県 ６１．０ ３７ ３２．５ ２９ ６９．８ ４６ ４３．０ ２３
滋 賀 県 ６９．１ ３ ３４．８ １５ ７２．０ ４４ ３７．１ ３３

京 都 府 ６８．１ ６ ３８．２ ４ ９５．９ ７ ４３．３ ２１
大 阪 府 ６４．２ ２２ ３３．７ ２４ １０３．１ ４ ４８．０ １２
兵 庫 県 ６４．６ １９ ３４．８ １５ ８３．２ ２７ ４１．６ ２６
奈 良 県 ６６．９ ９ ３５．８ ８ ６７．１ ４７ ４７．５ １３
和歌山県 ５９．３ ４１ ３０．４ ３９ ８９．９ １４ ３４．２ ３７

鳥 取 県 ６３．６ ２６ ３１．６ ３３ ９２．２ １０ ３６．８ ３４
島 根 県 ６１．８ ３５ ３１．３ ３４ ８５．７ ２１ ４７．３ １４
岡 山 県 ６３．２ ２８ ３３．９ ２３ ７８．５ ３４ ３９．７ ３０
広 島 県 ６４．６ １９ ３４．５ １８ ９１．８ １２ ２６．０ ４６
山 口 県 ６２．１ ３１ ３２．３ ３０ ８５．５ ２２ ４２．２ ２５

徳 島 県 ６１．９ ３４ ３４．４ ２０ ７５．６ ４０ ４３．２ ２２
香 川 県 ６２．１ ３１ ３４．９ １３ ７９．４ ３１ ４６．９ １６
愛 媛 県 ６４．０ ２３ ３６．３ ７ ７８．９ ３３ ２９．１ ４３
高 知 県 ５７．６ ４３ ３０．４ ３９ １０６．６ ２ ２１．８ ４７
福 岡 県 ６３．７ ２５ ３５．３ １０ ８７．６ １７ ３３．２ ４２

佐 賀 県 ６１．２ ３６ ２９．６ ４３ ８４．３ ２５ ５２．８ ７
長 崎 県 ５９．６ ３９ ３１．８ ３２ ８１．３ ３０ ２８．８ ４４
熊 本 県 ６５．４ １３ ３４．９ １３ ８２．６ ２８ ３８．５ ３１
大 分 県 ６２．１ ３１ ３３．２ ２５ ７９．２ ３２ ５４．４ ５
宮 崎 県 ６６．５ １０ ３５．４ ９ ９２．８ ９ ４１．０ ２９

鹿児島県 ６６．５ １０ ３６．９ ６ ９１．０ １３ ３４．０ ３８
沖 縄 県 ６４．７ １８ ３３．２ ２５ ９１．９ １１ ２８．５ ４５

埼 玉 県 の
年別データ

１３ ７６．７ １ １３ ４５．５ ２ １６ ７４．１ ４２ １６ ５４．５ ６
８ ７９．８ ２ ８ － － １５ ７３．１ ４５ １５ ５３．２ ８

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局
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１５医療体制
医療従事者数（各年１２月３１日）

概要
「医療施設調査」によると、平成１８年１０月１日現在の病院数は、前年より

も２減少して３５９（精神病院４８、一般病院３１１）施設、病床数は６２，７５１床でした。
一般診療所の数は８７増加して３，８６５施設、病床数は４，０１４床でした。また、歯
科診療所の数は６１増加して３，２７３施設でした。
「医師・歯科医師・薬剤師調査」によると、平成１８年１２月３１日現在の医師

数は１０，０１６人、歯科医師数は４，６３７人、薬剤師数は１１，７４２人でした。
「国民医療費」によると、平成１７年度の１人当たりの国民医療費は２１万４

千円で、全国で最も少ない県です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２ 「医療施設調査」厚生労働省ホームページ
＊３ 「医師・歯科医師・薬剤師調査」厚生労働省ホームページ
＊４ 「国民医療費」厚生労働省

平成１８年１０月１日
平成１８年１２月３１日
平成１７年度

毎年
２年
３年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

病院数 病床数 医師数 １人当たり国民医療費

調査時点 平成１８年１０月１日 平成１８年１０月１日 平成１８年１２月３１日 平成１７年度
単 位 施設 順位 床 順位 人 順位 千円 順位

全 国 ８９４３ １６２６５８９ ２７７９２７ ２５９

北 海 道 ６１３ ２ １０３７１２ ３ １２３０７ ６ ３１５ ５
青 森 県 １０９ ３３ １９２９２ ３３ ２５６１ ３６ ２６９ ２２
岩 手 県 １０３ ３６ １９７５７ ３１ ２５６９ ３５ ２６２ ２７
宮 城 県 １４９ ２０ ２６８８５ ２１ ４９１５ １４ ２４２ ３６
秋 田 県 ７８ ４１ １６９５９ ３６ ２２７８ ４１ ２９５ １４

山 形 県 ７０ ４３ １５３２８ ４１ ２４５２ ３９ ２６１ ２８
福 島 県 １４７ ２２ ２９７４２ １８ ３８１６ ２３ ２６３ ２６
茨 城 県 ２０１ １３ ３３４４１ １５ ４６０９ １６ ２３５ ４１
栃 木 県 １１５ ３０ ２２５７６ ２５ ４１２４ ２０ ２３４ ４２
群 馬 県 １４１ ２４ ２５３１４ ２２ ４２１６ １９ ２４２ ３６

埼 玉 県 ３５９ ５ ６２７５１ ８ １００１６ ８ ２１４ ４７
千 葉 県 ２８６ ９ ５６２８４ ９ ９６６２ ９ ２１７ ４６
東 京 都 ６５８ １ １２９９３９ １ ３５６９５ １ ２４４ ３５
神奈川県 ３５１ ７ ７５２５６ ５ １５７４３ ３ ２２２ ４５
新 潟 県 １４０ ２５ ３１０３３ １６ ４４７８ １７ ２５３ ３１

富 山 県 １１６ ２９ １８２５５ ３５ ２６４５ ３４ ２６９ ２２
石 川 県 １０６ ３５ １９７７０ ２９ ２９８０ ２８ ２７７ ２０
福 井 県 ８３ ４０ １１８６１ ４５ １７６８ ４５ ２６７ ２４
山 梨 県 ６１ ４４ １１４８４ ４６ １７５２ ４６ ２５５ ３０
長 野 県 １３８ ２７ ２５２８２ ２３ ４３５４ １８ ２４１ ３９

岐 阜 県 １０８ ３４ ２０８９２ ２８ ３７８７ ２４ ２５１ ３２
静 岡 県 １８８ １４ ４１２４８ １１ ６７２７ １２ ２３４ ４２
愛 知 県 ３４７ ８ ６９２９６ ６ １４０４２ ５ ２３６ ４０
三 重 県 １１２ ３１ ２１３８６ ２６ ３４８７ ２６ ２４８ ３４
滋 賀 県 ６０ ４５ １４５６４ ４３ ２８１０ ３２ ２２８ ４４

京 都 府 １７７ １６ ３６６２４ １２ ７７１９ １０ ２６６ ２５
大 阪 府 ５４９ ３ １１０５８９ ２ ２２０７８ ２ ２７６ ２１
兵 庫 県 ３５３ ６ ６４９７２ ７ １１９５３ ７ ２６０ ２９
奈 良 県 ７８ ４１ １６７５９ ３７ ２９５０ ３０ ２５１ ３２
和歌山県 ９４ ３８ １４６２０ ４２ ２６４７ ３３ ２９３ １５

鳥 取 県 ４６ ４７ ９３９６ ４７ １６９７ ４７ ２８１ １９
島 根 県 ６０ ４５ １２０９９ ４４ １９３９ ４４ ２９７ １２
岡 山 県 １８２ １５ ３０８３０ １７ ５１６３ １３ ２９０ １７
広 島 県 ２５４ １１ ４１９８１ １０ ６７４０ １１ ２９６ １３
山 口 県 １５０ １９ ２７９８６ １９ ３５８８ ２５ ３０９ ７

徳 島 県 １２２ ２８ １５５０６ ４０ ２３５０ ４０ ３１０ ６
香 川 県 ９９ ３７ １６４８９ ３８ ２５３１ ３８ ３０４ ９
愛 媛 県 １４８ ２１ ２３４５２ ２４ ３３９９ ２７ ２９３ １５
高 知 県 １４０ ２５ １９１６４ ３４ ２１７６ ４２ ３４４ １
福 岡 県 ４７５ ４ ８８４０９ ４ １４０６３ ４ ３０１ １１

佐 賀 県 １１１ ３２ １５５３４ ３９ ２０７９ ４３ ３０７ ８
長 崎 県 １６６ １７ ２７８４４ ２０ ３９７７ ２２ ３２２ ２
熊 本 県 ２１９ １２ ３６１０８ １３ ４６３７ １５ ３０２ １０
大 分 県 １６５ １８ ２０９８３ ２７ ２９０４ ３１ ３１６ ４
宮 崎 県 １４５ ２３ １９７６２ ３０ ２５５７ ３７ ２８３ １８

鹿児島県 ２７７ １０ ３５４８６ １４ ４０２３ ２１ ３１８ ３
沖 縄 県 ９４ ３８ １９６８９ ３２ ２９６４ ２９ ２４２ ３６

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ３６１ ５ １７ ６２５１２ ８ １６ ９４５４ ８ １４ １９８ ４６
１６ ３６３ ５ １６ ６２２７５ ８ １４ ８９３２ ８ １１ １８７ ４７

資料：「医師・歯科医師・薬剤師調査」「保健・衛生行政業務報告（衛生行政報告例）」厚生労働省
「統計からみた埼玉県の医療」県保健医療政策課

Ⅱ 健康と福祉 Ⅱ 健康と福祉
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１６医療保険
国民健康保険被保険者種類別医療費総額

概要
「国民健康保険事業年報」によると、平成１７年度の年度平均国民健康保険

被保険者数（県内市町村分）は、２５２万２千人（１，３０２，５８７世帯）でした。また、
療養諸費（県内市町村分）は８，０４０億円、被保険者１人当たりの療養諸費は
３１８，７５８円でした。
「国民健康保険事業状況」によると、平成１７年度の市町村分と国民健康保

険組合分を合計した療養諸費は８，５０１億円で、前年度に比べ４２４億円（５．２％）
増加しました。この内訳は、一般３，３４７億円（前年度比５．０％増）、老人３，６１９
億円（同１．９％増）、退職が１，５３５億円（同１４．８％増）で、退職分の伸び率が大き
くなっています。
「患者調査」によると、推計患者数（調査日当日に病院、一般診療所、歯科

診療所で受療した患者の推計数）を人口１０万対で表した受療率は、入院は７７１
で全国第４５位、外来は４，７０９で第４４位で、全国でも患者の割合が少ない県で
す。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「国民健康保険事業年報」厚生労働省
＊３４「患者調査」厚生労働省ホームページ

平成１７年度
平成１７年１０月

毎年
３年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

国民健康保険
被保険者数
（年度平均）

国民健康保険
療養諸費合計費用額

受療率（入院）
（人口１０万対）

受療率（外来）
（人口１０万対）

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年１０月 平成１７年１０月
単 位 人 順位 千円 順位 － 順位 － 順位

全 国 ５１７４７８８１ １９２６１２１６３８７ １１４５ ５５５１

北 海 道 ２０５１５２６ ７ １００３３１２４４９ ４ １６６７ ９ ５９２３ ２１
青 森 県 ６５５７０１ ２５ ２２８０５５３４９ ２８ １２５３ ２４ ６０８８ １８
岩 手 県 ５５０２１４ ３０ ２０７７４２６６１ ３０ １３０９ ２２ ５６３３ ２５
宮 城 県 ８５０５４４ １５ ３１１４３０６３１ １７ ９７１ ３６ ５２９０ ３４
秋 田 県 ４５０７４８ ３６ １８６８２９４９７ ３４ １３８４ １７ ６２０７ １０

山 形 県 ４６８２６８ ３４ １７９３７１８６３ ３７ １１１７ ２８ ６０９２ １７
福 島 県 ８１０３７９ １８ ３０９３１６７０６ １９ １２１２ ２６ ５３４４ ３２
茨 城 県 １２２３３９７ １１ ３９２０１８１０３ １２ ９３９ ４０ ４７８３ ４３
栃 木 県 ８０６７２８ １９ ２６４２７０４２４ ２５ ９６７ ３７ ５２３６ ３６
群 馬 県 ８２９１１８ １７ ２８４０１８２９４ ２３ １０４８ ３２ ５３６２ ３１

埼 玉 県 ２５２２４１４ ４ ８０４０４０５６０ ８ ７７１ ４５ ４７０９ ４４
千 葉 県 ２２７７４３９ ６ ７０９９２８１２２ ９ ７７１ ４５ ４６７３ ４５
東 京 都 ４８５５８４９ １ １６９２４９９６９９ １ ８７７ ４２ ５５７４ ２８
神奈川県 ３０５４８７５ ３ １０４３３０４２１３ ３ ７６４ ４７ ４６４７ ４６
新 潟 県 ８６９０８９ １４ ３３５５５７９３９ １６ １１１２ ２９ ５０５４ ４０

富 山 県 ３５８５４８ ４１ １６１８３０９１１ ４１ １５４３ １３ ５１８４ ３７
石 川 県 ４０２７１２ ３８ １８２００６６９２ ３６ １５２２ １５ ５６０７ ２６
福 井 県 ２７７７４６ ４４ １１８１０７９８６ ４６ １３７３ １９ ５５０７ ３０
山 梨 県 ３６７５７４ ３９ １２９７０１６４６ ４３ １０７４ ３０ ４９５６ ４１
長 野 県 ８３８９４５ １６ ３０６１２４３５７ ２０ ９４６ ３８ ５０７８ ３９

岐 阜 県 ８０２２５８ ２０ ２９２７４８３３５ ２２ ９３９ ４０ ５６０６ ２７
静 岡 県 １４４０８８５ １０ ５０７５７７７４９ １０ ８７１ ４３ ４８４４ ４２
愛 知 県 ２４７６９１５ ５ ８９５２２５７４４ ５ ８４７ ４４ ５３０３ ３３
三 重 県 ６８１７２７ ２３ ２５４１３５０３２ ２７ ９９３ ３５ ５８０２ ２２
滋 賀 県 ４４３２８０ ３７ １６４６５０８７１ ４０ ９４１ ３９ ５２５１ ３５

京 都 府 ９０９７９０ １３ ３７９５９８８８４ １３ １１６８ ２７ ５５６６ ２９
大 阪 府 ３３５２６５４ ２ １３１１２７８６２９ ２ １０５３ ３１ ５７２５ ２３
兵 庫 県 ２００１２７０ ８ ８１０３００４１１ ７ １０３５ ３３ ６１９４ １１
奈 良 県 ５０７３５７ ３２ １８９６６８００８ ３３ １０１９ ３４ ５１５８ ３８
和歌山県 ４７００５４ ３３ １８６４４９３３３ ３５ １２３３ ２５ ６７１６ ２

鳥 取 県 ２２４８７６ ４７ ９７００３８８５ ４７ １３５０ ２０ ５６５６ ２４
島 根 県 ２７１５２３ ４６ １２５８５９９４８ ４５ １５０９ １６ ６１４８ １４
岡 山 県 ６７８８１２ ２４ ３１０９７８０３２ １８ １２８４ ２３ ６１２２ １６
広 島 県 ９９７８４１ １２ ４８７６９９７４９ １１ １３４３ ２１ ６６９６ ４
山 口 県 ５７４８６２ ２９ ２８１６１１４３４ ２４ １８４６ ５ ６５７２ ６

徳 島 県 ２７７６７２ ４５ １２８２４３４２４ ４４ １８１６ ６ ６６８５ ５
香 川 県 ３６０７６０ ４０ １７１２０９７８６ ３８ １５２８ １４ ６７１２ ３
愛 媛 県 ５８７７７２ ２８ ２５６７０８８９８ ２６ １５７６ １２ ６４９２ ８
高 知 県 ３３６２３９ ４２ １６５３０９５１３ ３９ ２２６３ １ ６０４７ １９
福 岡 県 １８１０６９４ ９ ８５３２６７５５９ ６ １６２７ １１ ６１２９ １５

佐 賀 県 ３３４３４９ ４３ １５３２９３９５６ ４２ １７８７ ８ ７１６８ １
長 崎 県 ６２９８５０ ２６ ２９６４８６９４２ ２１ １８７６ ４ ６３０９ ９
熊 本 県 ７８０５１０ ２１ ３４１４８６０５８ １５ １９４４ ３ ６５２８ ７
大 分 県 ４６２１０８ ３５ ２１７４２９０３８ ２９ １８１１ ７ ５９８１ ２０
宮 崎 県 ５０９７２６ ３１ ２０２２０１８１１ ３１ １６４２ １０ ６１７０ １３

鹿児島県 ７２８６５２ ２２ ３４９０６２８９６ １４ ２０２７ ２ ６１９４ １１
沖 縄 県 ６２３８１９ ２７ １９２２８２５９０ ３２ １３７７ １８ ４０５６ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ２５０５４５９ ４ １６ ７６２０９１０６６ ８ １４ ７６８ ４５ １４ ４３４３ ４２
１５ ２４５２９８１ ４ １５ ７２８５８１９７１ ８ １１ ７４３ ４６ １１ ４５２１ ４２

資料：「国民健康保険事業状況」県国保医療課
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１７感染症・食中毒
月別三類感染症報告数

概要
「エイズ発生動向年報」によると、平成１８年のHIV 感染者報告数は１７件、

平成１８年末の累計報告数は２７０件でした。また、AIDS患者報告数は１６件、累
計報告数は２１９件でした。
「感染症発生動向調査事業年報」によると平成１７年の三類感染症報告数は、

１１８件でした。
「結核発生動向調査年報集計結果（概況）」によると、平成１８年の新登録結

核患者数は１，２４４人で、罹患率（人口１０万人当たりの新登録結核患者数）は１７．６
と７年連続で減少しました。
「食中毒発生状況」によると、平成１８年の食中毒事件数は２１件で患者数は

１，１２４人でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「エイズ発生動向年報」厚生労働省ホームページ
＊２「感染症発生動向調査事業年報」国立感染症研究所感染症情報センターホームページ
＊３「結核発生動向調査年報集計結果（概況）」厚生労働省ホームページ
＊４「食中毒発生状況」厚生労働省ホームページ

平成１８年末
平成１７年
平成１８年
平成１８年

毎年
毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

HIV 感染者
累計報告数

三類感染症
報告数

結核
新登録患者数

食中毒患者数

調査時点 平成１８年末 平成１７年 平成１８年 平成１８年
単 位 件 順位 件 順位 人 順位 人 順位

全 国 ８３４４ ３５８９ ２６３８４ ３９０２６

北 海 道 ８６ １５ １８８ ３ ７１７ １０ １４８２ ６
青 森 県 ２５ ２９ １８ ４２ ２６８ ２９ １５３ ４３
岩 手 県 １３ ３９ ８４ １５ １８１ ３９ ３２４ ３５
宮 城 県 ５９ １９ ９８ １３ ２８１ ２５ ３５２ ３３
秋 田 県 １２ ４２ ５４ ２７ １６６ ４０ １２９９ ９

山 形 県 １１ ４３ ４８ ２９ １５５ ４１ １３２ ４５
福 島 県 ３４ ２５ ２４ ３８ ２６１ ３０ ３０８ ３７
茨 城 県 ４１２ ６ ４８ ２９ ５２４ １２ ４６２ ２８
栃 木 県 １５６ １０ ２４ ３８ ２９９ ２２ ７７９ １８
群 馬 県 １０３ １４ ５６ ２４ ２７６ ２６ ７４０ ２０

埼 玉 県 ２７０ ７ １１８ １０ １２４４ ６ １１２４ １０
千 葉 県 ４６２ ４ １３８ ８ １２２８ ７ １０９０ １２
東 京 都 ３２０６ １ ２３８ ２ ３３５１ １ ２６３９ ３
神奈川県 ６４０ ３ １６９ ５ １７５７ ３ １３４７ ８
新 潟 県 ５７ ２１ ２７ ３６ ３７３ １６ ８７１ １６

富 山 県 １９ ３４ ７８ １６ １９９ ３６ ５０６ ２７
石 川 県 ２５ ２９ ４１ ３３ １９０ ３８ ６７９ ２２
福 井 県 ２５ ２９ ２５ ３７ １４１ ４４ ５８ ４７
山 梨 県 ８１ １７ １１ ４６ １１５ ４６ ９５２ １４
長 野 県 ２３６ ８ ６３ ２１ ２５９ ３１ １４７２ ７

岐 阜 県 ４４ ２３ ５３ ２８ ４７８ １３ ５９３ ２５
静 岡 県 ２１１ ９ ９５ １４ ７６５ ９ ５９９ ２４
愛 知 県 ４２４ ５ １８２ ４ １６０３ ４ １５５２ ５
三 重 県 ８６ １５ ３９ ３４ ３５７ １９ ４２９ ３０
滋 賀 県 ３２ ２６ １２ ４４ ２０９ ３４ ２７５ ３９

京 都 府 １１５ １３ ５５ ２５ ６１３ １１ ８０４ １７
大 阪 府 ７９８ ２ ２８０ １ ３１８０ ２ ４０８４ １
兵 庫 県 １４４ １１ １６３ ７ １４３５ ５ ２１８９ ４
奈 良 県 ４５ ２２ ４８ ２９ ３１８ ２１ ２８２６ ２
和歌山県 ２２ ３３ ２３ ４１ ２１８ ３２ １１０２ １１

鳥 取 県 ６ ４５ １２ ４４ １１１ ４７ ２０４ ４２
島 根 県 ９ ４４ ６４ ２０ １２９ ４５ ９１０ １５
岡 山 県 ２８ ２７ １２５ ９ ３２８ ２０ ９９３ １３
広 島 県 ６６ １８ ６９ １８ ４４７ １４ ７７３ １９
山 口 県 １８ ３５ ６５ １９ ２９８ ２３ ４３７ ２９

徳 島 県 ６ ４５ １６ ４３ １９３ ３７ １０２ ４６
香 川 県 １６ ３６ ７１ １７ ２１８ ３２ ３１３ ３６
愛 媛 県 ３７ ２４ ２４ ３８ ２６９ ２８ ７２７ ２１
高 知 県 １６ ３６ ９ ４７ １５４ ４２ ２８２ ３８
福 岡 県 １３２ １２ １６４ ６ １０５８ ８ ６５３ ２３

佐 賀 県 ４ ４７ ５９ ２３ １４３ ４３ １４５ ４４
長 崎 県 １６ ３６ ４８ ２９ ３８７ １５ ４１２ ３１
熊 本 県 ２８ ２７ ５５ ２５ ３６１ １８ ５８１ ２６
大 分 県 １３ ３９ １０５ １１ ２７６ ２６ ４０６ ３２
宮 崎 県 １３ ３９ １０５ １１ ２０２ ３５ ３３１ ３４

鹿児島県 ２５ ２９ ６０ ２２ ３６４ １７ ２７５ ３９
沖 縄 県 ５８ ２０ ３８ ３５ ２８５ ２４ ２６０ ４１

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ２５３ ７ １６ ７８ １７ １７ １３４１ ７ １７ ５３４ １６
１６ ２２９ ７ １５ ７９ １２ １６ １１５４ ３ １６ ５１８ ２２

資料：「埼玉県感染症発生動向調査事業報告書」県感染症情報センター
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１８こども
児童相談所の虐待相談受付件数（平成１８年度）

概要
「社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）」によると、平成１８年３月１日

現在の保育所数は８１３施設、在籍者数は７５，３８０人でした。
県子育て支援課によると、平成１９年４月１日現在の保育所入所待機児童数

は１，２１７人で、前年に比べ１６９人減少し、統計を開始した平成６年以降初めて
２年連続で減少しました。
厚生労働省の資料によると、平成１８年度の地域の子育て支援のために県や

国から補助を受けて各市町村で設置している子育て支援拠点数は、地域子育
て支援センターが１７９か所、つどいの広場が２９か所の計２０８か所で、全国第４
位でした。
また、昼間保護者が労働等で家庭にいない小学生の放課後の遊び場であり

生活の場でもある放課後児童クラブ数は、平成１９年５月１日現在８３４か所で
全国第３位でした。
県子ども安全課によると、児童相談所で受け付けた虐待相談は、平成１２年

度から急激に増加し、平成１８年度は前年度より１５２件増加し深刻な状況です。
相談種別にみると、身体的虐待が１，０１１件で最も多く、次いで保護の怠慢・
拒否が７１７件、心理的虐待が４６６件、性的虐待が９３件です。主な虐待者は実母
の１，４２２件で全体の６２．１％を占めています。

※表＊１は施設を設置・認可した都道府県（指定都市・中核市分は当該市所
在都道府県に含む）で掲載しました。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期
＊１「社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）」厚生労働省ホームページ
＊２ 厚生労働省ホームページ
＊３「全国児童健全育成事務担当者会議」厚生労働省ホームページ
＊４「放課後児童健全育成事業の実施状況」厚生労働省

平成１８年３月１日
平成１９年４月１日
平成１８年度
平成１９年５月１日

毎年
毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

保育所数
保育所入所
待機児童数

地域子育て支援
拠点数

放課後児童クラブ数

調査時点 平成１８年３月１日 平成１９年４月１日 平成１８年度 平成１９年５月１日
単 位 施設 順位 人 順位 か所 順位 か所 順位

全 国 ２２６３５ １７９２６ ４１１８ １６６８５

北 海 道 ８３４ ６ ４５０ １０ ２０９ ３ ７９６ ５
青 森 県 ４８８ １６ ７５ ２６ １１２ １１ ２４５ ２５
岩 手 県 ３４６ ２７ ９２ ２２ ７４ ２５ ２３０ ２６
宮 城 県 ３２７ ３０ ８０６ ７ ６４ ２６ ３１０ １６
秋 田 県 ２３６ ４０ １９２ １７ ５８ ３０ １８８ ３４

山 形 県 ２３０ ４２ ２０５ １５ ５３ ３２ １６８ ３９
福 島 県 ３０３ ３３ １４９ ２０ ５７ ３１ ３０４ １８
茨 城 県 ４４２ １７ ４６９ ９ １３７ ８ ４６６ １０
栃 木 県 ３３５ ２９ １１３ ２１ ６１ ２８ ３５５ １４
群 馬 県 ４１３ ２２ ７５ ２６ １０２ １５ ２９９ ２０

埼 玉 県 ８１３ ８ １２１７ ５ ２０８ ４ ８３４ ３
千 葉 県 ６７９ １０ ９７４ ６ １３８ ７ ６９３ ７
東 京 都 １６３９ １ ４６０１ １ １０８ １２ １４３４ １
神奈川県 ８２６ ７ １８２２ ３ １５３ ５ ７２５ ６
新 潟 県 ７１２ ９ １２ ３４ １３３ ９ ３２４ １５

富 山 県 ３２２ ３１ － － ３７ ４２ １７０ ３８
石 川 県 ４０１ ２４ － － ７６ ２３ ２１４ ２８
福 井 県 ２８２ ３６ － － ４２ ３９ １７７ ３７
山 梨 県 ２４１ ３８ － － ５２ ３３ １７９ ３６
長 野 県 ６１７ １２ － － １０３ １４ ３０３ １９

岐 阜 県 ４３８ ２０ １２ ３４ ９８ １６ ２８２ ２３
静 岡 県 ５０１ １４ ３２１ １３ ２２４ ２ ４１５ １２
愛 知 県 １１８３ ２ ４３６ １１ １４３ ６ ８００ ４
三 重 県 ４４０ １８ ５ ３６ ９０ １９ ２１４ ２８
滋 賀 県 ２４０ ３９ ２４１ １４ ５１ ３４ １９４ ３３

京 都 府 ４９２ １５ １６８ １９ ７６ ２３ ３６７ １３
大 阪 府 １１３８ ３ １７８９ ４ ２４３ １ ９０３ ２
兵 庫 県 ８４９ ５ ６７５ ８ ９１ １８ ６８４ ８
奈 良 県 １９３ ４７ １７１ １８ ４１ ４０ １８７ ３５
和歌山県 ２３１ ４１ ４ ３７ ３３ ４５ １２７ ４４

鳥 取 県 ２０２ ４６ － － ４４ ３８ １１７ ４６
島 根 県 ２６２ ３７ ３５ ３０ ３９ ４１ １５０ ４３
岡 山 県 ３９９ ２５ ８０ ２５ ７８ ２２ ３０５ １７
広 島 県 ６２１ １１ ５６ ２９ ９３ １７ ４３８ １１
山 口 県 ３１７ ３２ １６ ３３ ８５ ２１ ２８４ ２２

徳 島 県 ２２２ ４３ ２７ ３２ ３０ ４６ １１８ ４５
香 川 県 ２０７ ４５ － － ５１ ３４ １６１ ４２
愛 媛 県 ３３７ ２８ ２８ ３１ ５１ ３４ １６６ ４０
高 知 県 ２８９ ３４ ６５ ２８ ３４ ４４ １１２ ４７
福 岡 県 ８７２ ４ ３２２ １２ １０４ １３ ６７９ ９

佐 賀 県 ２１６ ４４ － － ３０ ４６ １６４ ４１
長 崎 県 ４３５ ２１ ９０ ２３ ８９ ２０ ２１３ ３０
熊 本 県 ５８５ １３ ８３ ２４ １１６ １０ ２８６ ２１
大 分 県 ２８５ ３５ ４ ３７ ４８ ３７ ２０９ ３１
宮 崎 県 ４０７ ２３ － － ３７ ４２ １９７ ３２

鹿児島県 ４３９ １９ １９６ １６ ６０ ２９ ２７１ ２４
沖 縄 県 ３４９ ２６ １８５０ ２ ６２ ２７ ２２８ ２７

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ７７３ ８ １８ １３８６ ５ １７ １７６ ４ １８ ８０１ ３
１６ ７４５ ８ １７ １７９０ ５ １６ １４８ ２ １７ ７８０ ３

資料：県こども安全課
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１９高齢者
要介護（要支援）認定者数（平成１８年３月末）と介護保険支給額（居宅・施設）（平成１７年度★）

概要
「介護サービス施設・事業所調査」によると、平成１７年１０月１日現在の介

護老人福祉施設数は前年より８か所増加して１９７か所でした。また、通所介
護事業所数も前年より９６か所増加して６６２か所でした。
「介護保険事業状況報告（年報）」によると、要介護（要支援）認定者数は、

平成１７年度末現在１５６，６５４人でした。このうち第１号被保険者は１４８，７５７人、
第２号被保険者は７，８９７人でした。
また、平成１７年度累計の居宅介護（支援）サービス受給者数は１，１０３，００５人、

施設介護サービス受給者数は３１２，５３３人でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「介護サービス施設・事業所調査」厚生労働省ホームページ
＊３ 「介護保険事業状況報告」厚生労働省ホームページ
＊４ 「介護保険事業状況報告」厚生労働省ホームページ

平成１７年１０月１日
平成１７年度末
平成１７年度

毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

介護老人福祉
施設数

通所介護
事業所数

要介護（要支援）
認定者数

居宅介護（支援）
サービス受給者数
（年度累計）

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年度末 平成１７年度
単 位 か所 順位 か所 順位 人 順位 人 順位

全 国 ５５３５ １７６５２ ４３２３３３２ ３０９９６７２５

北 海 道 ２７３ ３ ７０１ ７ ２０５７８０ ４ １３３２１７５ ７
青 森 県 ９０ ２６ ２７１ ２５ ６１６３７ ２７ ４９２０５５ ２４
岩 手 県 ９３ ２４ ２５１ ２９ ５５９６３ ３０ ３８３８２４ ３０
宮 城 県 ９９ ２２ ３５９ １８ ７５６２４ １９ ５６１４２１ １８
秋 田 県 ８９ ２７ １９９ ３９ ５５５１４ ３１ ３６４３８１ ３２

山 形 県 ７７ ３１ ２０５ ３７ ４９３４９ ３４ ３６３３９１ ３３
福 島 県 １０３ ２０ ２７０ ２６ ７４４１４ ２０ ５３５２２３ １９
茨 城 県 １４１ １２ ３７４ １６ ７７４１０ １８ ５３０７２２ ２１
栃 木 県 ８９ ２７ ３６３ １７ ５７５２８ ２８ ４０２３５２ ２９
群 馬 県 １０５ １９ ３５５ ２０ ６６２６０ ２５ ４７６３５４ ２６

埼 玉 県 １９７ ７ ６６２ ８ １５６６５４ ８ １１０３００５ ８
千 葉 県 １９０ ８ ６３８ ９ １４６５６２ ９ １０４９５１０ ９
東 京 都 ３６１ １ ７８６ ４ ３７４９７８ １ ２８０１０１７ １
神奈川県 ２２６ ５ ８１７ ３ ２２６８３２ ３ １６９０１７３ ３
新 潟 県 １３９ １３ ４１７ １３ ９４２００ １２ ６６３５８３ １３

富 山 県 ６１ ３７ ２２０ ３３ ４３６４１ ３６ ２８６６２８ ３９
石 川 県 ５６ ４１ １８４ ４０ ４２５３２ ３７ ２８６４６３ ４０
福 井 県 ５１ ４４ １４４ ４５ ２８８５０ ４６ ２０４２２５ ４６
山 梨 県 ４９ ４６ １８４ ４０ ２８８５７ ４５ ２０７５３０ ４５
長 野 県 １２５ １５ ４９７ １２ ８６３４１ １４ ６４２２５８ １４

岐 阜 県 ９１ ２５ ３５７ １９ ６７５１６ ２４ ４８９２７７ ２５
静 岡 県 １５８ １０ ５３１ １０ １１３３０３ １１ ８１３５５１ １１
愛 知 県 １６８ ９ ８８６ ２ １８４５６３ ７ １３３８５５３ ６
三 重 県 ９４ ２３ ３９８ １５ ７１９８７ ２２ ５０６０８８ ２２
滋 賀 県 ５７ ３９ ２６５ ２７ ３９７８０ ４０ ２９３４０４ ３８

京 都 府 １１９ １６ ３１６ ２３ ９３５４１ １３ ６９８５５８ １２
大 阪 府 ３１３ ２ １０１７ １ ３１５６１９ ２ ２２１９６９９ ２
兵 庫 県 ２５１ ４ ７３２ ６ １９７９３０ ５ １４１９４１０ ４
奈 良 県 ６１ ３７ ２０９ ３６ ４９５９０ ３３ ３５８４４２ ３４
和歌山県 ６９ ３６ ２１１ ３５ ５０４４３ ３２ ３７５６５０ ３１

鳥 取 県 ３４ ４７ １２６ ４７ ２６３３９ ４７ １７７６８０ ４７
島 根 県 ７５ ３２ ２０２ ３８ ３８９９８ ４２ ２６９７８５ ４２
岡 山 県 １１６ １７ ４０１ １４ ８４８９７ １５ ６０４３６７ １６
広 島 県 １５２ １１ ５１３ １１ １１８０３９ １０ ８８０３０９ １０
山 口 県 ８７ ３０ ３０１ ２４ ６５３２５ ２６ ４４１６９３ ２７

徳 島 県 ５７ ３９ １５９ ４３ ４２２６４ ３８ ３０８２６４ ３６
香 川 県 ７２ ３４ １５６ ４４ ４１４５０ ３９ ３０３６０４ ３７
愛 媛 県 ８８ ２９ ２６３ ２８ ６９４１９ ２３ ５００１０２ ２３
高 知 県 ５０ ４５ １４２ ４６ ３６９４０ ４３ ２２８７９０ ４４
福 岡 県 ２０７ ６ ７７７ ５ １９４７０１ ６ １４０６６６５ ５

佐 賀 県 ５２ ４３ １７２ ４２ ３４０５７ ４４ ２４２９９２ ４３
長 崎 県 １０１ ２１ ３５０ ２１ ７２５４６ ２１ ５３３３０２ ２０
熊 本 県 １１３ １８ ３３６ ２２ ８０６８０ １７ ５６１６４７ １７
大 分 県 ７０ ３５ ２２０ ３３ ５７２０３ ２９ ４３８４７７ ２８
宮 崎 県 ７５ ３２ ２２５ ３２ ４４８４９ ３５ ３２５０３１ ３５

鹿児島県 １３７ １４ ２４３ ３１ ８３０７３ １６ ６０８２８１ １５
沖 縄 県 ５４ ４２ ２４７ ３０ ３９３５４ ４１ ２７６８１４ ４１

埼 玉 県 の
年別データ

１６ １８９ ７ １６ ５６６ ８ １６ １４４３８９ ８ １６ １０１０５３５ ８
１５ １８２ ７ １５ ４４９ ８ １５ １３１４３３ ８ １５ ８６８２８４ ８

★平成１７年３月から平成１８年２月サービス分
資料：「介護保険事業状況報告（年報）」県介護保険課

Ⅱ 健康と福祉 Ⅱ 健康と福祉

40 41



（万人）

0

1

2

3

4

5

6

平成
7年度

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

１級
２級
３級
４級
５級
６級

２０障害者
等級別身体障害者手帳交付台帳登載数（各年度末）

概要
「社会福祉施設等調査報告」によると、平成１７年１０月１日現在の身体障害

者更生援護施設数は前年より２か所増加して７６か所、知的障害者援護施設数
は７か所増加して１４８か所、精神障害者社会復帰施設数は８か所増加して５８
か所でした。
県障害者福祉課の資料によると、平成１７年度末現在の身体障害者手帳交付

台帳登載（手帳所持者）数は１８１，８７７人（視覚障害１４，４１０人、聴覚・平衡機能障
害１４，４７８人、音声・言語・そしゃく機能障害２，４８１人、肢体不自由１０１，０２４人、
内部障害４９，４８４人）で平成７年度末より５３，１３５人増加しており、増加率は４１．３
％です。障害の程度別にみると重度障害者といわれる１，２級が全体の５０．３
％（１級５９，７８２人、２級３１，７１８人、計９１，５００人）を占めています。
「障害者の雇用状況」によると、埼玉県職員（知事部局）の障害者の実雇用

率は平成１９年６月１日現在、前年より０．１５ポイント上昇して２．９９％で全国第
５位でした。

※表＊１～３の都道府県値については、指定都市及び中核市分を当該市所在
都道府県に含みます。また、全国計には国立を含みます。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「社会福祉施設等調査報告」厚生労働省
＊４ 「障害者の雇用状況」厚生労働省ホームページ

平成１７年１０月１日
平成１９年６月１日

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

身体障害者
更生援護施設数

知的障害者
援護施設数

精神障害者
社会復帰施設数

障害者雇用率
（都道府県職員・
知事部局）

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１９年６月１日
単 位 か所 順位 か所 順位 か所 順位 ％ 順位

全 国 ２２９４ ４５２５ １６８７ ２．４３

北 海 道 １２０ ３ ２７３ ３ ５３ ８ ２．３９ １３
青 森 県 ４０ ２１ ８１ ２０ ４３ １１ ２．６６ ７
岩 手 県 ３２ ２６ ６７ ２６ ２３ ２９ ２．１３ ３８
宮 城 県 ２６ ３１ ８０ ２１ ２８ ２４ ２．２９ ２１
秋 田 県 ２３ ３７ ６２ ２９ １８ ３７ ２．１６ ３２

山 形 県 １８ ４５ ４６ ３９ ８ ４６ ２．１１ ４５
福 島 県 １７ ４６ ６４ ２７ １９ ３５ ２．２６ ２４
茨 城 県 ３３ ２４ ８０ ２１ ３３ １７ ２．１３ ３８
栃 木 県 ４２ ２０ １０４ １２ ４４ ９ ２．２８ ２２
群 馬 県 ３８ ２２ ８４ １８ ３０ ２３ ２．１３ ３８

埼 玉 県 ７６ ７ １４８ ８ ５８ ４ ２．９９ ５
千 葉 県 ６８ １１ １４４ ９ ３８ １５ ２．３２ １７
東 京 都 １８４ ２ ３２６ １ １６６ ２ ３．０９ ２
神奈川県 ８７ ６ ２３１ ４ ４４ ９ ３．１１ １
新 潟 県 ４３ １８ ８７ １７ ５５ ６ ２．２１ ２７

富 山 県 ２１ ４１ ４９ ３５ ２７ ２５ ２．１１ ４５
石 川 県 ２０ ４３ ４６ ３９ ２７ ２５ ２．１７ ３１
福 井 県 ２０ ４３ ５８ ３１ １７ ３９ ２．１３ ３８
山 梨 県 ２２ ３９ ３９ ４３ １４ ４３ ２．１４ ３６
長 野 県 ５２ １４ ８２ １９ ４０ １３ ２．１８ ２９

岐 阜 県 ２６ ３１ ６４ ２７ ２３ ２９ ２．１１ ４５
静 岡 県 ５８ １２ １１８ １１ ４２ １２ ２．１６ ３２
愛 知 県 １１３ ４ ２０２ ５ ３９ １４ ２．１９ ２８
三 重 県 ４７ １５ ５８ ３１ ２５ ２８ ２．４０ １２
滋 賀 県 ２５ ３３ ７１ ２３ ２０ ３３ ２．４４ １０

京 都 府 ７０ ９ １０３ １３ ３１ ２１ ２．６７ ６
大 阪 府 １８６ １ ３２４ ２ １７３ １ ３．００ ４
兵 庫 県 ７５ ８ １６０ ７ ６２ ３ ２．３３ １６
奈 良 県 ２１ ４１ ４９ ３５ １３ ４４ ２．３４ １５
和歌山県 ２４ ３５ ５０ ３４ １９ ３５ ２．１６ ３２

鳥 取 県 ２３ ３７ ３６ ４５ ９ ４５ ２．２７ ２３
島 根 県 ２２ ３９ ４９ ３５ ３３ １７ ２．２４ ２６
岡 山 県 ３３ ２４ ６８ ２４ ２３ ２９ ２．１４ ３６
広 島 県 ６９ １０ １２０ １０ ５４ ７ ２．４３ １１
山 口 県 ３４ ２３ ６２ ２９ ３３ １７ ２．３１ １９

徳 島 県 ２４ ３５ ３６ ４５ ２０ ３３ ２．１２ ４４
香 川 県 ２５ ３３ ３９ ４３ １６ ４１ ２．１６ ３２
愛 媛 県 ２７ ３０ ５５ ３３ １８ ３７ ２．１３ ３８
高 知 県 ２８ ２９ ４０ ４１ １７ ３９ ２．１３ ３８
福 岡 県 １０４ ５ １９２ ６ ５８ ４ ３．０７ ３

佐 賀 県 １７ ４６ ４０ ４１ ８ ４６ ２．２６ ２４
長 崎 県 ４７ １５ １０１ １４ ３７ １６ ２．３０ ２０
熊 本 県 ４３ １８ ９８ １５ ２７ ２５ ２．６５ ８
大 分 県 ４５ １７ ６８ ２４ ２３ ２９ ２．３２ １７
宮 崎 県 ３１ ２７ ３４ ４７ １５ ４２ ２．１８ ２９

鹿児島県 ５４ １３ ８８ １６ ３３ １７ ２．３７ １４
沖 縄 県 ３０ ２８ ４８ ３８ ３１ ２１ ２．５１ ９

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ７４ ８ １６ １４１ ８ １６ ５０ ５ １８ ２．８４ ５
１５ ７４ ７ １５ １３４ ８ １５ ４９ ４ － － －

資料：県障害者福祉課

Ⅱ 健康と福祉 Ⅱ 健康と福祉

42 43



（％）

0

60

70

80

90

100

171615141312111098765432平成
元年度

全国
埼玉県

２１国民年金
国民年金保険料納付率の推移

概要
「事業年報」によると、平成１７年度末現在の国民年金の被保険者数（第２号

被保険者を除く）は、前年度末より３万人減少して１９２万４千人でした。被保
険者のうち第３号被保険者は６８万５千人で減少傾向が続いています。第３号
被保険者のうち９９．５％が女子でした。
また、平成１７年度末の年金受給権者の件数は１１１万３千件、年金額は６，８８５

億円でした。年金額の内訳は、老齢年金が６，１０７億円、通算老齢年金が１０６億
円、障害年金が５５６億円、遺族年金が１１６億円でした。納付状況をみると、納
付率は６４．２％で前年度より２．４ポイント上昇しましたが、全国平均（６７．１％）
を下回っています。

※表＊２，３の全国計には、その他分が含まれます。
※グラフの全国数値は現年度分です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「事業年報」社会保険庁
＊４ 「事業年報」社会保険庁

平成１７年度末
平成１７年度

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保険者数
（第２号被保険者を除く）

受給権者（件数） 受給権者（年金額） 納付率

調査時点 平成１７年度末 平成１７年度末 平成１７年度末 平成１７年度
単 位 人 順位 件 順位 千円 順位 ％ 順位

全 国 ３２８２５８２３ ２４３９３０５６ １５３５０１２５２４５ ６７．１

北 海 道 １４７３３６８ ７ １１１８０７０ ５ ７１２９３４８８８ ５ ６９．２ ２８
青 森 県 ３９６４１３ ２６ ３３４００８ ２８ １９６５４７１６４ ２９ ６５．４ ３７
岩 手 県 ３２３２８４ ３２ ３４１０４１ ２７ ２１０５５９１６７ ２７ ７４．７ １３
宮 城 県 ６１８４１７ １４ ４６１１４４ １７ ２７９６０６９３８ １８ ６６．０ ３５
秋 田 県 ２６６９７６ ３６ ３０７６３７ ３１ １８４０９７１００ ３１ ７７．３ ７

山 形 県 ２６１６４６ ３８ ３１５３０８ ３０ １９１５８５２９９ ３０ ７５．４ １２
福 島 県 ４９０８８２ ２０ ４６９７３８ １６ ２８４９０８５４７ １６ ６７．４ ３３
茨 城 県 ８１５２３８ １１ ５６６７２１ １２ ３４１８１２４３０ １３ ６３．８ ４３
栃 木 県 ５３５２６２ １７ ３９７８２５ ２３ ２４１３２４４９０ ２４ ６３．９ ４２
群 馬 県 ５３５３８８ １６ ４１９８５１ ２１ ２６０８６８８４２ ２２ ７０．０ ２５

埼 玉 県 １９２４７０９ ４ １１１３０８０ ６ ６８８５３８０６０ ６ ６４．２ ４１
千 葉 県 １６６２４２１ ６ １００８０２７ ８ ６２８８２７５７４ ８ ６４．５ ４０
東 京 都 ３４７８７６５ １ ２０５０８８２ １ １２９４３１１４４４ １ ６１．３ ４５
神奈川県 ２３３５９３２ ３ １３５１８７８ ３ ８６０９０８９６０ ３ ６５．０ ３８
新 潟 県 ５３５８０９ １５ ５６６９９５ １１ ３５２９３８８２１ １２ ７９．６ ２

富 山 県 ２２９３０１ ４０ ２４７６３６ ３６ １６１１６７９９４ ３５ ７５．８ １１
石 川 県 ２６６０４７ ３７ ２３２２２７ ３８ １５０８２１４７９ ３８ ７６．２ ９
福 井 県 １６９１１９ ４５ １７７００８ ４６ １１２９７３７２１ ４６ ７７．８ ５
山 梨 県 ２２３７９０ ４１ １９７０５１ ４１ １１８１９６７２５ ４４ ７１．７ ２０
長 野 県 ５０３０２６ １９ ５１１９６６ １４ ３２５９９９３９１ １４ ７８．１ ３

岐 阜 県 ５２７５２１ １８ ４３５７３０ １８ ２７９７３６７０６ １７ ７６．５ ８
静 岡 県 ９１６７６４ １０ ７６２３４３ １０ ４８４９３２１０１ １０ ７２．１ １８
愛 知 県 １８６９０１１ ５ １１９１９２９ ４ ７６１６２４３３９ ４ ６９．１ ２９
三 重 県 ４５６３９４ ２２ ３８６９７８ ２４ ２５０９５２８４８ ２３ ７３．１ １６
滋 賀 県 ３４１５０６ ３１ ２５０１１０ ３５ １５８５８３２９２ ３６ ７４．６ １４

京 都 府 ６８３８８７ １３ ４９５２７９ １５ ３１１８７４８４５ １５ ６６．０ ３５
大 阪 府 ２３８３１８６ ２ １４７０３４２ ２ ９１８７６０１８３ ２ ５７．９ ４６
兵 庫 県 １４６２４１１ ８ １０２８５４３ ７ ６４９６０３４４７ ７ ６６．８ ３４
奈 良 県 ３９２２１８ ２７ ２７３９１１ ３３ １６９０８４３６３ ３４ ６９．７ ２７
和歌山県 ２８３９１７ ３４ ２４６８１０ ３７ １４８６０９３２１ ３９ ７１．８ １９

鳥 取 県 １３１４０２ ４７ １３８１１２ ４７ ８８５２４３５８ ４７ ７６．１ １０
島 根 県 １４５５８１ ４６ １９４０４８ ４３ １２５２１６１０４ ４１ ８０．０ １
岡 山 県 ４３６５２８ ２３ ４１５０１６ ２２ ２７３４８８４４８ ２０ ７１．０ ２３
広 島 県 ６９５２７０ １２ ５５５０２５ １３ ３６２８３７８１９ １１ ７０．４ ２４
山 口 県 ３４７８１８ ３０ ３４３６６４ ２５ ２２６２７０６６０ ２５ ７３．０ １７

徳 島 県 １８４５８６ ４４ １８６５６４ ４５ １１４９６７７７２ ４５ ７１．４ ２２
香 川 県 ２３１９２９ ３９ ２２３５３９ ４０ １４７８０６０４６ ４０ ７７．７ ６
愛 媛 県 ３６５１２５ ２９ ３４１０８４ ２６ ２１４３５０１２９ ２６ ７８．０ ４
高 知 県 １８４８７５ ４３ １９４０７２ ４２ １２０６７１３２８ ４３ ７４．３ １５
福 岡 県 １２９２９９９ ９ ８９７０８５ ９ ５６８６１０３１６ ９ ６８．７ ３１

佐 賀 県 ２０８００１ ４２ １９２５２０ ４４ １２３６９８３５３ ４２ ７１．５ ２１
長 崎 県 ３７６８５２ ２８ ３３３４６１ ２９ ２０５６９１５４４ ２８ ６３．３ ４４
熊 本 県 ４６１５４９ ２１ ４２９５０８ ２０ ２７００９７５１９ ２１ ６９．９ ２６
大 分 県 ２７３９３８ ３５ ２７９５０１ ３２ １７２２４６１２３ ３２ ６８．８ ３０
宮 崎 県 ２８８０１７ ３３ ２６５４３１ ３４ １７１８５８１４８ ３３ ６４．９ ３９

鹿児島県 ４２０２２３ ２４ ４３２５０２ １９ ２７５３６７５５６ １９ ６８．４ ３２
沖 縄 県 ４１８５２２ ２５ ２３２１０６ ３９ １５１７５２２６９ ３７ ４９．９ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１６ １９５５１８８ ４ １６ １０４６５６１ ６ １６ ６４０２３３２５７ ６ １６ ６１．８ ３８
１５ １９８０３３７ ４ １５ ９８４７２６ ６ １５ ５９８２１５２７２ ６ １５ ６２．１ ３６

資料：「国民年金の加入・納付状況」社会保険庁
「社会保険事業年報」埼玉社会保険事務局
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２２生活保護
世帯類型別被保護世帯構成比（各年度月平均）

概要
「社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）」によると、平成１７年度の被保

護実世帯数（月平均）は前年度よりも１，９６２世帯増加し、３４，５９６世帯でした。
また、被保護実人員（月平均）も２，４７９人増えて５１，０２５人でした。
「埼玉県の生活保護」によると、平成５年度以降、保護世帯、人員ともに

増加の傾向にあります。人口千人当たりの保護率は平成１７年度においては全
国平均（１１．６‰）よりも低いものの前年度より０．３ポイント増加し、７．２‰でし
た。保護開始世帯数（月平均）は、前年度よりも２８世帯減少し、６４２世帯でし
た。
被保護世帯（保護停止中を除く）を世帯類型別にみると、全国に比べ母子世

帯の割合が高く（埼玉県１０．３％、全国８．７％）、高齢者世帯の割合は低く（埼玉
県３７．４％、全国４３．５％）なっています。近年、全国的に高齢者世帯の割合が
増加傾向にあります。

保護率
被保護実人員（月平均）÷平成１７年１０月１日現在国勢調査人口（総務省統計

局）×１，０００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「社会福祉行政業務報告（福祉行政報告例）」
厚生労働省ホームページ 平成１７年度月平均 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

被保護実世帯数
（月平均）

被保護実人員
（月平均）

保護率
（人口千対）

保護開始世帯数
（月平均）

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度
単 位 世帯 順位 人 順位 － 順位 世帯 順位

全 国 １０４１５０８ １４７５８３８ １１．６ １８１８７

北 海 道 ８８６０５ ３ １３２８７３ ３ ２３．６ ２ １０６４ ４
青 森 県 １７１２０ １３ ２３２６０ １３ １６．２ ６ １８０ １８
岩 手 県 ７５３０ ３４ １０７６０ ３４ ７．８ ２５ ９８ ３３
宮 城 県 １２７０７ １７ １８４７５ １７ ７．８ ２５ ２２８ １３
秋 田 県 ９０８９ ３１ １２７３６ ３１ １１．１ １７ ９７ ３４

山 形 県 ３９６８ ４２ ５１３１ ４２ ４．２ ４１ ４４ ４３
福 島 県 １０４８３ ２５ １４６９７ ２６ ７．０ ３０ １２５ ２７
茨 城 県 １１４８９ ２３ １５９８５ ２０ ５．４ ３８ １６４ １９
栃 木 県 ９１１４ ３０ １２７８５ ３０ ６．３ ３３ １５８ ２０
群 馬 県 ６４３４ ３５ ８４０１ ３６ ４．２ ４１ ８６ ３５

埼 玉 県 ３４５９６ ７ ５１０２５ ７ ７．２ ２９ ６４２ ９
千 葉 県 ３２０１２ １０ ４６３１７ ９ ７．７ ２７ ６８８ ８
東 京 都 １４３６０３ ２ １９１２４６ ２ １５．２ ７ ２９９９ ２
神奈川県 ７１８９３ ４ １０１１６０ ４ １１．５ １４ １６５３ ３
新 潟 県 ９７１１ ２７ １３４０２ ２７ ５．５ ３７ １２９ ２５

富 山 県 ２１６１ ４６ ２５１６ ４６ ２．３ ４７ ２４ ４６
石 川 県 ４２１５ ４１ ５１６９ ４１ ４．４ ３９ ４８ ４２
福 井 県 １７２１ ４７ ２１５３ ４７ ２．６ ４６ １６ ４７
山 梨 県 ２６７３ ４５ ３３５８ ４５ ３．８ ４３ ３５ ４５
長 野 県 ５５００ ３７ ７０４３ ３８ ３．２ ４４ ７８ ３７

岐 阜 県 ５１８３ ３８ ６６０１ ３９ ３．１ ４５ １０３ ３２
静 岡 県 １２１００ １８ １６１７５ １９ ４．３ ４０ ２１７ １４
愛 知 県 ３２４８３ ９ ４３４１９ １０ ６．０ ３４ ７２１ ７
三 重 県 ９１４２ ２９ １２８００ ２９ ６．９ ３２ １２８ ２６
滋 賀 県 ５１５１ ３９ ７８０３ ３７ ５．７ ３５ ７１ ３８

京 都 府 ３２６３０ ８ ４９６８４ ８ １８．８ ４ ５１４ １０
大 阪 府 １４８９６９ １ ２１４３７５ １ ２４．３ １ ３７１９ １
兵 庫 県 ５３６１３ ６ ７９０８８ ６ １４．２ １１ ７２７ ６
奈 良 県 １０２９５ ２６ １５４１２ ２５ １０．８ １９ １１９ ２９
和歌山県 ８５４３ ３２ １１４０４ ３３ １１．０ １８ １１７ ３０

鳥 取 県 ３３７６ ４３ ４６７９ ４３ ７．７ ２７ ４９ ４１
島 根 県 ３１０４ ４４ ４１３８ ４４ ５．６ ３６ ４３ ４４
岡 山 県 １２９０５ １６ １９４１４ １６ ９．９ ２２ １９０ １５
広 島 県 ２２４５１ １１ ３２６９０ １１ １１．４ １５ ３６９ １１
山 口 県 １１２３９ ２４ １５７１０ ２１ １０．５ ２１ １２２ ２８

徳 島 県 ８２５１ ３３ １１４３８ ３２ １４．１ １２ ８１ ３６
香 川 県 ６３４１ ３６ ９４２３ ３５ ９．３ ２３ ６７ ３９
愛 媛 県 １１８８５ ２０ １５４８９ ２４ １０．６ ２０ １４２ ２１
高 知 県 １１９６０ １９ １６３８６ １８ ２０．６ ３ １３８ ２４
福 岡 県 ６３０９５ ５ ９２５９５ ５ １８．３ ５ ８２３ ５

佐 賀 県 ４４０７ ４０ ６０４４ ４０ ７．０ ３０ ５６ ４０
長 崎 県 １５４０５ １４ ２２５４１ １４ １５．２ ７ １８２ １７
熊 本 県 １１８０５ ２１ １５６９１ ２３ ８．５ ２４ １４１ ２２
大 分 県 １１５４３ ２２ １５７０４ ２２ １３．０ １３ １４０ ２３
宮 崎 県 ９５４３ ２８ １２９６８ ２８ １１．３ １６ １０７ ３１

鹿児島県 １７７９４ １２ ２５０９９ １２ １４．３ １０ ３５６ １２
沖 縄 県 １３６７１ １５ ２０５７７ １５ １５．１ ９ １９０ １５

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ３２６３４ ７ １６ ４８５４６ ７ １６ ６．９ ２９ １６ ６７０ ９
１５ ２９８１６ ８ １５ ４４３９６ ８ １５ ６．３ ３２ １５ ７２３ ９

資料：「埼玉県の生活保護」県社会福祉課

Ⅱ 健康と福祉 Ⅱ 健康と福祉
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２３たすけあい
年代別ボランティア行動者率（平成１８年）

概要
警察庁の資料によると、平成１８年１２月３１日現在の自主防犯ボランティア団

体数は３，７７３で、前年より１，７３２増加し全国第１位でした。自主防犯ボランテ
ィア団体は、自治会やPTAなどを主体として、自主的に防犯活動を行って
いる団体で、本県では「わがまち防犯隊」の愛称で呼んでいます。
内閣府によると、特定非営利活動促進法が定める要件を満たして法人格を

取得したNPO法人数は、平成１９年９月３０日現在１，１１６で全国第７位でした。
「血液事業の現状」によると、平成１８年の埼玉県の献血者数は２３５，７４０人で

した。このうち成分献血者数は７３，５１２人、４００�献血者数は１１１，０４５人、２００
�献血者数は５１，１８３人でした。また、年代別の割合を見ると３０代が２６．８％で
最も多く、次いで２０代が２１．９％となっていますが、６０代でも６．０％（１４，２０８人）
が献血をしています。
（財）骨髄移植推進財団によると、骨髄提供希望者（ドナー）登録者数は、平
成１９年３月末現在、９，５３１人でした。また、全国のドナー登録者数は、平成
４年１月のドナー登録受付開始から平成２０年１月１５日までの１６年間で、３０万
人になりました。

※表＊２の全国計は、内閣府の認証数を含みます。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１ 警察庁ホームページ
＊２ 内閣府ホームページ
＊３ 「血液事業の現状」日本赤十字社
＊４ （財）骨髄移植推進財団

平成１８年１２月３１日
平成１９年９月３０日
平成１８年
平成１９年３月末

毎年
毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

自主防犯
ボランティア団体数

特定非営利活動促進法
に基づく認証法人数

献血者数
骨髄提供希望者
登録者数

調査時点 平成１８年１２月３１日 平成１９年９月３０日 平成１８年 平成１９年３月末
単 位 － 順位 － 順位 人 順位 人 順位

全 国 ３１９３１ ３２６３０ ４９８７８５７ ２７６８４７

北 海 道 １１６８ ８ １３５２ ４ ２８４７５９ ３ １６２１７ ２
青 森 県 ３４５ ３１ ２３９ ３５ ６４７１０ ２４ １９３１ ４２
岩 手 県 ２９０ ３５ ２９９ ２９ ５１１６８ ３２ ２６２８ ２８
宮 城 県 ４７８ ２２ ４５９ １５ ９４２７９ １４ ６３２４ １５
秋 田 県 ３０６ ３４ １６９ ４６ ５１０６６ ３３ ２６１４ ２９

山 形 県 ３９２ ２６ ２７３ ３１ ４０２０７ ３９ ２８２０ ２６
福 島 県 ３１８ ３３ ４２７ １９ ８８２２２ １６ ９１１５ １０
茨 城 県 ７５２ １０ ４０９ ２１ ９５３４２ １３ ５４００ １８
栃 木 県 ６２５ １３ ３７３ ２４ ７４７７８ ２２ ３４２７ ２２
群 馬 県 ５８１ １７ ５３３ １３ ８７９６９ １７ ２４９７ ３１

埼 玉 県 ３７７３ １ １１１６ ７ ２３５７４０ ６ ９５３１ ９
千 葉 県 １４０４ ６ １２２９ ５ ２１６５５９ ７ ８３０７ １３
東 京 都 ３２１４ ２ ５６０５ １ ５６８４６１ １ ４２２６４ １
神奈川県 １８００ ４ ２００２ ３ ２７０１２１ ４ １３９４８ ４
新 潟 県 ３２４ ３２ ４３７ １８ ９１９００ １５ ８３７０ １２

富 山 県 ５２１ １９ ２１１ ４０ ３９２２３ ４０ ２８９５ ２４
石 川 県 ４４９ ２３ ２２８ ３８ ５２１３９ ３１ ３６６３ １９
福 井 県 ４１７ ２５ １８４ ４３ ３５９７８ ４１ １９８７ ３９
山 梨 県 １５０ ４６ ２２７ ３９ ３５９２１ ４２ １９４５ ４０
長 野 県 ５５３ １８ ６８０ １２ ８２６４９ １９ ３２９５ ２３

岐 阜 県 ６１１ １５ ４５８ １６ ７６１２１ ２１ ３４６９ ２１
静 岡 県 ６０１ １６ ７２５ １１ １３６６１３ １０ ６８６６ １４
愛 知 県 １６９１ ５ １０４６ ９ ２６７５０５ ５ １５６８４ ３
三 重 県 ２８７ ３６ ４４４ １７ ５９９２８ ２６ ３６６２ ２０
滋 賀 県 １５９ ４５ ３６３ ２６ ４５７５５ ３６ ２１０７ ３８

京 都 府 ５０９ ２１ ８１４ １０ １０２９１３ １２ ９６５３ ８
大 阪 府 １３８６ ７ ２３６７ ２ ３７６３３９ ２ １３７３６ ５
兵 庫 県 １９０９ ３ １１４６ ６ １９４７１６ ８ ９６９４ ７
奈 良 県 ６１８ １４ ２４８ ３３ ５３６２５ ２９ １９３２ ４１
和歌山県 １６７ ４３ ２６５ ３２ ４３７２７ ３７ １７１５ ４３

鳥 取 県 １７５ ４１ １３１ ４７ ２７２５１ ４７ １６３１ ４５
島 根 県 ２１０ ３８ １７９ ４５ ３２０２８ ４６ ２２９５ ３６
岡 山 県 ６３４ １２ ４２６ ２０ ８５６２０ １８ ５５６５ １７
広 島 県 ７３９ １１ ５０５ １４ １２８６４３ １１ ５９０９ １６
山 口 県 ３７８ ２７ ２９１ ３０ ６２１２４ ２５ ２６７１ ２７

徳 島 県 １４２ ４７ １９９ ４１ ３２４２４ ４５ １３１３ ４７
香 川 県 １７６ ４０ １８２ ４４ ４１８０８ ３８ １５７３ ４６
愛 媛 県 ３４６ ３０ ２４６ ３４ ５４７４２ ２８ ２５６３ ３０
高 知 県 １６１ ４４ １９８ ４２ ３５７８９ ４３ １６７４ ４４
福 岡 県 ８５８ ９ １０５７ ８ １８１１４２ ９ １０９２０ ６

佐 賀 県 １７４ ４２ ２３８ ３６ ３３１２５ ４４ ２２４３ ３７
長 崎 県 ３４９ ２９ ３３７ ２７ ５８８０８ ２７ ２４４４ ３２
熊 本 県 ３６８ ２８ ３９７ ２３ ８１９４３ ２０ ２３７２ ３４
大 分 県 ２６０ ３７ ３７３ ２４ ４６２１９ ３４ ２２９８ ３５
宮 崎 県 ２０２ ３９ ２２９ ３７ ４６１３９ ３５ ２４１４ ３３

鹿児島県 ５１５ ２０ ４０８ ２２ ６９１３１ ２３ ２８２４ ２５
沖 縄 県 ４４６ ２４ ３０９ ２８ ５２４８８ ３０ ８４４２ １１

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ２０４１ ２ １８ ９８０ ７ １７ ２３６２２１ ６ １８ ８２７０ ８
－ － － １７ ７３７ ９ １６ ２４３４７０ ６ １７ ６７８１ ９

資料：「社会生活基本調査」総務省統計局

Ⅱ 健康と福祉 Ⅱ 健康と福祉
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あれこれデータ －PART ２－

郷土料理百選
農林水産省は平成１９年１２月、各地で受け継がれているふるさとの味を「農山漁村の

郷土料理百選」として発表しました。本県からは県北西部の「冷汁うどん」、県北の「い
が饅頭」が選ばれました。また、百選の基準からは外れたものの、全国的に人気のあ
るメニューとして「ご当地人気料理特選」に東松山市の「やきとん」が選ばれました。

農林水産省「農山漁村の郷土料理百選」

都道府県 郷土料理百選 都道府県 郷土料理百選

北海道
ジンギスカン・石狩鍋
ちゃんちゃん焼き

滋賀県 ふな寿司・鴨鍋

京都府 京漬物・賀茂なすの田楽

青森県 いちご煮・せんべい汁 大阪府 箱寿司・白みそ雑煮

岩手県 わんこそば・ひっつみ 兵庫県 ボタン鍋・いかなごのくぎ煮

宮城県 ずんだ餅・はらこ飯 奈良県 柿の葉寿司・三輪そうめん

秋田県 きりたんぽ鍋・稲庭うどん 和歌山県 鯨の竜田揚げ・めはりずし

山形県 いも煮・どんがら汁 鳥取県 かに汁・あごのやき

福島県 こづゆ・にしんの山椒漬け 島根県 出雲そば・しじみ汁

茨城県 あんこう料理・そぼろ納豆 岡山県 岡山ばらずし・ままかり寿司

栃木県 しもつかれ・ちたけそば 広島県 カキの土手鍋・あなご飯

群馬県 おっきりこみ・生芋こんにゃく料理 山口県 ふく料理・岩国ずし

埼玉県 冷汁うどん・いが饅頭 徳島県 そば米雑炊・ぼうぜの姿寿司

千葉県 太巻き寿司・イワシのごま漬け 香川県 讃岐うどん・あんもち雑煮

東京都 深川丼・くさや 愛媛県 宇和島鯛めし・じゃこ天

神奈川県 へらへら団子・かんこ焼き 高知県 かつおのたたき・皿鉢料理

新潟県 のっぺい汁・笹寿司 福岡県 水炊き・がめ煮

富山県 鱒寿司・ぶり大根 佐賀県 呼子イカの活きづくり・須古寿し

石川県 カブラ寿司・治部煮 長崎県 卓袱料理・具雑煮

福井県 越前おろしそば・さばのへしこ
熊本県

馬刺し・いきなりだご
からしれんこん

山梨県 ほうとう・吉田うどん

大分県
ブリのあつめし・ごまだしうどん
手延べだんご汁

長野県 信州そば・おやき

岐阜県 栗きんとん・ほう葉みそ
宮崎県 地鶏の炭火焼き・冷や汁

静岡県 桜えびのかき揚げ・うなぎの蒲焼き
鹿児島県 鶏飯・きびなご料理・つけあげ

愛知県 ひつまぶし・味噌煮込みうどん
沖縄県

沖縄そば・ゴーヤーチャンプルー
・いかすみ汁三重県 伊勢うどん・手こね寿司
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２４小学校
児童・生徒数（各年５月１日）

概要
「学校基本調査」によると、平成１９年５月１日現在の小学校数は前年より

１校減少して、８３０校（国立１校、公立８２４校、私立５校）でした。
児童数は４００，２５０人（男子２０４，８２７人、女子１９５，４２３人）で、前年より３，７９６人

減少しました。
教員数（本務者）は、１９，６６１人で前年より７人増加しました。このうち女子

教員は１２，６０９人で前年より５６人減少しましたが、全体の６４．１％を占めていま
す。
また、教員１人当たりの児童数は２０．４人で、全国第１位でした。
「地方教育費調査」によると、平成１７年度に小学生１人当たりに地方公共

団体が支出した経費（教育費）は６２８，７５０円で、前年度より１０５，４５９円減少しま
した。

教員１人当たりの児童数、生徒数
児童数（又は生徒数）÷教員数（本務者）

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「学校基本調査報告書」文部科学省
＊４ 「地方教育費調査報告書」文部科学省

平成１９年５月１日
平成１７年度

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

学校数 児童数
教員１人当たりの

児童数
在学者

１人当たり経費

調査時点 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１７年度
単 位 校 順位 人 順位 人 順位 円 順位

全 国 ２２６９３ ７１３２８７４ １７．１ ７５３４２２

北 海 道 １３３４ ２ ２８６４９６ ８ １４．４ ３６ ８９４７７４ ８
青 森 県 ３７６ ２６ ８０５９８ ３０ １４．１ ３９ ８２７７４７ １４
岩 手 県 ４２９ ２１ ７５７４９ ３２ １３．４ ４２ ８９６１６９ ７
宮 城 県 ４６３ １６ １３１４６６ １５ １５．９ ２３ ７７０６７２ ２５
秋 田 県 ２８４ ３４ ５７２４４ ４０ １３．８ ４１ ８７３６９１ １０

山 形 県 ３４６ ３１ ６６２７２ ３６ １４．３ ３８ ８９９４８０ ５
福 島 県 ５４８ １４ １２３２２０ １８ １５．０ ３１ ７５９７１３ ３０
茨 城 県 ５７９ １２ １７１７５２ １１ １６．７ １５ ７３０２５１ ３３
栃 木 県 ４１４ ２２ １１３９８６ ２０ １６．２ １９ ７６４２２３ ２６
群 馬 県 ３４８ ３０ １１８７６６ １９ １７．２ １１ ７０３２１８ ３７

埼 玉 県 ８３０ ８ ４００２５０ ５ ２０．４ １ ６２８７５０ ４６
千 葉 県 ８６３ ６ ３３６９００ ６ １８．６ ７ ６８０５３７ ４２
東 京 都 １３８２ １ ５８８３７４ １ １９．２ ５ ８５３５９０ １２
神奈川県 ８９８ ５ ４８４１７７ ３ ２０．３ ２ ６７４８６７ ４３
新 潟 県 ５６８ １３ １３３６９１ １４ １５．１ ２９ ８３９６１１ １３

富 山 県 ２１０ ４４ ６１０４８ ３７ １６．７ １５ ７４５７２９ ３２
石 川 県 ２３８ ３９ ６７８３３ ３４ １６．２ １９ ７５９７７８ ２９
福 井 県 ２１５ ４３ ４８７１５ ４３ １５．１ ２９ ８２００９９ １５
山 梨 県 ２１７ ４２ ５１９２２ ４２ １５．３ ２７ ７９１００９ １８
長 野 県 ３９８ ２４ １２７６８９ １６ １６．１ ２１ ６９２８９０ ４０

岐 阜 県 ３８８ ２５ １２５４６９ １７ １６．８ １４ ６９８１７０ ３８
静 岡 県 ５４１ １５ ２１５０２８ １０ １８．９ ６ ６６６８９０ ４４
愛 知 県 ９８７ ４ ４３７８６２ ４ １９．７ ３ ６９３７６０ ３９
三 重 県 ４３７ １９ １０８７３７ ２２ １５．２ ２８ ７８１８５５ ２２
滋 賀 県 ２３７ ４０ ８６３５４ ２６ １７．０ １２ ６６４８７２ ４５

京 都 府 ４４７ １８ １４１６３６ １３ １６．４ １８ ７９２８１９ １７
大 阪 府 １０４４ ３ ５０２４１３ ２ １９．３ ４ ７１３５６８ ３５
兵 庫 県 ８３２ ７ ３２７３１１ ７ １７．９ １０ ７４９５１８ ３１
奈 良 県 ２２５ ４１ ８１１６８ ２９ １６．６ １７ ７６２５３７ ２８
和歌山県 ３１０ ３２ ５８９８９ ３８ １４．４ ３６ ８９６４２２ ６

鳥 取 県 １６４ ４７ ３３５９１ ４７ １２．８ ４４ ９５４９２０ ３
島 根 県 ２５８ ３８ ４０１０４ ４６ １１．４ ４７ １０１３８９６ ２
岡 山 県 ４３５ ２０ １１３２０７ ２１ １５．８ ２５ ７７２１４７ ２３
広 島 県 ５９９ １１ １６３６９９ １２ １６．９ １３ ７８５６７５ ２０
山 口 県 ３５５ ２８ ７９７７８ ３１ １５．０ ３１ ７８５７８２ １９

徳 島 県 ２７４ ３７ ４３０８２ ４４ １３．１ ４３ ９３２０２７ ４
香 川 県 ２０１ ４５ ５７４４４ ３９ １５．９ ２３ ７７１７０７ ２４
愛 媛 県 ３５９ ２７ ８１３０９ ２８ １４．５ ３５ ７８４６９７ ２１
高 知 県 ３０５ ３３ ４１３２１ ４５ １１．５ ４６ １０１６３５２ １
福 岡 県 ７７８ ９ ２８５４３９ ９ １８．４ ８ ６８３２６３ ４１

佐 賀 県 １９４ ４６ ５３３４４ ４１ １６．０ ２２ ７２３５９８ ３４
長 崎 県 ４０６ ２３ ８６３１１ ２７ １４．８ ３３ ７９２８７８ １６
熊 本 県 ４５４ １７ １０６４４４ ２３ １４．８ ３３ ７６４０９９ ２７
大 分 県 ３５５ ２８ ６６６９０ ３５ １４．１ ３９ ８６６３２６ １１
宮 崎 県 ２８０ ３６ ６８６６２ ３３ １５．８ ２５ ７０６９８７ ３６

鹿児島県 ６０４ １０ ９９４２６ ２５ １２．７ ４５ ８８４５８０ ９
沖 縄 県 ２８４ ３４ １０１９０８ ２４ １８．０ ９ ６２７４９１ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ８３１ ８ １８ ４０４０４６ ５ １８ ２０．６ １ １６ ７３４２０９ ４７
１７ ８３３ ８ １７ ４０５３１４ ５ １７ ２０．７ １ １５ ７２６３６７ ４７

注）昭和４５年度以前は、国立を含まない数。
資料：「学校基本調査報告書」県統計課
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２５中学校
児童・生徒１人当たりの教育費

概要
「学校基本調査」によると、平成１９年５月１日現在の中学校数は４５１校（国

立１校、公立４２６校、私立２４校）で、前年より１校（公立）増加しました。生徒
数は１９７，３２１人（男子１０１，９４５人、女子９５，３７６人）で前年より１，８１９人増加し、
昭和６１年以来２０年ぶりに増加に転じた昨年に続き、２年連続で増加しました。
教員数（本務者）は１１，７４６人で、前年より１４２人増加しました。このうち女

子教員は、前年より１２０人増加の４，５４２人で、全体の３８．７％を占めています。
また、教員１人当たりの生徒数は１６．８人で、全国第２位でした。
平成１９年３月の中学校卒業者数は６５，７６７人で、前年より１，７８４人増加し、

平成元年３月以来１８年ぶりに増加に転じました。
進学状況をみると、高等学校等進学者（就職進学者を含む）は６４，３６２人で前

年より１，６６８人増加しましたが、進学率は９７．９％で前年より０．１ポイント減少
しました。
就職状況をみると、就職者（就職進学者を含む）は５６０人で前年より１１２人増

加し、就職率は０．９％で前年より０．２ポイント増加しました。
「地方教育費調査」によると、平成１７年度に中学生１人当たりに地方公共

団体が支出した経費（教育費）は７７０，５２７円で、前年度より１３１，５８６円減少しま
した。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「学校基本調査報告書」文部科学省
＊４ 「地方教育費調査報告書」文部科学省

平成１９年５月１日
平成１７年度

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

学校数 生徒数
教員１人当たりの

生徒数
在学者

１人当たり経費

調査時点 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１７年度
単 位 校 順位 人 順位 人 順位 円 順位

全 国 １０９５５ ３６１４５５２ １４．５ ８５１５１８

北 海 道 ６９６ ２ １５４５５０ ８ １２．２ ４０ ９９３８６８ ５
青 森 県 １７８ ２７ ４４１３４ ２７ １２．６ ３６ ８８９９０５ １２
岩 手 県 １９９ ２１ ４１４８１ ３０ １２．３ ３９ ９１８９５８ １０
宮 城 県 ２２９ １６ ６７６９２ １５ １３．８ ２０ ８５９０３２ ２０
秋 田 県 １３６ ３５ ３２１２８ ３７ １２．９ ３３ ９４７１３７ ８

山 形 県 １３０ ３６ ３６０３５ ３４ １３．３ ２８ ８４８２４５ ２２
福 島 県 ２４６ １４ ６６１３５ １６ １３．３ ２８ ８１９６７９ ２９
茨 城 県 ２４３ １５ ８９２３２ １１ １４．３ １４ ７９８０２０ ３８
栃 木 県 １８０ ２６ ５８９６８ ２０ １３．８ ２０ ８１３５２５ ３４
群 馬 県 １８２ ２５ ５９６０３ １９ １４．６ １１ ８１９４３８ ３０

埼 玉 県 ４５１ ５ １９７３２１ ５ １６．８ ２ ７７０５２７ ４５
千 葉 県 ４０７ ７ １６２４９０ ６ １５．６ ７ ８０６４７８ ３６
東 京 都 ８２６ １ ３０４５５５ １ １６．５ ３ １０７４９５２ ２
神奈川県 ４８１ ４ ２２５７９８ ３ １６．３ ４ ８０２１３３ ３７
新 潟 県 ２４７ １３ ７０４６７ １４ １３．４ ２６ ８８３２８４ １３

富 山 県 ８６ ４６ ３０４５６ ３９ １４．４ １３ ７９５５０８ ４０
石 川 県 １０７ ３９ ３４０４８ ３６ １４．５ １２ ８２９３７２ ２６
福 井 県 ８７ ４５ ２５２０４ ４３ １３．２ ３０ ８２７１２７ ２８
山 梨 県 １０６ ４１ ２７４５０ ４２ １３．４ ２６ ８８３１９９ １４
長 野 県 ２０１ １９ ６５３８２ １７ １３．５ ２４ ８２９１１１ ２７

岐 阜 県 ２０１ １９ ６２９２１ １８ １４．２ １５ ７９６０２９ ３９
静 岡 県 ２９１ １０ １０９１５２ １０ １６．０ ５ ７８７５６３ ４１
愛 知 県 ４３９ ６ ２１１４５２ ４ １６．９ １ ７８６９０５ ４２
三 重 県 １８７ ２３ ５５１１０ ２４ １３．５ ２４ ８１４０１４ ３３
滋 賀 県 １０７ ３９ ４２１３３ ２９ １４．２ １５ ７６２０２３ ４６

京 都 府 ２０４ １８ ７１１６３ １３ １４．０ １８ ８７２２４６ １８
大 阪 府 ５２７ ３ ２４３０９２ ２ １５．８ ６ ７８６８４９ ４３
兵 庫 県 ４００ ８ １６０１２０ ７ １５．１ ９ ８１４３２９ ３２
奈 良 県 １１８ ３７ ４２１９７ ２８ １４．１ １７ ８７８１７４ １６
和歌山県 １４４ ３３ ３１３０２ ３８ １２．２ ４０ ９８７５３２ ６

鳥 取 県 ６４ ４７ １８１２３ ４７ １２．１ ４３ ８３４２４８ ２５
島 根 県 １０８ ３８ ２１５６２ ４６ １１．０ ４６ １０２０６９７ ３
岡 山 県 １７５ ２８ ５６７４７ ２２ １３．７ ２２ ８３４３０８ ２４
広 島 県 ２８６ １１ ８３２６６ １２ １４．９ １０ ８７４８７７ １７
山 口 県 １８４ ２４ ４０９２５ ３２ １２．２ ４０ ９５８７８５ ７

徳 島 県 ９９ ４３ ２２４２５ ４４ １１．６ ４４ １０１４６５５ ４
香 川 県 ８８ ４４ ２８３５６ ４１ １３．１ ３２ ８８２５７０ １５
愛 媛 県 １５０ ３０ ４１００７ ３１ １２．８ ３４ ８５８２８８ ２１
高 知 県 １４０ ３４ ２２１２５ ４５ ９．５ ４７ １２７５０１０ １
福 岡 県 ３７９ ９ １４５１０６ ９ １５．３ ８ ７５４３６４ ４７

佐 賀 県 １０３ ４２ ２８６４９ ４０ １３．２ ３０ ８１６９７０ ３１
長 崎 県 ２１３ １７ ４７５４９ ２６ １２．６ ３６ ８６６９５４ １９
熊 本 県 １９２ ２２ ５７０２３ ２１ １３．７ ２２ ８１０２８１ ３５
大 分 県 １４９ ３１ ３５０４７ ３５ １２．７ ３５ ９０６３９５ １１
宮 崎 県 １４７ ３２ ３６６３８ ３３ １２．６ ３６ ８４４４２２ ２３

鹿児島県 ２７９ １２ ５５７４９ ２３ １１．６ ４４ ９２６４６８ ９
沖 縄 県 １６３ ２９ ５２４８４ ２５ １４．０ １８ ７７０５４０ ４４

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ４５０ ５ １８ １９５５０２ ５ １８ １６．８ ２ １６ ９０２１１３ ４７
１７ ４４９ ５ １７ １９４１５４ ５ １７ １６．９ １ １５ ９２１２１２ ４４

資料：「地方教育費調査報告書」文部科学省
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男子
89,391人

女子
81,528人

普通科
79.2％普通科

79.7％

農業科
1.9％

農業科
1.4％

総合学科
4.4％

工業科
9.8％

商業科
4.1％ 商業科

8.3％

家庭科
0.3％

工業科
0.8％

総合学科
2.6％

家庭科
1.4％

その他の学科
2.0％ その他の学科

3.5％

福祉科
0.2％看護科

0.3％

２６高等学校
学科別生徒数（本科）構成比（平成１９年５月１日）

概要
「学校基本調査」によると、平成１９年５月１日現在の高等学校数は２０８校（国
立１校、公立１６０校、私立４７校）で、前年と同じでした。課程別では、全日制
が１７３校、定時制が３校、併置が３２校となっています。
生徒数（専攻科含む）は１７１，１８５人（男子８９，４６０人、女子８１，７２５人）で、前年

より２，７７３人減少しました。課程別では、全日制１６６，３２５人、定時制４，８６０人
でした。
生徒数から専攻科の生徒を差し引いた本科の生徒数は１７０，９１９人で、これ

を学科別にみると、普通科が１３５，７８７人で全体の７９．４％を占め最も多く、次
いで商業科が１０，４３５人で同６．１％、工業科が９，４８４人で同５．５％などとなって
います。
教員数（本務者）は１１，１７６人で、前年より１４８人減少しました。男女別にみ

ると男子教員が８，２４９人（全体の７３．８％）、女子教員は２，９２７人（同２６．２％）でし
た。
また、教員１人当たりの生徒数は１５．３人で、全国第４位でした。
「地方教育費調査」によると、平成１７年度に全日制課程の高校生１人当た

りに地方公共団体が支出した経費（教育費）は８６７，３２４円で、前年度より
１５７，５８１円減少しました。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「学校基本調査報告書」文部科学省
＊４ 「地方教育費調査報告書」文部科学省

平成１９年５月１日
平成１７年度

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

学校数 生徒数
教員１人当たりの

生徒数

在学者
１人当たり経費
（全日制課程）

調査時点 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１７年度
単 位 校 順位 人 順位 人 順位 円 順位

全 国 ５３１３ ３４０６５６１ １４．０ ９３１０２８

北 海 道 ３２６ ２ １５０７６９ ６ １２．６ ３３ １００９２６５ ７
青 森 県 ８９ ２２ ４３２３０ ２７ １２．４ ３７ １０４４８９６ ３
岩 手 県 ９２ ２１ ４１８８２ ２８ １２．５ ３６ １００７３２７ ８
宮 城 県 １０９ １６ ６７１１８ １５ １３．５ １７ ９２５３０４ ２４
秋 田 県 ６３ ３３ ３１７１２ ３７ １２．２ ４０ ９５３６５８ １９

山 形 県 ６８ ３１ ３６８７１ ３３ １２．８ ２９ ９６４３３１ １６
福 島 県 １１５ １３ ６４６６１ １６ １３．３ ２３ ９０７５１８ ２７
茨 城 県 １３４ １２ ８４０８４ １１ １３．５ １７ ９４１５１１ ２１
栃 木 県 ８５ ２３ ５９５０６ １８ １４．３ ９ ８８０８７５ ３６
群 馬 県 ８５ ２３ ５４２７１ ２２ １３．７ １４ ８９３６６７ ３２

埼 玉 県 ２０８ ７ １７１１８５ ５ １５．３ ４ ８６７３２４ ３９
千 葉 県 １９５ ８ １４６６６９ ７ １５．２ ６ ８６０７４５ ４２
東 京 都 ４５０ １ ３０６９６５ １ １６．５ １ １０４０４２３ ４
神奈川県 ２４７ ４ １８９８７７ ３ １５．３ ４ １００６４８５ １０
新 潟 県 １１４ １４ ６９８６５ １４ １３．８ １２ ８８１９２２ ３５

富 山 県 ５７ ３６ ２８８３０ ３９ １２．３ ３９ １００４８７１ １１
石 川 県 ６２ ３４ ３２８２９ ３６ １２．６ ３３ １００６８１１ ９
福 井 県 ３９ ４６ ２４５１７ ４３ １３．２ ２５ ９５４２３６ １８
山 梨 県 ４５ ４３ ２７６２０ ４１ １３．５ １７ ８６３０４６ ４１
長 野 県 １１０ １５ ６１６３７ １７ １３．０ ２６ ８９４１６０ ３１

岐 阜 県 ８２ ２７ ５８４１９ １９ １３．８ １２ ８８０８３６ ３７
静 岡 県 １４８ １０ １０４７８０ １０ １４．３ ９ ８９５４３１ ２９
愛 知 県 ２２６ ５ １８７０１７ ４ １５．５ ３ ８９６８５５ ２８
三 重 県 ７８ ２８ ５２７０８ ２４ １３．４ ２０ ８８２２３８ ３４
滋 賀 県 ５８ ３５ ３８６７６ ３０ １３．７ １４ ８１８４１４ ４５

京 都 府 １０６ １７ ７１４３６ １３ １３．６ １６ ９７０２３０ １３
大 阪 府 ２８５ ３ ２１８６７７ ２ １４．６ ７ ９６９７７８ １４
兵 庫 県 ２２０ ６ １４５９４１ ８ １４．０ １１ ９１３９９２ ２５
奈 良 県 ５５ ３８ ３８１３７ ３１ １４．４ ８ ８０９７５４ ４７
和歌山県 ５５ ３８ ３１１０３ ３８ １２．６ ３３ ９１００７５ ２６

鳥 取 県 ３１ ４７ １８０１２ ４７ １１．６ ４５ ９４５５３２ ２０
島 根 県 ５３ ４０ ２１７２４ ４５ １１．３ ４６ １０１６４８５ ６
岡 山 県 ９４ ２０ ５６１１３ ２１ １３．４ ２０ ８７６４９１ ３８
広 島 県 １３７ １１ ７６９７８ １２ １３．４ ２０ １００４４００ １２
山 口 県 ９６ １９ ３７９９７ ３２ １２．０ ４１ １０２２７５２ ５

徳 島 県 ４４ ４５ ２２３８６ ４４ １１．８ ４４ ９３９６１９ ２２
香 川 県 ４５ ４３ ２７１８４ ４２ １２．０ ４１ ９２６０２５ ２３
愛 媛 県 ７４ ２９ ３９９３７ ２９ １２．７ ３０ ８９４１８３ ３０
高 知 県 ５０ ４１ ２１５０５ ４６ ９．９ ４７ １１２３８４３ １
福 岡 県 １７１ ９ １３６８５７ ９ １５．８ ２ ８１１７６９ ４６

佐 賀 県 ４６ ４２ ２８３３６ ４０ １２．７ ３０ ８６６６０６ ４０
長 崎 県 ８４ ２６ ４６６３４ ２６ １２．７ ３０ ９６５４１０ １５
熊 本 県 ８５ ２３ ５４２６７ ２３ １３．３ ２３ ８５６１８３ ４３
大 分 県 ６９ ３０ ３５４９８ ３５ １２．４ ３７ ９５５３２４ １７
宮 崎 県 ５７ ３６ ３５７４６ ３４ １３．０ ２６ ８８３１１９ ３３

鹿児島県 １０３ １８ ５６３１５ ２０ １１．９ ４３ １０６０２４５ ２
沖 縄 県 ６８ ３１ ５００８０ ２５ １２．９ ２８ ８５３９５０ ４４

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ２０８ ７ １８ １７３９５８ ５ １８ １５．４ ５ １６ １０２４９０５ ３８
１７ ２０８ ７ １７ １７８４５９ ５ １７ １５．６ ６ １５ ９９９４６４ ４１

資料：「学校基本調査報告書」文部科学省
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男子
29,619人

女子
27,399人

大学等
進学者
52.6％

専修学校
（専門課程）
進学者
22.1％

専修学校
（一般課程）
等入学者
3.0％

各種学校
入学者
0.6％

公共職業
能力開発
施設等　
入学者　
0.2％

一時的な
仕事に　
就いた者
2.4％

その他
5.2％

大学等
進学者
52.8％

専修学校
（専門課程）
進学者
14.5％

専修学校
（一般課程）
等入学者
9.1％

各種学校
入学者
1.0％

公共職業
能力開発
施設等　
入学者　
0.5％ 就職者就職者就職者

13.7％13.7％13.7％
就職者
15.2％
就職者
15.2％
就職者
15.2％

一時的な
仕事に　
就いた者
1.2％

その他
5.8％

２７高等学校卒業後の進路
進路別卒業者数構成比（平成１９年３月）

概要
「学校基本調査」によると、平成１９年３月の高等学校卒業者数は５７，０１８人

で、前年より２８１人減少し、平成９年から１１年連続で減少しています。
進学状況は、大学等進学者（就職進学者を含む）は３０，０５０人で、前年より

１，２９１人増加しました。進学率は５２．７％で、前年より２．５ポイント増加し、平
成３年から１７年連続で上昇しています。また、専修学校（専門課程）進学者は
１０，３４５人、進学率は１８．１％でした。
就職状況は、就職者総数（就職進学者を含む）は８，３１０人で、前年より３９１人

増加しました。就職率は１４．６％で、前年より０．８ポイント増加しました。
また、埼玉県外に就職した者は２，３８９人で、就職者総数の２８．７％を占めま

した。このほか、一時的な仕事に就いた者は１，００５人で、前年より１４２人減少
しました。

※表＊３，４及び概要中の就職者は就職進学者を含みます。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「学校基本調査報告書」文部科学省 平成１９年３月卒業 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

大学等進学率
専修学校

（専門課程）
進学率

就職率 県外就職率

調査時点 平成１９年３月卒業 平成１９年３月卒業 平成１９年３月卒業 平成１９年３月卒業
単 位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位

全 国 ５１．２ １６．８ １８．５ ２０．２

北 海 道 ３８．４ ４５ ２２．７ ４ ２０．８ ２６ １０．０ ３７
青 森 県 ３９．９ ４２ １５．７ ３４ ３２．７ ２ ４８．６ １
岩 手 県 ３７．５ ４６ ２０．８ ８ ３１．５ ４ ３４．５ １２
宮 城 県 ４２．６ ３５ １７．４ ２６ ２５．３ １４ １４．１ ３０
秋 田 県 ４１．７ ３７ １８．４ １６ ３１．５ ４ ３８．３ ９

山 形 県 ４４．１ ３２ １９．３ １１ ２８．９ ９ ２４．５ １７
福 島 県 ４１．２ ３９ １７．７ ２３ ３０．２ ７ １９．２ ２５
茨 城 県 ４９．３ ２６ １７．４ ２６ ２１．０ ２４ １１．９ ３２
栃 木 県 ５０．６ ２２ １７．３ ２８ ２２．１ ２１ １３．５ ３１
群 馬 県 ５０．６ ２２ ２１．１ ６ １７．８ ３４ １１．５ ３４

埼 玉 県 ５２．７ １５ １８．１ ２１ １４．６ ４０ ２８．７ １４
千 葉 県 ５１．２ １８ １８．２ １８ １４．１ ４２ ２３．２ １９
東 京 都 ６１．４ ２ １２．６ ４７ ７．６ ４７ ８．８ ４２
神奈川県 ５７．２ ６ １６．３ ３０ ９．７ ４５ ２１．６ ２０
新 潟 県 ４７．２ ２９ ２３．９ １ １９．３ ３１ ９．７ ４０

富 山 県 ５３．６ １３ １７．７ ２３ ２０．２ ２８ ６．５ ４５
石 川 県 ５４．６ １２ １５．２ ３７ ２１．１ ２３ ９．０ ４１
福 井 県 ５５．５ １０ １５．４ ３５ ２２．４ １９ ９．９ ３８
山 梨 県 ５６．３ ７ １９．９ １０ １５．６ ３８ １１．６ ３３
長 野 県 ４９．２ ２７ ２２．９ ３ １５．７ ３７ ９．８ ３９

岐 阜 県 ５３．５ １４ １４．９ ４０ ２３．８ １６ ２３．３ １８
静 岡 県 ５２．１ １６ １７．５ ２５ ２２．９ １８ ６．７ ４４
愛 知 県 ５７．７ ５ １３．１ ４６ １９．４ ３０ ２．７ ４７
三 重 県 ５１．１ １９ １５．０ ３９ ２６．２ １３ １６．２ ２７
滋 賀 県 ５５．５ １０ １５．８ ３３ １７．４ ３５ １１．１ ３５

京 都 府 ６３．０ １ １４．０ ４４ ９．７ ４５ １９．０ ２６
大 阪 府 ５５．６ ９ １３．７ ４５ １２．５ ４３ ６．１ ４６
兵 庫 県 ５８．０ ４ １４．４ ４２ １４．７ ３９ １４．８ ２９
奈 良 県 ５５．９ ８ １４．４ ４２ １１．８ ４４ ３５．６ １１
和歌山県 ４９．０ ２８ １６．８ ２９ ２０．５ ２７ ２８．０ １５

鳥 取 県 ４３．９ ３３ １８．８ １４ ２４．９ １５ ２１．３ ２１
島 根 県 ４５．５ ３１ ２２．２ ５ ２３．２ １７ ４０．４ ７
岡 山 県 ５１．０ ２０ １５．９ ３２ ２１．８ ２２ １５．０ ２８
広 島 県 ５９．３ ３ １４．５ ４１ １４．２ ４１ ７．８ ４３
山 口 県 ４２．７ ３４ １８．４ １６ ２８．５ １０ １９．４ ２４

徳 島 県 ５０．９ ２１ １７．８ ２２ ２１．０ ２４ ２９．３ １３
香 川 県 ５０．２ ２５ １８．６ １５ １７．１ ３６ １０．１ ３６
愛 媛 県 ５１．５ １７ １８．２ １８ ２２．２ ２０ ２０．７ ２２
高 知 県 ４１．７ ３７ ２０．９ ７ １９．６ ２９ ４６．０ ３
福 岡 県 ５０．５ ２４ １５．４ ３５ １８．６ ３２ ２０．７ ２２

佐 賀 県 ４２．１ ３６ １５．２ ３７ ３２．８ １ ４４．５ ５
長 崎 県 ４０．１ ４１ １６．３ ３０ ３１．０ ６ ４５．８ ４
熊 本 県 ３８．９ ４４ １８．９ １３ ２９．６ ８ ３６．８ １０
大 分 県 ４５．９ ３０ １９．１ １２ ２７．６ １２ ２６．０ １６
宮 崎 県 ４０．６ ４０ １８．２ １８ ３２．５ ３ ４１．２ ６

鹿児島県 ３９．２ ４３ ２０．２ ９ ２８．５ １０ ４７．４ ２
沖 縄 県 ３３．５ ４７ ２３．８ ２ １８．０ ３３ ４０．１ ８

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ５０．２ １８ １８ １９．３ １８ １８ １３．８ ４０ １８ ２８．１ １３
１７ ４７．２ ２１ １７ ２０．９ １３ １７ １３．２ ４０ １７ ２７．９ １２

注）就職者には進学就職者を含まない。
資料：「学校基本調査報告書」文部科学省
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２８大学
大学卒業後の就職率（各年３月）

概要
「学校基本調査」によると、平成１９年５月１日現在の大学数は２８校（国立１

校、公立１校、私立２６校）、短期大学数は１５校（公立１校、私立１４校）でした。
大学の学生総数は１２３，９１０人、このうち大学の学部学生数は、１１７，６０５人、

大学院学生数は、５，０２９人でした。学生総数のうち女子学生の数は４９，７３０人
で、全体の４０．１％を占めています。
短期大学の学生数は５，８９７人で、このうち女子学生が５，３２９人、９０．４％を占

めています。
卒業後の進路状況をみると、平成１９年３月に大学を卒業した者２１，５３１人（男

子１２，５７５人、女子８，９５６人）のうち、就職者（就職進学者を含む）は１５，６６１人で、
就職率は７２．７％でした。男女別にみると、男子就職者が８，９１７人で就職率が
７０．９％、女子就職者が６，７４４人で就職率が７５．３％となり、７年連続で女子が
男子を上回りました。
また、進学者（就職進学者含む）は１，５１１人、一時的な仕事に就いた者は９６３

人でした。

就職率
（就職者＋就職進学者（進学者のうち就職している者））÷卒業者×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「学校基本調査報告書」文部科学省 平成１９年５月１日 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

学校数
（大学）

学生数
（大学）

学校数
（短期大学）

学生数
（短期大学）

調査時点 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日
単 位 校 順位 人 順位 校 順位 人 順位

全 国 ７５６ ２８２８７０８ ４３４ １８６６６７

北 海 道 ３６ ５ ９３２９１ １０ ２１ ６ ８２０７ ７
青 森 県 ９ ２２ １６２１２ ３３ ６ １７ １７０４ ２８
岩 手 県 ５ ３４ １３２４３ ３６ ５ ２２ １５００ ３０
宮 城 県 １４ １４ ５８０３２ １２ ４ ３０ １４０２ ３３
秋 田 県 ５ ３４ ９２０４ ４２ ６ １７ １４７７ ３１

山 形 県 ４ ３９ １２９３９ ３７ ３ ３６ １７６１ ２７
福 島 県 ８ ２７ １７１７８ ３１ ５ ２２ ２８４３ １７
茨 城 県 ９ ２２ ３７９３９ １４ ５ ２２ ２０５３ ２４
栃 木 県 ９ ２２ ２３２３２ ２２ ６ １７ ２６９７ １８
群 馬 県 １４ １４ ２５４９７ ２１ １３ １１ ３０８１ １６

埼 玉 県 ２８ ８ １２３９１０ ６ １５ ９ ５８９７ ９
千 葉 県 ２６ １０ １２０６５９ ９ １４ １０ ５７５９ １０
東 京 都 １３２ １ ６９２３４９ １ ５６ １ ２７０３２ １
神奈川県 ２７ ９ １９９０５２ ３ ２２ ４ ９４７７ ６
新 潟 県 １７ １２ ２８４５２ １８ ６ １７ ２６０８ ２０

富 山 県 ５ ３４ １１３２８ ３８ ４ ３０ １２９２ ３６
石 川 県 １１ １８ ２８３３２ １９ ５ ２２ ２２８４ ２２
福 井 県 ４ ３９ ９９８６ ４１ ３ ３６ １３２５ ３４
山 梨 県 ９ ２２ １８０２８ ２８ ４ ３０ １４０９ ３２
長 野 県 ７ ２９ １７２１５ ３０ １０ １３ ３８６２ １３

岐 阜 県 １２ １７ ２０７５９ ２３ １１ １２ ５４０６ １１
静 岡 県 １４ １４ ３６４６５ １５ ７ １６ ３２２８ １５
愛 知 県 ４９ ３ １８６７０１ ４ ２７ ３ １２１４１ ３
三 重 県 ８ ２７ １５３６９ ３４ ４ ３０ １８５１ ２６
滋 賀 県 ７ ２９ ３５９９９ １６ ４ ３０ １３２２ ３５

京 都 府 ３１ ７ １５９５３５ ５ １７ ８ ７４１７ ８
大 阪 府 ５６ ２ ２２６９６４ ２ ３６ ２ １７７７１ ２
兵 庫 県 ４２ ４ １２１１３５ ８ ２１ ６ ９９２２ ５
奈 良 県 １０ １９ ２５５５８ ２０ ６ １７ ２１３４ ２３
和歌山県 ３ ４３ ８６５１ ４５ ２ ４３ ４０１ ４７

鳥 取 県 ２ ４５ ７５０５ ４６ １ ４７ ６４５ ４６
島 根 県 ２ ４５ ７２８０ ４７ ３ ３６ ８０４ ４５
岡 山 県 １６ １３ ４０９４５ １３ １０ １３ ４８０５ １２
広 島 県 ２１ １１ ５９５７６ １１ ８ １５ ３５１１ １４
山 口 県 １０ １９ １８９７４ ２７ ５ ２２ １５１４ ２９

徳 島 県 ４ ３９ １５０３４ ３５ ３ ３６ １２０２ ３８
香 川 県 ４ ３９ １０８１４ ４０ ３ ３６ １１８５ ３９
愛 媛 県 ５ ３４ １７３４７ ２９ ５ ２２ １８７０ ２５
高 知 県 ３ ４３ ８９６３ ４３ ２ ４３ ９７７ ４４
福 岡 県 ３２ ６ １２３４５８ ７ ２２ ４ １００８１ ４

佐 賀 県 ２ ４５ ８７４２ ４４ ３ ３６ １２６７ ３７
長 崎 県 ９ ２２ １９５３７ ２６ ４ ３０ １１８５ ３９
熊 本 県 １０ １９ ３００２９ １７ ２ ４３ ９９２ ４３
大 分 県 ５ ３４ １６６４６ ３２ ５ ２２ ２３６３ ２１
宮 崎 県 ７ ２９ １１１１０ ３９ ３ ３６ １１７７ ４１

鹿児島県 ６ ３３ １９６０６ ２５ ５ ２２ ２６７２ １９
沖 縄 県 ７ ２９ １９９２８ ２４ ２ ４３ １１５４ ４２

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ２７ ８ １８ １２２５４２ ７ １８ １５ １０ １８ ６５９６ １０
１７ ２７ ８ １７ １２２０９６ ８ １７ １５ １０ １７ ６９８３ １０

資料：「学校基本調査報告書」文部科学省
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専修学校
生徒数
20,523人

商業実務
関係
11.6％

商業実務
関係
11.6％

医療
関係
40.0％

文化・教養関係
11.5％

文化・教養
関係
17.9％

文化・教養
関係
17.9％

医療
関係
37.3％

工業関係
17.4％

自動車
操縦
30.9％

教育・社会
福祉関係
8.5％

商業実務
関係  5.8％

家政関係
0.3％

衛生関係
8.0％

外国人学校
8.4％

服飾・家政
関係  1.0％

各種学校のみに
ある課程

農業関係
1.3％

学習・補習
0.1％

各種学校
生徒数
3,547人

２９幼稚園・その他の学校
専修学校学科別・各種学校課程別生徒数構成比（平成１９年５月１日）

概要
「学校基本調査」によると、平成１９年５月１日現在の幼稚園数は６４２園（国

立１園、公立６９園、私立５７２園）で、前年より６園（公立４園、私立２園）減少
しました。園児数は１１９，４２１人（男子６０，９２９人、女子５８，４９２人）で、前年より
６５３人減少しました。
特別支援学校（平成１９年度に盲学校、ろう学校、養護学校から統合）数は、

３７校（国立１校、公立３４校、私立２校）で、前年度の盲学校、ろう学校、養護
学校の合計数より２校増加し、生徒数は４，８７５人（幼稚部６９人、小学部１，６３６
人、中学部１，０７５人、高等部２，０９５人）で、１１３人増加しました。
専修学校数は１１２校（国立１校、公立５校、私立１０６校）で、前年より１校（私

立）減少しました。生徒数は２０，５２３人（男子１０，４３２人、女子１０，０９１人）で、前
年より１，２６６人減少しました。
各種学校は私立３４校で前年より１校増加しました。生徒数は３，５４７人（男子

１，３３２人、女子２，２１５人）で、前年より１５４人減少しました。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「学校基本調査報告書」文部科学省 平成１９年５月１日 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

幼稚園数 特別支援学校数 専修学校数 各種学校数

調査時点 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日 平成１９年５月１日
単 位 園 順位 校 順位 校 順位 校 順位

全 国 １３７２３ １０１３ ３４３５ １６５４

北 海 道 ５６９ ７ ６２ ２ １８４ ５ ６６ ５
青 森 県 １３５ ３５ ２０ １７ ３７ ３２ １６ ３１
岩 手 県 １５４ ３２ １９ １８ ３７ ３２ １０ ４０
宮 城 県 ３１４ １５ ２２ １６ ６９ １４ ２６ ２３
秋 田 県 １００ ４２ １５ ２７ ２８ ３７ ５ ４６

山 形 県 １１８ ４０ １１ ４２ ２４ ４１ ７ ４５
福 島 県 ３７０ １２ ２３ １３ ５６ ２０ １４ ３５
茨 城 県 ３９３ １１ ２３ １３ ６５ １６ ２５ ２５
栃 木 県 ２０７ ２３ １５ ２７ ６５ １６ ３５ １８
群 馬 県 ２２８ ２１ ２６ １２ ７０ １３ ４１ １４

埼 玉 県 ６４２ ５ ３７ ７ １１２ ７ ３４ ２０
千 葉 県 ５９４ ６ ３５ ８ １１１ ８ ３１ ２１
東 京 都 １０８４ １ ６６ １ ４５６ １ １７９ １
神奈川県 ７４２ ４ ４６ ３ １２１ ６ １９ ２９
新 潟 県 １６０ ３１ ２７ １１ ７９ １２ １１ ３９

富 山 県 ９９ ４３ １３ ３６ ３４ ３５ ３１ ２１
石 川 県 ７８ ４４ １４ ３２ ３８ ３１ ２６ ２３
福 井 県 １２８ ３６ １３ ３６ ２４ ４１ ２５ ２５
山 梨 県 ７５ ４５ １２ ３９ ２４ ４１ ２０ ２８
長 野 県 １２０ ３８ １９ １８ ６２ １８ ３７ １７

岐 阜 県 １９２ ２６ １４ ３２ ４１ ２９ ４３ １２
静 岡 県 ５２７ ９ ２９ １０ １００ １０ ４５ １１
愛 知 県 ５３１ ８ ３１ ９ １８７ ４ １１８ ２
三 重 県 ２５９ １８ １６ ２２ ４９ ２５ ８３ ４
滋 賀 県 １８８ ２９ １５ ２７ ２７ ３９ １２ ３７

京 都 府 ２３３ ２０ ２３ １３ ６６ １５ ５９ ７
大 阪 府 ８０８ ２ ４０ ６ ２４８ ２ ６４ ６
兵 庫 県 ７５８ ３ ４２ ４ １０２ ９ ９５ ３
奈 良 県 ２０５ ２４ １１ ４２ ４２ ２７ ４０ １６
和歌山県 １２０ ３８ １２ ３９ ２２ ４５ ５３ ９

鳥 取 県 ４１ ４７ １０ ４４ ２４ ４１ １４ ３５
島 根 県 １２３ ３７ １２ ３９ １９ ４７ ９ ４２
岡 山 県 ３４４ １３ １３ ３６ ５６ ２０ １８ ３０
広 島 県 ３２８ １４ １７ ２１ ８７ １１ ３５ １８
山 口 県 ２０４ ２５ １５ ２７ ４１ ２９ ５６ ８

徳 島 県 ２２６ ２２ １０ ４４ ２２ ４５ １６ ３１
香 川 県 １７９ ３０ ９ ４６ ２７ ３９ ４２ １３
愛 媛 県 １９０ ２８ １４ ３２ ５１ ２２ １５ ３３
高 知 県 ６５ ４６ １５ ２７ ２８ ３７ １５ ３３
福 岡 県 ５０８ １０ ４２ ４ １８８ ３ ５３ ９

佐 賀 県 １０７ ４１ ９ ４６ ３１ ３６ ５ ４６
長 崎 県 １９１ ２７ １６ ２２ ４５ ２６ １２ ３７
熊 本 県 １５２ ３３ １８ ２０ ５７ １９ ９ ４２
大 分 県 ２４１ １９ １６ ２２ ４２ ２７ ２５ ２５
宮 崎 県 １３９ ３４ １４ ３２ ３７ ３２ １０ ４０

鹿児島県 ２７１ １７ １６ ２２ ５０ ２３ ９ ４２
沖 縄 県 ２８３ １６ １６ ２２ ５０ ２３ ４１ １４

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ６４８ ５ １８ ３５ ７ １８ １１３ ７ １８ ３３ ２１
１７ ６５０ ５ １７ ３５ ７ １７ １１０ ７ １７ ３５ ２２

資料：「学校基本調査報告書」県統計課
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不登校　　病気　　経済的理由・その他

３０長期欠席
中学校における理由別長期欠席者数

概要
「学校基本調査」によると、平成１８年度の小学校の長期欠席児童数は２，６７９

人（国立２人、公立２，６６４人、私立１３人）で、前年度に比べ１５７人増加しました。
理由別内訳をみると、「病気」が９９４人、「経済的理由」が４人、「不登校」が１，３６２
人、「その他」が３１９人でした。不登校率は０．３４％で、前年度（０．３３％）より０．０１
ポイント増加しました。
また、中学校の長期欠席生徒数は６，９４２人（国立６人、公立６，８２１人、私立

１１５人）で、前年度より４３５人増加しました。理由別内訳をみると、「病気」が
４９０人、「経済的理由」が１人、「不登校」が６，２７９人、「その他」が１７２人でした。
不登校率は３．２１％で、前年度（３．０４％）より０．１７ポイント増加しました。

不登校率
不登校児童（生徒）数÷全児童（生徒）数×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「学校基本調査報告書」文部科学省 平成１８年度間 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

長期欠席児童数
（小学校）

不登校児童数
（小学校）

長期欠席生徒数
（中学校）

不登校生徒数
（中学校）

調査時点 平成１８年度間 平成１８年度間 平成１８年度間 平成１８年度間
単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位

全 国 ６１０９５ ２３８２５ １３５４７２ １０２９５７

北 海 道 ２６０９ ８ ７５６ ９ ４７５１ ９ ３３７４ ９
青 森 県 ３５７ ４２ ２２７ ３４ １３１７ ３１ １２５８ ２８
岩 手 県 ３２９ ４６ １５８ ４１ １２５１ ３４ １０４６ ３２
宮 城 県 １０８９ １９ ４１７ ２０ ２５５４ １５ ２０９７ １３
秋 田 県 ３７１ ４０ １４７ ４２ ９８７ ４１ ６５５ ４４

山 形 県 ３３９ ４５ １９４ ３７ ９６６ ４２ ８２９ ３７
福 島 県 ９２６ ２２ ２７６ ２７ ２３６３ １８ １６２６ ２１
茨 城 県 １６６８ １０ ５０１ １５ ３５９０ １１ ２４９８ １１
栃 木 県 １１４１ １６ ４６０ １８ ２４７８ １７ ２０４９ １５
群 馬 県 ９４８ ２１ ３７６ ２２ ２０３８ ２１ １７５４ １９

埼 玉 県 ２６７９ ７ １３６２ ５ ６９４２ ６ ６２７９ ４
千 葉 県 ３３６３ ５ ８２８ ６ ６９１０ ７ ４３３０ ７
東 京 都 ４３８３ ３ １９０７ ２ ９７３８ ３ ７８６９ ２
神奈川県 ４８３５ ２ ２０７０ １ ９７８６ ２ ８０５２ １
新 潟 県 ７５３ ２５ ４２９ １９ ２０８８ ２０ １８６４ １７

富 山 県 ４１１ ３６ ２３３ ３１ ９１４ ４３ ８０２ ３８
石 川 県 ３６１ ４１ ２３５ ３０ １０１６ ４０ ８９０ ３４
福 井 県 ３４２ ４４ １６０ ３９ ８０６ ４６ ６２６ ４５
山 梨 県 ４８２ ３２ １９５ ３６ １０１７ ３９ ８６８ ３５
長 野 県 １２６０ １５ ６３０ １２ ２６６２ １３ ２０６１ １４

岐 阜 県 ９９４ ２０ ４９１ １６ ２１３４ １９ １８４５ １８
静 岡 県 １４８６ １２ ７５０ １０ ３６４０ １０ ３００１ １０
愛 知 県 ３６０１ ４ １７０６ ３ ７６９８ ４ ６１５２ ５
三 重 県 ８２６ ２４ ３８５ ２１ １９２７ ２２ １５９７ ２２
滋 賀 県 １０９２ １８ ４６８ １７ １７４６ ２５ １３０７ ２５

京 都 府 １５００ １１ ５４２ １３ ２６２８ １４ ２０２５ １６
大 阪 府 ６０２６ １ １６２６ ４ １３４５０ １ ７８２４ ３
兵 庫 県 ２８８８ ６ ８１８ ７ ７０１３ ５ ４４０８ ６
奈 良 県 ８８２ ２３ ３５１ ２３ １９００ ２３ １２７１ ２７
和歌山県 ６４１ ２７ ２８２ ２５ １２５９ ３３ １０５８ ３１

鳥 取 県 ３５５ ４３ １２８ ４６ ７３３ ４７ ４５９ ４７
島 根 県 ２９９ ４７ ２６１ ２８ ８０９ ４５ ７６１ ４２
岡 山 県 １３４６ １４ ５０５ １４ ２５１７ １６ １７５２ ２０
広 島 県 １４３０ １３ ７４４ １１ ３２７８ １２ ２４９８ １１
山 口 県 ５３７ ３１ ２６０ ２９ １４５９ ２９ １２５０ ２９

徳 島 県 ３９２ ３８ １４３ ４４ ８４１ ４４ ６２３ ４６
香 川 県 ４１６ ３５ １５９ ４０ １０３２ ３８ ７８７ ３９
愛 媛 県 ６２７ ２９ １３５ ４５ １３８９ ３０ ８６２ ３６
高 知 県 ３９６ ３７ １７６ ３８ １０６０ ３６ ７８０ ４０
福 岡 県 ２４９９ ９ ７９４ ８ ４９５６ ８ ４２３４ ８

佐 賀 県 ４３０ ３３ １４７ ４２ １０７５ ３５ ７６１ ４２
長 崎 県 ６３９ ２８ ２３２ ３２ １４７１ ２８ １０７５ ３０
熊 本 県 ４２５ ３４ ２１４ ３５ １７４８ ２４ １４４５ ２３
大 分 県 ５４１ ３０ ２３２ ３２ １２７８ ３２ ９６７ ３３
宮 崎 県 ３９１ ３９ １０８ ４７ １０４５ ３７ ７７７ ４１

鹿児島県 ６７８ ２６ ２７７ ２６ １６１４ ２６ １３１６ ２４
沖 縄 県 １１１２ １７ ３３０ ２４ １５９８ ２７ １２９５ ２６

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ２５２２ ７ １７ １３２０ ５ １７ ６５０７ ７ １７ ５８９９ ５
１６ ２５７１ ８ １６ １３７２ ５ １６ ６４７４ ７ １６ ５８９４ ５

資料：「学校基本調査報告書」文部科学省
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あれこれデータ －PART ３－

食 生 活
家計調査の結果から、地域の特徴が見られる代表的な品目を取り上げてみました。

県庁所在市の比較で見ると、さいたま市の家庭では、平成１６年から１８年の平均で、ス
パゲッティ、ベーコン、ゼリー、チーズが全国一の消費量となっています。
◆下記の表は、平成１６年～１８年平均の品目別「年間購入量」又は「年間支出金額」が、全
国で上位（太字は１位）である主な品目について、都道府県庁所在市別にまとめたも
のです。 総務省統計局「家計調査」

地域 品 目 地域 品 目

札幌市 さけ，ほたて貝，バター，メロン 大津市 牛肉，ソーセージ，こんぶつくだ煮，
キャンデー

青森市 さけ，ほたて貝，いか，
果実・野菜ジュース 京都市 なす，牛乳，すし（弁当），うなぎの

かば焼き
盛岡市 中華めん，だいこん，わかめ，豆腐

大阪市 たこ，はくさい，ソース，酢
仙台市 スパゲッティ，かまぼこ，いちご，

グレープフルーツ 神戸市 食パン，たこ，マーガリン，紅茶

秋田市 さんま，ほうれんそう，なす，清酒 奈良市 食パン，たこ，マーガリン，
かき（果物）

山形市 ソーセージ，さといも，こんにゃく，
しょう油 和歌山市 さば，えび，牛肉，梅干し

福島市 かつお，ヨーグルト，もも，納豆 鳥取市 いわし，かれい，かに，なし

水戸市 かつお，しじみ，納豆，せんべい 松江市 しじみ，あじ，ピーマン，なし

宇都宮市 だいこん，いちご，ぎょうざ，
せんべい

岡山市 ぶどう，もも，まんじゅう

広島市 かき（貝），ソース，ビール，コーヒー
前橋市 トマト，きゅうり，乳酸菌飲料

山口市 あじ，はくさい漬，弁当，ふりかけ
さいたま市 スパゲッティ，ベーコン，ゼリー，

洋食，チーズ 徳島市 かんしょ，ちくわ，やきとり，小麦粉

千葉市 チーズ，干しあじ，干しのり，梅干し 高松市 生うどん・そば，乾うどん・そば，
たこ，揚げかまぼこ

東京都区部 バター，レタス，ぶどう酒，ようかん
松山市 合いびき肉，ちくわ，ぶどう，みかん

横浜市 ハム，チーズ，ジャム，しゅうまい
高知市 かつお，干しいわし，はくさい漬，

発泡酒新潟市 さやまめ，トマト，ふりかけ，清酒

富山市 いか，ぶり，魚介の漬物，オレンジ 福岡市 たい，たらこ，鶏肉，たまねぎ

金沢市 もち，ぶり，かに，れんこん 佐賀市 たい，合いびき肉，ごぼう，ようかん

福井市 さといも，油揚げ・がんもどき，
コロッケ，カツレツ 長崎市 あじ，合いびき肉，かまぼこ，

カステラ

甲府市 まぐろ，あさり，干しあじ，ぶどう 熊本市 たい，さといも，焼ちゅう

長野市 小麦粉，りんご，みそ，砂糖 大分市 鶏肉，煮干し，干ししいたけ，
焼ちゅう

岐阜市 かき（果物），喫茶代，和食，
ケチャップ 宮崎市 あじ，煮干し，干ししいたけ，

焼ちゅう
静岡市 米，まぐろ，しらす干し，緑茶

鹿児島市 さば，鶏肉，揚げかまぼこ，焼ちゅう
名古屋市 ハム，うなぎのかば焼き，

オレンジ，すいか 那覇市 かつお節・削り節，にんじん，
魚介の缶詰，粉ミルク

津 市 えび，魚介のつくだ煮，
うなぎのかば焼き
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実収入
588,587円

実支出
470,483円

世帯主定期収入
75.9％

世帯主定期収入
75.9％

食料
17.2％
食料
17.2％

住居
5.4％

教育 
7.7％

世帯主
賞与等 
14.7％

世帯主
賞与等 
14.7％

交通・通信 
10.3％

他の世帯員
収入 0.3％

被服
及び履物 
4.7％

家具・
家事用品 
2.1％

その他の収入 
3.7％

光熱・水道 
4.6％

配偶者
の収入 
5.4％

保健医療 
2.7％

教養娯楽 
9.1％

その他 
14.3％

税金・社会
保険料等 
21.9％

３１家計
１世帯当たり１か月間の収入と支出（さいたま市・勤労者世帯）（平成１８年平均）

概要
「家計調査年報」によると、平成１８年のさいたま市の勤労者世帯の実収入（１
か月間・年平均）は、前年より３６，６００円減少して５８８，５８７円でした。そのうち
世帯主の配偶者の収入は、前年より３５，４５４円減少して３２，０６５円でした。また、
消費支出は５，９０７円減少して３６７，３５７円でした。
項目別に勤労者世帯の実収入をみると、世帯主による収入が実収入の９０．６

％を占めています。また、実支出では食料費が８０，８８０円、エンゲル係数（消
費支出に占める食料費の割合）は２２．０％でした。
「全国消費実態調査」によると、平成１６年の勤労者世帯の１世帯当たり貯

蓄現在高は１，１２４万円でした。

※表＊１～３の各都道府県の値は、都道府県庁所在市の数値です。
なお、都道府県庁所在市の地域は、平成１４年７月１日現在の区域によりま

す。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「家計調査年報」総務省統計局
＊４ 「全国消費実態調査」総務省統計局

平成１８年平均
平成１６年１１月末

毎年
５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

実収入
（勤労者世帯）

世帯主の
配偶者の収入
（勤労者世帯）

消費支出
（勤労者世帯）

１世帯当たり貯蓄
現在高（２人以上の
世帯・勤労者世帯）

調査時点 平成１８年平均 平成１８年平均 平成１８年平均 平成１６年１１月末
単 位 円 順位 円 順位 円 順位 千円 順位

全 国 ５２５２５４ ５２７７２ ３２００２６ １２０３７

北 海 道 ４６６５５６ ３９ ２６６８６ ４５ ２９０１１５ ４１ ９１８０ ４０
青 森 県 ４９４９０６ ３４ ５２０６６ ２７ ２９８８０５ ３８ ８０６３ ４４
岩 手 県 ５５１１１５ １９ ６１４５８ １７ ３２８９６９ １８ １００５１ ３６
宮 城 県 ４４５９５４ ４２ ２８２２９ ４３ ３１０８８７ ３５ ９２８９ ３９
秋 田 県 ６１４２５２ ５ ７３８６９ ７ ３４５６６４ ７ ８９３７ ４２

山 形 県 ５７４３２７ １１ ８６８６１ ３ ３３９３６６ １３ １０６５０ ３２
福 島 県 ６００４９９ ７ ６６０８９ １１ ３２３７１８ ２４ １０６０４ ３３
茨 城 県 ５５８１１９ １６ ６１９０３ １５ ３１８８７３ ２９ １３０９２ １２
栃 木 県 ６２８６５２ ３ ８１１２９ ４ ３６４３８７ ４ １２７３５ １６
群 馬 県 ４１６４７７ ４４ ２８２４２ ４２ ３３１８９５ １５ １２３１１ ２２

埼 玉 県 ５８８５８７ ９ ３２０６５ ３８ ３６７３５７ ３ １１２４２ ２８
千 葉 県 ４９１１９４ ３５ ３４００６ ３７ ３２６２０１ ２１ １２８９７ １４
東 京 都 ５６７８２６ １５ ５７３７０ ２１ ３４９９７２ ６ １４５０６ ６
神奈川県 ６０８７１５ ６ ３９６３０ ３４ ３４４９８７ ８ １２６４０ １８
新 潟 県 ５４７１９７ ２０ ６２１４８ １４ ３３０１３１ １６ １２６７２ １７

富 山 県 ６９２０９１ １ ８０９３６ ５ ３９４４８８ ２ １２３１２ ２１
石 川 県 ６４２７９９ ２ ７３５４３ ８ ４０２００２ １ １２８８６ １５
福 井 県 ６２３２２１ ４ ７０８６９ ９ ３５３５２４ ５ １６１３５ １
山 梨 県 ５５３５８８ １７ ６５７５１ １２ ３４２６５９ １０ １０２９０ ３５
長 野 県 ５２８５７１ ２５ ６６１５９ １０ ３２９０５２ １７ １２２６９ ２３

岐 阜 県 ５４４１６１ ２１ ５６９６１ ２３ ３２３０４０ ２５ １４４８１ ７
静 岡 県 ５０５８３３ ３１ ４９５２８ ２８ ３１３１７９ ３２ １２６３０ １９
愛 知 県 ５４１９３２ ２２ ５４８７１ ２４ ２９８０７０ ３９ １４６９７ ４
三 重 県 ５１５４５９ ２８ ５３６５０ ２６ ３３６６４１ １４ １５４３６ ３
滋 賀 県 ４７０６７１ ３８ ３９６８４ ３３ ３２８８１１ １９ １３７５３ １０

京 都 府 ４７５５９７ ３７ ３０５５７ ４０ ３１１０６９ ３４ １３９１４ ９
大 阪 府 ４１６４２７ ４５ ３１４６０ ３９ ２７４７８２ ４６ １１１４０ ２９
兵 庫 県 ５２７７０３ ２６ ２７１７１ ４４ ３１５９７０ ３０ １２３６８ ２０
奈 良 県 ５５１８２７ １８ ２２２５１ ４７ ３２１９７０ ２７ １５４７８ ２
和歌山県 ５１３３６７ ２９ ４４４２７ ３０ ２７４８８６ ４５ １２９５９ １３

鳥 取 県 ５０５３３８ ３２ ８０３７２ ６ ２９７０３０ ４０ １３５６６ １１
島 根 県 ５６８７３３ １４ ９０１７４ ２ ３２２１１４ ２６ １２２２８ ２４
岡 山 県 ５１０８２３ ３０ ６３５７５ １３ ３１１１０３ ３３ １３９８９ ８
広 島 県 ５３７３１７ ２４ ６１８０７ １６ ３０８９０８ ３７ １１４５７ ２７
山 口 県 ５８０１２０ １０ ６１２０８ １８ ３４１１４７ １１ １０４３０ ３４

徳 島 県 ５３８７４４ ２３ ３９９４０ ３２ ３４３３３９ ９ １１９４５ ２６
香 川 県 ５６８８６２ １３ ５７１０６ ２２ ３１４２０７ ３１ １４６０７ ５
愛 媛 県 ５０５０６９ ３３ ３８３０４ ３５ ３０９８１８ ３６ １０９５８ ３１
高 知 県 ５９７３４４ ８ １０６０３５ １ ３４０４８１ １２ １２２２８ ２４
福 岡 県 ４５５２９５ ４０ ２４４６５ ４６ ３２６３５７ ２０ ９９４０ ３７

佐 賀 県 ５２２５６４ ２７ ６０５８４ ２０ ３２４１９３ ２２ １０９８３ ３０
長 崎 県 ４０７１４５ ４６ ４４９０９ ２９ ２７７３０８ ４４ ８８０５ ４３
熊 本 県 ４５２８７９ ４１ ２９４５２ ４１ ２８３６７６ ４２ ９３３６ ３８
大 分 県 ５６９０４３ １２ ６０９５５ １９ ３２３８５７ ２３ ９０９２ ４１
宮 崎 県 ４３２８７５ ４３ ５４４７３ ２５ ２７９０４１ ４３ ７７０２ ４６

鹿児島県 ４９０９６０ ３６ ４１９６５ ３１ ３２０４１６ ２８ ７８９０ ４５
沖 縄 県 ３４８３９４ ４７ ３６６５１ ３６ ２２７５８２ ４７ ４２４６ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ６２５１８７ ４ １７ ６７５１９ ９ １７ ３７３２６４ ３ １１ １２２０６ １９
１６ ５５８６４６ １７ １６ ５０６９７ ２０ １６ ３４１７００ １６ ６ １１８２１ １８

資料：「家計調査年報」総務省統計局
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68 69



90

95

100

105

110

115

120

125

130

平成12年
平均

13 14 15 16 17 18

総合
食料
光熱・水道
家具・家事用品
教育

３２物価
主な消費者物価指数（さいたま市・平成１７年＝１００）

概要
「消費者物価指数年報」によると、平成１８年平均のさいたま市の消費者物

価指数（平成１７年＝１００）は、総合指数が前年より０．１ポイント減少して９９．９で
した。
平成１８年平均のさいたま市の消費者物価地域差指数（持家の帰属家賃を除

く総合）は、全国を１００とすると１０４．６（東京都区部を１００とすると９４．２）でした。
また、消費者物価指数地域差指数の食料は、全国を１００とすると１０４．９（東京
都区部を１００とすると９７．０）でした。
「都道府県地価調査」によると、平成１９年の住宅地の１�当たり平均価格

は１２０，４００円で、前年より３，５００円増加し、全国第４位でした。

※表＊１～３の各都道府県値は、都道府県庁所在市の数値です。
なお、都道府県庁所在市の地域は、平成１６年１０月１５日現在の区域によりま

す。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１ 「消費者物価指数年報」総務省統計局
＊２３「消費者物価地域差指数の概況」総務省統計局ホームページ
＊４ 「都道府県地価調査」国土交通省ホームページ

平成１８年平均
平成１８年平均
平成１９年７月１日

毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

消費者物価指数総合
（平成１７年＝１００）

消費者物価地域差指数・
持家の帰属家賃を除く総合
（全国平均＝１００）

消費者物価
地域差指数・食料
（全国平均＝１００）

用途別平均価格
・住宅地

調査時点 平成１８年平均 平成１８年平均 平成１８年平均 平成１９年７月１日
単 位 － 順位 － 順位 － 順位 円／� 順位

全 国 １００．３ １００ １００ …

北 海 道 １００．２ １６ １０３．１ １３ １００．４ ２７ ２３４００ ４６
青 森 県 １００．２ １６ １００．２ ３１ ９８．３ ４０ ２５０００ ４４
岩 手 県 １００．９ １ １０２．３ １５ １０３．４ ９ ３１４００ ３４
宮 城 県 １００．３ １０ ９９．４ ３６ ９７．５ ４５ ４０８００ ２３
秋 田 県 １００．２ １６ ９８．３ ４５ ９６．０ ４６ ２１０００ ４７

山 形 県 １００．９ １ １０３．３ １１ １０３．４ ９ ２５１００ ４３
福 島 県 １００．２ １６ １００．０ ３３ １００．４ ２７ ２６１００ ４２
茨 城 県 １００．３ １０ １００．３ ３０ ９８．３ ４０ ４０３００ ２４
栃 木 県 １００．０ ３０ １０１．９ １８ １００．３ ２９ ４４３００ ２０
群 馬 県 １００．０ ３０ ９９．１ ４０ １０１．３ ２２ ３７６００ ２８

埼 玉 県 ９９．９ ３５ １０４．６ ５ １０４．９ ７ １２０４００ ４
千 葉 県 １００．３ １０ １０２．１ １７ １０２．４ １４ ８３１００ ８
東 京 都 １００．１ ２４ １１１．０ １ １０８．２ １ ３５４１００ １
神奈川県 １００．４ ６ １１０．１ ２ １０７．９ ２ １９０１００ ２
新 潟 県 １００．４ ６ １０３．２ １２ １０１．３ ２２ ３２３００ ３３

富 山 県 ９９．８ ３８ １０１．２ ２２ １０２．２ １６ ３８２００ ２７
石 川 県 ９９．７ ４２ １０４．０ ９ １０１．５ ２０ ５２７００ １３
福 井 県 １００．３ １０ １０１．２ ２２ １０３．２ １１ ４１３００ ２２
山 梨 県 １００．１ ２４ １０１．８ １９ ９９．９ ３２ ３３２００ ３１
長 野 県 １００．８ ３ １００．８ ２６ ９８．２ ４３ ２６３００ ４１

岐 阜 県 １００．７ ４ ９９．４ ３６ ９８．５ ３８ ３８８００ ２５
静 岡 県 ９９．５ ４７ １０４．４ ７ １０２．２ １６ ７７２００ ９
愛 知 県 １００．２ １６ １０４．５ ６ １０５．０ ６ １０５６００ ６
三 重 県 １００．２ １６ １００．７ ２７ １０２．１ １９ ３８４００ ２６
滋 賀 県 １００．４ ６ １００．２ ３１ ９９．１ ３５ ５４６００ １２

京 都 府 ９９．９ ３５ １０５．７ ４ １０７．２ ３ １１６６００ ５
大 阪 府 １００．１ ２４ １０７．０ ３ １０６．３ ４ １６３６００ ３
兵 庫 県 １００．０ ３０ １０３．９ １０ １０４．８ ８ １００３００ ７
奈 良 県 ９９．７ ４２ １００．５ ２８ ９９．６ ３３ ６５４００ １０
和歌山県 １００．３ １０ １０２．２ １６ １０２．６ １３ ４５６００ １７

鳥 取 県 ９９．６ ４５ ９９．６ ３５ ９７．９ ４４ ２９２００ ３８
島 根 県 １００．５ ５ １０１．７ ２０ １００．７ ２５ ２６８００ ４０
岡 山 県 １００．４ ６ １０４．３ ８ １０５．５ ５ ３４７００ ２９
広 島 県 １００．２ １６ １０１．６ ２１ １００．２ ３０ ５９２００ １１
山 口 県 ９９．９ ３５ １０１．２ ２２ １０２．４ １４ ３３５００ ３０

徳 島 県 ９９．６ ４５ ９８．７ ４２ ９８．６ ３７ ４４８００ １８
香 川 県 １００．０ ３０ ９８．４ ４３ ９５．２ ４７ ４４７００ １９
愛 媛 県 １００．２ １６ ９８．４ ４３ ９８．８ ３６ ４６２００ １６
高 知 県 ９９．７ ４２ ９９．３ ３９ １０１．２ ２４ ４７６００ １５
福 岡 県 １００．１ ２４ １００．４ ２９ １００．０ ３１ ５０５００ １４

佐 賀 県 １００．１ ２４ ９９．０ ４１ ９８．５ ３８ ２５０００ ４４
長 崎 県 ９９．８ ３８ １０２．７ １４ １０２．７ １２ ２９６００ ３７
熊 本 県 １００．０ ３０ ９９．４ ３６ １００．５ ２６ ３０６００ ３５
大 分 県 １００．３ １０ ９９．７ ３４ １０１．５ ２０ ３０４００ ３６
宮 崎 県 ９９．８ ３８ ９６．３ ４６ ９９．５ ３４ ２８５００ ３９

鹿児島県 １００．１ ２４ １０１．２ ２２ １０２．２ １６ ３２６００ ３２
沖 縄 県 ９９．８ ３８ ９５．９ ４７ ９８．３ ４０ ４２３００ ２１

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ９６．６ ４１ １７ １０４．８ ５ １７ １０５．３ ６ １８ １１６９００ ４
１６ ９６．９ ４２ １６ １０３．７ ９ １６ １０３．６ ７ １７ １１６９００ ４

資料：「消費者物価指数年報」総務省統計局
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持ち家に住む世帯数
持ち家以外の住宅に住む世帯数
持ち家率

（世帯数・万世帯） （持ち家率・％）
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３３住宅
世帯主の年代別・住宅の所有別世帯数と持ち家率

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の持ち家に住んでいる一般世帯

の割合（持ち家率）は、前回調査より１．７ポイント増加して６６．３％でした。
共同住宅に住む世帯の割合は、全国的に大都市を中心に高い傾向にありま

すが、本県も全国平均（３９．５％）を上回る４０．２％で、全国第１０位でした。
一世帯当たりの住宅の延べ床面積は、前回調査よりも０．９�増加して８４．５

�でした。このうち、持ち家に住む世帯は１０４．８�、民営の借家に住む世帯
は４２．２�でした。
「建築着工統計年報」によると、平成１８年の着工新設住宅数は、前年より

も２，６９７戸増加して７８，９３３戸でした。

※表＊１～３、グラフ及び文中の世帯は「住宅に住む一般世帯」のことです。
※表＊１，３の順位は、総務省統計局公表の順位です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「国勢調査」総務省統計局
＊４ 「建築統計年報」国土交通省

平成１７年１０月１日
平成１８年

５年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

持ち家に住む
一般世帯割合

共同住宅に住む
一般世帯割合

１世帯当たり
延べ面積

（一般世帯）
着工新設住宅戸数

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１８年
単 位 ％ 順位 ％ 順位 � 順位 戸 順位

全 国 ６２．１ ３９．５ ９１．８ １２９０３９１

北 海 道 ５６．０ ４３ ４０．５ ９ ８６．５ ３９ ５１１７５ ９
青 森 県 ７０．５ １５ １９．４ ４２ １１８．４ １２ ７５７４ ３６
岩 手 県 ７０．７ １４ ２０．８ ３７ １１９．６ １０ ９３０５ ３２
宮 城 県 ６１．５ ４０ ３６．６ １２ ９９．４ ２８ ２２７４２ １４
秋 田 県 ７８．０ ２ １５．４ ４７ １３４．８ ３ ７３０９ ３８

山 形 県 ７５．４ ４ １９．２ ４３ １３３．７ ４ ６９９９ ４０
福 島 県 ６８．５ ２４ ２３．６ ３１ １１２．４ １５ １３０７６ ２６
茨 城 県 ７０．７ １３ ２２．８ ３２ １０４．６ ２３ ２８８３６ １１
栃 木 県 ６９．０ ２２ ２４．２ ２８ １０４．７ ２２ ２１４３２ １５
群 馬 県 ７０．４ １７ ２１．９ ３３ １０４．２ ２４ １９１３０ １７

埼 玉 県 ６６．３ ２８ ４０．２ １０ ８４．５ ４２ ７８９３３ ５
千 葉 県 ６５．５ ３３ ４１．６ ８ ８７．２ ３８ ７１５３６ ６
東 京 都 ４７．４ ４７ ６６．１ １ ６４．２ ４７ １８６１９９ １
神奈川県 ５８．５ ４２ ５３．５ ２ ７５．２ ４５ ９９１８８ ２
新 潟 県 ７４．５ ６ ２０．７ ３８ １２８．０ ５ １９０７９ １８

富 山 県 ７９．１ １ １８．４ ４５ １４６．３ １ ９２２９ ３３
石 川 県 ６９．７ ２１ ２６．９ １９ １２５．３ ６ ９３１９ ３１
福 井 県 ７５．８ ３ １９．０ ４４ １３８．５ ２ ５７９３ ４３
山 梨 県 ６８．７ ２３ ２４．０ ２９ １０７．７ １９ ６９３２ ４１
長 野 県 ７１．０ １２ ２０．５ ３９ １２０．７ ９ １７９２４ １９

岐 阜 県 ７３．４ ８ ２１．７ ３４ １１９．４ １１ １５７３１ ２３
静 岡 県 ６５．７ ３２ ３０．５ １４ １００．０ ２７ ３８６８６ １０
愛 知 県 ５９．７ ４１ ４３．６ ７ ９３．７ ３４ ８８５４３ ４
三 重 県 ７４．９ ５ ２０．０ ４１ １１１．１ １６ ２０００９ １６
滋 賀 県 ７２．５ １０ ２６．９ １９ １１６．８ １３ １６２６４ ２２

京 都 府 ６２．４ ３８ ３７．９ １１ ８４．５ ４３ ２５０２８ １３
大 阪 府 ５４．３ ４５ ５２．３ ３ ７３．０ ４６ ９５６７１ ３
兵 庫 県 ６４．８ ３５ ４４．６ ６ ９２．６ ３６ ５２６４６ ８
奈 良 県 ７２．６ ９ ２７．２ １８ １０９．０ １８ １０６３７ ２９
和歌山県 ７４．１ ７ １８．２ ４６ １０４．０ ２５ ７０９３ ３９

鳥 取 県 ７０．４ １６ ２１．７ ３４ １２１．２ ８ ３９０８ ４７
島 根 県 ７２．４ １１ ２０．４ ４０ １２４．４ ７ ４１８１ ４６
岡 山 県 ６６．８ ２６ ２５．８ ２１ １０５．６ ２１ １６５４７ ２０
広 島 県 ６２．１ ３９ ３６．０ １３ ９４．４ ３３ ２６５１１ １２
山 口 県 ６７．０ ２５ ２５．７ ２２ １０１．２ ２６ １１９１４ ２７

徳 島 県 ７０．１ １９ ２４．０ ２９ １０６．７ ２０ ５２０２ ４４
香 川 県 ７０．２ １８ ２４．９ ２５ １１０．３ １７ ７５３３ ３７
愛 媛 県 ６６．０ ３０ ２４．８ ２６ ９７．１ ３１ １１４４６ ２８
高 知 県 ６６．０ ３１ ２５．１ ２３ ９２．３ ３７ ４４５９ ４５
福 岡 県 ５４．５ ４４ ４６．８ ５ ８６．０ ４１ ５８９５２ ７

佐 賀 県 ７０．１ ２０ ２１．７ ３４ １１４．９ １４ ６０６６ ４２
長 崎 県 ６５．１ ３４ ２７．７ １７ ９５．５ ３２ ８９４０ ３４
熊 本 県 ６４．７ ３６ ２８．３ １６ ９９．３ ２９ １４８０５ ２４
大 分 県 ６４．１ ３７ ３０．３ １５ ９８．１ ３０ ９６１０ ３０
宮 崎 県 ６６．５ ２７ ２４．６ ２７ ９３．０ ３５ ８１８６ ３５

鹿児島県 ６６．０ ２９ ２５．１ ２３ ８６．１ ４０ １３８４７ ２５
沖 縄 県 ５１．８ ４６ ５０．８ ４ ７５．７ ４４ １６２６６ ２１

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ６４．６ ３４ １２ ３８．８ ９ １２ ８３．６ ４３ １７ ７６２３６ ５
７ ６２．９ ３５ ７ ３７．６ ９ ７ ７８．３ ４２ １６ ７２１２６ ４

資料：「国勢調査」総務省統計局
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0 6 12 18 24

女性

男性 睡眠時間
7時間43分
睡眠時間
7時間43分

7時間30分7時間30分

食事・身の回りの用事
2時間46分

3時間
11分
3時間
11分
3時間
11分

通勤・通学
仕事・学業
6時間43分

3時間
22分
3時間
22分

家事関連時間
36分

3時間50分3時間50分3時間50分

積極的自由時間
活動時間　1時間29分

1時間13分

その他
1時間8分

1時間19分

休養等自由時間活動時間
3時間33分

3時間36分3時間36分

(時間)

３４生活時間
１日の生活時間（平成１８年１０月）

概要
「社会生活基本調査」によると、平成１８年の１０歳以上の人の１日の生活時

間は、前回調査（平成１３年）より、１次活動時間が３分増加して１０時間３５分で、
ほぼ同じでしたが、２次活動時間は１０分増加して７時間１６分、３次活動時間
は１３分減少して６時間９分になりました。
男女別、行動の種類別の生活時間は、２次活動時間そのものは、男性７時

間２０分、女性７時間１２分で、あまり違いはありませんでしたが、そのうち家
事関連時間は、男性が３６分（前回調査３０分）、女性が３時間５０分（同３時間４７
分）と、前回調査に引き続き大きな差があります。一方、通勤・通学、仕事、
学業を合計した時間は、男性６時間４３分、女性３時間２２分と、男性が女性の
約２倍でした。
なお、２次活動のうちの通勤・通学時間は、前回調査と同じ４２分で、全国

第２位でした。

１次活動 睡眠、食事など生理的に必要な活動です。
２次活動 仕事、家事など社会生活を営む上で義務的な性格の強い活動です。
３次活動 １次、２次活動以外で各人の自由に使える時間における活動です。

※表、グラフ及び文中の生活時間は、週全体の１人１日当たりの総平均（該
当する活動をしなかった者を含む全員（１０歳以上）についての平均）時間です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「社会生活基本調査」総務省統計局 平成１８年１０月 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

１次活動 ２次活動 ３次活動 通勤・通学

調査時点 平成１８年１０月 平成１８年１０月 平成１８年１０月 平成１８年１０月
単 位 時間．分 順位 時間．分 順位 時間．分 順位 時間．分 順位

全 国 １０．３７ ７．００ ６．２３ ０．３１

北 海 道 １０．３８ ２５ ６．２７ ４７ ６．５６ １ ０．２３ ３６
青 森 県 １０．５２ ３ ７．０４ １８ ６．０４ ４６ ０．２２ ３８
岩 手 県 １０．５０ ５ ７．０１ ２０ ６．０９ ４２ ０．２４ ２８
宮 城 県 １０．４７ ９ ６．５０ ３９ ６．２３ １５ ０．２７ １６
秋 田 県 １１．０８ １ ６．３２ ４６ ６．２０ ２５ ０．２２ ３８

山 形 県 １０．５２ ３ ６．５３ ３３ ６．１５ ３６ ０．２１ ４５
福 島 県 １０．４５ １１ ６．５６ ３１ ６．１８ ３２ ０．２５ ２２
茨 城 県 １０．４３ １６ ６．５８ ２８ ６．２０ ２５ ０．３１ ９
栃 木 県 １０．４０ ２０ ６．５８ ２８ ６．２２ ２０ ０．２７ １６
群 馬 県 １０．４４ １３ ７．１１ ７ ６．０５ ４５ ０．２７ １６

埼 玉 県 １０．３５ ３０ ７．１６ ３ ６．０９ ４２ ０．４２ ２
千 葉 県 １０．３０ ４２ ７．１６ ３ ６．１４ ３７ ０．４３ １
東 京 都 １０．３９ ２２ ７．０１ ２０ ６．１９ ２８ ０．３８ ４
神奈川県 １０．２５ ４６ ７．１７ １ ６．１８ ３２ ０．４２ ２
新 潟 県 １０．４４ １３ ６．４８ ４１ ６．２９ ７ ０．２４ ２８

富 山 県 １０．３０ ４２ ７．０５ １６ ６．２５ １１ ０．２５ ２２
石 川 県 １０．３０ ４２ ７．１７ １ ６．１３ ４０ ０．２５ ２２
福 井 県 １０．４３ １６ ７．１５ ５ ６．０２ ４７ ０．２３ ３６
山 梨 県 １０．５０ ５ ６．５６ ３１ ６．１４ ３７ ０．２４ ２８
長 野 県 １０．４５ １１ ７．０６ １５ ６．０８ ４４ ０．２５ ２２

岐 阜 県 １０．３１ ４１ ７．１３ ６ ６．１６ ３５ ０．３０ １２
静 岡 県 １０．３６ ２７ ７．０２ １９ ６．２２ ２０ ０．２７ １６
愛 知 県 １０．２４ ４７ ７．１０ ９ ６．２６ １０ ０．３１ ９
三 重 県 １０．３３ ３７ ７．０５ １６ ６．２２ ２０ ０．３１ ９
滋 賀 県 １０．３０ ４２ ７．０９ １０ ６．２１ ２３ ０．３０ １２

京 都 府 １０．３６ ２７ ７．００ ２４ ６．２５ １１ ０．３３ ６
大 阪 府 １０．３９ ２２ ６．４５ ４２ ６．３７ ４ ０．３３ ６
兵 庫 県 １０．３４ ３２ ６．５３ ３３ ６．３４ ６ ０．３２ ８
奈 良 県 １０．３４ ３２ ７．０７ １３ ６．２０ ２５ ０．３８ ４
和歌山県 １０．４７ ９ ６．５０ ３９ ６．２３ １５ ０．２６ ２０

鳥 取 県 １０．３６ ２７ ７．０１ ２０ ６．２３ １５ ０．２２ ３８
島 根 県 １０．４９ ７ ６．５２ ３５ ６．１９ ２８ ０．２２ ３８
岡 山 県 １０．３４ ３２ ７．０７ １３ ６．１９ ２８ ０．２６ ２０
広 島 県 １０．３９ ２２ ７．０９ １０ ６．１２ ４１ ０．２９ １４
山 口 県 １０．３４ ３２ ６．５９ ２７ ６．２７ ８ ０．２４ ２８

徳 島 県 １０．４３ １６ ６．３８ ４４ ６．３９ ３ ０．２２ ３８
香 川 県 １０．３４ ３２ ７．０１ ２０ ６．２５ １１ ０．２４ ２８
愛 媛 県 １０．３７ ２６ ６．３４ ４５ ６．４９ ２ ０．２０ ４７
高 知 県 １０．５５ ２ ６．４２ ４３ ６．２３ １５ ０．２１ ４５
福 岡 県 １０．３３ ３７ ７．００ ２４ ６．２７ ８ ０．２９ １４

佐 賀 県 １０．３３ ３７ ７．０９ １０ ６．１９ ２８ ０．２４ ２８
長 崎 県 １０．３３ ３７ ６．５１ ３６ ６．３５ ５ ０．２５ ２２
熊 本 県 １０．４４ １３ ６．５１ ３６ ６．２４ １４ ０．２４ ２８
大 分 県 １０．４０ ２０ ６．５７ ３０ ６．２３ １５ ０．２４ ２８
宮 崎 県 １０．４２ １９ ７．００ ２４ ６．１８ ３２ ０．２２ ３８

鹿児島県 １０．４８ ８ ６．５１ ３６ ６．２１ ２３ ０．２２ ３８
沖 縄 県 １０．３５ ３０ ７．１１ ７ ６．１４ ３７ ０．２５ ２２

埼 玉 県 の
年別データ

１３ １０．３２ ３９ １３ ７．０６ ８ １３ ６．２２ ３４ １３ ０．４２ ２
８ １０．３３ ３０ ８ ７．２９ ２ ８ ５．５８ ４５ ８ ０．４６ １
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スポーツ観覧（テレビ等は除く）

美術鑑賞（テレビ等は除く）
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（テレビ等は除く）

映画鑑賞
（テレビ等は除く）

音楽会等による
クラシック音楽鑑賞

音楽会等による
ポピュラー音楽・歌謡曲鑑賞

園芸・庭いじり・
ガーデニング

日曜大工

趣味としての読書

パチンコ

カラオケ
テレビゲーム
（家庭で行うもので携帯用含む）

和裁・洋裁

編み物
・手芸

趣味としての料理
・菓子作り

男性 女性

３５余暇
主な趣味・娯楽の行動者率（平成１８年１０月）

概要
「特定サービス産業実態調査」によると、平成１６年１１月１日から平成１７年

１０月３１日まで１年間のフィットネスクラブの年間延べ利用者数は１５，６３７，９６７
人で全国第４位、１事業所当たりの１か月平均利用者数は１３，２９８人で、全国
第２位でした。
「社会生活基本調査」によると、スポーツの種類別行動者率は、「ウォーキ

ング・軽い体操」が３７．９％で最も高く、以下「ボーリング」１７．９％、「水泳」１４．８
％でした。前回調査（平成１３年）で行動者率全国第１位の「サッカー」は７．６％
で、山梨県に次いで第２位でした。
また、趣味・娯楽の行動者率の総数は、全国値の８４．９％を上回る８７．３％で、

全国第５位でした。男女別でみると、男性が８６．９％、女性が８７．８％で、女性
が男性より０．９ポイント高くなりました。種類別の行動者率では、「映画鑑賞」
が４１．１％で、全国第５位でした。
「家計調査年報」によると、平成１８年のさいたま市の勤労者世帯の教養娯

楽費（１か月間・年平均）は４２，８４８円で、全国第１位でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１ 「特定サービス産業実態調査報告書」経済産業省
＊２３「社会生活基本調査」総務省統計局
＊４ 「家計調査年報」総務省統計局

平成１７年
平成１８年１０月
平成１８年平均

３年
５年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

フィットネスクラブ
１事業所当たり１か月

平均利用者数

スポーツの種類別
行動者率

（サッカー）

趣味・娯楽の種類別
行動者率

（映画鑑賞）

教養娯楽費
（２人以上の世帯・
勤労者世帯）

調査時点 平成１７年 平成１８年１０月 平成１８年１０月 平成１８年平均
単 位 人 順位 ％ 順位 ％ 順位 円 順位

全 国 ９７０２ ６．０ ３７．３ ３１５６７

北 海 道 ９１９６ １２ ６．０ １４ ３２．４ ２７ ２８１２３ ３９
青 森 県 ８４０９ １５ ４．１ ４４ ２９．９ ３７ ２７２４７ ４１
岩 手 県 ６２９５ ３２ ６．１ １３ ２５．７ ４４ ２８４８４ ３６
宮 城 県 ８５７８ １４ ７．３ ３ ３４．８ ２０ ３３８７１ １６
秋 田 県 ２５１２ ４７ ４．０ ４５ ２４．９ ４６ ３６３０８ １０

山 形 県 ４７５５ ４４ ４．８ ３３ ３１．５ ３１ ３２７７６ ２０
福 島 県 ７３９７ ２６ ４．７ ３６ ２５．１ ４５ ２８２９５ ３８
茨 城 県 １０５４０ ９ ７．３ ３ ３１．４ ３２ ３１７６６ ２５
栃 木 県 ７４０８ ２５ ５．９ １８ ３５．７ １８ ３７８２０ ４
群 馬 県 ７３３４ ２７ ６．０ １４ ３３．１ ２５ ３１１１５ ２７

埼 玉 県 １３２９８ ２ ７．６ ２ ４１．１ ５ ４２８４８ １
千 葉 県 １３２７８ ３ ７．１ ６ ４１．０ ６ ３６５１７ ７
東 京 都 １２６７２ ４ ６．７ ８ ４６．４ １ ４０７０３ ２
神奈川県 １４６４２ １ ７．２ ５ ４６．３ ２ ３９２０２ ３
新 潟 県 ８２０１ １７ ４．８ ３３ ２８．２ ３８ ３６１９６ １１

富 山 県 ７７８６ ２１ ４．２ ４３ ３８．２ １１ ３２８８３ １９
石 川 県 １１４０８ ８ ５．１ ２８ ３６．９ １５ ３６８８８ ６
福 井 県 ４８１６ ４３ ４．４ ４２ ３８．５ １０ ２９８０４ ３３
山 梨 県 ４５７６ ４５ ８．２ １ ３０．２ ３５ ３４８００ １５
長 野 県 ５７２４ ３７ ６．０ １４ ２８．１ ３９ ３３６７０ １７

岐 阜 県 ５８６７ ３６ ４．８ ３３ ３６．２ １７ ３４９７１ １４
静 岡 県 ６１６６ ３３ ６．５ ９ ３３．８ ２３ ２９８２３ ３２
愛 知 県 ９４３４ １０ ６．２ １２ ４１．２ ４ ３２２９７ ２３
三 重 県 ８００７ １９ ５．４ ２５ ３７．２ １４ ３６９９５ ５
滋 賀 県 ７７６５ ２２ ６．３ １０ ４０．４ ８ ３０９７５ ２８

京 都 府 ９０４４ １３ ５．５ ２１ ３８．０ １２ ３２６３５ ２１
大 阪 府 １１６６１ ７ ５．５ ２１ ４０．５ ７ ２５７３３ ４５
兵 庫 県 １１７５６ ６ ５．７ ２０ ３６．５ １６ ３５４４９ １２
奈 良 県 １１７８３ ５ ５．０ ３１ ４１．５ ３ ３６４９０ ８
和歌山県 ８３０３ １６ ４．５ ４１ ３１．７ ３０ ２７６６７ ４０

鳥 取 県 ４３３７ ４６ ５．５ ２１ ２７．０ ４１ ２８７６９ ３５
島 根 県 ５４２１ ３８ ５．４ ２５ ２３．７ ４７ ３１４９４ ２６
岡 山 県 ５９２０ ３５ ５．４ ２５ ３２．２ ２８ ２６９３６ ４２
広 島 県 ８０１３ １８ ５．１ ２８ ３８．６ ９ ３０６５４ ２９
山 口 県 ６３１３ ３１ ５．５ ２１ ３３．３ ２４ ３０３７５ ３０

徳 島 県 ６４１１ ３０ ４．６ ４０ ３２．９ ２６ ３６３５８ ９
香 川 県 ５３００ ４１ ３．７ ４７ ３４．１ ２１ ３５１７５ １３
愛 媛 県 ９２２１ １１ ４．７ ３６ ３１．４ ３２ ３３１６７ １８
高 知 県 ７８１９ ２０ ３．９ ４６ ３０．０ ３６ ３２４８０ ２２
福 岡 県 ６１３４ ３４ ５．８ １９ ３８．０ １２ ３０３１６ ３１

佐 賀 県 ５４１５ ３９ ４．７ ３６ ３２．２ ２８ ２９４３４ ３４
長 崎 県 ５３４０ ４０ ４．９ ３２ ２６．８ ４２ ２４５８６ ４６
熊 本 県 ６９２４ ２９ ６．０ １４ ３４．１ ２１ ２８４０１ ３７
大 分 県 ５１８６ ４２ ４．７ ３６ ３０．４ ３４ ３２２２７ ２４
宮 崎 県 ７５１３ ２４ ５．１ ２８ ２７．６ ４０ ２６６６８ ４３

鹿児島県 ７１０９ ２８ ６．８ ７ ２５．８ ４３ ２６３７７ ４４
沖 縄 県 ７６３６ ２３ ６．３ １０ ３５．６ １９ １７３２９ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１４ １０４８６ ４ １３ ７．６ １ １３ ３９．５ ７ １７ ４４９２３ １
１０ ９５６２ ３ ８ ９．７ １ ８ ３０．２ ５ １６ ４３６５４ １
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３６旅行・行楽
年齢別出国日本人数（平成１８年）

概要
「社会生活基本調査」によると、平成１８年の旅行・行楽の行動者率は８０．７

％で、前回調査（平成１３年）より６．２ポイント減少し、全国第５位でした。行
楽（日帰り）は６２．０％で、前回調査より９．５ポイント、旅行は７０．２％で、６．６ポ
イント減少しました。
また、旅行のうち国内の観光旅行の行動者率は５６．１％で、前回調査より６．５

ポイント減少し、全国第３位でした。
「出入国管理統計年報」によると、平成１８年の本県を住所地とする出国日

本人数は、前年より３．７％増加して１，０７４，０１６人（男性６０５，４８８人、女性４６８，５２８
人）で、前年と同じく全国第６位でした。年代別では、男性の３０代が１３６，２６７
人、女性の２０代が１２４，５２３人で最も多くなっています。また、１０代、２０代で
は女性が男性を上回っています。
「旅券統計」によると、平成１８年の一般旅券発行数は、前年より３８，９７３件

増加して２４６，６１０件でした。

※表３の全国計には、住所地が外国の者を含みます。
※表４の数値には、在外公館での旅券発行分を含みません。また、全国計に
は、外務省発行分を含みます。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「社会生活基本調査」総務省統計局
＊３ 「出入国管理統計年報」法務省
＊４ 「旅券統計」外務省ホームページ

平成１８年１０月
平成１８年
平成１８年

５年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

旅行・行楽の
行動者率
総数

国内観光旅行の
行動者率

日本人出国者数 一般旅券発行数

調査時点 平成１８年１０月 平成１８年１０月 平成１８年 平成１８年
単 位 ％ 順位 ％ 順位 人 順位 件 順位

全 国 ７６．２ ４９．６ １７５３４５６５ ４３０２１９１

北 海 道 ７４．１ ２６ ４４．２ ２８ ３３４５３６ １１ １１６３１８ １０
青 森 県 ６４．３ ４５ ３１．８ ４６ ４８６８２ ４３ １９３７９ ４２
岩 手 県 ６９．３ ４１ ３８．２ ３９ ５５４０７ ４２ ２２０５２ ４０
宮 城 県 ７５．７ １８ ５０．２ １３ １６３１８９ ２２ ５３６４２ ２０
秋 田 県 ６９．５ ４０ ３７．２ ４３ ４２５２１ ４５ １６６８９ ４４

山 形 県 ７０．８ ３５ ４４．５ ２６ ６２５１３ ３８ ２３６８９ ３７
福 島 県 ７１．０ ３４ ４２．１ ３１ １２４３９４ ２５ ４３８９４ ２４
茨 城 県 ７４．４ ２４ ４６．３ ２４ ３２９４６７ １２ ８９４２０ １２
栃 木 県 ７６．１ １５ ４８．９ ２０ ２０２３４２ １８ ５６４５１ １８
群 馬 県 ７５．８ １６ ４９．２ １８ １９５５８５ １９ ５５３３６ １９

埼 玉 県 ８０．７ ５ ５６．１ ３ １０７４０１６ ６ ２６４６１０ ５
千 葉 県 ７８．９ ７ ５３．７ ７ １０９８６９４ ５ ２５０８８４ ６
東 京 都 ８１．７ ３ ５９．２ １ ３２０９４７０ １ ６５６７６９ １
神奈川県 ８２．１ １ ５８．７ ２ １８９８４９６ ２ ４１５７１１ ２
新 潟 県 ７４．４ ２４ ５０．０ １４ １５３７１４ ２３ ５３０７３ ２１

富 山 県 ７７．７ １０ ５０．９ ９ ９２４３１ ３０ ３０４０７ ３１
石 川 県 ７７．３ １２ ５０．０ １４ １０３８８５ ２７ ３３５４６ ２７
福 井 県 ７８．１ ９ ４９．０ １９ ７３５６３ ３７ ２２９７４ ３８
山 梨 県 ７５．２ ２１ ５０．３ １２ ９３９２８ ２９ ２７１６９ ３４
長 野 県 ７９．２ ６ ５０．９ ９ ２１１４９２ １７ ６０８４６ １６

岐 阜 県 ７７．５ １１ ４８．６ ２２ ２６００５５ １４ ６９４４０ １４
静 岡 県 ７５．７ １８ ５０．０ １４ ４４２３１１ ９ １２４９９３ ９
愛 知 県 ８１．７ ３ ５５．３ ４ １１７７５１４ ４ ２９２７６５ ４
三 重 県 ７５．０ ２２ ５０．６ １１ ２１７０３６ １６ ６１３６２ １５
滋 賀 県 ８１．８ ２ ５４．４ ５ １９０６９６ ２０ ４９６６１ ２３

京 都 府 ７７．１ １３ ５１．３ ８ ３９８２４０ １０ １０１０２１ １１
大 阪 府 ７６．４ １４ ４９．３ １７ １３７５７２８ ３ ３３５３７７ ３
兵 庫 県 ７５．８ １６ ４８．８ ２１ ８５８５６４ ７ ２１６４８４ ７
奈 良 県 ７８．４ ８ ５３．９ ６ ２３１５５９ １５ ５６５１４ １７
和歌山県 ６９．８ ３９ ４３．２ ２９ ８８６００ ３１ ２６５８５ ３５

鳥 取 県 ７２．３ ２８ ４２．０ ３３ ４３１５８ ４４ １４９６０ ４５
島 根 県 ６８．６ ４２ ３６．８ ４４ ３７６８９ ４７ １４６８４ ４６
岡 山 県 ７５．５ ２０ ４６．２ ２５ １６７２４４ ２１ ５０８６８ ２２
広 島 県 ７２．９ ２７ ４４．３ ２７ ２８０２１３ １３ ８２０３６ １３
山 口 県 ７２．１ ２９ ４２．１ ３１ １０７９２８ ２６ ３４６７２ ２６

徳 島 県 ６９．９ ３８ ４１．９ ３４ ５８２３７ ４０ １８８６２ ４３
香 川 県 ７１．８ ３０ ４３．０ ３０ ８１６３７ ３３ ２５５７６ ３６
愛 媛 県 ６７．１ ４３ ３７．６ ４２ ９４３７７ ２８ ３１０８８ ２９
高 知 県 ６１．１ ４６ ３３．９ ４５ ３９１２１ ４６ １３４６２ ４７
福 岡 県 ７４．９ ２３ ４７．３ ２３ ５５８００８ ８ １６１０２４ ８

佐 賀 県 ７０．３ ３６ ４１．８ ３５ ６０９４１ ３９ ２０９７０ ４１
長 崎 県 ６５．１ ４４ ３８．１ ４０ ８６２４２ ３２ ３０５４０ ３０
熊 本 県 ７１．１ ３３ ４０．３ ３８ １２９２３０ ２４ ４２８２８ ２５
大 分 県 ７１．２ ３２ ４０．６ ３７ ７９６１４ ３４ ２８８３１ ３３
宮 崎 県 ７１．３ ３１ ４０．７ ３６ ５６３６６ ４１ ２２２７０ ３９

鹿児島県 ７０．０ ３７ ３８．０ ４１ ７８７５２ ３６ ３２８９８ ２８
沖 縄 県 ５３．２ ４７ ２４．３ ４７ ７９０４６ ３５ ２９５５５ ３２

埼 玉 県 の
年別データ

１３ ８６．９ １ １３ ６２．６ １ １７ １０７１９１４ ６ １７ ２２５６３７ ５
８ ８６．９ ２ ８ ６４．５ １ １６ １０３３２９７ ６ １６ ２２０１９５ ５

資料：「出入国管理統計年報」法務省
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３７文化施設
市町村立図書館登録者数と貸出冊数

概要
「埼玉の公立図書館」によると、市町村立図書館の平成１８年度の貸出冊数

は、前年度より２４１，８８７冊増加して３５，４４７，０００冊、登録者数は３，４６５，１８４人で、
前年度より８５，８７９人減少しました。
「社会教育調査」によると、平成１７年１０月１日現在の図書館数は、前回調

査（平成１４年）より７館増加し１４７館で、前回に引き続き全国第２位でした。
また、博物館数は、前回調査より３館増加して２６館、博物館類似施設数は、

６施設減少して９４施設、合計で３減少の１２０でした。
公民館数は、前回調査より１５館減少して５２８館、公民館類似施設数は、７

施設増加して２２施設、合計で８減少の５５０でした。
文化会館数は前回調査より６館増加して７９館で、全国第３位でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「社会教育調査報告書」文部科学省 平成１７年１０月１日 ３年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

図書館数
博物館及び

博物館類似施設数
公民館及び

公民館類似施設数
文化会館数

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 館 順位 館・施設 順位 館・施設 順位 館 順位

全 国 ２９７９ ５６１４ １８１８２ １８８５

北 海 道 １３６ ３ ３１５ ２ ５８４ ４ ７４ ５
青 森 県 ３２ ３４ ８７ ３３ ３１９ ２９ ２２ ３５
岩 手 県 ４５ ２７ １０３ ２１ ３９２ １９ ２６ ３２
宮 城 県 ３２ ３４ １３２ １４ ５６８ ５ ４０ １９
秋 田 県 ４４ ２８ ９０ ２９ ４４５ １３ ２５ ３３

山 形 県 ３４ ３３ ８１ ３５ ６６９ ３ ２１ ３９
福 島 県 ５８ １８ １２８ １６ ４３４ １７ ３６ ２４
茨 城 県 ５３ ２０ ９４ ２５ ４７４ ９ ４０ １９
栃 木 県 ４６ ２４ １５５ １０ １９８ ４２ ３２ ２６
群 馬 県 ３８ ３０ １００ ２３ ２４０ ３５ ４２ １７

埼 玉 県 １４７ ２ １２０ １８ ５５０ ６ ７９ ３
千 葉 県 １２８ ５ １１７ １９ ３２４ ２８ ５５ ９
東 京 都 ３６９ １ ２９０ ３ １９３ ４４ １２４ １
神奈川県 ８３ １１ １７１ ９ ２０５ ４１ ７０ ８
新 潟 県 ６３ １３ ２３６ ４ ７５０ ２ ４５ １３

富 山 県 ６０ １６ １０１ ２２ ３３０ ２７ ２９ ２９
石 川 県 ４６ ２４ １３７ １１ ３３６ ２５ ２９ ２９
福 井 県 ４１ ２９ ６２ ３８ ２１３ ３９ ２２ ３５
山 梨 県 ４９ ２２ ８８ ３０ ５４９ ７ ２１ ３９
長 野 県 １０８ ６ ３５９ １ １８５２ １ ４８ １２

岐 阜 県 ６１ １５ １９７ ６ ３６２ ２２ ４３ １５
静 岡 県 ８６ ９ １９５ ７ ２４８ ３３ ５４ １０
愛 知 県 ８６ ９ ２２５ ５ ４１５ １８ ７４ ５
三 重 県 ３７ ３１ ９６ ２４ ４３５ １６ ４３ １５
滋 賀 県 ４９ ２２ ９４ ２５ １９４ ４３ ３９ ２２

京 都 府 ６３ １３ １３６ １２ ２４３ ３４ ３５ ２５
大 阪 府 １３５ ４ １０６ ２０ ３０１ ３０ ８１ ２
兵 庫 県 ９０ ８ １８９ ８ ４４４ １４ ７４ ５
奈 良 県 ３１ ４０ ４６ ４３ ４５７ １１ ３１ ２７
和歌山県 ２６ ４３ ４１ ４６ ３３６ ２５ ２２ ３５

鳥 取 県 ２６ ４３ ４９ ４１ ２０７ ４０ １６ ４３
島 根 県 ３２ ３４ ９２ ２７ ３５１ ２３ １９ ４２
岡 山 県 ５９ １７ １３３ １３ ４３８ １５ ４２ １７
広 島 県 ７７ １２ １２５ １７ ４５４ １２ ４９ １１
山 口 県 ５１ ２１ ８８ ３０ ２９６ ３１ ３８ ２３

徳 島 県 ２９ ４２ ４６ ４３ ３４０ ２４ １４ ４６
香 川 県 ２５ ４５ ４８ ４２ ２２５ ３６ １６ ４３
愛 媛 県 ３５ ３２ ８１ ３５ ４７０ １０ ２９ ２９
高 知 県 ３２ ３４ ３８ ４７ ２１６ ３８ １２ ４７
福 岡 県 ９６ ７ １３１ １５ ３９１ ２０ ７９ ３

佐 賀 県 ２１ ４７ ５５ ４０ １３８ ４５ ２０ ４１
長 崎 県 ３２ ３４ ８８ ３０ ２１７ ３７ ４０ １９
熊 本 県 ４６ ２４ ９１ ２８ ５３５ ８ ３１ ２７
大 分 県 ３０ ４１ ６８ ３７ ２５３ ３２ ２２ ３５
宮 崎 県 ２４ ４６ ４４ ４５ １１７ ４６ ２３ ３４

鹿児島県 ５６ １９ ８６ ３４ ３７８ ２１ ４４ １４
沖 縄 県 ３２ ３４ ６０ ３９ ９６ ４７ １５ ４５

埼 玉 県 の
年別データ

１４ １４０ ２ １４ １２３ １７ １４ ５５８ ８ １４ ７３ ４
１１ １２９ ２ １１ １１３ １６ １１ ５５７ ８ １１ ６５ ６

資料：「埼玉の公立図書館」埼玉県図書館協会
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公園数
4,191か所

総面積
4,481.55ha

街区公園街区公園
80.880.8％
街区公園
80.6％

都市緑地
21.9％

広域公園
20.5％
広域公園
20.5％
広域公園
20.5％総合公園

17.6％

街区公園
12.2％
街区公園
12.2％
街区公園
12.2％

運動公園
8.6％
運動公園
8.6％

近隣公園
10.1％

その他
9.0％

都市緑地
6.5％

近隣公園
5.9％

その他
7.1％

３８公園・道路
都市公園の整備状況（平成１９年３月３１日）

概要
国土交通省及び県公園課の資料によると、平成１９年３月３１日現在の都市公

園数は、前年より８８か所増えて４，１９１か所、その面積の合計は４，４８２haで、
全国第６位でした。また、１人当たりの公園面積は、全国平均で９．３�、本
県では６．３６�でした。
「道路統計年報」によると、平成１８年４月１日現在の道路の実延長は

４６，３５４．０㎞、舗装率（簡易舗装を除く）は１６．５％でした。また、実延長と舗装
率を道路種別にみると、一般国道は実延長８９１．０㎞、舗装率９７．２％、県道は
実延長２，５０６．１㎞、舗装率８７．２％、市町村道は実延長４２，９５６．９㎞、舗装率１０．７
％でした。

舗装率
舗装済延長（簡易舗装を除く）÷道路実延長×１００

※＊表３，４は、一般国道、都道府県道（主要地方道を含む）と市町村道の合
計です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２ 国土交通省
＊３４「道路統計年報」全国道路利用者会議

平成１９年３月３１日
平成１８年４月１日

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

都市公園数 都市公園面積 道路実延長 舗装率

調査時点 平成１９年３月３１日 平成１９年３月３１日 平成１８年４月１日 平成１８年４月１日
単 位 か所 順位 ha 順位 km 順位 ％ 順位

全 国 ９３３９９ １１１３０７ １１８９６１５．７ ２５．８

北 海 道 ７１８２ １ １２７１９ １ ８８４４５．６ １ ２２．６ ２９
青 森 県 ７８２ ３３ １８４５ ２１ １９３９５．８ ２６ ３０．４ １５
岩 手 県 １１２０ ２５ １３５５ ３３ ３２５６３．６ １３ １５．９ ４５
宮 城 県 ２４６７ １１ ３１４５ １０ ２４１８８．４ ２２ ２９．７ １６
秋 田 県 ５６７ ３８ １６８５ ２５ ２３３１５．６ ２４ １７．４ ４０

山 形 県 ７５０ ３５ １６３１ ２６ １６０９１．３ ３２ ２４．５ ２６
福 島 県 １０５０ ２７ ２０８９ １９ ３８６４２．２ ７ １６．８ ４２
茨 城 県 １６９６ １９ ２３９０ １７ ５５５０３．９ ２ １２．７ ４７
栃 木 県 １７８０ １７ ２４９４ １３ ２４３７３．６ ２１ ２３．１ ２８
群 馬 県 １３２３ ２２ ２４５０ １４ ３４６０６．５ １２ １７．３ ４１

埼 玉 県 ４１９１ ８ ４４８２ ６ ４６３５４．０ ５ １６．５ ４３
千 葉 県 ５４５６ ５ ３６１２ ９ ３９４９４．２ ６ ２４．７ ２５
東 京 都 ６９７０ ２ ５１３０ ３ ２３７９８．１ ２３ ６１．７ ２
神奈川県 ６６８４ ３ ４１９０ ８ ２４９６９．０ １９ ５６．１ ３
新 潟 県 １９３３ １６ ２４２１ １５ ３６７０５．１ ８ ２０．２ ３６

富 山 県 １７１４ １８ １５１６ ２９ １３３４０．４ ３７ ３８．６ ６
石 川 県 １０１７ ２８ １３０８ ３５ １２７８６．４ ３９ ２８．７ １９
福 井 県 ６７６ ３７ １０８９ ４０ １０４９８．９ ４４ ３１．２ １４
山 梨 県 １６９ ４７ ７００ ４３ １０８６３．２ ４２ ２７．４ ２１
長 野 県 ８４０ ３２ ２１４８ １８ ４７３２３．４ ４ １３．４ ４６

岐 阜 県 １２２７ ２３ １７５２ ２３ ３００５０．９ １５ ２１．４ ３１
静 岡 県 ２１１６ １３ ２８９１ １１ ３６３１５．７ １０ ２５．７ ２２
愛 知 県 ４０５１ ９ ５０７７ ４ ４８９１７．８ ３ ３３．１ １１
三 重 県 ２１７５ １２ １４４７ ３１ ２４４３９．６ ２０ ２０．７ ３５
滋 賀 県 ４８２ ４０ １１０６ ３９ １１８６２．５ ４１ ２９．６ １７

京 都 府 ２０７５ １５ １７５１ ２４ １５１１１．６ ３４ ３６．４ ７
大 阪 府 ５６９０ ４ ４５７４ ５ １８７４９．０ ２７ ７３．６ １
兵 庫 県 ５２５８ ７ ６０３９ ２ ３５４９７．４ １１ ３５．５ ８
奈 良 県 ２０９７ １４ １６０９ ２７ １２４１８．６ ４０ ２９．５ １８
和歌山県 ２６６ ４４ ６２６ ４５ １３０８５．７ ３８ ５１．１ ４

鳥 取 県 ３００ ４３ ６３９ ４４ ８５５５．１ ４６ ３２．８ １２
島 根 県 ３１９ ４２ １００４ ４１ １７８４８．８ ２９ １８．９ ３８
岡 山 県 １３９４ ２１ ２３９８ １６ ３１４１３．４ １４ １７．８ ３９
広 島 県 ２８３９ １０ ２７５７ １２ ２７９９７．８ １６ ３１．３ １３
山 口 県 ９９０ ２９ １５７３ ２８ １６０４９．８ ３３ ２７．８ ２０

徳 島 県 ２４９ ４５ ５２５ ４７ １４７６２．１ ３５ ２１．１ ３２
香 川 県 ３４５ ４１ １２３５ ３７ １００２６．９ ４５ ２５．４ ２３
愛 媛 県 ５５４ ３９ １４３１ ３２ １７７３０．１ ３１ ２０．９ ３３
高 知 県 ７８０ ３４ ５９８ ４６ １３３９４．６ ３６ ２０．８ ３４
福 岡 県 ５３９３ ６ ４２８５ ７ ３６５８１．７ ９ １６．０ ４４

佐 賀 県 ２１８ ４６ ７４１ ４２ １０５１７．４ ４３ ２５．３ ２４
長 崎 県 １１１２ ２６ １４５６ ３０ １７８６１．２ ２８ ３４．６ ９
熊 本 県 １４１６ ２０ １３３０ ３４ ２５２５８．８ １８ ２４．１ ２７
大 分 県 ９６４ ３０ １１１９ ３８ １７７８６．７ ３０ ３４．０ １０
宮 崎 県 ８８６ ３１ １９０２ ２０ １９６１５．７ ２５ ２１．９ ３０

鹿児島県 １１３９ ２４ １７９８ ２２ ２６６９６．２ １７ １９．６ ３７
沖 縄 県 ６９７ ３６ １２４５ ３６ ７８１１．７ ４７ ４７．６ ５

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ４１０３ ８ １８ ４３６４ ６ １７ ４６２９２．８ ５ １７ １６．４ ４３
１７ ３９９９ ８ １７ ４２２９ ６ １６ ４６２４４．８ ５ １６ １６．３ ４２

資料：「埼玉県都市公園調書」県公園課
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表・伏流水のうちその他
表・伏流水のうち県水
地下水

３９上下水道
水源別上水道年間給水量

概要
「水道統計」及び「埼玉県の水道」によると、平成１７年度末現在、上水道事

業は６９事業（７０市町村）で実施されています。平成１７年度の年間給水量は８億
８，２９９万�で、前年度より４８３万�減少し、全国第５位でした。上水道の水源
のうち、７４．９％が県水道用水供給事業による水（県水）でした。
また、平成１７年度末の給水区域内人口は７，０３５，７１７人、水道普及率は前年

度と同じ９９．７％でした。
国土交通省の資料によると、平成１８年度末の下水道処理人口普及率は７３．５

％、汚水処理人口普及率は８４．８％でした。

水道普及率
現在給水人口÷総人口×１００（人口は、ともに平成１８年３月３１日現在厚生労働省）

下水道処理人口普及率
公共下水道処理区域内人口÷総人口（住民基本台帳人口・総務省統計局）×１００

汚水処理人口普及率
汚水処理施設（下水道、農業集落排水施設等、浄化槽、コミュニティ・プ

ラント）の汚水処理人口÷総人口（住民基本台帳人口・総務省統計局）×１００

※表＊３の順位は、国土交通省公表の順位。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１「水道統計 施設・業務編」厚生労働省
＊２「水道統計 施設・業務編」厚生労働省
＊３「下水道整備状況について」国土交通省ホームページ
＊４「汚水処理人口普及状況について」国土交通省ホームページ

平成１７年度
平成１７年度末
平成１８年度末
平成１８年度末

毎年
毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

上水道
実績年間給水量

水道普及率
下水道処理
人口普及率

汚水処理
人口普及率

調査時点 平成１７年度 平成１７年度末 平成１８年度末 平成１８年度末
単 位 千� 順位 ％ 順位 ％ 順位 ％ 順位

全 国 １５５９４１１６ ９７．２ ７０．５ ８２．４

北 海 道 ５７９７７６ ８ ９７．２ ２４ ８７．９ ６ ９２．０ ７
青 森 県 １４５７６８ ３２ ９７．３ ２２ ４９．７ ３３ ６５．１ ３８
岩 手 県 １３００５９ ３７ ９１．８ ４２ ４８．１ ３５ ６７．３ ３４
宮 城 県 ２７５７８３ １７ ９８．５ １６ ７４．１ ９ ８３．４ １３
秋 田 県 １０２９４０ ４３ ８９．３ ４５ ５３．１ ２８ ７２．５ ２６

山 形 県 １４０１３２ ３４ ９７．３ ２２ ６６．６ １５ ８１．７ １６
福 島 県 ２２８５２９ ２２ ９１．９ ４１ ４４．１ ３７ ６７．２ ３５
茨 城 県 ３１１４１３ １４ ９０．６ ４４ ５１．７ ３２ ７３．１ ２５
栃 木 県 ２４３７２０ ２０ ９４．２ ３２ ５６．９ ２４ ７２．４ ２７
群 馬 県 ３０２０２８ １５ ９９．３ ９ ４４．８ ３６ ６５．８ ３７

埼 玉 県 ８８２９９９ ５ ９９．７ ６ ７３．５ １０ ８４．８ １０
千 葉 県 ６５９０３９ ７ ９３．６ ３５ ６４．８ １９ ７９．７ １９
東 京 都 １６５３９１２ １ １００．０ １ ９８．７ １ ９９．１ １
神奈川県 １１５０６９７ ３ ９９．８ ４ ９５．０ ２ ９６．７ ３
新 潟 県 ３２６５９４ １３ ９８．４ １７ ６１．０ ２２ ７４．４ ２３

富 山 県 １２６９１８ ３８ ９３．２ ３６ ７３．４ １１ ８７．８ ９
石 川 県 １５３６１７ ３０ ９８．３ １９ ７２．９ １２ ８３．８ １２
福 井 県 １０７０５７ ４２ ９５．８ ３０ ６５．０ １８ ８２．０ １５
山 梨 県 １１１２０７ ４０ ９７．６ ２１ ５５．４ ２６ ７０．２ ３２
長 野 県 ２７９９４７ １６ ９８．９ １２ ７４．２ ８ ９１．５ ８

岐 阜 県 ２４２１７９ ２１ ９５．７ ３１ ６４．６ ２０ ８１．１ １７
静 岡 県 ５５０９２６ ９ ９８．８ １４ ５２．８ ２９ ６６．４ ３６
愛 知 県 ９０２３６９ ４ ９９．８ ４ ６５．７ １６ ７９．５ ２０
三 重 県 ２６７７２０ １８ ９９．１ １１ ４０．１ ４１ ７１．５ ３０
滋 賀 県 １８１１９９ ２４ ９９．２ １０ ８２．２ ７ ９６．０ ４

京 都 府 ３４９７６９ １１ ９９．４ ８ ８８．０ ５ ９２．３ ６
大 阪 府 １２４９３７３ ２ ９９．９ ３ ９０．４ ３ ９３．４ ５
兵 庫 県 ７０７８２６ ６ ９９．７ ６ ８９．７ ４ ９７．３ ２
奈 良 県 １７４９８９ ２７ ９８．８ １４ ６９．８ １４ ８０．６ １８
和歌山県 １５３４００ ３１ ９６．７ ２７ １６．０ ４６ ４４．３ ４６

鳥 取 県 ６９２５０ ４７ ９７．１ ２５ ５８．２ ２３ ８４．５ １１
島 根 県 ６９４９７ ４６ ９５．９ ２９ ３５．８ ４４ ６３．９ ４０
岡 山 県 ２５１９２９ １９ ９８．４ １７ ５２．３ ３１ ７２．１ ２９
広 島 県 ３２６８４２ １２ ９２．８ ３７ ６５．２ １７ ７８．５ ２１
山 口 県 １８５３９９ ２３ ９２．０ ４０ ５４．４ ２７ ７４．３ ２４

徳 島 県 １０８９４２ ４１ ９３．９ ３４ １１．９ ４７ ４０．７ ４７
香 川 県 １３６８８６ ３５ ９８．９ １２ ３７．７ ４２ ６１．２ ４４
愛 媛 県 １５５３０６ ２９ ９２．７ ３８ ４３．５ ３８ ６３．２ ４１
高 知 県 ８９１１８ ４４ ９１．２ ４３ ２９．３ ４５ ５９．２ ４５
福 岡 県 ４９７８６９ １０ ９２．３ ３９ ７２．０ １３ ８３．０ １４

佐 賀 県 ８８５１７ ４５ ９４．１ ３３ ４１．９ ３９ ６４．２ ３９
長 崎 県 １３６３８９ ３６ ９８．２ ２０ ５２．７ ３０ ６９．５ ３３
熊 本 県 １６５７２７ ２８ ８５．２ ４７ ５６．６ ２５ ７２．４ ２７
大 分 県 １２２２２４ ３９ ８９．３ ４５ ４１．３ ４０ ６２．０ ４３
宮 崎 県 １４１６６７ ３３ ９７．０ ２６ ４８．３ ３４ ７０．７ ３１

鹿児島県 １７６３１２ ２６ ９６．５ ２８ ３７．３ ４３ ６２．６ ４２
沖 縄 県 １８０３５７ ２５ １００．０ １ ６３．３ ２１ ７５．８ ２２

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ８８７８３１ ５ １６ ９９．７ ６ １７ ７２．９ ９ １７ ８３．５ １０
１５ ８８４９８５ ５ １５ ９９．６ ７ １６ ７１．６ ９ １６ ８２．０ １０

資料：「埼玉県の水道」県生活衛生課
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苦情件数
8,478件

大気汚染
23.2％

その他 
27.6％

廃棄物投棄
15.7％
廃棄物投棄
15.7％
廃棄物投棄
15.7％

騒音
15.2％

悪臭
11.9％
悪臭
11.9％
悪臭
11.9％

水質汚濁
4.4％

振動
1.8％

土壌汚染
0.2％

地盤沈下
0.0％

４０ごみ・公害
公害の種類別苦情状況（平成１８年度）

概要
「一般廃棄物処理事業の概況」によると、平成１７年度の一般廃棄物のうち、

ごみの総排出量は２５６万７千 tで、前年度より３万７千 t増加、１人１日当た
りのごみ排出量は１，００３gで、前年度より１３g増加しました。
ごみの処理費用は、ダイオキシン類削減対策が図られた時期に増大したも

のの、その後減少傾向にあり、平成１７年度は１t当たり３６，４２７円で、１人当
たりのごみ処理費用は１３，３２６円でした。
また、ごみのリサイクル率は着実に増加してきており、平成１７年度は２３．８

％で、前年度より０．６ポイント増加し、全国第８位でした。
「公害苦情調査」によると、平成１８年度の公害苦情件数は、前年度より５６

件増加して８，４７８件でした。公害の種類別では、大気汚染が１，９６９件、以下、
廃棄物投棄１，３２７件、騒音１，２８７件、悪臭１，００９件でした。

※＊表１，２ 環境省は、平成１７年度からごみの総排出量の定義を変更しま
したが、旧定義により算出しています。
新定義：ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋集団回収量
旧定義：ごみ総排出量＝計画収集量＋直接搬入量＋自家処理量

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２ 県資源循環推進課
＊３ 「一般廃棄物処理実態調査」環境省ホームページ
＊４ 「公害苦情調査」総務省公害等調整委員会

平成１７年度
平成１７年度
平成１８年度

毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

一般廃棄物
ごみ総排出量

１人１日当たり
ごみ排出量

ごみのリサイクル率 公害苦情件数

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１８年度
単 位 t 順位 g 順位 ％ 順位 件 順位

全 国 ４９８２５６２３ １０６９ １９．０ ９７７１３

北 海 道 ２３８２３６８ ６ １１５３ ５ １７．２ ２９ ２４０３ １２
青 森 県 ５９７４０７ ２６ １１１４ ９ １１．８ ４４ １１０８ ２９
岩 手 県 ４９６２８９ ３１ ９７３ ３８ １７．５ ２７ ７４３ ３８
宮 城 県 ９１５２７４ １５ １０６５ １６ １８．４ ２４ １５４７ １９
秋 田 県 ４６５２０３ ３４ １０９７ １３ ２１．３ １４ ５０５ ４５

山 形 県 ３９４４１３ ３９ ８８７ ４６ １７．１ ３０ ９４１ ３４
福 島 県 ７９５０３２ １７ １０３２ ２３ １４．９ ４０ ６３１ ４２
茨 城 県 １０９６５４８ １２ １００３ ２９ １７．８ ２５ ３６３３ ９
栃 木 県 ７６７３８５ １９ １０４５ １９ １７．７ ２６ １７２４ １７
群 馬 県 ８０４５６０ １６ １０８９ １５ １５．０ ３９ ３３４７ １０

埼 玉 県 ２５６７６８１ ５ １００３ ２９ ２３．８ ８ ８４７８ ２
千 葉 県 ２３１５８５３ ８ １０５２ １８ ２４．４ ６ ５２９１ ４
東 京 都 ５０３５４８０ １ １１２８ ８ １９．３ １７ ８５５４ １
神奈川県 ３１１２８３４ ３ ９７０ ３９ ２３．３ ９ ３７１４ ８
新 潟 県 １２６２４４１ １１ １４１３ １ ２８．６ ２ １３８８ ２３

富 山 県 ４０１９０９ ３８ ９８５ ３５ １９．３ １７ ３６８ ４６
石 川 県 ４７５３４７ ３２ １１０９ １０ １５．２ ３７ ８６１ ３５
福 井 県 ２９４０６４ ４４ ９７９ ３６ １８．５ ２１ ８１５ ３６
山 梨 県 ３２７５５３ ４１ １０２５ ２５ １８．５ ２１ ９４２ ３３
長 野 県 ７８５２０９ １８ ９７９ ３６ ２４．５ ５ ２７８０ １１

岐 阜 県 ７２６９６８ ２１ ９４４ ４３ ２１．８ １２ １８６０ １６
静 岡 県 １４４２０４１ １０ １０４２ ２１ ２１．７ １３ ２０３７ １３
愛 知 県 ２７０６２４８ ４ １０３２ ２３ ２２．４ １０ ７１１５ ３
三 重 県 ７５０６２２ ２０ １１０２ １２ ３０．８ １ １９９５ １４
滋 賀 県 ４７３８１３ ３３ ９５１ ４１ １８．９ １９ １４９０ ２０

京 都 府 １０６８４７４ １３ １１０３ １１ ９．４ ４７ １９６５ １５
大 阪 府 ４０２２２８５ ２ １２４９ ２ １０．５ ４６ ５０１０ ５
兵 庫 県 ２３１６３７２ ７ １１３１ ７ １４．８ ４１ ３８５６ ７
奈 良 県 ５１９９６８ ２９ ９８８ ３３ １５．１ ３８ １１９３ ２６
和歌山県 ４２８４１３ ３７ １０９７ １３ １３．５ ４３ １２０８ ２５

鳥 取 県 ２２４２５３ ４７ ９９８ ３２ １７．５ ２７ ２３７ ４７
島 根 県 ２５９２９６ ４６ ９５０ ４２ ２０．６ １６ ６２２ ４３
岡 山 県 ７１７１７９ ２２ １００３ ２９ ２５．７ ４ １２３４ ２４
広 島 県 １０６６８４８ １４ １０１７ ２７ ２２．２ １１ １６１９ １８
山 口 県 ６４６８６１ ２３ １１７３ ３ ２７．３ ３ １１７８ ２８

徳 島 県 ３０３２０６ ４３ １０１４ ２８ １８．９ １９ ５８３ ４４
香 川 県 ３７７０３６ ４０ １０２０ ２６ ２０．９ １５ ６８１ ４１
愛 媛 県 ５７７８８９ ２７ １０６０ １７ １５．６ ３６ １１８０ ２７
高 知 県 ３０７１１２ ４２ １０４５ １９ ２３．９ ７ ７２９ ４０
福 岡 県 ２１１４３１０ ９ １１４６ ６ １６．６ ３３ ４６０５ ６

佐 賀 県 ２８２３７３ ４５ ８８４ ４７ １６．７ ３２ ７３４ ３９
長 崎 県 ５４２１４５ ２８ ９８８ ３３ １４．８ ４１ １０５５ ３０
熊 本 県 ６２５８２２ ２４ ９１８ ４４ １６．１ ３５ ８０６ ３７
大 分 県 ４６４４９０ ３５ １０３９ ２２ １８．５ ２１ ９６２ ３２
宮 崎 県 ４９７０２３ ３０ １１５７ ４ １６．９ ３１ １４８２ ２１

鹿児島県 ６１４２９１ ２５ ９５５ ４０ １６．４ ３４ １４５６ ２２
沖 縄 県 ４５７４３５ ３６ ９０４ ４５ １１．８ ４４ １０４８ ３１

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ２５３０１１８ ６ １６ ９９０ ３４ １６ ２３．２ ４ １７ ８４２２ ２
１５ ２５８９４５５ ６ １５ １０１４ ３３ １５ ２０．９ １１ １６ ８０５３ ２

資料：「公害苦情調査」総務省公害等調整委員会
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（ガス販売量・億MJ） （電灯・電力使用量・万MWh）
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４１エネルギー
都市ガス販売量と電灯・電力使用量（平成１８年）

概要
「電気事業便覧」によると、平成１８年度の使用電力量のうち一般家庭用を

中心とする電灯は、１４１億 kWhでした。
「ガス事業年報」によると、平成１７年度の都市ガス販売量は６７０億MJで、

全国第７位でした。
なお、平成１８年３月末現在の需要家取付メーター数は１，２２２，９８６個で、取

付メーター数を供給区域内一般世帯数で除した供給区域内普及率は５６．７％で
した。
関東経済産業局及び東京ガス㈱の資料によると、平成１８年の家庭用都市ガ

ス販売量は２１９億MJで、月別では、１月が３１億MJで最も多く、１番少な
い月は９月の９億MJでした。
「LPガス資料年報」によると、平成１７年度の家庭業務用プロパンガスの販

売実績量は５９８，８０６tで、全国第４位でした。

※表＊１は、東京電力㈱など１０電力会社分です。
※表＊２及びグラフの都市ガス販売量は、一般ガス事業者分です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１「電気事業便覧」電気事業連合会統計委員会
＊２「ガス事業年報」資源エネルギー庁
＊３「LPガス資料年報」（株）石油化学新聞社
＊４「全国消費実態調査」総務省統計局

平成１８年度
平成１７年度
平成１７年度
平成１６年１０月末

毎年
毎年
毎年
５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

使用電力量・電灯 都市ガス販売量
LPガス・家庭
業務用プロパン
ガス販売実績

太陽熱温水器
普及率

（２人以上の世帯）

調査時点 平成１８年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１６年１０月末
単 位 １００万 kwh 順位 千MJ 順位 t 順位 ％ 順位

全 国 ２７８３１１ １３５８７５７７１０ ９６２０８１３ ９．１

北 海 道 １１６４０ ８ １９７１４７４５ １４ ３３０７０７ １０ ０．５ ４７
青 森 県 ２７９７ ３２ １２０１２７１ ４１ １４０６７４ ２３ １．７ ４６
岩 手 県 ２７８４ ３３ １５４９７４６ ４０ １１４４７８ ３１ ６．３ ３３
宮 城 県 ４７５０ １６ ９７７６１３０ ２０ ２０７２３６ １５ ４．０ ３７
秋 田 県 ２２８４ ４０ ２５４６３９７ ３４ ８９７２７ ３６ ２．６ ４４

山 形 県 ２４６７ ３７ ２７０４７５７ ３３ ９６７１８ ３５ ３．８ ３９
福 島 県 ４１６８ ２２ ３２６２８３１ ２９ １８３４６３ １８ ７．５ ２９
茨 城 県 ６０７８ １３ １３４４３６２１ １８ ２５５１５０ １１ １０．０ ２６
栃 木 県 ４２０３ ２０ ５９７７００１ ２４ １３５９４８ ２４ １１．２ ２５
群 馬 県 ４３７４ １９ １４１１９１９３ １６ ２０９５５７ １４ １５．０ １７

埼 玉 県 １４１４４ ５ ６７００４１６１ ７ ５９８８０６ ４ ６．７ ３０
千 葉 県 １２２３６ ７ １１３２５３２３３ ５ ３９２６５０ ７ ５．９ ３５
東 京 都 ２９５７９ １ ２５９２５８２７４ １ ８７６９０３ １ ２．０ ４５
神奈川県 １７８３７ ３ １４３９９９３８０ ３ ６２１９４７ ３ ３．６ ４０
新 潟 県 ５０４０ １４ ２７０５０５１１ １１ １２７４４５ ２５ ３．６ ４０

富 山 県 ２６９４ ３４ ３２３１３５９ ３０ １００６０１ ３３ ３．０ ４３
石 川 県 ２９０５ ３０ １９５２７６７ ３６ １２４３４０ ２６ ４．６ ３６
福 井 県 ２１１１ ４１ ８３０２５８ ４６ ６８５７８ ４０ ６．６ ３１
山 梨 県 １９７３ ４２ ２８５９７８４ ３２ ５１３９８ ４２ １３．９ １９
長 野 県 ４９６９ １５ ７９４４５６７ ２２ １４８１１９ ２０ １２．６ ２３

岐 阜 県 ４５９５ １８ ９０１９２６９ ２１ ２１３８８３ １３ １７．０ １３
静 岡 県 ８１５７ １０ ３６１６７６１５ ９ ４４７８００ ６ １３．０ ２２
愛 知 県 １５７７３ ４ １２６４９１４３９ ４ ７１１０４０ ２ ９．６ ２７
三 重 県 ４１６９ ２１ １９０３２９２７ １５ １４１２６９ ２２ １３．５ ２０
滋 賀 県 ３１６９ ２８ ２０７６６６１２ １３ ８２２０５ ３７ １３．４ ２１

京 都 府 ６２５０ １２ ４６９６７２４５ ８ ７２５８９ ３９ ６．２ ３４
大 阪 府 ２０２１４ ２ １９３９２６４７８ ２ ３４２８２６ ８ ３．９ ３８
兵 庫 県 １２６０２ ６ ９０４４２３９６ ６ ３３５５９６ ９ ６．５ ３２
奈 良 県 ３１９１ ２７ １３４４４７０８ １７ ４２６６５ ４５ ８．３ ２８
和歌山県 ２６１２ ３６ １０９３５９６９ １９ ４９１３８ ４３ １４．８ １８

鳥 取 県 １３９７ ４７ ９８７２７０ ４３ ３３１０８ ４７ ２２．７ ７
島 根 県 １７３１ ４６ ８２１０７６ ４７ ６８４４０ ４１ ２５．４ ５
岡 山 県 ４６４４ １７ ５０７２２４７ ２６ １９５０６６ １７ １７．５ １２
広 島 県 ６７６３ １１ ２０９１５６７１ １２ ２１５８７１ １２ １５．１ １６
山 口 県 ３４２５ ２５ ７３０２１３２ ２３ １１５０９８ ３０ １５．５ １５

徳 島 県 １９３０ ４３ １０９８４３６ ４２ ４１１１４ ４６ １７．０ １３
香 川 県 ２４１５ ３８ ２０９０６４１ ３５ １２１６８１ ２７ ２１．１ ８
愛 媛 県 ３３４４ ２６ １６３２７１０ ３８ １４１２８４ ２１ １９．７ １０
高 知 県 １８１０ ４５ ９７０８７０ ４５ ４５２９８ ４４ ２７．４ ３
福 岡 県 １０８４３ ９ ２８３３９９４０ １０ ４４８５９０ ５ １２．２ ２４

佐 賀 県 １８５７ ４４ １５７１４８２ ３９ ９９６４５ ３４ ２６．３ ４
長 崎 県 ３０４７ ２９ ４４１１１４８ ２７ １１６９８０ ２９ １７．７ １１
熊 本 県 ３８０１ ２３ ３６４５３８３ ２８ １０９０３７ ３２ ３２．８ ２
大 分 県 ２６４５ ３５ ３２２７８４６ ３１ １５２２０１ １９ ２４．９ ６
宮 崎 県 ２４１５ ３８ １６３９０３６ ３７ ８０２８４ ３８ ３８．８ １

鹿児島県 ３５９５ ２４ ５１７４２４１ ２５ ２０３５４０ １６ ２０．６ ９
沖 縄 県 ２８８１ ３１ ９８２９３７ ４４ １２０１２０ ２８ ３．６ ４０

埼 玉 県 の
年別データ

１７ １４４８７ ５ １６ ６２２３３３５７ ７ １６ ５９８５６１ ４ １１ ９．３ ３０
１６ １４１１３ ５ １５ ６０３６４５５０ ７ １５ ５９７７３８ ３ ６ １１．４ ３０

資料：関東経済産業局、東京ガス㈱、東京電力㈱
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４２運輸
主な駅の１日当たりの乗車人数（平成１８年度）

概要
「旅客地域流動調査」によると、平成１７年度の JR旅客輸送人員は、前年

度より５８９万人増加して５億６，２０４万人（定期の旅客３億８，４９８万人、定期外の
旅客１億７，７０６万人）でした。
また、民間鉄道の旅客輸送人員は、前年度より１５４万人増加して５億６，６６１

万人（定期の旅客３億６，８５５万人、定期外の旅客１億９，８０６万人）でした。
東日本旅客鉄道㈱、東武鉄道㈱、西武鉄道㈱、秩父鉄道㈱、埼玉新都市交

通㈱、埼玉高速鉄道㈱の各鉄道会社の資料によると、平成１８年度の県内各駅
の１日当たりの乗車人数は、大宮駅が３１６，５５３人と他の駅を大きく引き離し、
以下、川越駅９６，２６２人、川口駅７８，８７４人でした。
「陸運統計要覧」によると、平成１７年度のバス輸送人員は、前年度より１８５

万人増加して２億５，２６５万人でした。
また、自動車貨物輸送トン数は、前年度より３９５万 t減少して２億７８２万 t

でした。

※グラフ中、大宮、川越、久喜、熊谷、東川口の各駅の乗車人数は、複数の
鉄道会社の同名駅の乗車人数を合計して算出しました。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「旅客地域流動調査」国土交通省
＊３４「陸運統計要覧」国土交通省

平成１７年度
平成１７年度

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

旅客輸送人員
（JR）

旅客輸送人員
（民鉄）

自動車旅客
輸送人員（バス）

自動車貨物
輸送トン数

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度
単 位 千人 順位 千人 順位 千人 順位 千 t 順位

全 国 ８５０６２８９．８ １３２７９９５８．０ ５８８８７５４ ４８２４６６０

北 海 道 １２４２８６．１ １１ ２１９９９４．０ １０ ３０５７６１ ５ ４２５２８９ １
青 森 県 １３２５８．９ ３８ ４４６２．１ ３４ ６７４１６ ２２ ７１２４４ ２６
岩 手 県 ２２３９３．２ ２６ ５５５３．９ ３３ ５４６５７ ２６ ６７５０５ ２７
宮 城 県 ９７８７０．２ １５ ５６２０４．７ １４ １０４５４１ １５ １１６７８２ １３
秋 田 県 １６４６０．７ ３４ ８９０．０ ４２ ３８３９８ ３４ ４６７３３ ３８

山 形 県 １６３４７．６ ３６ ８１３．０ ４３ ３５４８９ ３５ ５２８３４ ３４
福 島 県 ３８３８６．０ ２１ ５５９９．４ ３２ ６９５１１ ２１ １０４２２７ １６
茨 城 県 ９９２５１．０ １４ ２２７１６．３ １８ ８９８０９ １６ １４０５１５ １１
栃 木 県 ４８２８３．２ １９ １７４６６．７ ２１ ５７５２６ ２５ ８６０９３ ２２
群 馬 県 ３３２９４．０ ２４ １５４７５．９ ２３ ４７０８０ ３１ ８９９７０ ２０

埼 玉 県 ５６２０４９．５ ５ ５６６６１１．８ ６ ２５２６４８ ９ ２０７８２１ ６
千 葉 県 ６９０１３７．２ ４ ５３８２２９．５ ７ ２８５１３５ ６ １７２０４０ １０
東 京 都 ３１５４６７７．２ １ ５５６３７４６．０ １ ７９７６９４ １ ２１８２９３ ３
神奈川県 ９６５９３５．９ ２ １５６０８２７．８ ３ ７０７８９３ ２ ２０８６６５ ５
新 潟 県 ６０７８７．３ １７ ３３１１．０ ３７ １１１８７０ １４ １１４５７８ １４

富 山 県 ２０９９０．２ ２８ １４０２０．９ ２４ ２９５４１ ３７ ６０３６９ ２９
石 川 県 ２０３０５．６ ３１ ３６５０．０ ３６ ５３４２５ ２７ ５６２４１ ３２
福 井 県 １０７００．１ ４２ ４４２７．０ ３５ ２３９６０ ４１ ３７９５８ ４２
山 梨 県 ２０６９６．１ ３０ ２８１３．０ ３８ ２１５４１ ４３ ３０６９９ ４５
長 野 県 ４８５３９．６ １８ ２２６１３．２ １９ ７６６０６ １９ １００４５３ １８

岐 阜 県 ４４２３４．８ ２０ ２８９８３．５ １６ ６４１６３ ２４ １０７５５５ １５
静 岡 県 １２６９４８．７ １０ ４１５４４．０ １５ １４５７６８ １１ １７９４５５ ８
愛 知 県 ２１６８１３．１ ７ ８３７３５９．５ ４ ２５９３６２ ８ ２７６２８０ ２
三 重 県 １１４５９．０ ３９ ７８２１２．４ １２ ６５８６２ ２３ ９００７７ １９
滋 賀 県 １０３６１４．９ １３ １７８４９．８ ２０ ４２２６６ ３３ ５１４６５ ３５

京 都 府 １５７９９６．１ ９ ３６６００６．２ ８ １９９８０２ １０ ７５８０２ ２４
大 阪 府 ７４７１０５．４ ３ ２０９９０００．５ ２ ３７５６４６ ３ ２１１２６２ ４
兵 庫 県 ３８７５７１．８ ６ ６０７６３９．１ ５ ２７２５９７ ７ １７６１２１ ９
奈 良 県 ３５４５９．７ ２３ １４５３４４．２ １１ ８１５４８ １７ ４５２２１ ４０
和歌山県 ２５７０１．７ ２５ １２９６０．５ ２７ ２７９９４ ３９ ３６２８８ ４３

鳥 取 県 １１０６６．９ ４１ １０５３．８ ４０ １８３１８ ４５ ２５３３６ ４７
島 根 県 ６８３８．４ ４５ １４８１．０ ３９ ２１３４０ ４４ ３０２０１ ４６
岡 山 県 ６３３６２．８ １６ ６１３５．２ ３１ ５２８２６ ２９ １０３０４５ １７
広 島 県 １２３６４３．９ １２ ６７６４０．１ １３ １４２９４６ １２ １２５５００ １２
山 口 県 ３６５４０．１ ２２ ３２１．０ ４４ ５０８２７ ３０ ６１７０５ ２８

徳 島 県 １０１７２．５ ４３ ６１．０ ４７ ２２９７１ ４２ ４０１７１ ４１
香 川 県 １７５９８．４ ３３ １２９９７．０ ２６ １７９６７ ４６ ５８４０５ ３０
愛 媛 県 １１２７６．０ ４０ １７３３５．０ ２２ ３２３００ ３６ ７５５９０ ２５
高 知 県 ５８９５．２ ４６ ８１３５．０ ３０ １６６０２ ４７ ３５６１０ ４４
福 岡 県 １９８８１７．９ ８ ２３７６９５．６ ９ ３２９３２５ ４ １９２０３８ ７

佐 賀 県 １６４４３．５ ３５ １０４５．７ ４１ ２７５７６ ４０ ４５５１４ ３９
長 崎 県 １４５７８．９ ３７ ２４５７２．７ １７ １１５００２ １３ ４７４２０ ３７
熊 本 県 １７６５５．９ ３２ １２１６２．０ ２８ ６９９６１ ２０ ８０８３４ ２３
大 分 県 ２１００８．４ ２７ １７４．０ ４５ ４２２８４ ３２ ５２８５９ ３３
宮 崎 県 ８９３４．２ ４４ １７１．０ ４６ ２９４９６ ３８ ５６３２９ ３１

鹿児島県 ２０９０２．０ ２９ １１５３２．０ ２９ ８０１０５ １８ ８７８９８ ２１
沖 縄 県 － － １３１２０．０ ２５ ５３３９９ ２８ ４８３７０ ３６

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ５５６１５４．８ ５ １６ ５６５０６９．７ ６ １６ ２５０８０３ ９ １６ ２１１７６６ ５
１５ ５５２８６８．５ ５ １５ ５６６３８９．７ ６ １５ ２５０９２９ ９ １５ ２２１４６１ ５

資料：東日本旅客鉄道�、東武鉄道�、西武鉄道�、秩父鉄道�、埼玉新都市交通�、埼玉高速鉄道�

Ⅳ くらしと生活環境 Ⅳ くらしと生活環境
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４３通信
利用形態別のインターネット利用者率（平成１８年）

概要
「テレコムデータブック２００７（TCA編）」によると、平成１７年度末の加入電

話（固定電話）加入数は、前年度より５１，２８６件減少して２，６２９，６７１件でした。
また、携帯電話契約数は、前年度より２２４，８９５件増加して４，９７７，４６９件、PHS
契約数は、平成１２年度から減少が続いていましたが、平成１７年度は前年度よ
り２４，１５６件増加して２２６，８８４件でした。
「社会生活基本調査」によると、平成１８年のインターネット利用者数は４０９

万１千人で、利用者率は前回調査（平成１３年）より１３．５ポイント上昇して６４．６
％で、東京都（７０．８％）、神奈川県（７０．７％）に次いで千葉県と同じ全国第３位
でした。利用の種類別の行動者率は、「電子メール」が５３．９％と最も高く、次
いで「情報検索及びニュース等の情報入手」が４８．４％でした。
総務省の資料によると、ブロードバンドサービス契約数は、平成１９年３月

末現在、前期の平成１８年１２月末から３か月間で約４万契約増加して１，５７６，９５７
契約でした。

※表＊２の全国値は、集計方法等の違いにより都道府県の合計値とは一致し
ません。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「テレコムデータブック２００７（TCA編）」（社）電気通信事業者協会
＊３ 「社会生活基本調査」総務省統計局
＊４ 総務省ホームページ

平成１７年度末
平成１８年１０月
平成１９年３月末

毎年
５年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

加入電話加入数 携帯電話契約数
インターネットの
利用種類別行動者率
（電子メール）

ブロードバンド
サービスの契約数

調査時点 平成１７年度末 平成１７年度末 平成１８年１０月 平成１９年３月末
単 位 件 順位 件 順位 ％ 順位 契約 順位

全 国 ５０５６２７１４ ９１７９１９４２ ４９．１ ２６４３８８６７

北 海 道 ２２３５１２０ ７ ３７１９７１１ ８ ４５．２ ２１ ９５３９８５ ９
青 森 県 ５４０９４２ ２８ ８０７４５０ ３２ ３５．０ ４７ １７６３６０ ３４
岩 手 県 ５０１１１０ ３０ ７６２８０２ ３３ ３６．９ ４３ １７５６２５ ３６
宮 城 県 ８５２１７５ １６ １６６１０７５ １４ ４６．８ １３ ４１５９０３ １４
秋 田 県 ４１９５１２ ３７ ６４１９６１ ４０ ３５．６ ４６ １５６２２１ ４０

山 形 県 ３９８１５９ ３９ ６９４４８７ ３８ ３６．１ ４４ １７４７５５ ３７
福 島 県 ７２８４４２ ２０ １２１３７５６ ２２ ３７．６ ３７ ２７４１８５ ２３
茨 城 県 １０７６９９３ １２ ２０１２７９２ １２ ４６．３ １４ ４８８３７０ １３
栃 木 県 ７２１６０１ ２１ １３４５７９１ １９ ４５．９ ２０ ３４１５５５ ２１
群 馬 県 ７６５８０８ １７ １３５３９８１ １８ ４６．２ １５ ３４２１１８ ２０

埼 玉 県 ２６２９６７１ ５ ４９７７４６９ ５ ５３．９ ４ １５７６９５７ ４
千 葉 県 ２３４２５３９ ６ ４２７９６２８ ６ ５４．７ ３ １３９２２５８ ６
東 京 都 ６２２１２３８ １ １２２６７９９８ １ ６２．４ １ ４１５８０１７ １
神奈川県 ３７０７１１３ ３ ６４２７０８１ ３ ６０．８ ２ ２３７０９５８ ２
新 潟 県 ８６６８９４ １４ １４４５１０７ １６ ４０．０ ３３ ３６４３５５ １７

富 山 県 ３８４１２３ ４０ ７２２１７７ ３６ ４３．３ ２７ ２０３２８３ ３０
石 川 県 ４２０８７７ ３６ ８２８７９０ ３１ ４６．２ １５ ２０８９４９ ２９
福 井 県 ２７９８９５ ４４ ５３８２５０ ４３ ４３．８ ２４ １４９４１１ ４２
山 梨 県 ３５０３４７ ４１ ５９０３９０ ４１ ４４．１ ２２ １５５３４５ ４１
長 野 県 ８５５１５６ １５ １４２０５５２ １７ ４３．６ ２６ ３９０６３３ １５

岐 阜 県 ７４８９１８ １８ １４６４８３１ １５ ４６．０ １７ ３５７１８１ １８
静 岡 県 １４７１４９９ １０ ２５９３３７９ １０ ４４．０ ２３ ７７１７２６ １０
愛 知 県 ２７６６１４０ ４ ５６７２５８０ ４ ５０．８ ９ １５７４８４３ ５
三 重 県 ６９３７２４ ２３ １２７４３８４ ２１ ４８．０ １１ ３６７５６１ １６
滋 賀 県 ４６７９５８ ３２ ９５７６０９ ２６ ５１．６ ８ ２７１５８９ ２４

京 都 府 １０７２１７７ １３ １９０３４５１ １３ ５３．３ ５ ５９４４４９ １１
大 阪 府 ４０８２７６０ ２ ７２０１２７７ ２ ５２．８ ６ ２１７４９１０ ３
兵 庫 県 １８７９３１９ ９ ３９２００９９ ７ ４９．５ １０ １１４９６１０ ７
奈 良 県 ５２５４６１ ２９ ９８５０９４ ２５ ５１．８ ７ ２８５９５２ ２２
和歌山県 ４２９２２０ ３５ ６７１４９０ ３９ ４０．８ ３１ １７４２６７ ３８

鳥 取 県 ２１５９１０ ４７ ３８１０４３ ４７ ４０．７ ３２ ９２５８１ ４７
島 根 県 ２７６２４６ ４５ ４５３５２３ ４６ ３８．５ ３６ １０１９７１ ４５
岡 山 県 ７４７０９７ １９ １２８９２１６ ２０ ４６．０ １７ ３４３８４５ １９
広 島 県 １１２７９３９ １１ ２１４０８６６ １１ ４６．０ １７ ５２８６８７ １２
山 口 県 ６１２４９６ ２５ ９３５７９０ ２７ ４２．６ ２９ ２５１３４０ ２６

徳 島 県 ３０９９４０ ４３ ５２０３８７ ４４ ４３．７ ２５ １３２３８１ ４３
香 川 県 ３９８５１６ ３８ ７４８６１５ ３４ ４２．２ ３０ １７６０２２ ３５
愛 媛 県 ５９９７６５ ２６ ９１５７７２ ２８ ４３．２ ２８ ２３１０８０ ２７
高 知 県 ３２７８８７ ４２ ４８５２２２ ４５ ３６．１ ４４ １０１２３３ ４６
福 岡 県 １９５４８２６ ８ ３６５７０９７ ９ ４７．４ １２ ９７２５７３ ８

佐 賀 県 ２５２９１２ ４６ ５３８９６５ ４２ ３７．２ ４１ １０７０８９ ４４
長 崎 県 ５６７１４１ ２７ ９０４６９３ ２９ ３７．６ ３７ ２０２４６０ ３１
熊 本 県 ６４９１０７ ２４ １１４０２４３ ２３ ４０．０ ３３ ２５５８３８ ２５
大 分 県 ４８０７２６ ３１ ７４６７０６ ３５ ３９．４ ３５ １９２３５３ ３２
宮 崎 県 ４４４５２５ ３４ ６９９１８７ ３７ ３７．４ ３９ １６０８５７ ３９

鹿児島県 ６９８３６２ ２２ １０３１１３５ ２４ ３７．２ ４１ ２１０１９３ ２８
沖 縄 県 ４６４４２８ ３３ ８４８０４０ ３０ ３７．３ ４０ １８７０３３ ３３

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ２６８０９５７ ５ １６ ４７５２５７４ ５ １３ ４３．７ ６１８．１２１５３７２１７ ４
１５ ２６４１０６７ ５ １５ ４２２１６５０ ５ ８ － － １７．１２１３４５６５６ ４

注）利用形態の内訳は複数回答
資料：「社会生活基本調査」総務省統計局
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 放火
（疑い含む）
29.9％

こんろ
10.0％
こんろ
10.0％

たばこ
8.7％

火遊び3.7％たき火2.9％

その他
33.1％
その他
33.1％

不明・
調査中
11.7％

不明・
調査中
11.7％

４４消防
原因別出火件数（平成１８年）

概要
「消防白書」によると、平成１８年の出火件数は、前年より２６２件減少して２，７８０
件でした。出火件数のうち、建物出火が１，５６３件と最も多く、全体の５６．２％
を占め、次いで車両出火の２８４件でした。また、り災世帯数は１，５５４世帯、り
災人員は４，１０８人でした。
火災損害額は５３億２，１９３万円で、損害額の中では、建物の損害額が５０億８，２７３

万円（焼損棟数２，１５７棟）で、全体の９５．５％を占めています。
県消防防災課の資料によると、平成１８年の原因別出火件数は、放火（放火

の疑い含む）が８３１件と全体の２９．９％（前年３０．２％）を占め、以下、こんろ２７８
件、たばこ２４３件でした。
「消防白書」によると、平成１８年の救急自動車による救急出場件数は、前

年より３，３８０件減少して２６９，１８５件でした。出場原因としては、急病が１５９，９５８
件と最も多く、以下、交通事故３７，４６３件、一般負傷３２，７４５件、転院搬送１９，９２７
件でした。
また、救助活動件数は１，９８８件で、その救助活動による救助人員は１，５２２人

でした。救助活動件数で最も多いのは火災の６２０件（救助人員１０７人）で、以下、
交通事故６０６件（同６７２人）、建物等による事故３１８件（同２９６人）でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「消防白書」消防庁 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

出火件数 火災損害額
救急自動車
救急出場件数

救助活動件数

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 件 順位 千円 順位 件 順位 件 順位

全 国 ５３２７６ １１４２２８９０６ ５２３７７１６ ５３６１９

北 海 道 ２４７７ ７ ４３９５５６６ ７ ２１９６１４ ８ ２０４４ ５
青 森 県 ６１９ ２８ ２３７８２５８ １６ ４１２９７ ３５ ４４１ ２９
岩 手 県 ４６４ ３５ １９７２０００ ２２ ４２９７４ ３３ ４１６ ３１
宮 城 県 ９４２ １８ ２３８６４５１ １５ ８４２６４ １４ ６８２ １７
秋 田 県 ３８６ ４１ １９３４４７２ ２４ ３６４４５ ３７ ４７１ ２６

山 形 県 ４４２ ３７ １５５１５７８ ３０ ３８１０１ ３６ ２９４ ３７
福 島 県 ９５９ １７ ２２７９６３６ １７ ７０３６９ ２１ ５８５ ２３
茨 城 県 １５３６ １０ ４２５８２２５ ９ １０４８８４ １３ ９８６ １１
栃 木 県 ９９０ １５ １９４４００９ ２３ ６７３４１ ２３ ６４２ ２０
群 馬 県 ９０１ １９ ２２０７４１２ １８ ７３７０９ １７ ７０４ １６

埼 玉 県 ２７８０ ５ ５３２１９３０ ４ ２６９１８５ ５ １９８８ ６
千 葉 県 ２３１０ ８ ４３２７４３８ ８ ２５６６０７ ６ １５４３ ８
東 京 都 ６００７ １ ８９４８２０８ １ ６９５１４０ １ １８２９２ １
神奈川県 ２８３０ ４ ４２５８０１９ １０ ３８４８７９ ３ ２４２８ ３
新 潟 県 ７４２ ２３ ２９６３５４４ １２ ８２２０７ １５ ６１６ ２２

富 山 県 ２１３ ４７ ８１１０９７ ４３ ３３００３ ４２ ２７２ ４１
石 川 県 ３２２ ４３ １６６４９９０ ２９ ３４２１６ ４０ ２８９ ４０
福 井 県 ２５４ ４６ ８４１６４８ ４２ ２３４５６ ４６ ２１１ ４６
山 梨 県 ４５６ ３６ １２８７１３７ ３５ ３３０６６ ４１ ２９１ ３８
長 野 県 １０４９ １４ ２０７４０９３ ２０ ７８８７６ １６ ７４９ １５

岐 阜 県 ９８９ １６ １８２６８４６ ２５ ７３２７０ １８ ６１９ ２１
静 岡 県 １４７５ １１ ４８２１２１１ ６ １３６５１０ １０ １４４４ ９
愛 知 県 ３３２８ ３ ５７６５５３４ ２ ２８０６５９ ４ ２０６３ ４
三 重 県 ８９２ ２０ ２１１１６２５ １９ ７０３６２ ２２ ６６６ １９
滋 賀 県 ５１３ ３１ ２７３９６１７ １３ ５１３８６ ３０ ３８５ ３３

京 都 府 ６８６ ２５ １４６６５７９ ３２ １１７４８９ １１ ８４５ １３
大 阪 府 ３３７５ ２ ５３４４５００ ３ ４９７９６０ ２ ２７７１ ２
兵 庫 県 ２５４９ ６ ５１６９２６１ ５ ２２３００４ ７ １９０１ ７
奈 良 県 ４８４ ３３ １６８２５０４ ２８ ５５９６１ ２７ ４７３ ２５
和歌山県 ４９９ ３２ １０７０５６３ ３９ ４５３０５ ３１ ４４０ ３０

鳥 取 県 ２６４ ４４ ７７２５７２ ４４ ２１７１７ ４７ １９７ ４７
島 根 県 ３７４ ４２ ６４５７２４ ４５ ２５５３２ ４５ ２４７ ４３
岡 山 県 ８２７ ２１ ２０１６０８８ ２１ ７１７１６ １９ ６６７ １８
広 島 県 １２９６ １２ ２４２２５６０ １４ １１２２４９ １２ ８８６ １２
山 口 県 ７１３ ２４ １７４５１５８ ２７ ６２７６７ ２５ ５８０ ２４

徳 島 県 ２５８ ４５ ５７５２８１ ４６ ２７９６４ ４４ ２２９ ４５
香 川 県 ４４１ ３８ １５２６５０９ ３１ ４１３８０ ３４ ２９０ ３９
愛 媛 県 ５８０ ２９ １２１７７９３ ３７ ５７４１６ ２６ ４４５ ２８
高 知 県 ４３７ ３９ １０２７３４５ ４１ ３５４６３ ３８ ２７０ ４２
福 岡 県 ２０４３ ９ ４１２７６１３ １１ ２０７６４４ ９ １２９７ １０

佐 賀 県 ４１４ ４０ １１１７５３１ ３８ ２９７１０ ４３ ３４３ ３５
長 崎 県 ６５７ ２６ １０６７７８９ ４０ ５２１６７ ２９ ３４１ ３６
熊 本 県 ７７９ ２２ １２８９９４６ ３４ ７０９５４ ２０ ８０１ １４
大 分 県 ５４８ ３０ １２４７５３４ ３６ ４３４４７ ３２ ４０７ ３２
宮 崎 県 ６３３ ２７ １３１１３１２ ３３ ３４９３０ ３９ ２４７ ４３

鹿児島県 １０７２ １３ １７５２５６５ ２６ ６６８４２ ２４ ４５２ ２７
沖 縄 県 ４７１ ３４ ５６１６３５ ４７ ５４２７９ ２８ ３６９ ３４

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ３０４２ ４ １７ ６８９５７０３ ５ １７ ２７２５６５ ５ １７ １７９５ ７
１６ ３３０３ ５ １６ ７３０７３５０ ２ １６ ２５６４９１ ５ １６ １７４１ ７

資料：県消防防災課
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送致・告知件数
319,849件

最高速度
25.9％

一時停止
16.0％
一時停止
16.0％

駐停車
11.6％

通行禁止
9.7％
通行禁止
9.7％
通行禁止
9.7％

飲酒運転
1.6％

整備不良
1.3％

無免許
0.7％

その他
33.2％
その他
33.2％

４５交通事故
道路交通法違反行為別の送致・告知件数構成比（車両等の違反）（平成１８年）

概要
「平成１８年の犯罪」によると、平成１８年に発生した交通事故（人身事故）は、

４８，２５９件、死者２６５人、負傷者５９，４２７人でした。前年より事故件数は５，３０５件、
死者は５７人、負傷者は６，５３１人減少しました。
また、道路交通法違反による送致・告知件数（車両等の違反）は３１９，８４９件

（点数切符を除く）で、そのうち最も多いのは最高速度違反の８２，８４１件、以下、
一時停止違反５１，１９３件、駐停車違反３６，９７１件でした。
「交通年鑑」によると、平成１８年１２月末現在の運転免許保有者数は、前年

より３１，１８８人増加して４，４０４，２１９人でした。男女別では、男性が５８．５％、女
性が４１．５％で、男女の保有率の差は年々縮小しています。
「陸運統計要覧」によると、平成１８年３月３１日現在の保有自動車数は、前

年より３７，１６９台増加して３，８８５，６１０台でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「平成１８年の犯罪」警察庁ホームページ
＊３ 「交通年鑑」県警察本部
＊４ 「陸運統計要覧」国土交通省

平成１８年
平成１８年１２月末
平成１８年３月３１日

毎年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

交通事故
発生件数

交通事故
死者数

運転免許保有者数 保有自動車数

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年１２月末 平成１８年３月３１日
単 位 件 順位 人 順位 人 順位 両 順位

全 国 ８８６８６４ ６３５２ ７９３２９８６６ ７８９９２０６０

北 海 道 ２６９６７ １０ ２７７ ２ ３３５０５４０ ８ ３７３１７３４ ６
青 森 県 ７４３９ ３７ ６８ ３５ ８６７９３８ ２９ ９９９７８９ ２７
岩 手 県 ５４１６ ４２ ７６ ３０ ８３９３６３ ３１ ９８６２０８ ２８
宮 城 県 １３６３２ １９ １１６ ２２ １４７６２１１ １５ １５７７２０６ １８
秋 田 県 ４７２０ ４４ ７４ ３１ ６９８９５１ ３８ ８３０４２１ ３８

山 形 県 ８８５８ ３１ ５７ ４５ ７７９３２３ ３３ ９２５９９８ ３１
福 島 県 １３６２７ ２０ １３６ １９ １３１１２６９ ２０ １５６９７２５ １９
茨 城 県 ２２３９６ １２ ２３９ １１ １９９０７９４ １１ ２４１９６７６ １１
栃 木 県 １５０１１ １６ １７７ １２ １３６１８５９ １９ １６２８４２４ １７
群 馬 県 ２２７５８ １１ １４９ １７ １３８４３０１ １８ １７２９７３２ １５

埼 玉 県 ４８２５９ ６ ２６５ ４ ４４０４２１９ ５ ３８８５６１０ ４
千 葉 県 ３３８３４ ９ ２６６ ３ ３７９８５９３ ６ ３４３０４４１ ７
東 京 都 ７４２８７ １ ２６３ ５ ７１１４８６８ １ ４６３８２７９ ２
神奈川県 ５４５６２ ４ ２４０ １０ ５３２２３９２ ２ ４００１６０８ ３
新 潟 県 １３９０３ １７ １６１ １５ １５６６４７６ １４ １７９６８５０ １４

富 山 県 ７３０８ ３８ ７３ ３２ ７３５６２４ ３７ ８７６７８３ ３５
石 川 県 ７９４８ ３５ ６５ ３７ ７５０６６８ ３６ ８６７８８２ ３６
福 井 県 ４６８０ ４５ ６４ ３８ ５３０２９９ ４４ ６４２９２２ ４２
山 梨 県 ７０８２ ３９ ６１ ４２ ５８８４８９ ４１ ７３０１１７ ４１
長 野 県 １３１２１ ２２ １２８ ２０ １４７４０４０ １６ １８５８６１５ １２

岐 阜 県 １３８８１ １８ １５５ １６ １３９４９７０ １７ １６５９５０７ １６
静 岡 県 ３９４９１ ８ ２４２ ８ ２５１１２９５ １０ ２７９０８７０ １０
愛 知 県 ５８００５ ３ ３３８ １ ４７４２２２９ ４ ４９１１０７０ １
三 重 県 １３１２３ ２１ １６７ １３ １２３２０１７ ２２ １４４５５１２ ２１
滋 賀 県 １０００５ ２８ １０２ ２６ ９０２１１７ ２８ ９６４１５７ ２９

京 都 府 １８３４６ １５ １２１ ２１ １５７１９５３ １３ １３７６８９５ ２２
大 阪 府 ６２８３３ ２ ２５５ ７ ４９５３４３４ ３ ３８０８９４８ ５
兵 庫 県 ４１２７７ ７ ２５６ ６ ３３６５２０５ ７ ２９６２７６７ ９
奈 良 県 ８０６３ ３４ ６６ ３６ ９０３４２１ ２７ ８３７９４５ ３７
和歌山県 ８１０３ ３３ ６９ ３３ ６９３１３３ ３９ ７４６５０５ ４０

鳥 取 県 ２８７８ ４６ ３９ ４７ ３８２５３５ ４７ ４５６１０７ ４７
島 根 県 ２７８０ ４７ ４６ ４６ ４６３９５７ ４６ ５４４２８１ ４６
岡 山 県 ２０１２４ １４ １４４ １８ １２７２０９０ ２１ １４７４３６２ ２０
広 島 県 ２０９６０ １３ １６５ １４ １８１３７９０ １２ １８２９４２５ １３
山 口 県 ９１８９ ２９ １０８ ２４ ９３５８６９ ２５ １０６３２９３ ２５

徳 島 県 ６４９４ ４１ ６３ ３９ ５３４５４４ ４３ ６１５７１２ ４４
香 川 県 １２９０２ ２４ ９６ ２８ ６７２３４４ ４０ ７５３９９３ ３９
愛 媛 県 １０８８１ ２６ １０１ ２７ ９３５４４０ ２６ １００５１０９ ２６
高 知 県 ４８３１ ４３ ５８ ４４ ５０４９８８ ４５ ５６５１３１ ４５
福 岡 県 ５０８９０ ５ ２４１ ９ ３１１３２０３ ９ ３１６１０６４ ８

佐 賀 県 ８９３２ ３０ ６９ ３３ ５５６３３０ ４２ ６３９２０８ ４３
長 崎 県 ８１７５ ３２ ５９ ４３ ８５６７６０ ３０ ９１６９０３ ３２
熊 本 県 １３０６０ ２３ １０７ ２５ １１７４３６３ ２３ １２９６７０７ ２４
大 分 県 ７６４０ ３６ ６２ ４０ ７６９２０６ ３４ ８８０１９９ ３４
宮 崎 県 １００９０ ２７ ９６ ２８ ７６３７２６ ３５ ９０３９１１ ３３

鹿児島県 １１４５０ ２５ １１０ ２３ １１２６２１８ ２４ １３１２２７７ ２３
沖 縄 県 ６６５３ ４０ ６２ ４０ ８３８５１２ ３２ ９４２１８２ ３０

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ５３５６４ ５ １７ ３２２ ２ １７ ４３７３０３１ ５ １７ ３８４８４４１ ４
１６ ５２８１４ ５ １６ ３０５ ５ １６ ４３３７７９２ ５ １６ ３８０２８４３ ４

注）点数切符を除く。
資料：「平成１８年の犯罪」警察庁
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（件数・万件　人員・万人）

認知件数 検挙件数 検挙人員 うち）犯罪少年検挙人員 検挙率
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４６犯罪
刑法犯認知件数・検挙状況

概要
「犯罪統計」によると、平成１８年の刑法犯認知件数（道路上の交通事故に係

る業務上（重）過失致死傷罪及び危険運転致死傷罪を除く）は、平成１０年から
増加が続きましたが、平成１７年に減少に転じ、平成１８年は１３６，６５１件で前年
より２０，３９６件減少し全国第４位でした。
罪種別では、窃盗犯が１０２，６４３件（前年比１８，４９４件減）で全体の７５．１％を占

め、以下粗暴犯４，４１４件、知能犯３，６２３件、凶悪犯７１６件、風俗犯６６３件でした。
刑法犯罪検挙件数は、前年より２，８９９件増加して３４，０６０件で全国第６位で

した。罪種別では、窃盗犯が２０，５３２件で全体の６０．３％を占め、以下、粗暴犯
２，６１１件、知能犯９３４件、凶悪犯４８１件、風俗犯３４０件でした。
刑法犯検挙人員は、前年より６６６人増加して２０，２５５人でした。そのうち少

年は、６，６２６人でした。
検挙率は、前年より５．１ポイント上昇して２４．９％でした。

検挙率
検挙件数（解決事件を含む）÷認知件数×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「犯罪統計資料」警察庁ホームページ 平成１８年 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

刑法犯認知件数 刑法犯検挙件数 刑法犯検挙人員 刑法犯検挙率

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 件 順位 件 順位 人 順位 ％ 順位

全 国 ２０５０８５０ ６４０６５７ ３８４２５０ ３１．２

北 海 道 ６５４１７ ９ ２３０３６ ９ １３４８５ ９ ３５．２ ２９
青 森 県 １３０１８ ３２ ４３９３ ３６ ３２４２ ３０ ３３．７ ３２
岩 手 県 １００９０ ３９ ４１９５ ３７ ２６７７ ３６ ４１．６ １５
宮 城 県 ３１６９８ １７ ９４１０ １８ ５５８５ １６ ２９．７ ３９
秋 田 県 ７５７１ ４４ ４０７１ ３８ ２２８７ ４０ ５３．８ ３

山 形 県 ９２１４ ４２ ４０２４ ３９ ２５４２ ３８ ４３．７ １０
福 島 県 ２２３９５ ２２ ８１９１ ２２ ５１６６ １８ ３６．６ ２３
茨 城 県 ４７１８３ １２ １７０３１ １０ ６６２２ １３ ３６．１ ２５
栃 木 県 ３３０５９ １４ ９２５８ １９ ５４４７ １７ ２８．０ ４１
群 馬 県 ３２０６０ １６ １０８２９ １５ ４１４４ ２５ ３３．８ ３１

埼 玉 県 １３６６５１ ４ ３４０６０ ６ ２０２５５ ４ ２４．９ ４４
千 葉 県 １１５７００ ６ ３８１２２ ４ １９８９５ ６ ３２．９ ３３
東 京 都 ２４４６１１ １ ８９５４９ １ ５８７７５ １ ３６．６ ２３
神奈川県 １２２７０３ ５ ４７３４２ ２ ３１４４７ ２ ３８．６ ２１
新 潟 県 ２６１２６ ２０ ８１８３ ２３ ５７１２ １５ ３１．３ ３６

富 山 県 １１３６４ ３５ ３５７３ ４５ ２４３２ ３９ ３１．４ ３５
石 川 県 １２５２４ ３３ ５２０８ ３２ ２９５７ ３４ ４１．６ １５
福 井 県 ７４２２ ４５ ３５４６ ４６ １６７０ ４６ ４７．８ ６
山 梨 県 ９５４７ ４１ ３９３１ ４０ ２０４７ ４２ ４１．２ １７
長 野 県 ２２９０２ ２１ ９６６９ １６ ４９４７ １９ ４２．２ １２

岐 阜 県 ３２８６４ １５ ９２３６ ２０ ４７５１ ２０ ２８．１ ４０
静 岡 県 ５０２２１ １１ １５０８４ １１ ９０３８ １１ ３０．０ ３８
愛 知 県 １５７３８２ ３ ３２１６６ ７ １９９４６ ５ ２０．４ ４６
三 重 県 ２８１０３ １９ １１２３３ １４ ４１８９ ２３ ４０．０ １８
滋 賀 県 １７９６９ ２６ ６４８４ ２８ ２６３９ ３７ ３６．１ ２５

京 都 府 ５４９３２ １０ １４９７８ １２ ９９４１ １０ ２７．３ ４２
大 阪 府 ２３２４５１ ２ ３９１９２ ３ ３０５３１ ３ １６．９ ４７
兵 庫 県 １１３３２０ ７ ２９２３８ ８ １９０３７ ８ ２５．８ ４３
奈 良 県 １８８９５ ２５ ８８０５ ２１ ３７９３ ２６ ４６．６ ８
和歌山県 １６０２６ ２９ ３８９７ ４２ ３０３０ ３３ ２４．３ ４５

鳥 取 県 ６８３８ ４６ ３８６２ ４３ １７３４ ４５ ５６．５ １
島 根 県 ６７８２ ４７ ３３０５ ４７ １６１０ ４７ ４８．７ ４
岡 山 県 ３１６３２ １８ ９５２５ １７ ６１２３ １４ ３０．１ ３７
広 島 県 ３５０２２ １３ １１３５０ １３ ７８５６ １２ ３２．４ ３４
山 口 県 １６３２８ ２８ ７３１８ ２６ ４３１８ ２２ ４４．８ ９

徳 島 県 ９１１１ ４３ ３８４３ ４４ ２０３６ ４３ ４２．２ １２
香 川 県 １４６４０ ３０ ５１９３ ３３ ３１７１ ３１ ３５．５ ２８
愛 媛 県 １９００１ ２４ ７９７７ ２４ ３７３２ ２７ ４２．０ １４
高 知 県 １０９５２ ３８ ３９０５ ４１ ２１８６ ４１ ３５．７ ２７
福 岡 県 １０２１０１ ８ ３５３７２ ５ １９７１２ ７ ３４．６ ３０

佐 賀 県 ９６６０ ４０ ４６３６ ３５ １７６２ ４４ ４８．０ ５
長 崎 県 １１１４８ ３７ ６１２５ ２９ ３６７６ ２８ ５４．９ ２
熊 本 県 ２００５４ ２３ ７６４１ ２５ ４７１１ ２１ ３８．１ ２２
大 分 県 １１８２３ ３４ ５１１４ ３４ ２７３０ ３５ ４３．３ １１
宮 崎 県 １１３５２ ３６ ５３５９ ３１ ３１４２ ３２ ４７．２ ７

鹿児島県 １３５６５ ３１ ５４００ ３０ ３３３４ ２９ ３９．８ １９
沖 縄 県 １７４２３ ２７ ６７９８ ２７ ４１８８ ２４ ３９．０ ２０

埼 玉 県 の
年別データ

１７ １５７０４７ ４ １７ ３１１６１ ７ １７ １９５８９ ５ １７ １９．８ ４６
１６ １８１３５０ ５ １６ ３２４１３ ７ １６ １８４３３ ５ １６ １７．９ ４６

資料：「犯罪統計」県警察本部
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あれこれデータ －PART ４－

主な行動の平均時刻
平成１８年の平日における主な行動の平均時刻を都道府県別にみると、就寝時刻が最

も早いのは青森県の２２時３２分で、最も遅い東京都の２３時４０分との差は１時間８分でし
た。
また、平日の仕事からの帰宅時刻が最も遅いのは神奈川県の１９時２８分で、次いで埼

玉県、奈良県の１９時２２分でした。 総務省統計局「社会生活基本調査」

（時：分）

都道
府県

平均
起床
時刻

平均
出勤
時刻

平均
帰宅
時刻

平均
就寝
時刻

都道
府県

平均
起床
時刻

平均
出勤
時刻

平均
帰宅
時刻

平均
就寝
時刻

全 国 ６：３９ ８：２８１８：５８２３：１６ 三 重 県 ６：３４ ８：２３１８：５０２３：０７

北 海 道 ６：３８ ８：３５１８：４９２３：０４ 滋 賀 県 ６：４５ ８：３３１９：０４２３：２５

青 森 県 ６：２２ ８：０５１８：３１２２：３２ 京 都 府 ６：５１ ８：５２１９：０５２３：３７

岩 手 県 ６：２２ ８：２０１８：３３２２：３７ 大 阪 府 ６：４８ ８：３０１８：５４２３：３１

宮 城 県 ６：４３ ８：２９１９：００２３：１０ 兵 庫 県 ６：４７ ８：４４１９：１７２３：２６

秋 田 県 ６：２９ ８：２４１８：４５２２：４２ 奈 良 県 ６：３７ ８：２９１９：２２２３：２０

山 形 県 ６：３８ ８：２５１８：３７２２：４６ 和歌山県 ６：３３ ８：１３１８：１６２３：０１

福 島 県 ６：２４ ８：２３１８：４２２２：５０ 鳥 取 県 ６：３６ ８：３７１８：３９２３：０６

茨 城 県 ６：２８ ８：２１１８：４４２３：０５ 島 根 県 ６：３２ ８：３２１８：３７２２：５３

栃 木 県 ６：３６ ８：３３１８：５６２３：１０ 岡 山 県 ６：３７ ８：２６１８：３９２３：０９

群 馬 県 ６：３９ ８：２６１８：４１２３：０７ 広 島 県 ６：３３ ８：１９１８：３８２３：０５

埼 玉 県 ６：４０ ８：２３１９：２２２３：２２ 山 口 県 ６：３４ ８：３８１８：５２２３：０４

千 葉 県 ６：３３ ８：１８１９：０９２３：１８ 徳 島 県 ６：３５ ８：２９１８：３９２３：０６

東 京 都 ６：５２ ８：４１１９：１８２３：４０ 香 川 県 ６：３３ ８：３０１８：４４２３：０６

神奈川県 ６：３９ ８：２０１９：２８２３：３２ 愛 媛 県 ６：３５ ８：３４１８：２７２３：０４

新 潟 県 ６：２４ ８：０９１８：２３２２：５１ 高 知 県 ６：３１ ８：２５１８：１５２２：５５

富 山 県 ６：２４ ８：１８１８：３８２２：５５ 福 岡 県 ６：４５ ８：３７１９：１１２３：３０

石 川 県 ６：２７ ８：１９１８：４９２３：０５ 佐 賀 県 ６：３４ ８：１９１８：３９２３：０５

福 井 県 ６：２８ ８：１８１８：３８２２：５９ 長 崎 県 ６：３４ ８：２９１８：５１２３：０６

山 梨 県 ６：３６ ８：３２１８：５１２３：０４ 熊 本 県 ６：３５ ８：１５１８：２５２２：５８

長 野 県 ６：３０ ８：２０１８：４２２３：０２ 大 分 県 ６：３５ ８：３６１８：３３２２：５８

岐 阜 県 ６：３０ ８：０４１８：４５２３：０９ 宮 崎 県 ６：２９ ８：２３１８：２２２２：５２

静 岡 県 ６：３１ ８：２６１８：４８２３：０８ 鹿児島県 ６：３２ ８：３０１８：４４２２：５９

愛 知 県 ６：３７ ８：３４１９：０９２３：２４ 沖 縄 県 ６：５０ ８：５８１９：０５２３：２２
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４７労働力
年代別労働力率（各年１０月１日）

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の労働力人口は３，７２０，８２３人で、

前回調査（平成１２年）より１８，５５９人増加し、全国第５位でした。内訳は、男性
が２，２６５，００７人（前回調査比１．１％減少）、女性が１，４５５，８１６人（同３．２％増加）で
した。
労働力率は、総数で６３．３％となり、男性は７７．８％で全国第２位、女性は４９．０

％で全国第２７位でした。年代別では、男性は３０～５９歳の各年代でいずれも９０
％を超えています。女性は２５～２９歳の７２．０％と４５～４９歳の６９．３％を頂点とし、
３５～３９歳の５８．３％を谷とするM字カーブとなっていますが、昭和６０年や平
成１２年と比べると緩やかになっています。
就業者総数は３，５０９，１８９人で、前回調査より１９，１８７人（０．５％）減少、完全失

業者は２１１，６３４人で、同３７，７４６人（２１．７％）増加しました。
従業上の地位別就業者数のうち雇用者（「役員」を含む）は３，０７８，３９１人で、

この割合は前回調査より１．２ポイント増加し、就業者総数の８７．７％を占め、
全国第２位でした。

※表３，４及び概要中の労働力率の順位は、総務省統計局公表の順位です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

労働力人口（総数） 就業者（総数）
就業者の主な従業上の
地位別割合（雇用者）

就業者総数に占める
外国人就業者の割合

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 人 順位 人 順位 ％ 順位 ％ 順位

全 国 ６５３９９６８５ ６１５０５９７３ ８４．０ １．３

北 海 道 ２７８５７９４ ７ ２６０４２７１ ７ ８５．３ ９ ０．３ ４６
青 森 県 ７４８１２２ ２６ ６８５４０１ ２７ ７７．０ ４４ ０．３ ４７
岩 手 県 ７３４２７６ ２７ ６８８６１４ ２６ ７８．３ ３７ ０．５ ３８
宮 城 県 １１８９４９１ １６ １１０７７７３ １６ ８４．４ １２ ０．５ ３６
秋 田 県 ５８５９２１ ３８ ５４９９９４ ３８ ７８．７ ３５ ０．４ ４３

山 形 県 ６４３００８ ３２ ６１２０８９ ３２ ７８．２ ３９ ０．６ ３１
福 島 県 １０７５１１０ ２０ １０１０１２０ ２０ ８０．６ ３０ ０．６ ３２
茨 城 県 １５５２５６５ １１ １４６１５６０ １１ ８１．８ ２６ １．４ １４
栃 木 県 １０７５１５３ １９ １０１７１３９ １８ ８２．４ ２２ １．３ １６
群 馬 県 １０７６４８８ １８ １０１５５７９ １９ ８１．５ ２７ １．９ ６

埼 玉 県 ３７２０８２３ ５ ３５０９１８９ ５ ８７．７ ２ １．１ ２０
千 葉 県 ３１２３７６３ ６ ２９４８５８１ ６ ８７．１ ３ １．１ １９
東 京 都 ６２６９５９２ １ ５９１５５３３ １ ８６．６ ４ １．６ １１
神奈川県 ４５６３９３３ ２ ４３１４５３５ ２ ８９．８ １ １．３ １５
新 潟 県 １２８７５４６ １４ １２２５５７５ １４ ８２．０ ２５ ０．５ ３９

富 山 県 ６０４６５１ ３６ ５７８０５１ ３４ ８４．３ １３ １．２ １７
石 川 県 ６２５７８７ ３４ ５９６３２４ ３３ ８２．７ １９ ０．８ ２７
福 井 県 ４４２７４７ ４３ ４２３９５９ ４２ ８１．４ ２８ １．７ ９
山 梨 県 ４６９２８８ ４１ ４４４２００ ４１ ７７．２ ４３ １．５ １３
長 野 県 １２０６４３２ １５ １１５０８８０ １５ ７８．１ ４１ １．８ ８

岐 阜 県 １１２５３０９ １７ １０７１０５４ １７ ８２．７ ２０ ２．３ １
静 岡 県 ２０８５６３４ １０ １９９０６４７ １０ ８３．２ １６ ２．２ ４
愛 知 県 ３８８６２１７ ４ ３７０７８２８ ４ ８５．９ ５ ２．２ ３
三 重 県 ９６８３４３ ２２ ９２２６２２ ２２ ８４．１ １４ ２．３ ２
滋 賀 県 ７１４２１５ ３０ ６８０４７８ ２８ ８５．６ ６ ２．０ ５

京 都 府 １３２８１２２ １３ １２４８０２０ １３ ８２．５ ２１ １．６ １０
大 阪 府 ４３２６７１１ ３ ３９５４２１１ ３ ８５．５ ７ １．９ ７
兵 庫 県 ２７３２３９２ ８ ２５５３９６５ ８ ８５．４ ８ １．５ １２
奈 良 県 ６７９５５５ ３１ ６３４５４９ ３１ ８３．７ １５ ０．７ ２９
和歌山県 ５１０８９２ ４０ ４７８４７８ ４０ ７４．８ ４７ ０．６ ３５

鳥 取 県 ３２２３５６ ４７ ３０４５４８ ４７ ７９．６ ３３ ０．９ ２３
島 根 県 ３８６１１０ ４６ ３６８９５７ ４６ ７９．７ ３２ ０．８ ２４
岡 山 県 ９８４５２４ ２１ ９３２５８８ ２１ ８３．２ １７ ０．９ ２２
広 島 県 １４７１３５７ １２ １３９８４７４ １２ ８４．８ １０ １．２ １８
山 口 県 ７５４４４４ ２５ ７１６３３１ ２５ ８２．７ １８ ０．９ ２１

徳 島 県 ４０３２５７ ４４ ３７３８２５ ４４ ７７．９ ４２ ０．８ ２６
香 川 県 ５２２４５６ ３９ ４９０７７５ ３９ ８２．２ ２３ ０．８ ２５
愛 媛 県 ７２６２０１ ２９ ６７９９１５ ２９ ７９．１ ３４ ０．７ ２８
高 知 県 ４０２２３２ ４５ ３７０３９５ ４５ ７５．３ ４６ ０．５ ４１
福 岡 県 ２４８０７４７ ９ ２２９７１５４ ９ ８４．５ １１ ０．７ ３０

佐 賀 県 ４４９０９１ ４２ ４２３３７９ ４３ ７８．１ ４０ ０．５ ３７
長 崎 県 ７２６９６５ ２８ ６７９８４７ ３０ ７９．８ ３１ ０．５ ４２
熊 本 県 ９２８９３４ ２３ ８７３８７１ ２３ ７８．２ ３８ ０．５ ４０
大 分 県 ６０８８４０ ３５ ５７１６４５ ３５ ８０．８ ２９ ０．６ ３４
宮 崎 県 ５８８８５３ ３７ ５５２７３８ ３７ ７７．０ ４５ ０．４ ４４

鹿児島県 ８６９５８９ ２４ ８０９８３５ ２４ ７８．５ ３６ ０．４ ４５
沖 縄 県 ６３５８４９ ３３ ５６０４７７ ３６ ８２．０ ２４ ０．６ ３３

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ３７０２２６４ ５ １２ ３５２８３７６ ５ １２ ８６．５ ３ １２ ０．９ １８
７ ３６７４５７１ ５ ７ ３５１２９６９ ５ ７ ８５．３ ２ ７ ０．８ １７

注）労働力状態「不詳」を含む。
資料：「国勢調査」総務省統計局
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４８サラリーマン
産業大分類別常用労働者の１人平均月間現金給与総額（平成１８年、事業所規模５人以上）

概要
「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」によると、平成１８年の常用労働者１

人平均の月間現金給与総額は２９９，８８７円で、前年より２，８４８円減少しましたが、
全国第２７位でした。これを平成１２年を１００とする指数で比べると前年より１．０
％減少しています。
総実労働時間は１４３．０時間で、同じく指数で比べると０．３％減少し、全国第

４７位でした。
また、パートタイム労働者比率は３６．３％で、全国平均（２５．５％）を上回り、

都道府県別に公表を始めた平成１０年から全国第１位となっています。
「埼玉県の賃金・労働時間及び雇用の動き」によると、平成１８年の男女別常

用労働者１人平均の月間現金給与総額は、男子３９２，３７１円、女子１８２，１６７円で、
男子を１００とした場合の女子は４６．４で、格差は前年より１．４ポイント拡大しま
した。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「毎月勤労統計調査年報（地方調査）」厚生労働省 平成１８年平均 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

月間現金給与総額
（常用労働者１人平均）

月間現金給与総額
対前年増減率

（常用労働者１人平均）

月間総実労働時間
（常用労働者１人平均）

パートタイム
労働者比率

調査時点 平成１８年 平成１８年 平成１８年 平成１８年
単 位 円 順位 ％ 順位 時間 順位 ％ 順位

全 国 ３３５７７４ ０．３ １５０．９ ２５．５

北 海 道 ２８７４４４ ３５ △１．８ ３６ １５３．８ ２８ ２６．４ １２
青 森 県 ２６８９５４ ４６ △３．４ ４１ １５９．３ ６ ２１．５ ３２
岩 手 県 ２７３０６１ ４３ △５．０ ４７ １６０．４ ３ ２１．４ ３３
宮 城 県 ２９３７６９ ３１ １．４ １０ １５４．９ ２３ ２６．４ １２
秋 田 県 ２７６５７４ ４０ ０．２ ２０ １５９．５ ５ １９．７ ４１

山 形 県 ２８０１１５ ３９ ０．０ ２４ １５６．２ １７ １９．６ ４２
福 島 県 ３１９３０８ １６ １．７ ６ １５９．６ ４ １６．０ ４６
茨 城 県 ３３５９５５ ５ △３．５ ４２ １５４．０ ２７ ２３．９ ２１
栃 木 県 ３２５１１８ １１ △１．０ ３０ １５７．１ １３ ２２．９ ２６
群 馬 県 ３１１５６２ ２２ △１．４ ３５ １５２．７ ３３ ２７．２ ８

埼 玉 県 ２９９８８７ ２７ △１．０ ３０ １４３．０ ４７ ３６．３ １
千 葉 県 ３２１５４８ １４ △１．９ ３７ １４４．９ ４５ ３２．９ ３
東 京 都 ４３３６８５ １ ０．８ １５ １４９．９ ３９ ２０．３ ３９
神奈川県 ３７５４０６ ２ ２．３ ４ １４８．０ ４１ ２６．６ １０
新 潟 県 ３０５４１０ ２６ ０．６ １６ １５８．５ ７ １９．８ ４０

富 山 県 ３１０６４６ ２３ △０．７ ２８ １５５．９ １９ ２０．４ ３８
石 川 県 ３１３０１７ ２１ △４．５ ４５ １５５．３ ２１ － －
福 井 県 ３１８３１７ １８ １．１ １２ １５８．３ ８ １９．４ ４３
山 梨 県 ３１８８３５ １７ ３．８ ３ １５６．０ １８ ２３．４ ２４
長 野 県 ３１６４２５ １９ △２．０ ３８ １５４．１ ２５ ２２．６ ２８

岐 阜 県 ２８７３１８ ３６ １．７ ６ １４８．８ ４０ ３０．４ ５
静 岡 県 ３２９７０４ ８ △１．０ ３０ １５４．１ ２５ ２４．８ １８
愛 知 県 ３６３１２７ ３ △１．１ ３３ １５０．８ ３６ ２６．０ １４
三 重 県 ３２８２２３ １０ １．３ １１ １５０．５ ３７ ２５．０ １７
滋 賀 県 ３２１１４５ １５ △２．２ ３９ １４６．９ ４３ ２８．１ ７

京 都 府 ３１４９８６ ２０ △０．６ ２７ １４６．０ ４４ ３１．４ ４
大 阪 府 ３６３０１７ ４ ０．４ １８ １５０．２ ３８ ２５．１ １６
兵 庫 県 ３２８３９９ ９ １．５ ９ １４７．０ ４２ ２９．２ ６
奈 良 県 ３０７１４１ ２５ ０．２ ２０ １４４．４ ４６ ３５．０ ２
和歌山県 ２９９５８０ ２８ △３．５ ４２ １５３．３ ３１ ２６．０ １４

鳥 取 県 ２８９１８４ ３３ ０．３ １９ １５６．８ １５ ２０．８ ３６
島 根 県 ２８９８１８ ３２ △０．２ ２５ １５６．８ １５ １８．３ ４４
岡 山 県 ３３５６４５ ６ ０．５ １７ １６０．９ １ ２１．４ ３３
広 島 県 ３３１４２６ ７ １．０ １３ １５５．４ ２０ ２４．１ ２０
山 口 県 ３２４８５０ １２ ４．５ ２ １５３．８ ２８ ２２．６ ２８

徳 島 県 ２９７６２９ ２９ △０．７ ２８ １５３．７ ３０ ２２．５ ３０
香 川 県 ３２４７５０ １３ １．９ ５ １６０．８ ２ １８．３ ４４
愛 媛 県 ２９６５９４ ３０ △３．６ ４４ １５７．２ １２ ２０．９ ３５
高 知 県 ２８０４３５ ３８ １．０ １３ １５１．５ ３５ ２３．０ ２５
福 岡 県 ３０９７８７ ２４ ０．２ ２０ １５１．８ ３４ ２６．６ １０

佐 賀 県 ２７６１３２ ４１ １．６ ８ １５７．１ １３ ２１．８ ３１
長 崎 県 ２７３９６８ ４２ △２．８ ４０ １５８．０ ９ ２３．６ ２２
熊 本 県 ２６９６０９ ４４ △１．１ ３３ １５５．３ ２１ ２４．３ １９
大 分 県 ２８８６３１ ３４ △０．４ ２６ １５７．６ １０ ２０．８ ３６
宮 崎 県 ２６９５５３ ４５ ０．２ ２０ １５７．３ １１ ２２．９ ２６

鹿児島県 ２８４２８３ ３７ ５．１ １ １５３．３ ３１ ２３．５ ２３
沖 縄 県 ２４１８９４ ４７ △４．５ ４５ １５４．６ ２４ ２６．７ ９

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ３０２７３５ ２９ １７ ２．３ ５ １７ １４３．３ ４７ １７ ３４．３ １
１６ ３０１５９６ ３３ １６ △０．２ ２７ １６ １４５．２ ４６ １６ ３４．４ １

資料：「埼玉県の賃金・労働時間及び雇用の動き」県統計課
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一般・有効求人倍率
一般・新規求人倍率
パートタイム・有効求人倍率
パートタイム・新規求人倍率

４９求人・求職
有効求人倍率と新規求人倍率（一般・パートタイム）

概要
「労働市場年報」によると、平成１８年度の公共職業安定所での一般（新規学

校卒業者とパートタイムを除く一般職業紹介）とパートタイムを合わせた有
効求人倍率は１．０３倍（有効求職者数１，０１５，１２２人、有効求人数１，０５０，１１８人）、
新規求人倍率は１．５４倍（新規求職申込件数２４０，９３２件、新規求人数は３７１，４９５
人）でした。就職率は２６．２％（就職件数６３，２３８件）で前年度より１．８ポイント上
昇しました。
埼玉労働局によると、有効求人倍率と新規求人倍率は、どちらも平成６年

以降、一般がパートタイムを下回り、厳しい状況が続いています。
「雇用保険事業年報」によると、平成１７年度月平均の雇用保険受給者実人

員は２９，９１４人で、前年度より３，６９０人減少しましたが全国第６位でした。

※表＊１～３は、新規学卒者を除く、一般とパートタイムの合計です。

有効求人倍率
月間有効求人数÷月間有効求職者数

新規求人倍率
新規求人数÷新規求職申込件数

就職率
就職件数÷新規求職申込件数×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「労働市場年報」厚生労働省
＊４ 「雇用保険事業年報」厚生労働省

平成１８年度
平成１７年度月平均

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

有効求人倍率 新規求人倍率 就職率
雇用保険

受給者実人員
（月平均）

調査時点 平成１８年度 平成１８年度 平成１８年度 平成１７年度
単 位 倍 順位 倍 順位 ％ 順位 人 順位

全 国 １．０６ １．５６ ３２．４ ６４２７３９

北 海 道 ０．５９ ４４ ０．９８ ４１ ４０．９ ４ ３５７８４ ４
青 森 県 ０．４４ ４７ ０．６５ ４７ ２８．１ ４２ １１１７９ １７
岩 手 県 ０．７８ ３７ １．１６ ３８ ４１．５ ２ ９３０９ ２２
宮 城 県 ０．９５ ２５ １．４１ ２５ ３１．６ ３４ １２９３７ １３
秋 田 県 ０．６２ ４１ ０．９１ ４４ ３４．１ ２９ ７３２４ ３３

山 形 県 １．０４ ２０ １．４４ ２３ ４１．１ ３ ６５６０ ３６
福 島 県 ０．８９ ３１ １．２９ ３２ ３５．０ ２２ １０６６５ ２０
茨 城 県 ０．９５ ２５ １．３３ ３１ ３１．０ ３５ １１８９３ １５
栃 木 県 １．４０ ６ １．９８ ３ ３５．９ １７ ８９５６ ２４
群 馬 県 １．４１ ４ １．９８ ３ ３５．４ １９ ７７０５ ３０

埼 玉 県 １．０３ ２１ １．５４ ２０ ２６．２ ４４ ２９９１４ ６
千 葉 県 ０．９１ ２９ １．３９ ２７ ２５．５ ４５ ２５７８９ ９
東 京 都 １．５３ ２ ２．２２ ２ ２４．６ ４７ ５３７９９ １
神奈川県 １．０２ ２２ １．５４ ２０ ２５．２ ４６ ３６６４９ ３
新 潟 県 １．１３ １７ １．５２ ２２ ３９．６ ７ １２１６６ １４

富 山 県 １．２７ １２ １．７４ １５ ４０．５ ５ ５２３５ ４２
石 川 県 １．３１ ９ １．７７ １３ ４０．５ ５ ６２７０ ３７
福 井 県 １．４２ ３ １．８４ １１ ４４．６ １ ３７６３ ４６
山 梨 県 １．１１ １８ １．５７ １８ ３４．９ ２４ ３３８９ ４７
長 野 県 １．２１ １６ １．６８ １６ ３８．３ １１ １１４４１ １６

岐 阜 県 １．３９ ７ １．９１ ７ ３７．１ １４ ８３６４ ２７
静 岡 県 １．２４ １５ １．８２ １２ ３３．８ ３０ １６９４６ １０
愛 知 県 １．９１ １ ２．９１ １ ２９．７ ４０ ２８７５７ ８
三 重 県 １．４１ ４ １．９７ ６ ３２．３ ３３ ８３６９ ２６
滋 賀 県 １．３１ ９ １．８７ ９ ３４．８ ２５ ７０３０ ３５

京 都 府 １．０２ ２２ １．５５ １９ ３０．７ ３６ １４５０６ １２
大 阪 府 １．２５ １４ １．８６ １０ ３０．６ ３７ ４５５４５ ２
兵 庫 県 ０．９５ ２５ １．４０ ２６ ３０．５ ３８ ２９５５１ ７
奈 良 県 ０．８４ ３４ １．２５ ３６ ３２．７ ３２ ７２１４ ３４
和歌山県 ０．８４ ３４ １．２７ ３４ ３５．２ ２１ ５４４５ ４０

鳥 取 県 ０．７７ ３８ １．１７ ３７ ３８．７ ９ ４１２８ ４５
島 根 県 ０．９０ ３０ １．３６ ２９ ３９．４ ８ ４８１８ ４４
岡 山 県 １．３９ ７ １．９８ ３ ３４．４ ２８ １０４２９ ２１
広 島 県 １．２７ １２ １．８９ ８ ３４．８ ２５ １５８００ １１
山 口 県 １．１０ １９ １．６１ １７ ３７．２ １３ ７３７８ ３２

徳 島 県 ０．９３ ２８ １．３７ ２８ ３７．０ １５ ５０７９ ４３
香 川 県 １．２９ １１ １．７７ １３ ３８．３ １１ ５９３２ ３９
愛 媛 県 ０．８８ ３２ １．２９ ３２ ３５．０ ２２ ８３３９ ２８
高 知 県 ０．４８ ４５ ０．７８ ４５ ２７．１ ４３ ６０９１ ３８
福 岡 県 ０．８８ ３２ １．３４ ３０ ２８．６ ４１ ３１７５４ ５

佐 賀 県 ０．６７ ４０ １．０７ ３９ ３５．７ １８ ５２５９ ４１
長 崎 県 ０．６０ ４２ ０．９６ ４２ ３７．０ １５ ９１８７ ２３
熊 本 県 ０．８２ ３６ １．２６ ３５ ３３．１ ３１ １１１７２ １８
大 分 県 １．０１ ２４ １．４４ ２３ ３８．５ １０ ８００３ ２９
宮 崎 県 ０．７０ ３９ ０．９９ ４０ ３５．４ １９ ７６７７ ３１

鹿児島県 ０．６０ ４２ ０．９４ ４３ ３４．８ ２５ １０７７３ １９
沖 縄 県 ０．４５ ４６ ０．７０ ４６ ２９．９ ３９ ８４６９ ２５

埼 玉 県 の
年別データ

１７ ０．９１ ２４ １７ １．４１ ２３ １７ ２４．４ ４６ １６ ３３６０４ ６
１６ ０．７６ ２９ １６ １．２１ ２５ １６ ２３．５ ４６ １５ ４３９０３ ４

資料：埼玉労働局
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第３次産業

第２次産業

第１次産業

５０就業者
産業別就業者（各年１０月１日）

概要
「国勢調査」による平成１７年１０月１日現在の産業３部門別就業者数は、第

１次産業が７６，３５８人（就業者総数の２．２％）で全国第１４位、第２次産業が
９４２，０２８人（同２６．８％）で全国第５位、第３次産業が２，４０１，７２１人（同６８．４％）で
全国第４位でした。
産業大分類別就業者数では、製造業の就業者が６４３，９２６人（就業者総数の

１８．３％）と最も多く、以下、卸売・小売業６４２，１５２人（同１８．３％）、サービス業
（他に分類されないもの）５２５，３６９人（同１５．０％）でした。男女別では、男性は
製造業が最も多く４４５，７５７人で、女性は卸売・小売業の３１０，３０４人が最も多く
なっています。
また、女性就業者総数の７７．９％に当たる１，０７９，８９４人が第３次産業に就業

し、第３次産業全体の４５．０％を占めています。
金融・保険業、飲食店，宿泊業、医療，福祉、教育，学習支援業では、女

性就業者数が男性就業者数を上回っています。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「国勢調査」総務省統計局 平成１７年１０月１日 ５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

第１次産業 第２次産業 第３次産業 第３次産業（女）

調査時点 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日 平成１７年１０月１日
単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位

全 国 ２９６５７９１ １６０６５１８８ ４１３２８９９３ １９７８３５６２

北 海 道 ２００８２２ １ ４９５４９６ １０ １８５７０８２ ７ ８７５２６４ ７
青 森 県 ９５７２５ ８ １４６８４７ ３４ ４３６７８９ ２８ ２１４１５８ ２８
岩 手 県 ９４４３７ ９ １７８０４２ ２８ ４１３６１５ ３１ ２０４３６３ ３０
宮 城 県 ６８９８５ １７ ２６０７５４ ２２ ７６５７３４ １４ ３５６１７６ １５
秋 田 県 ６１３０７ ２３ １４６８８０ ３３ ３３８５７３ ３８ １６８４５０ ３８

山 形 県 ６６７００ １８ １８５７５２ ２７ ３５６２０７ ３５ １７７７６７ ３７
福 島 県 ９２５４０ １１ ３０９６６０ １９ ５９９２６３ ２０ ２９２１５６ ２２
茨 城 県 １０８０１９ ３ ４４３２０３ １１ ８８８７５８ １２ ４１５８９９ １３
栃 木 県 ６９３４４ １６ ３３１７７４ １７ ６０５２８０ １９ ２９２９８４ ２１
群 馬 県 ６６２９１ １９ ３３２６８９ １６ ６０８８９６ １８ ２９７１５７ １８

埼 玉 県 ７６３５８ １４ ９４２０２８ ５ ２４０１７２１ ４ １０７９８９４ ５
千 葉 県 １０７９７１ ４ ６４０７５４ ８ ２１２４４２２ ６ ９５３１１５ ６
東 京 都 ２５８８９ ４１ １１０８９６４ ２ ４５７５９９３ １ ２０８１９６９ １
神奈川県 ４１８３１ ３２ １０２２６５５ ４ ３１０９７３３ ２ １３８７３２１ ２
新 潟 県 ９２１９４ １２ ３８０７９５ １２ ７４４３１４ １５ ３６８８３６ １４

富 山 県 ２４５７６ ４３ ２０１００１ ２４ ３４８９４２ ３７ １８０９１７ ３６
石 川 県 ２３２３７ ４４ １７６７８６ ２９ ３８９７４９ ３３ １９６９５４ ３３
福 井 県 ２０１１５ ４７ １４０５２７ ３５ ２６０５７８ ４３ １３１４０３ ４２
山 梨 県 ３７６５１ ３４ １３５８１９ ３８ ２６６７６３ ４２ １０７４９９ ４６
長 野 県 １３１６４５ ２ ３５４８１２ １５ ６５５４７７ １６ ３２５３７６ １７

岐 阜 県 ３９６６２ ３３ ３７２０１８ １４ ６５２９２４ １７ ３２５８５５ １６
静 岡 県 ９８０４７ ７ ６８７１８２ ７ １１８６９６４ １０ ５９１９０４ １０
愛 知 県 １０２４７１ ５ １２７３６５５ １ ２２７１２３７ ５ １０９７９０２ ４
三 重 県 ４５１０３ ３１ ３０６１１３ ２０ ５５７５３７ ２３ ２８３３７５ ２３
滋 賀 県 ２５１４５ ４２ ２３４３２２ ２３ ４１１３８６ ３２ ２０１２２４ ３２

京 都 府 ３３７６４ ３８ ３１２２０１ １８ ８６８０９２ １３ ４１６７４４ １２
大 阪 府 ２２８６１ ４５ １０３４５９２ ３ ２７９６５０４ ３ １３２４３６４ ３
兵 庫 県 ６２５８０ ２１ ６９２２１３ ６ １７４０７８０ ８ ８４０９２９ ８
奈 良 県 ２０３４９ ４６ １６０７５４ ３２ ４４１３２６ ２７ ２０３８７７ ３１
和歌山県 ４９８７３ ２７ １１０３４７ ４１ ３１０１７０ ４０ １２４９１７ ４３

鳥 取 県 ３３２６９ ３９ ７５５４３ ４６ １９１６６５ ４７ ９５６１４ ４７
島 根 県 ３７１０９ ３５ ９３０８５ ４４ ２３６５２４ ４５ １２００４８ ４５
岡 山 県 ５９６７７ ２５ ２７２４１４ ２１ ５８６４５９ ２１ ２９５９９４ １９
広 島 県 ５９９２４ ２４ ３８０３５６ １３ ９３６００３ １１ ４６３３３１ １１
山 口 県 ４８９０８ ２８ １９２８２９ ２６ ４６７９２４ ２６ ２４３１０２ ２５

徳 島 県 ３６４７５ ３６ ９５２１１ ４３ ２３５２０９ ４６ １２０３８６ ４４
香 川 県 ３５０８６ ３７ １３０３５９ ３９ ３２１００５ ３９ １５９６３７ ３９
愛 媛 県 ６４１２６ ２０ １７４６３４ ３０ ４３２９４３ ２９ ２２０９９２ ２７
高 知 県 ４７１９８ ２９ ７１１４４ ４７ ２４７６４８ ４４ １３１９１７ ４１
福 岡 県 ８１２１９ １３ ４９６９４２ ９ １６７６４４６ ９ ８２８１８０ ９

佐 賀 県 ４６５３３ ３０ １０４７９５ ４２ ２７０２４３ ４１ １３９３８８ ４０
長 崎 県 ６２０１１ ２２ １４０３９０ ３６ ４７３８０１ ２５ ２４１９６８ ２６
熊 本 県 １０００９５ ６ １９３１７５ ２５ ５７０９１５ ２２ ２９５３３７ ２０
大 分 県 ５１５１３ ２６ １３６５８３ ３７ ３７７９７４ ３４ １９４２１３ ３４
宮 崎 県 ６９９４８ １５ １２６２３８ ４０ ３５１７１７ ３６ １８１６１５ ３５

鹿児島県 ９４３３５ １０ １７１４９７ ３１ ５３９９７０ ２４ ２７１６０８ ２４
沖 縄 県 ３２８７３ ４０ ９１３５８ ４５ ４２７７３８ ３０ ２１００５５ ２９

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ８４８５３ １４ １２ １０７８９４７ ５ １２ ２３０３７４８ ４ １２ １００２１７０ ５
７ ９９９９０ １４ ７ １１７８６５５ ５ ７ ２１９８２０２ ４ ７ ９２３６３６ ５

資料：「国勢調査」総務省統計局
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民営事業所数
248,310事業所

従業者数
2,388,774人

卸売・
小売業
25.3％

卸売・
小売業
25.3％

製造業
22.1％
製造業
22.1％

サービス業（他に分類されないもの）
18.3％

サービス業（他に分類されないもの）
18.3％

サービス業（他に分類されないもの）
14.0％

サービス業（他に分類されないもの）
14.0％

製造業
13.5％

卸売・
小売業
22.4％

卸売・
小売業
22.4％

飲食店,
宿泊業
12.4％

飲食店,
宿泊業
12.4％

飲食店,
宿泊業
8.5％

飲食店,
宿泊業
8.5％

飲食店,
宿泊業
8.5％

建設業
10.8％
建設業
10.8％
建設業
10.8％

建設業
7.3％
建設業
7.3％医療,福祉

5.6％

不動産業 1.9％

不動産業
5.6％

医療,福祉
8.6％

教育,学習
支援業
3.8％

教育,学習
支援業
3.3％

運輸業
2.4％

運輸業
7.0％
運輸業
7.0％

金融・保険業 1.2％
金融・保険業 2.1％

その他の産業 1.3％ その他の産業 2.8％

５１事業所
民営事業所数、従業者数の産業大分類別構成比（平成１８年１０月１日）

概要
「事業所・企業統計調査」によると、平成１８年１０月１日現在の民営事業所

数は２４８，３１０事業所で、前回簡易調査（平成１６年６月１日）より４．１％増加し、
全国第５位でした。また、従業者数は２，３８８，７７４人で、前回簡易調査より６．４
％増加し、全国第５位でした。
産業大分類別では、卸売・小売業が全体の２５．３％と最も多く、以下、サー

ビス業（他に分類されないもの）１８．３％、製造業１３．５％、飲食店，宿泊業１２．４
％でした。
産業大分類別従業者数は、卸売・小売業が２２．４％と最も多く、以下、製造

業２２．１％、サービス業（他に分類されないもの）１４．０％でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１３「事業所・企業統計調査」総務省統計局
＊２４ 県統計課 平成１８年１０月１日 ５年

（中間年に簡易調査）

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

民営事業所数
民営事業所数
増加率

（平成１６～１８年）

民営事業所
従業者数

民営事業所
従業員数増加率
（平成１６～１８年）

調査時点 平成１８年１０月１日 平成１８年１０月１日 平成１８年１０月１日 平成１８年１０月１日
単 位 事業所 順位 ％ 順位 人 順位 ％ 順位

全 国 ５７２２５５９ △０．１ ５４１８４４２８ ４．１

北 海 道 ２３９１４９ ６ ０．１ １１ ２１５２５９１ ６ １．９ ３９
青 森 県 ６５４１５ ２９ △１．４ ３５ ５０７５４１ ３２ ０．６ ４６
岩 手 県 ６５０９４ ３０ △０．２ １３ ５３８６５６ ２８ ２．５ ３３
宮 城 県 １０５４４０ １７ １．９ ６ ９７５４１８ １５ ４．４ １１
秋 田 県 ５６４９３ ３５ △２．１ ４３ ４３６２３７ ３７ ０．９ ４４

山 形 県 ６３２４３ ３２ △１．５ ３７ ４８９６７７ ３４ １．５ ４１
福 島 県 ９７５３４ １９ △０．９ ２７ ８３８０４０ ２０ １．８ ４０
茨 城 県 １２２２５８ １４ △０．８ ２４ １１７６５４５ １２ ４．３ １４
栃 木 県 ９３０３７ ２０ △０．４ １７ ８６２９３４ １９ ４．４ １１
群 馬 県 ９９４２１ １８ △０．９ ２７ ８８５５０９ １７ ３．７ １７

埼 玉 県 ２４８３１０ ５ ４．１ ２ ２３８８７７４ ５ ６．４ ２
千 葉 県 １８８３７４ ９ ０．８ ７ １８７８１９５ ９ ２．６ ３０
東 京 都 ６７８７６９ １ ２．１ ５ ８２３９０４２ １ ６．３ ３
神奈川県 ２８２３９０ ４ △０．８ ２４ ３１１３４０７ ４ ４．９ ８
新 潟 県 １２６０３０ １２ △１．６ ３８ １０３７９３１ １４ ２．４ ３５

富 山 県 ５７９１５ ３３ △１．３ ３４ ５１７５４６ ３１ ３．１ ２６
石 川 県 ６４６７８ ３１ △２．４ ４５ ５３１５８５ ２９ ２．６ ３０
福 井 県 ４６６６１ ４２ △０．３ １５ ３７０２１５ ４０ ３．２ ２１
山 梨 県 ４６７９０ ４１ △０．５ １８ ３６０７３１ ４１ ３．３ ２０
長 野 県 １１４５３０ １５ △０．７ ２２ ９２４７８６ １６ ０．９ ４４

岐 阜 県 １０８６５５ １６ △１．９ ４１ ８７８５９２ １８ ３．１ ２６
静 岡 県 １８７１２４ １０ △０．９ ２７ １７０４７４３ １０ ２．６ ３０
愛 知 県 ３２８２３７ ３ △０．１ １２ ３５４５００５ ３ ６．２ ５
三 重 県 ８２３２９ ２１ △０．５ １８ ７６３８７６ ２２ ４．０ １５
滋 賀 県 ５５７６８ ３７ △０．９ ２７ ５５６５８８ ２６ ４．５ １０

京 都 府 １２５３２０ １３ △３．８ ４７ １０７７８１６ １３ ３．２ ２１
大 阪 府 ４２１３５９ ２ △１．６ ３８ ４１９６５５９ ２ ３．２ ２１
兵 庫 県 ２３１７１９ ７ ０．２ １０ ２１０７０７３ ７ ５．３ ７
奈 良 県 ４８３４３ ４０ ２．５ ４ ４１７８５１ ３９ ６．３ ３
和歌山県 ５２５０８ ３８ △０．７ ２２ ３５８６７３ ４２ ４．４ １１

鳥 取 県 ２７５５６ ４７ △１．９ ４１ ２３０９２０ ４７ １．０ ４３
島 根 県 ３９１９２ ４６ △０．２ １３ ２９４８３４ ４５ ２．３ ３８
岡 山 県 ８１５９６ ２２ △０．６ ２０ ７７４９０９ ２１ ２．９ ２８
広 島 県 １３５２８５ １１ ３．３ ３ １２４１５１５ １１ ５．９ ６
山 口 県 ６８２７３ ２７ △１．２ ３３ ５９２３７７ ２５ ２．８ ２９

徳 島 県 ３９２５５ ４５ △１．４ ３５ ２９７９４０ ４４ ３．６ １８
香 川 県 ５０２０４ ３９ △０．８ ２４ ４１９８７４ ３８ ３．５ １９
愛 媛 県 ６８４２５ ２６ △３．６ ４６ ５５３７２３ ２７ △０．５ ４７
高 知 県 ３９８７８ ４４ ０．６ ８ ２８３７２９ ４６ ２．４ ３５
福 岡 県 ２１９２４８ ８ △２．１ ４３ ２０６３７６６ ８ ２．５ ３３

佐 賀 県 ４００５４ ４３ △０．６ ２０ ３４１６６８ ４３ ３．８ １６
長 崎 県 ６７８４７ ２８ △１．０ ３１ ５２８６６８ ３０ １．４ ４２
熊 本 県 ７８２１７ ２４ △１．１ ３２ ６７７２２８ ２３ ２．４ ３５
大 分 県 ５７１８６ ３４ △１．７ ４０ ４７９８７３ ３５ ４．９ ８
宮 崎 県 ５５８７１ ３６ △０．３ １５ ４３８８０１ ３６ ３．２ ２１

鹿児島県 ８１５８２ ２３ ０．４ ９ ６４１１５７ ２４ ３．２ ２１
沖 縄 県 ６９９９７ ２５ ６．７ １ ４９１２９０ ３３ ９．８ １

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ２３８６２８ ６ １３－１６ △８．１ ４５ １６ ２２４４４４３ ５ １３－１６ △４．９ １６
１３ ２５９７９５ ５ ８－１３ △４．２ １１ １３ ２３６０９１４ ５ ８－１３ △２．０ ８

資料：「事業所・企業統計調査」総務省統計局
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５２農業
部門別農業産出額構成比（平成１７年）

概要
「農林業センサス」によると、平成１７年２月１日現在の総農家数は７９，２７３

戸（販売農家５２，７２１戸、自給的農家２６，５５２戸）で、前回調査（平成１２年）より
５，２４５戸減少しましたが、全国第１１位でした。
また、経営耕地面積は６２，３６４haで、６，９８３ha減少しましたが、全国第１６

位でした。
農林水産省によると、土づくりや化学農薬・化学肥料の削減などの環境に

やさしい農業に積極的に取り組み、都道府県知事に認定を受けた農業者（エ
コファーマー）は平成１９年３月末現在、４，２８２件で全国第１１位でした。
「生産農業所得統計」によると、平成１７年の農業総産出額は１，９３３億円で、

部門別では野菜が最も多く全体の４２．１％、以下、米２２．８％、畜産１７．２％でし
た。また、農家１戸当たりの生産農業所得は９６万４千円でした。

※グラフの全国値は、「農業総産出額」の構成比で、平成１７年の農業総産出額
は８５，１１９億円です。

農家１戸当たり生産農業所得
生産農業所得÷農家数（平成１７年２月１日現在農林業センサス農家数）

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「農林業センサス」農林水産省
＊３ 農林水産省ホームページ
＊４ 「生産農業所得統計」農林水産省

平成１７年２月１日
平成１９年３月末
平成１７年

５年
毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

総農家数
経営耕地面積
（総農家）

エコファーマー
認定数

農家１戸当たり
生産農業所得

調査時点 平成１７年２月１日 平成１７年２月１日 平成１９年３月末 平成１７年
単 位 戸 順位 ha 順位 件 順位 千円 順位

全 国 ２８４８１６６ ３６０８４２８ １２７２６６ １１４６

北 海 道 ５９１０８ ２４ ９６７５１６ １ １６４０ ２３ ６７０５ １
青 森 県 ６１５８７ ２１ １０９８０１ ８ ４８９１ ９ １９２４ ３
岩 手 県 ８６０２８ ８ １１７３５１ ６ ９０１０ ２ ９５７ ２６
宮 城 県 ７７８５５ １３ １１２１７９ ７ ７３１７ ４ １０６４ １９
秋 田 県 ７２０００ １８ １２７２８７ ４ １３０６ ２７ ９２９ ２７

山 形 県 ６１５６７ ２２ １０５６８８ １０ ６０７１ ７ １３８３ １１
福 島 県 １０４４２３ ５ １２３９１７ ５ １５７３９ １ ９７６ ２４
茨 城 県 １１４７４８ ２ １２８２８５ ３ ５９５２ ８ １６４２ ６
栃 木 県 ７１４７１ １９ １０７９５７ ９ ６５７０ ６ １５３８ ７
群 馬 県 ６２５２７ ２０ ５２２６３ ２０ ２０１３ １９ １２９２ １４

埼 玉 県 ７９２７３ １１ ６２３６４ １６ ４２８２ １１ ９６４ ２５
千 葉 県 ８１９８２ ９ ９３１８０ １１ １５７２ ２４ １９５０ ２
東 京 都 １３７００ ４７ ６３００ ４７ ２８４ ３８ ６４０ ３３
神奈川県 ２９６８１ ４４ １５３２９ ４５ １２７ ４１ １０４８ ２０
新 潟 県 １０６５２８ ３ １４６９０７ ２ ３８４６ １３ １１９９ １５

富 山 県 ３９７２０ ３４ ４４６９３ ２５ １３５４ ２６ ６２０ ３５
石 川 県 ３１６５２ ４２ ３２８７３ ３４ １００６ ３１ ６１５ ３６
福 井 県 ３４４２４ ４０ ３３３６５ ３３ ９９５ ３２ ５８１ ３８
山 梨 県 ３９７２１ ３３ １８９３１ ４３ ６６１５ ５ ９７８ ２３
長 野 県 １２６８５７ １ ８０７９２ １４ １９４９ ２０ ６６０ ３２

岐 阜 県 ７８４５９ １２ ４２２７２ ２７ ８４ ４３ ４９９ ３９
静 岡 県 ７６７１８ １４ ５２２８８ １９ ２３８８ １８ １３９４ １０
愛 知 県 ９１７４６ ６ ５８２０５ １８ ３３７４ １５ １３６０ １２
三 重 県 ５９６９７ ２３ ４７５０４ ２４ ９０１ ３３ ７６５ ３０
滋 賀 県 ４３３６３ ３１ ４４１８０ ２６ １１６ ４２ ４０４ ４６

京 都 府 ３８９２２ ３５ ２３９２５ ４０ ３３３ ３７ ７０７ ３１
大 阪 府 ２７８９３ ４５ ９８０９ ４６ １ ４７ ４４８ ４５
兵 庫 県 １０４９９０ ４ ５９８３０ １７ ８６１ ３４ ４０４ ４６
奈 良 県 ３０５９７ ４３ １５６５８ ４４ ４８１ ３６ ６２４ ３４
和歌山県 ３６５３１ ３８ ２６４６９ ３８ １４４９ ２５ １１１４ １７

鳥 取 県 ３４９６９ ３９ ２７１６９ ３６ ２５ ４５ ６０９ ３７
島 根 県 ４４３１２ ３０ ２９３１０ ３５ １０７９ ２９ ４５２ ４４
岡 山 県 ８１７８６ １０ ５１７３３ ２１ ３３ ４４ ４７３ ４１
広 島 県 ７４０３２ １７ ４１９１６ ２８ １３７ ４０ ４８７ ４０
山 口 県 ５００１７ ２８ ３６１５０ ３１ １８５８ ２２ ４７０ ４２

徳 島 県 ３８７７５ ３６ ２３３６２ ４１ １２２９ ２８ ９９３ ２２
香 川 県 ４７０４２ ２９ ２６３０７ ３９ １２ ４６ ４５３ ４３
愛 媛 県 ５５８６８ ２５ ４０６２３ ３０ １０２１ ３０ ７９１ ２９
高 知 県 ３２５１７ ４１ ２０４８１ ４２ ６３２ ３５ １１６６ １６
福 岡 県 ７４９７６ １５ ７２３４２ １５ ２９９７ １６ １１１０ １８

佐 賀 県 ３７９１９ ３７ ４８１１８ ２３ ３４８３ １４ １３１８ １３
長 崎 県 ４１９５６ ３２ ３５００２ ３２ ４８５８ １０ １００１ ２１
熊 本 県 ７４１７３ １６ ８６０６６ １２ ８３４２ ３ １５３１ ８
大 分 県 ５２４８２ ２６ ４１５９１ ２９ １９１０ ２１ ８２５ ２８
宮 崎 県 ５０７３５ ２７ ５１７０９ ２２ ２８５６ １７ １８７９ ４

鹿児島県 ８８８２５ ７ ８２９１５ １３ ４１２０ １２ １４５２ ９
沖 縄 県 ２４０１４ ４６ ２６５１７ ３７ １４７ ３９ １８５８ ５

埼 玉 県 の
年別データ

１２ ８４５１８ １３ １２ ６９３４７ １６ １８ ３８０３ １０ １６ １０３５ ２１
７ ９３０４７ １２ ７ ７３０５５ １６ １７ ３１５２ １０ １５ １０５６ ２５

資料：「生産農業所得統計」「平成１８年農業総産出額（概算）」農林水産省
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５３工業
事業所数（平成１７年１２月３１日）・製造品出荷額等（平成１７年）

の産業中分類別構成比

概要
「工業統計調査」によると、平成１７年１２月３１日現在の従業者４人以上の事

業所数は１５，８２１事業所で、前年より３．０％増加し全国第４位、従業者数は
４２１，４４２人で、前年より０．１％増加し全国第５位でした。
また、平成１７年の製造品出荷額等は１３兆８，０２１億円で全国第５位、付加価

値額は５兆２，４４５億円で全国第５位でした。
「工業統計調査結果報告」によると、平成１７年１２月３１日現在の産業中分類

別の事業所数では、金属製品製造業（２，６４６事業所）と一般機械器具製造業
（２，２３９事業所）が２千事業所を超えました。また、製造品出荷額が１兆円を
超えたのは、輸送用機械器具製造業（２兆５，７４４億円）、一般機械器具製造業（１
兆４，６５５億円）、化学工業（１兆３，８６０億円）及び食料品製造業（１兆３，２３９億円）
でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「工業統計表」経済産業省
＊３４「工業統計表」経済産業省

平成１７年１２月３１日
平成１７年

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数
（従業者４人以上の事業所）

従業者数
（従業者４人以上の事業所）

製造品出荷額等
（従業者４人以上の事業所）

付加価値額
（従業者４人以上の事業所）

調査時点 平成１７年１２月３１日 平成１７年１２月３１日 平成１７年 平成１７年
単 位 事業所 順位 人 順位 百万円 順位 百万円 順位

全 国 ２７６７１６ ８１５９３６４ ２９５８００３００ １０４２３６２７６

北 海 道 ７２４８ ９ １８８６０５ １８ ５４６４６８２ ２０ １７４７９３０ ２３
青 森 県 １８８１ ４０ ５８８４３ ４０ １２０５１４８ ４３ ４１２７９６ ４３
岩 手 県 ２７６６ ３１ ９７６１６ ２６ ２３７７００９ ３３ ７５７１０９ ３４
宮 城 県 ３６３２ ２３ １２３８８２ ２４ ３５７０２３８ ２６ １１５７６３７ ２６
秋 田 県 ２４９２ ３６ ７６００２ ３３ １４０２５６７ ４１ ５１６０１５ ４１

山 形 県 ３４２８ ２６ １１２４７２ ２５ ２８６９２０３ ２８ ９７２３０６ ３０
福 島 県 ５２０４ １９ １８２３９９ １９ ５５６８５７７ １９ ２０９６３３４ １８
茨 城 県 ６８８８ １２ ２６７６０８ ８ １０７９８１５２ ９ ３４８１０５５ ９
栃 木 県 ５８６３ １８ ２０７７３２ １４ ８３５２１８６ １１ ２９７８２７８ １１
群 馬 県 ６８５２ １３ ２１０８８３ １２ ７７３９０２７ １４ ２６６８４７３ １４

埼 玉 県 １５８２１ ４ ４２１４４２ ５ １３８０２０９２ ５ ５２４４５７３ ５
千 葉 県 ６６７９ １５ ２１７８１０ １０ １２１１２７３７ ７ ３６５４１７８ ８
東 京 都 ２１２９６ ３ ３８２８３１ ６ １０８０８１９７ ８ ４６５４０５５ ７
神奈川県 １１３７０ ７ ４２６４８２ ４ １９４００１９２ ２ ６４２９６８８ ２
新 潟 県 ７１１９ １０ ２０１７２８ １５ ４６３７７８５ ２３ １９５１６６６ ２１

富 山 県 ３５１６ ２４ １２３８９０ ２３ ３５８９３５１ ２５ １５３７８２０ ２４
石 川 県 ４０２１ ２２ ９７４５３ ２７ ２４９１２５７ ３１ ９０７２２６ ３２
福 井 県 ３１５２ ２７ ７５２０９ ３４ １８５２２６１ ３６ ７３８７９１ ３５
山 梨 県 ２６０７ ３３ ７６９５３ ３２ ２４４６８６０ ３２ ９４６７７９ ３１
長 野 県 ６７９６ １４ ２１１９９４ １１ ６２５９９３４ １７ ２４４１７３８ １６

岐 阜 県 ８０８７ ８ ２００８６４ １６ ５０８８０１６ ２１ ２０１４５２８ ２０
静 岡 県 １３２２８ ５ ４４１５６２ ３ １７３２２７４４ ３ ６３１６９７３ ４
愛 知 県 ２３１２５ ２ ８１６７５５ １ ３９５１４０１７ １ １２０８４２１４ １
三 重 県 ５０１９ ２０ １９３４９２ １７ ９４５８０９５ １０ ３１４１１１３ １０
滋 賀 県 ３４４２ ２５ １４７４２６ ２２ ６３８４２２８ １６ ２５７４３３４ １５

京 都 府 ６１２２ １７ １５７２５５ ２０ ４８６９５２５ ２２ ２０７９８７９ １９
大 阪 府 ２５４５４ １ ５２６２１６ ２ １６３０１８７４ ４ ６３４３４１８ ３
兵 庫 県 １１５３７ ６ ３６０１９５ ７ １３４７７８２７ ６ ４９１４０３１ ６
奈 良 県 ２８０４ ３０ ７０３７８ ３５ ２１５６４８９ ３５ ８０３４９６ ３３
和歌山県 ２４９７ ３５ ５２４１６ ４２ ２７８０２６６ ２９ １０４５０２２ ２７

鳥 取 県 １１７８ ４７ ４０１７１ ４５ １０６８２３２ ４４ ３０２５１４ ４５
島 根 県 １６７２ ４４ ４３５９４ ４４ １０６３６３５ ４５ ３５０２５５ ４４
岡 山 県 ４４５０ ２１ １５０１７４ ２１ ７２９５５９９ １５ ２２１７０９４ １７
広 島 県 ６３６３ １６ ２０９１８３ １３ ７７８６５８２ １２ ２９３６４３２ １２
山 口 県 ２３８１ ３８ ９５３９７ ２９ ６０２４９６３ １８ １９２０００９ ２２

徳 島 県 １８１９ ４１ ５０３９３ ４３ １６０５５７２ ３８ ７２６７８５ ３６
香 川 県 ２６０２ ３４ ６７６１６ ３７ ２１５９９５３ ３４ ６５６６８０ ３８
愛 媛 県 ３０７３ ２８ ８４５３２ ３０ ３４３５１７８ ２７ １０４１７５７ ２８
高 知 県 １３４３ ４６ ２６６２０ ４６ ５４６８９５ ４６ ２３１８５３ ４６
福 岡 県 ７０５３ １１ ２１９３６８ ９ ７７５１５４７ １３ ２６９７２１７ １３

佐 賀 県 １７５６ ４３ ６０２１０ ３８ １５６１５７４ ３９ ５９７０１２ ３９
長 崎 県 ２４６７ ３７ ５９０２３ ３９ １４９２３５５ ４０ ５３６３８３ ４０
熊 本 県 ２６３１ ３２ ９６１４１ ２８ ２６２０７７７ ３０ ９８５３７４ ２９
大 分 県 １９７１ ３９ ６８８５６ ３６ ３６７１７４３ ２４ １１７３２１３ ２５
宮 崎 県 １７９７ ４２ ５８２０１ ４１ １２８８７６９ ４２ ４３１５２５ ４２

鹿児島県 ２８１１ ２９ ７６９６７ ３１ １８１１３３５ ３７ ６７７７６４ ３７
沖 縄 県 １４０３ ４５ ２４５２５ ４７ ５１５０５７ ４７ １４２９５１ ４７

埼 玉 県 の
年別データ

１６ １５３５５ ４ １６ ４２１２３１ ５ １６ １３５６８９８７ ５ １６ ５１３７８５２ ５
１５ １６６２９ ４ １５ ４２９９８０ ５ １５ １３０６９１０８ ５ １５ ４８１８３１６ ５

資料：「工業統計調査結果報告」県統計課
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卸売業
8兆3,077億円

小売業
6兆561億円

飲食料品
25.8％
飲食料品
25.8％
飲食料品
25.8％

織物・衣服・
身の回り品
6.5％

建築材料,鉱物・
金属材料等
19.4％

飲食料品
32.3％

機械器具
28.2％

各種商品
14.6％
各種商品
14.6％
各種商品
14.6％

自動車・
自転車
13.1％

その他
24.4％
その他
24.4％
その他
24.4％

その他
25.7％
その他
25.7％
その他
25.7％

家具・じゅう器・
機械器具  7.9％

各種商品
0.3％

繊維・
衣服等
2.0％

５４商業
年間商品販売額の産業中分類別構成比（平成１５年度）

概要
「商業統計調査」によると、平成１６年６月１日現在の商業事業所数は、

５８，１０４事業所（卸売業１２，５７７事業所、小売業４５，５２７事業所）で、前回調査（平
成１４年６月１日現在）より８．１％減少しましたが、全国第８位でした。
従業者数は、４６２，４４０人（卸売業１１４，４００人、小売業３４８，０４０人）で、前回調

査より５．５％減少しましたが全国第７位でした。
また、平成１５年度の年間商品販売額は、１４兆３，６３８億円（卸売業８兆３，０７７

億円、小売業６兆５６１億円）で、前回調査（平成１３年度）より４．４％減少しまし
たが、全国第７位でした。
小売業の売場面積は６４２万１，４９９㎡で、全国第６位でした。

※今回の調査は、５年ごとの中間年（本調査の２年後）に実施する民営（国、
地方公共団体以外）の事業所のみを対象とした簡易調査です。
※表１～４は法人組織及び個人経営の事業所の合計です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２４「商業統計表」経済産業省

＊３ 「商業統計表」経済産業省

平成１６年６月１日
（簡易調査）
平成１５年度（簡易調査）

５年
（中間年に簡易調査）

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数 従業者数 年間商品販売額 売場面積

調査時点 平成１６年６月１日 平成１６年６月１日 平成１５年度 平成１６年６月１日
単 位 事業所 順位 人 順位 百万円 順位 � 順位

全 国 １６１３３１８ １１５６５９５３ ５３８７７５８１０ １４４１２８５１７

北 海 道 ６４４７１ ７ ５０２５３６ ５ １９７２８１２５ ６ ６８４６４００ ５
青 森 県 ２０２１４ ２８ １２５７２３ ２８ ３５７７６９９ ２８ １８７３３２９ ２７
岩 手 県 １９５１６ ２９ １１５６００ ２９ ３３８３４６３ ３０ １７５６８１５ ２８
宮 城 県 ３１７０６ １５ ２２７９８２ １４ １０２３６５４３ １２ ２８６２０３５ １５
秋 田 県 １７５２１ ３５ ９８７７５ ３８ ２６２６０７０ ３５ １５５３０１１ ３６

山 形 県 １８５９２ ３１ １０５５４９ ３３ ２８３３１６１ ３３ １７１２００２ ２９
福 島 県 ２８６４４ １８ １７１５８６ １９ ４７２０６３５ ２１ ２６７５９２４ ２０
茨 城 県 ３４６４２ １４ ２３１９０４ １３ ６６５１２９４ １５ ３６９９４２４ １２
栃 木 県 ２５７５２ ２１ １６５２５２ ２１ ５４７２３９６ １８ ２７５６９２３ １９
群 馬 県 ２６９２２ １９ １７３９０１ １８ ６０４５５９８ １７ ２７５８３７２ １８

埼 玉 県 ５８１０４ ８ ４６２４４０ ７ １４３６３８３８ ７ ６４２１４９９ ６
千 葉 県 ５２５６９ ９ ４１８９２４ ９ １１６０７８８３ １０ ５９５９７２９ ８
東 京 都 １７１１５５ １ １６６５５９１ １ １７６８９８５００ １ １１１５４０２９ １
神奈川県 ７４５４０ ４ ６２１８１１ ４ １９８１８９５７ ５ ７２４９５００ ４
新 潟 県 ３６５１２ １３ ２２３８５８ １５ ７２１５２１４ １４ ３２４７１９１ １３

富 山 県 １７９９５ ３３ １０３４３４ ３５ ３２７８３１７ ３２ １６２５５８５ ３３
石 川 県 １８０９１ ３２ １１５０４５ ３０ ４３３５３０３ ２２ １６５４８６４ ３１
福 井 県 １３２９５ ４１ ７６９４０ ４１ ２２９６０６９ ３９ １１８７４７５ ４０
山 梨 県 １２３６１ ４５ ７２０５７ ４３ １９３８４５９ ４１ １１７５００５ ４１
長 野 県 ２９５３８ １６ １８７４７９ １６ ６０６２９０１ １６ ３０７５５９２ １４

岐 阜 県 ２９２３１ １７ １８２４９３ １７ ４９１８１４３ ２０ ２７８９７２７ １７
静 岡 県 ５１１１２ １０ ３２４７０４ １０ １０７５７１６３ １１ ４４２３２２７ １０
愛 知 県 ８６９２２ ３ ６９８７９０ ３ ４０８８２４５３ ３ ８１８５６１９ ３
三 重 県 ２３２６５ ２４ １４６７２８ ２３ ３８４３８２０ ２６ ２５１２１３７ ２１
滋 賀 県 １５３１０ ３９ １０５９３４ ３２ ２５１６９１９ ３７ １６４０６６０ ３２

京 都 府 ３７３７７ １２ ２５４５１０ １２ ７４４８７１１ １３ ２８６１６２９ １６
大 阪 府 １２０３４２ ２ ９７６７３４ ２ ６００９６９５３ ２ ８３２１２７６ ２
兵 庫 県 ６６２６５ ６ ４４５９２８ ８ １２９１４６９６ ８ ５８９６８１３ ９
奈 良 県 １４５０７ ４０ ９７５０８ ３９ ２１４６５７４ ４０ １５４８７２４ ３７
和歌山県 １６７３９ ３７ ８４９０４ ４０ １８５５７５６ ４３ １１３６９５６ ４３

鳥 取 県 ８４８２ ４７ ５１９２２ ４７ １４７８４１３ ４７ ８５４５２１ ４７
島 根 県 １２０８７ ４６ ６４３４４ ４６ １６４２９５０ ４６ ９５７５５７ ４６
岡 山 県 ２５４６８ ２２ １６６３６３ ２０ ５４５１６４０ １９ ２４１９１４４ ２２
広 島 県 ３９２６４ １１ ２７８２１４ １１ １１９９２５８２ ９ ３７４６０３０ １１
山 口 県 ２２１６０ ２６ １３１３８０ ２５ ３５５７４２８ ２９ １９６３６１２ ２５

徳 島 県 １２５１２ ４４ ６７４６５ ４５ １７６２０８８ ４４ １０８３７１５ ４４
香 川 県 １５３６９ ３８ ９９０８１ ３７ ３８８９６８１ ２５ １４７３６５５ ３９
愛 媛 県 ２２０２８ ２７ １２８６４２ ２６ ３８０３５３２ ２７ １９３２９６４ ２６
高 知 県 １２５３９ ４３ ７０３７８ ４４ １６６４０９０ ４５ １０５０８４５ ４５
福 岡 県 ６９４０１ ５ ４９９２２１ ６ ２１６９０１４５ ４ ６１０１９３６ ７

佐 賀 県 １２６５７ ４２ ７２９５５ ４２ １９０７９４１ ４２ １１５３４９５ ４２
長 崎 県 ２２６２４ ２５ １２８３９５ ２７ ３３５９０１７ ３１ １６７３３７８ ３０
熊 本 県 ２５２６３ ２３ １６０８２２ ２２ ４１０９７２８ ２４ ２３３０７５６ ２３
大 分 県 １７９８１ ３４ １０４５６０ ３４ ２５８５７１６ ３６ １５９８８８４ ３５
宮 崎 県 １６７９５ ３６ １００５８３ ３６ ２６９０３５２ ３４ １６００００８ ３４

鹿児島県 ２６１５８ ２０ １４６２４９ ２４ ４２３３８３３ ２３ ２１３２１１７ ２４
沖 縄 県 １９３２０ ３０ １１０７５９ ３１ ２４８５０６０ ３８ １４９４４２８ ３８

埼 玉 県 の
年別データ

１４ ６３２１６ ８ １４ ４８９５４２ ７ １３ １５０２４７７０ ７ １４ ６２６１３７３ ６
１１ ６８８８２ ８ １１ ５０４９８２ ７ １０ １７０１１０６６ ７ １１ ５８６９０８７ ７

資料：「商業統計表」経済産業省
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事業所数
85,342事業所

従業者数
598,548人

洗濯・理容・ 
美容・浴場業
21.4％

洗濯・理容・ 
美容・浴場業
9.9％

一般飲食店
20.0％
一般飲食店
20.0％

一般飲食店
22.4％

不動産賃貸業・管理業
10.9％

不動産 
賃貸業・
管理業 
3.9％

その他の教育,
学習支援業
9.5％

その他の教育,
学習支援業
9.5％

その他の教育,
学習支援業
7.2％

専門サービス業
（他に分類
されないもの）

5.7％専門サービス業
（他に分類されないもの）

7.7％

自動車整備業
4.7％

自動車
整備業
3.0％

医療業
4.2％

医療業
2.4％

学術・開発研究機関 2.2％

その他の生活
関連サービス業

3.7％

その他の
生活関連
サービス業
2.9％その他の事業

サービス業 3.0％

その他の事業
サービス業
13.2％娯楽業 2.8％

娯楽業
6.4％

宗教 2.6％
社会保険・社会福祉・
介護事業 2.4％

社会保険・社会福祉・
介護事業 8.7％

その他
7.1％
その他
7.1％ その他

12.2％
その他
12.2％

５５サービス業
事業所数、従業者数の産業中分類別構成比（平成１６年６月１日）

概要
「サービス業基本調査」によると、平成１６年６月１日現在の民営のサービ

ス業の事業所数は８５，３４２事業所、従業者数は５９８，５４８人で、収入額は５兆９，６３０
億円でした。
事業所数の内訳を産業中分類別にみると、洗濯・理容・美容・浴場業が

１８，２３８事業所（事業所全体の２１．４％）と最も多く、以下、一般飲食店１７，０４５事
業所（同２０．０％）、不動産賃貸業・管理業９，３２５事業所（同１０．９％）で、この３
業種で全体の５２．３％と過半数を占めています。
同じく従業者数では、一般飲食店が１３３，８３１人（従業者全体の２２．４％）と最

も多く、以下、建物サービス業や労働者派遣業などのその他の事業サービス
業７８，７４８人（同１３．２％）、洗濯・理容・美容・浴場業５９，１７７人（同９．９％）、社
会保険・社会福祉・介護事業５２，１２０人（同８．７％）でした。

※表３の収入額は、経営組織が個人及び会社のみの数値です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２４「サービス業基本調査」総務省統計局
＊３ 「サービス業基本調査」総務省統計局

平成１６年６月１日
平成１５年度

５年
５年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

事業所数 従業者数 収入額 一般飲食店数

調査時点 平成１６年６月１日 平成１６年６月１日 平成１５年度 平成１６年６月１日
単 位 事業所 順位 人 順位 百万円 順位 － 順位

全 国 ２１２５８０９ １４７６９４５８ １５１８１５９１７ ４１９６６３

北 海 道 ９４６６４ ５ ６３３８９６ ５ ５９０１７８３ ６ １６０５０ ７
青 森 県 ２５０３２ ２７ １４４８２５ ２９ １１３３４１８ ２５ ３９５９ ２８
岩 手 県 ２４７７３ ２９ １４０５９９ ３１ １１０４９３６ ２６ ３５３８ ３６
宮 城 県 ３８５９６ １７ ２６７２９７ １４ ２５９０１４９ １２ ６３１３ １９
秋 田 県 ２０６２４ ３５ １１２７０９ ３７ ８３６０７５ ３８ ２８７８ ４２

山 形 県 ２３０８８ ３１ １２４１３１ ３４ ８３６１６９ ３７ ３５７０ ３５
福 島 県 ３５６８４ １８ ２１３９９１ ２０ １７３３７３１ １８ ５５２９ ２２
茨 城 県 ４２６４６ １５ ２９１４７５ １３ ２５０８１２０ １３ ８５３３ １４
栃 木 県 ３３４８１ ２０ ２２１３５３ １８ １８４２９６５ １７ ７０２４ １６
群 馬 県 ３５０５３ １９ ２１５４２１ １９ １６８３５６７ １９ ６６２７ １７

埼 玉 県 ８５３４２ ７ ５９８５４８ ６ ５９６３０４０ ５ １７０４５ ６
千 葉 県 ７１９８７ ９ ５７５２９６ ９ ５６３１４３１ ７ １５０４７ ８
東 京 都 ２５８９０１ １ ２４９１６０９ １ ４１２２１２２４ １ ５６４４３ １
神奈川県 １１３１８６ ４ ９１６４６２ ３ ９１８１１０５ ３ ２２０９４ ４
新 潟 県 ４４１０１ １３ ２５４９７８ １５ ２１４４３０１ １５ ６４６６ １８

富 山 県 １９６９８ ３８ １１９１９６ ３５ ９２８２２８ ３５ ３０８４ ４１
石 川 県 ２２７０６ ３２ １３８５７２ ３２ １０２２０７８ ３０ ４０８９ ２６
福 井 県 １５５８４ ４２ ８６８９１ ４３ ６７８５１９ ４１ ２８４０ ４４
山 梨 県 １７８３８ ４０ ９９１４９ ４０ ７５１２６３ ３９ ３５９３ ３４
長 野 県 ４３３８５ １４ ２５２８３２ １６ ２１４４２８６ １６ ７１３３ １５

岐 阜 県 ３９０５２ １６ ２２２４４０ １７ １６４２５２７ ２０ ９１３１ １３
静 岡 県 ６７３４４ １０ ４２６５９９ １０ ３８１４４１１ １０ １２１５２ １０
愛 知 県 １２１６０７ ３ ８６６８５２ ４ ８９５９８２７ ４ ３０２８９ ３
三 重 県 ３０９０５ ２１ １９０７１７ ２１ １４０６１４２ ２３ ６２８８ ２０
滋 賀 県 ２０９５５ ３４ １４１４１４ ３０ ９４６０６４ ３３ ３３５５ ３７

京 都 府 ４６９８４ １２ ３００８８６ １２ ２３６４３７８ １４ １０７６５ １１
大 阪 府 １５９８６６ ２ １１７０７５７ ２ １３７１４６９３ ２ ３９３２８ ２
兵 庫 県 ８９３２２ ６ ５８１４６０ ８ ５０６１３５７ ９ ２１８０２ ５
奈 良 県 １７２４２ ４１ １１２１００ ３８ ７０２８９８ ４０ ３５９５ ３３
和歌山県 １９９６２ ３６ ９８７１１ ４１ ６３５４２２ ４２ ３８１６ ２９

鳥 取 県 １０４６６ ４７ ６３００２ ４７ ４７６０７３ ４７ １７７９ ４７
島 根 県 １４２４０ ４６ ８２６０１ ４４ ５５５３３８ ４６ １８１７ ４６
岡 山 県 ２９０６０ ２２ １８２３３５ ２３ １５５９３００ ２２ ５６２０ ２１
広 島 県 ４７９６９ １１ ３０５６１２ １１ ２８８１１８８ １１ ９９０５ １２
山 口 県 ２４８５５ ２８ １４７５９２ ２６ ９８４３２４ ３２ ３９９６ ２７

徳 島 県 １４６３４ ４３ ７５２０９ ４６ ５７６７９２ ４５ ２８４２ ４３
香 川 県 １８４７８ ３９ １０５２９６ ３９ ９４１３９０ ３４ ３６５７ ３２
愛 媛 県 ２５７１６ ２６ １４５３０２ ２８ １０４６６６８ ２９ ４８１２ ２３
高 知 県 １４６２７ ４４ ７７５２２ ４５ ５８４９８９ ４４ ３２５４ ３９
福 岡 県 ８１８４３ ８ ５８１５８４ ７ ５５２８８８９ ８ １４５７５ ９

佐 賀 県 １４３４４ ４５ ８９１６５ ４２ ６３１３７７ ４３ ２３０６ ４５
長 崎 県 ２３８７１ ３０ １４６９６２ ２７ １０９２０９７ ２７ ３６９９ ３１
熊 本 県 ２９０３６ ２３ １８４８７３ ２２ １５８２１２７ ２１ ４２７６ ２５
大 分 県 ２２０９８ ３３ １２９６９２ ３３ １０８７６１８ ２８ ３３３５ ３８
宮 崎 県 １９８７１ ３７ １１８６１３ ３６ ８５８８５４ ３６ ３１７５ ４０

鹿児島県 ２８３５１ ２４ １６９６８９ ２４ １３４３７０６ ２４ ４４２９ ２４
沖 縄 県 ２６７４２ ２５ １５３２４３ ２５ １００１０７５ ３１ ３８１０ ３０

埼 玉 県 の
年別データ

－ － － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － － －

資料：「サービス業基本調査」総務省統計局
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５６県民経済計算
１人当たり県民所得

概要
「埼玉県県民経済計算２００５」によると、平成１７年度の経済は設備投資や住

宅投資の底堅い動きに加え、個人消費も持ち直してきており、緩やかな回復
の動きとなっています。
県内総生産（生産側）は、名目で２０兆６，５０９億円と前年度より１．５％増加し、

３年連続のプラスとなりました。実質では、２２兆２，６１８億円で前年度より２．８
％増加し、４年連続のプラスとなりました。これは、主に製造業がプラス成
長したことによるもので、特に輸送用機械が好調でした。
県民所得（分配）は、２０兆８，４６０億円で前年度より０．６％増加し、２年連続の

プラスとなりました。これは、県民所得の７５％を占める県民雇用者報酬が０．８
％減少したものの、企業所得が２．１％、財産所得が３６．３％増加したことによ
ります。
また、この県民所得を県の総人口（平成１７年１０月１日現在国勢調査人口・

総務省統計局）で除した１人当たり県民所得は、前年度より０．５％増加し、２９５
万５千円でした。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「県民経済計算年報平成１９年版」
内閣府経済社会総合研究所 平成１６年度 毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

県内総生産
（名目）

県民所得
県内総生産

（生産側、実質：連鎖方式）
平成１２暦年連鎖価格

実質経済成長率

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度
単 位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位 ％ 順位

全 国 ５１６１６６２２８ ３８８８４２２２４ ５５５０８７５６３ ３．０

北 海 道 １９７４１５８７ ７ １４５０３８２７ ８ ２０９４３２８２ ７ １．６ ３４
青 森 県 ４２７４８３７ ３３ ３１３７１２９ ３４ ４５４１７７０ ３４ ０．５ ４５
岩 手 県 ４５９５３６２ ３０ ３２７２３２０ ３２ ４９７５９９１ ３０ ０．７ ４４
宮 城 県 ８５２５５５５ １５ ６１８３２８８ １７ ９１７９５１５ １６ ２．７ ２２
秋 田 県 ３６９４６８４ ３６ ２６２８４８１ ３９ ３９３９００５ ３６ １．８ ３３

山 形 県 ４１１５１９２ ３４ ２９５１３１９ ３５ ４６６９３３８ ３３ ２．５ ２５
福 島 県 ７８３０１０９ １８ ５７０４１９３ ２１ ８８０７１３３ １８ ３．７ １２
茨 城 県 １０９５５７１１ １２ ８４４４９７８ １２ １１９１６１２２ １２ ２．１ ３２
栃 木 県 ８１９５８８４ １７ ６２５３２０６ １５ ９０２０７０５ １７ ４．２ １０
群 馬 県 ７５５００６６ ２０ ５７８７７０９ １９ ８２８６４１４ ２０ ２．４ ２９

埼 玉 県 ２０６５０９３８ ５ ２０８４６００５ ５ ２２２６１８４０ ５ ２．８ ２１
千 葉 県 １９９１７７２８ ６ １８１６８４４４ ６ ２１１５８２５４ ６ ３．５ １６
東 京 都 ９２２６９４２４ １ ６００８６６１９ １ ９７３４６６０１ １ ２．９ ２０
神奈川県 ３１１８４３２４ ４ ２８１７１０１０ ２ ３３２９３０７６ ４ ２．４ ２９
新 潟 県 ９３７３１０５ １４ ６７３８８３０ １４ １０２３３３９０ １４ ４．０ １１

富 山 県 ４６８０７３４ ２８ ３４４２８７４ ２９ ５０３２０９６ ２８ １．６ ３４
石 川 県 ４６１２８７２ ２９ ３３４７７８１ ３０ ５０２７６５８ ２９ ３．７ １２
福 井 県 ３３５８４３４ ４１ ２３５６９１２ ４２ ３７５９７９７ ４０ ５．９ ２
山 梨 県 ３２０６１９９ ４２ ２４１４２６２ ４１ ３６０４１００ ４２ ４．６ ９
長 野 県 ８１９９２７２ １６ ６２３１８９５ １６ ９４０６６１０ １５ ５．６ ３

岐 阜 県 ７２４７７０５ ２２ ５８８７１８８ １８ ７８３２１８８ ２１ ３．７ １２
静 岡 県 １６４１５０５０ １０ １２６８０５１６ １０ １８０６００２９ １０ ４．９ ６
愛 知 県 ３５８１９９１１ ３ ２５５６３１３９ ４ ３８４４６６０４ ３ ５．１ ５
三 重 県 ７６９９７８７ １９ ５７２７３０８ ２０ ８７０１５２９ １９ ６．０ １
滋 賀 県 ５９２４７５７ ２４ ４５２００３３ ２３ ６５８７８５４ ２３ ２．５ ２５

京 都 府 １００２９６８６ １３ ７６６５００４ １３ １０７７８６１２ １３ ２．５ ２５
大 阪 府 ３８５２９３８６ ２ ２６８７４８６７ ３ ４０８５４０４４ ２ １．６ ３４
兵 庫 県 １８８５７１８５ ８ １５２６７３１８ ７ ２０４０２６８２ ８ ２．３ ３１
奈 良 県 ３７７０７４７ ３５ ３７７２３９１ ２７ ４０７５７７１ ３５ １．３ ３９
和歌山県 ３５６７６５８ ３９ ２８０５７００ ３６ ３６４８８１１ ４１ ４．８ ７

鳥 取 県 ２００５６８１ ４７ １４００８１４ ４７ ２２４９８０７ ４７ △０．３ ４７
島 根 県 ２４９６６９８ ４５ １８２０３６１ ４５ ２７２９２６６ ４５ １．５ ３８
岡 山 県 ７３１１３６８ ２１ ５１９２２０２ ２２ ７８０５８８８ ２２ ５．６ ３
広 島 県 １１９９８７９５ １１ ８７３８５３７ １１ １２７５６１８８ １１ ３．３ １８
山 口 県 ５９４６３３８ ２３ ４４７８７８３ ２４ ６２６００７１ ２４ ４．７ ８

徳 島 県 ２７３９２４９ ４４ ２２３３１３９ ４３ ２９７７５８５ ４４ ０．４ ４６
香 川 県 ３６６０９８７ ３７ ２６４８４４８ ３８ ３８８０６０９ ３７ １．０ ４２
愛 媛 県 ４７６０６６６ ２７ ３４５９０７９ ２８ ５１３７７５２ ２７ １．０ ４２
高 知 県 ２３４６０１６ ４６ １７０８９６５ ４６ ２５２４６７４ ４６ １．６ ３４
福 岡 県 １８０８４０３３ ９ １３４３７４１９ ９ １９１６１５４４ ９ ３．４ １７

佐 賀 県 ２９３５５１４ ４３ ２１７１７３４ ４４ ３１９６６９５ ４３ ３．７ １２
長 崎 県 ４３７９９５２ ３２ ３２８５７２７ ３１ ４７０７１９４ ３２ ２．６ ２３
熊 本 県 ５７０８７９１ ２５ ４３９１８３１ ２５ ６１９１９５３ ２５ ３．１ １９
大 分 県 ４４７３００７ ３１ ３１５４１４９ ３３ ４９３９７５８ ３１ １．１ ４０
宮 崎 県 ３５６０９９６ ４０ ２５５０５９５ ４０ ３８４８３６７ ３８ １．１ ４０

鹿児島県 ５３５７５４４ ２６ ３９８４０８９ ２６ ５８１４２１８ ２６ ２．６ ２３
沖 縄 県 ３６０６７０４ ３８ ２７５１８０６ ３７ ３８１７９９２ ３９ ２．５ ２５

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ２０３３８７９１ ５ １６ ２０７２５６０４ ５ １６ ２１６５２１７３ ５ １６ ３．４ ８
１５ １９９２４５０６ ５ １５ ２０１４６５０６ ５ １５ ２０９４７９４９ ５ １５ ２．５ １２

資料：「埼玉県県民経済計算２００５」県統計課
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国際交流（姉妹友好提携）
平成１９年１２月３１日現在の姉妹提携件数は１，５６０件で、そのうち都道府県は１２６件、市

区町村は１，４３４件でした。相手国として最も多い国は、アメリカ合衆国で４３７件、以下、
中華人民共和国３２５件、大韓民国１１６件の順でした。
本県は、メキシコ州（メキシコ共和国）、山西省（中華人民共和国）、クイーンズラン

ド州（オーストラリア）、オハイオ州（アメリカ合衆国）及びブランデンブルク州（ドイ
ツ連邦共和国）の５つの国の州・省と姉妹友好提携を結び、経済、農業、環境、医療、
教育など幅広い分野で交流を行っています。

（財）自治体国際化協会・県国際課

（件）

都道府県 市区町村 合計 都道府県 市区町村 合計

全 国 １２６ １４３４ １５６０ 三 重 県 ４ １４ １８

北 海 道 ４ １００ １０４ 滋 賀 県 ３ ３６ ３９

青 森 県 ４ ２４ ２８ 京 都 府 ５ ３６ ４１

岩 手 県 ０ ２７ ２７ 大 阪 府 ９ ５９ ６８

宮 城 県 ３ ３６ ３９ 兵 庫 県 ７ ６６ ７３

秋 田 県 １ １９ ２０ 奈 良 県 ０ １４ １４

山 形 県 ３ ３１ ３４ 和歌山県 ５ ２０ ２５

福 島 県 ０ ３１ ３１ 鳥 取 県 ２ １７ １９

茨 城 県 ２ ２８ ３０ 島 根 県 ２ ２１ ２３

栃 木 県 ３ ２３ ２６ 岡 山 県 ４ ３３ ３７

群 馬 県 １ ３６ ３７ 広 島 県 ２ ２２ ２４

埼 玉 県 ５ ４９ ５４ 山 口 県 ３ ２５ ２８

千 葉 県 ２ ４６ ４８ 徳 島 県 ２ ８ １０

東 京 都 １１ ４８ ５９ 香 川 県 １ １８ １９

神奈川県 ４ ４７ ５１ 愛 媛 県 １ １１ １２

新 潟 県 １ ３８ ３９ 高 知 県 ２ １２ １４

富 山 県 ４ ２２ ２６ 福 岡 県 ４ ２６ ３０

石 川 県 ０ ３０ ３０ 佐 賀 県 ０ １８ １８

福 井 県 ２ １７ １９ 長 崎 県 １ ２５ ２６

山 梨 県 ５ ３１ ３６ 熊 本 県 ３ １９ ２２

長 野 県 ２ ４７ ４９ 大 分 県 ０ ２９ ２９

岐 阜 県 １ ３３ ３４ 宮 崎 県 ０ １５ １５

静 岡 県 １ ４６ ４７ 鹿児島県 １ ２１ ２２

愛 知 県 ２ ４６ ４８ 沖 縄 県 ４ １４ １８
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歳　入
1兆6,969億円

歳　出
1兆6,867億円

県税
40.2％

教育費
31.3％

公債費
18.2％
公債費
18.2％民生費

11.3％

土木費
10.8％
土木費
10.8％

警察費
8.2％
警察費
8.2％

総務費
4.6％

その他
5.8％

県債
15.5％
県債
15.5％

地方交付税
12.7％
地方交付税
12.7％

国庫支出金
9.0％

国庫支出金
9.0％

地方消費税
清算金
6.8％

地方譲与税
7.6％

諸収入
3.6％

その他
4.6％

諸支出金
9.8％
諸支出金
9.8％

５７決算
一般会計決算構成比（平成１８年度）

概要
県会計管理課の資料によると、平成１８年度の一般会計決算は、歳入が１兆

６，９６９億円、歳出が１兆６，８６７億円で、前年度より歳入は６２２億円（３．８％）、歳
出は６３２億円（３．９％）増加しました。
主な歳入を前年度と比べると、県税収入は６，８２４億円で５４２億円（８．６％）増

加しました。これは、輸送用機械製造関連業種の好調や銀行業の業績回復に
より法人県民税と法人事業税の増収、所得の伸びや税制改正による個人県民
税の増収などによります。
県債収入は２，６３１億円で、借換債の増加などにより６９億円（２．７％）増加した

ものの、歳入に占める割合は１５．５％で、前年より０．２ポイント改善しました。
また、地方交付税は２，１６１億円で、県税収入が増加したことなどにより、

２２７億円（９．５％）減少しました。
主な歳出を前年度と比べると、民生費は、１，９１１億円で福祉・医療関係の

法令等に基づく支出が増加したことなどにより、２０３億円（１１．９％）増加しま
した。一方、土木費は、１，８２０億円で道路橋梁費の増加があったものの、河
川改良費や都市計画費などの減少により、１０億円（０．６％）減少しました。
また、公債費は、３，０７０億円で県債管理基金への積立の増額などにより、

３１２億円（１１．３％）増加しました。
「都道府県決算状況調」によると、平成１７年度普通会計決算の歳入は１兆

５，１７０億円、歳出は１兆５，０４１億円でした。歳入から歳出を差し引いた額から
翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は３３億円の黒字です。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１３４「都道府県決算状況調」総務省
＊２ 「都道府県財政指数表」総務省

平成１７年度
平成１７年度

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

普通会計決算額
（歳入）

普通会計決算額
（都道府県税収入総額）

普通会計決算額
（歳出）

普通会計決算額
（実質収支）

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度
単 位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位 百万円 順位

全 国 ４８６９４５１８ １５２２６９２５ ４７８７３３０１ ２２６１９３

北 海 道 ２６３７８０６ ３ ５５０８７９ ８ ２６３２２８３ ４ △３２７ ４６
青 森 県 ７４８２２１ ２２ １３７１５３ ２８ ７３８８７１ ２２ １４０９ ３０
岩 手 県 ７１９８３３ ２６ １２４１０５ ３１ ７０４１０６ ２６ １９８２ ２２
宮 城 県 ８０４８１２ １９ ２５１９７５ １５ ７８８１２９ １８ １７６９ ２７
秋 田 県 ６７２１６３ ２９ ９９８７２ ３９ ６６５７６７ ２９ １６０９ ２９

山 形 県 ５９８３２０ ３２ １１０８７１ ３５ ５８８９２５ ３２ ３８７２ ９
福 島 県 ８７４８１５ １４ ２２２７２０ ２２ ８６６４２７ １４ ２７８６ １５
茨 城 県 ９９９２８７ １２ ３５３８８４ １１ ９８５２３７ １２ ４４１１ ４
栃 木 県 ８０６４７１ １８ ２５００７６ １６ ７８６８３９ １９ １９３０ ２３
群 馬 県 ７４５９６７ ２３ ２２８０８６ １８ ７３３２２２ ２３ １４０１ ３１

埼 玉 県 １５１７００８ ７ ６８１７１５ ５ １５０４０８７ ７ ３２６９ １２
千 葉 県 １４５９１６８ ９ ６３５８８７ ６ １４４６６４９ ８ ２０３１ ２１
東 京 都 ６４３３３８７ １ ２６９２２８３ １ ６２２０２１６ １ １５０５４１ １
神奈川県 １７２７７２４ ６ ９９９７４７ ４ １７１１２６２ ６ ３０８８ １４
新 潟 県 １２５１９７０ １０ ２６０２３０ １４ １２２７４９５ １０ ３８３５ １０

富 山 県 ５２５１５３ ３８ １２６８２４ ３０ ５１０５５６ ３８ １８４８ ２５
石 川 県 ５２７８５０ ３７ １３２１７９ ２９ ５２００８０ ３６ ７５３ ３４
福 井 県 ４９２４２２ ４１ １０２６２４ ３８ ４８４８９０ ４１ ２４１７ １８
山 梨 県 ４７４６５４ ４３ １０４７６２ ３７ ４５２９３８ ４４ ２１３３ ２０
長 野 県 ８５３２３７ １５ ２３５７５２ １７ ８３５１７５ １６ ４３４４ ６

岐 阜 県 ７８６６６６ ２０ ２２３０２５ ２１ ７７２８５０ ２０ ４２１１ ７
静 岡 県 １１０７８９４ １１ ４８７１２０ １０ １０９２７６６ １１ ４３８３ ５
愛 知 県 ２０８５９２７ ５ １０８８６５５ ３ ２０７３６５０ ５ ７２６ ３５
三 重 県 ６９４９６０ ２７ ２２７８８４ １９ ６７０９６９ ２８ ５４８９ ３
滋 賀 県 ４９８２１９ ４０ １５６００４ ２５ ４９１５０７ ４０ １１１ ４３

京 都 府 ８５２２０９ １６ ２９９８９５ １３ ８４３１７５ １５ ４７５ ４０
大 阪 府 ２６２９３１６ ４ １１１３３７７ ２ ２６３３２１３ ３ △２０２７３ ４７
兵 庫 県 ２６４６６３０ ２ ５７３３９７ ７ ２６３５３８７ ２ ５７２ ３８
奈 良 県 ４７８２７６ ４２ １１８１６５ ３２ ４７１５５７ ４２ ９８ ４４
和歌山県 ５１２４７９ ３９ ８８３５６ ４２ ５０３１５３ ３９ １８９２ ２４

鳥 取 県 ３８５４３２ ４７ ５５８７２ ４７ ３７５０４０ ４７ ４１５９ ８
島 根 県 ５６２４４２ ３５ ６７２７５ ４５ ５４９７７６ ３５ ２３１１ １９
岡 山 県 ７８０６６８ ２１ ２２５０３０ ２０ ７７２２５７ ２１ ８４ ４５
広 島 県 ９８３３５５ １３ ３２０８１１ １２ ９７２７９６ １３ １１３０ ３３
山 口 県 ７３８６１２ ２４ １６５５２３ ２３ ７２４４１５ ２４ ２７１７ １７

徳 島 県 ５４７６９５ ３６ ８５１６２ ４３ ５１８５４９ ３７ ３３５ ４２
香 川 県 ４５８３７３ ４５ １１１６９２ ３４ ４５００８４ ４５ ２７６０ １６
愛 媛 県 ６５４５８７ ３０ １３７２１１ ２７ ６３９７２５ ３０ ３９６ ４１
高 知 県 ４６５７４７ ４４ ６３８７７ ４６ ４５４２３７ ４３ ５８４６ ２
福 岡 県 １４８１０５９ ８ ５１０１３６ ９ １４４４５３９ ９ １７６７ ２８

佐 賀 県 ４２５３９４ ４６ ８４６３６ ４４ ４１８５３２ ４６ １８１１ ２６
長 崎 県 ６９２６４１ ２８ １０９４２５ ３６ ６７５９４９ ２７ ６９２ ３７
熊 本 県 ７３５９２７ ２５ １６０８２５ ２４ ７１９１８８ ２５ ３１８９ １３
大 分 県 ５９０１８７ ３３ １１４０１８ ３３ ５７２２７５ ３４ ７１４ ３６
宮 崎 県 ６１３９０５ ３１ ９６６６１ ４０ ６０３８８１ ３１ ５２２ ３９

鹿児島県 ８３１５７８ １７ １４５４４４ ２６ ８１４２００ １７ ３６４５ １１
沖 縄 県 ５８４０７３ ３４ ９５８２５ ４１ ５７６４８０ ３３ １３３０ ３２

埼 玉 県 の
年別データ

１６ １５５７１０４ ８ １６ ６６４９９７ ５ １６ １５４３０６９ ７ １６ ３３７３ １５
１５ １５７２５２９ ７ １５ ６３３２９３ ５ １５ １５５５０８８ ７ １５ ３６７８ １３

注）１億円未満切捨て。
資料：県会計管理課

Ⅵ 地方行政 Ⅵ 地方行政
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埼玉県

５８財政指標・予算
財政力指数の推移

概要
「都道府県決算状況調」によると、基準財政収入額を基準財政需要額で除

して得た数値の過去３か年（平成１５～１７年度）の平均値である平成１７年度の財
政力指数は、０．６５４９３で全国第５位でした。法人２税が好調に増加し、基準
財政収入額の伸びが、高齢者福祉費等の基準財政需要額の伸びを上回ったこ
とにより、財政力指数は３年連続で上昇しています。
また、県税や地方税などの経常的収入に対して、人件費や公債費など経常

的経費が充てられている割合を示す経常収支比率も３年連続で上昇し、平成
１７年度は９４．９％でした。
「都道府県展望」によると、平成１９年度当初普通会計予算は、１兆５，７８２億

円で前年度より１．４％増加しました。

※表＊２，３の全国値は各都道府県値の単純平均です。
※表＊４★の付いた１５団体は、平成１９年度に暫定予算（福岡県）及び骨格予算
（福岡県を除く★１４団体）を編成した団体で、肉付け後予算の額を計上してい
ます。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「都道府県決算状況調」総務省
＊４ 「都道府県展望」全国知事会

平成１７年度
平成１９年度

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

標準財政規模 財政力指数 経常収支比率
普通会計
当初予算額

調査時点 平成１７年度 平成１７年度 平成１７年度 平成１９年度
単 位 百万円 順位 － 順位 ％ 順位 百万円 順位

全 国 ２４３３９８２０ ０．４２８０６ ９２．８ ４７８４５９１０

北 海 道 １２４７３４６ ３ ０．３６２５１ ２７ ９９．９ １ ★２５４６８２１ ３
青 森 県 ３５１４６７ ２６ ０．２７３９６ ３８ ９５．２ １１ ７１３６４３ ２４
岩 手 県 ３６１５７６ ２５ ０．２７２９７ ３９ ９３．０ ２１ ★６７８２０５ ２７
宮 城 県 ４１９１９２ １８ ０．４８０８２ １５ ９４．４ １５ ７７６１１１ １９
秋 田 県 ３０３２８７ ３０ ０．２５１５５ ４４ ９２．７ ２４ ６０５６８２ ２９

山 形 県 ２９９１４０ ３１ ０．２９６５３ ３４ ９６．７ ３ ５６９７２１ ３３
福 島 県 ４４６３５０ １５ ０．３９０４５ ２２ ９１．７ ３２ ８３７２５１ １４
茨 城 県 ５２５５９５ １２ ０．５４８６８ ８ ９４．１ １６ １０２４３４６ １２
栃 木 県 ３８６３９３ ２０ ０．５２６０４ １０ ９６．４ ４ ７５１９９３ ２１
群 馬 県 ３６９００４ ２３ ０．５０６８０ １１ ９２．７ ２４ ７８８１８４ １７

埼 玉 県 ９１２７２３ ６ ０．６５４９３ ５ ９４．９ １４ １５７８２００ ７
千 葉 県 ７９９６５９ ８ ０．６４９１９ ７ ９５．０ １２ １４５８６４９ ９
東 京 都 ３３７６２０９ １ １．１０７４１ １ ８５．３ ４７ ６９４８０２５ １
神奈川県 １０６４３０５ ５ ０．８１５３３ ３ ９５．３ ９ ★１７４５８８０ ６
新 潟 県 ５４０４５７ １１ ０．３７７７０ ２４ ９２．０ ２９ １１０８９３４ １１

富 山 県 ２５５６８３ ３８ ０．３７３７３ ２５ ９２．６ ２６ ５１４７６２ ３６
石 川 県 ２６５４２１ ３６ ０．３９５３９ ２１ ９２．９ ２２ ４９９１２１ ３９
福 井 県 ２１９２３４ ４４ ０．３４１９３ ３０ ９２．１ ２８ ★４７１３６７ ４１
山 梨 県 ２２６０８５ ４２ ０．３４６００ ２９ ８８．９ ４３ ★４４５１２２ ４３
長 野 県 ４６０６４７ １４ ０．３９８５１ ２０ ９１．９ ３０ ８３０２００ １５

岐 阜 県 ４０３７３４ １９ ０．４４３５８ １８ ８８．６ ４４ ７６２５５３ ２０
静 岡 県 ６２１７４８ １０ ０．６５３２７ ６ ９０．９ ３７ １１１８２６４ １０
愛 知 県 １０８８４１９ ４ ０．８９１９９ ２ ９５．３ ９ ２１２４６２７ ４
三 重 県 ３６８１５３ ２４ ０．４８９８９ １２ ９１．４ ３５ ★６６３９９８ ２８
滋 賀 県 ２６５４９０ ３５ ０．４４９０８ １７ ８９．１ ４２ ４９９７５７ ３８

京 都 府 ４３０８５０ １６ ０．４８０４９ １６ ８６．９ ４６ ７９５０９３ １６
大 阪 府 １２９９６３２ ２ ０．７０９１１ ４ ９８．６ ２ ２９８９１９６ ２
兵 庫 県 ９０８８６８ ７ ０．４８６６４ １３ ９４．０ １７ ２０５９０４９ ５
奈 良 県 ２６４０８２ ３７ ０．３５７０９ ２８ ９３．１ ２０ ★４５７１０７ ４２
和歌山県 ２５２２７４ ３９ ０．２８１３７ ３７ ９１．８ ３１ ５１３７０２ ３７

鳥 取 県 １８２４３５ ４７ ０．２３９１６ ４５ ９１．５ ３４ ★３５２１７９ ４７
島 根 県 ２４７２０１ ４０ ０．２１０５９ ４７ ８８．６ ４４ ★５２００２３ ３５
岡 山 県 ３７３４４２ ２２ ０．４２３６６ １９ ９０．９ ３７ ７３８２０３ ２２
広 島 県 ４９７１０５ １３ ０．４８３４１ １４ ８９．４ ４１ ９４５３６８ １３
山 口 県 ３３５９７９ ２８ ０．３６５３７ ２６ ９１．７ ３２ ６９８８１２ ２５

徳 島 県 ２２３８６７ ４３ ０．３０８５２ ３３ ９５．０ １２ ★４８３６７４ ４０
香 川 県 ２１８８４４ ４５ ０．３９０４０ ２３ ９２．８ ２３ ４２９６１６ ４４
愛 媛 県 ３０９３７７ ２９ ０．３４０７７ ３１ ９０．０ ４０ ★６０１０４９ ３０
高 知 県 ２３２７９５ ４１ ０．２１６４３ ４６ ９６．３ ５ ４１９８４２ ４５
福 岡 県 ７６５７０９ ９ ０．５４４９３ ９ ９５．６ ７ ★１４６８９７７ ８

佐 賀 県 ２１６２３２ ４６ ０．２９３２３ ３６ ９０．４ ３９ ★４０８０００ ４６
長 崎 県 ３３９８９６ ２７ ０．２５２７１ ４３ ９５．５ ８ ６８８８９３ ２６
熊 本 県 ３８２６９０ ２１ ０．３３４８７ ３２ ９４．０ １７ ７３３０６５ ２３
大 分 県 ２９１２３６ ３２ ０．２９５８０ ３５ ９２．５ ２７ ★５７８１６４ ３１
宮 崎 県 ２８３０５８ ３４ ０．２６４２１ ４２ ９１．１ ３６ ★５５１７９０ ３４

鹿児島県 ４２３１１２ １７ ０．２７１２３ ４０ ９６．２ ６ ７７８１０３ １８
沖 縄 県 ２８３８２２ ３３ ０．２７０６６ ４１ ９３．７ １９ ５７４５８９ ３２

埼 玉 県 の
年別データ

１６ ８５０９３９ ６ １６ ０．６２９６６ ７ １６ ９３．５ １２ １８ １５５７０２５ ７
１５ ８３５６２８ ７ １５ ０．６１６２０ ７ １５ ９１．９ １３ １７ １５２４１１６ ７

注）都道府県平均は単純平均。
資料：県財政課

Ⅵ 地方行政 Ⅵ 地方行政
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職員数
64,202人

一般行政
12.0％

教育
66.1％
教育
66.1％

警察
18.4％

公営企業等 3.5％

５９都道府県職員
部門別職員構成比（平成１９年４月１日現在）

概要
「地方公共団体定員管理調査結果の概要」によると、平成１９年４月１日現

在の総職員数は、前年より３２４人減少して６４，２０２人でした。この総職員数を
総務省定員管理調査に基づいた区分（部門別）でみると、一般行政は７，７００人
（前年比１８２人減）、教育が４２，４４６人（同３０１人減）、警察が１１，８１５人（同１３３人増）、
公営企業等が２，２４１人（同２６人増）でした。
一般行政部門の県民１万人当たりの職員数は、平成１８年４月１日現在の

１３．５人からさらに減少し、１３．１人で引き続き全国第１位でした。

※表＊２は政令指定都市人口を除いた都道府県人口から算出。また、全国順
位は、数値の小さいものを１位として順位付けしています。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１３４「地方公共団体定員管理調査結果の概要」総務省ホームページ
＊２ 県行政管理課

平成１９年４月１日
平成１９年４月１日

毎年
毎年

＊１ ＊２ ＊３ ＊４

職員数
（一般行政部門）

県民１万人当たり
職員数

（一般行政部門）

職員数
（教育部門）

職員数
（警察部門）

調査時点 平成１９年４月１日 平成１９年４月１日 平成１９年４月１日 平成１９年４月１日
単 位 人 順位 人 順位 人 順位 人 順位

全 国 ２６４７３７ ２５．７ ９２５８９７ ２８０１４１

北 海 道 １６７３１ ２ ４４．９ ４４ ４９３８３ ３ １１６６７ ８
青 森 県 ４８０２ ２０ ３３．２ ２９ １３７６２ ２５ ２６４７ ３０
岩 手 県 ４４７３ ２７ ３２．５ ２８ １３６９７ ２６ ２４１６ ３３
宮 城 県 ５１７３ １７ ３８．６ ４０ １９０６８ １４ ４１５７ １５
秋 田 県 ４１３９ ３３ ３６．２ ３５ １０２４２ ３５ ２３０１ ３６

山 形 県 ４５２７ ２５ ３７．６ ３６ １０８３６ ３２ ２３１０ ３５
福 島 県 ５８８９ １３ ２８．２ １９ １８６８２ １６ ３６９４ ２０
茨 城 県 ５５６３ １４ １８．６ ５ ２３６９９ １１ ５１６３ １３
栃 木 県 ４９２１ １９ ２４．５ １３ １６２４０ ２０ ３６７８ ２１
群 馬 県 ４３１５ ２９ ２１．４ ９ １６１１４ ２１ ３７１０ １９

埼 玉 県 ７７００ ９ １３．１ １ ４２４４６ ６ １１８１５ ７
千 葉 県 ８０１５ ７ １５．６ ２ ３９７８１ ７ １２４５６ ５
東 京 都 ２１２８９ １ １７．２ ３ ６２８５０ １ ４６６６５ １
神奈川県 ７９４３ ８ ２０．６ ８ ４７９１６ ４ １６８１５ ３
新 潟 県 ６６３６ １０ ４０．９ ４２ ２１１２４ １２ ４５２２ １４

富 山 県 ３８６３ ３５ ３４．８ ３３ ９２６３ ３９ ２２５９ ３９
石 川 県 ３６５３ ３９ ３１．２ ２７ ９５５２ ３８ ２３００ ３７
福 井 県 ３１２１ ４６ ３８．１ ３７ ８０６４ ４４ １９９１ ４１
山 梨 県 ３３４０ ４３ ３８．１ ３８ ８７４９ ４０ １９１６ ４３
長 野 県 ５４３２ １５ ２４．９ １４ １８８５５ １５ ３７５２ １８

岐 阜 県 ４６５６ ２２ ２２．２ １０ １７１２８ １８ ３８５８ １７
静 岡 県 ６０２０ １１ ２６．５ １７ ２５４１３ １０ ６７７９ １１
愛 知 県 ９４２７ ４ １８．９ ６ ４５９６０ ５ １４１３４ ４
三 重 県 ４６８５ ２１ ２５．２ １６ １５３２５ ２３ ３３３８ ２６
滋 賀 県 ３４５３ ４１ ２５．２ １５ １１６５１ ３１ ２５３４ ３１

京 都 府 ４５０２ ２６ ３８．４ ３９ １７７７７ １７ ７０１６ １０
大 阪 府 ９４８９ ３ １７．８ ４ ５２４２６ ２ ２２７９５ ２
兵 庫 県 ８２７９ ６ ２０．３ ７ ３７６９９ ８ １２３２５ ６
奈 良 県 ３３３７ ４４ ２３．４ １２ １０１４６ ３６ ２７０２ ２９
和歌山県 ３７８８ ３６ ３５．９ ３４ ９７９８ ３７ ２４４２ ３２

鳥 取 県 ３２２３ ４５ ５３．１ ４７ ６２３８ ４７ １４１３ ４７
島 根 県 ３７１７ ３８ ５０．３ ４６ ８０２６ ４５ １７７８ ４６
岡 山 県 ４５３４ ２４ ２３．２ １１ １５６９７ ２２ ３８８８ １６
広 島 県 ５３４６ １６ ３１．０ ２６ ２００７２ １３ ５６４２ １２
山 口 県 ４４４５ ２８ ２９．８ ２１ １２６４７ ３０ ３５２４ ２２

徳 島 県 ３５６１ ４０ ４３．９ ４３ ７８１６ ４６ １８５３ ４５
香 川 県 ３１０１ ４７ ３０．３ ２２ ８６２２ ４１ ２０４６ ４０
愛 媛 県 ４２６６ ３１ ２８．８ ２０ １３４７９ ２９ ２７９９ ２８
高 知 県 ３７６２ ３７ ４７．５ ４５ ８５２６ ４２ １８８８ ４４
福 岡 県 ８３０３ ５ ３１．０ ２４ ３２３７９ ９ １１４７３ ９

佐 賀 県 ３３７３ ４２ ３８．８ ４１ ８３７８ ４３ １９２６ ４２
長 崎 県 ４５４１ ２３ ３０．６ ２３ １３６５３ ２７ ３５０２ ２３
熊 本 県 ４９５９ １８ ２６．８ １８ １５２２３ ２４ ３４２７ ２４
大 分 県 ４１９１ ３２ ３４．４ ３１ １０８１２ ３３ ２３４３ ３４
宮 崎 県 ４０２２ ３４ ３４．４ ３２ １０３８５ ３４ ２２９２ ３８

鹿児島県 ５９２８ １２ ３３．８ ３０ １６６７６ １９ ３３４６ ２５
沖 縄 県 ４３０４ ３０ ３１．０ ２５ １３６２２ ２８ ２８４４ ２７

埼 玉 県 の
年別データ

１８ ７８８２ ９ １８ １３．５ １ １８ ４２７４７ ６ １８ １１６８２ ７
１７ ８０７１ ９ １７ １３．６ １ １７ ４２７９８ ６ １７ １１３３０ ８

資料：県行政管理課

Ⅵ 地方行政 Ⅵ 地方行政
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あれこれデータ －PART ６－

県産農産物（ブランド推進品目の認知度）
本県は、県産農産物の消費を拡大するため「深谷ねぎ」「狭山茶」に続くブランドづ

くりに取り組んでおり、現在４０品目を推進品目として選定しています。
平成１９年度第６回県政モニターアンケート「県産農産物」の結果によると、認知度の

高い品目は、第１位が「深谷ねぎ」、以下、「狭山茶」「越生の梅」「埼玉のほうれんそ
う」「彩のかがやき（米）」の順でした。 県流通販売課・広聴広報課

順位 ブランド推進品目 主な産地 順位 ブランド推進品目 主な産地

１ 深谷ねぎ 深谷地域 ２１ 埼玉のにんじん 全域

２ 狭山茶 狭山地域 ２２ 埼玉のナマズ 県東部・北部

３ 越生の梅 越生 ２３ 入間のさといも 入間地域

４ 埼玉のほうれんそう 全域 ２４ しゃくし菜 秩父

５ 彩のかがやき（米） 全域 ２５ 鴻巣のパンジー 鴻巣

６ 埼玉のブロッコリー 全域 ２６ うど 入間地域

７ 安行の植木 川口 ２７ 埼玉のやまといも 児玉・大里地域

８ こんにゃく 秩父 ２７ 芳香シクラメン 全域

９ 埼玉のこまつな 全域 ２９ 深谷のユリ 深谷

１０ 埼玉のいちご 全域 ３０
養蚕・まゆ
「いろどり」

秩父

１１ しいたけ 秩父 ３１ 埼玉のかぶ 全域

１２ 埼玉のきゅうり 全域 ３２
高麗川マロン
（くり）

日高

１３ 彩玉（梨） 全域 ３３ 岡部のスイートコーン 大里地域

１４ 埼玉のトマト 全域 ３４ ポインセチア 本庄ほか

１５ あんぽ柿 秩父 ３５ 彩の国地鶏タマシャモ 全域

１６ 彩の国黒豚 深谷 ３６
埼玉のホンモロコ
（魚）

県東部

１７
北川辺のコシヒカリ
（米）

北川辺 ３７ 武州和牛 本庄・深谷

１８ 埼玉のくわい
北足立・
埼�地域 ３８

プリムラ
（西洋さくら草）

鴻巣・行田ほか

１９ 埼玉のなす 全域 ３９
ぼうふう
（はまぼうふう）

川口

２０ チューリップ 深谷・越谷 ３９ 木の芽 川口
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農業産出額
1,933億円

（平成17年産）

野菜
813億円
42％

米
440億円
23％

米
440億円
23％

米
440億円
23％

畜産
333億円
17％

花き
176億円
9％

花き
176億円
9％

花き
176億円
9％

その他
171億円
9％

その他
171億円
9％

その他
171億円
9％

農業生産の現状

資料：「埼玉の食料・農林業・農山村」県農林部

平成１７年産の農業産出額は、１，９３３億円で全国第１９位でした。

資料：「埼玉の食料・農林業・農山村」県農林部

畜産 ３３３億円（全国第２５位）

主な品目 産出額 単位
全国
順位

飼養頭羽数 単位
全国シェア
（％）

乳用牛 ９５

億円

１９ １６５００
頭

１
肉用牛 ２７ ３６ ２２２００ １
豚 ８９ ２０ １３８９００ １
採卵鶏 １１２ １５ ３００ 万羽 ２

花き １７６億円（全国第７位）

主な品目 産出額 単位
全国
順位

生産量 単位
全国シェア
（％）

切り花
ゆり ２８

億円
２ ２５５０

万本
１５

チューリップ ８ ２ １８２０ ２５

鉢物
プリムラ類 ５

億円
１ ５０５

万鉢
３６

サボテン類 ５ ３ ２７９ １４
洋ラン ２１ ３ ９８ ５

花壇苗

マリーゴールド １

億円

１ ２６３

万鉢

７
ペチュニア ２ ２ ４０１ ７
サルビア １ ２ １７７ ７
パンジー ５ ３ １０３０ ５

小麦 ３２億円（全国第５位）

主な品種 生産量 単位 全国順位
農林６１号 ２５１００ t ５

果樹 ６７億円（全国第３１位）

主な品目 産出額 単位
全国
順位

生産量 単位
全国シェア
（％）

なし ４４
億円

７ １６９００
t

５
ぶどう １０ ２１ １８１０ １
くり ３ ５ ８７０ ４

茶（生葉）１８億円（全国第９位）

主な品種 県内シェア（％） 生産量 単位
全国シェア
（％）

やぶきた ７５
４７００ t １さやまかおり １４

ふくみどり ４

野菜 ８１３億円（全国第６位）

主な品目 産出額 単位
全国
順位

生産量 単位
全国シェア
（％）

こなつな ３９

億円

１

１３８００

t

１６
ブロッコリー ３５ １１９００ １１
かいわれだいこん ６ １４９７ ２３
くわい ４ ２１７ ４０
ねぎ １４３

２

５９１００ １２
ほうれんそう １２０ ３１３００ １０
さといも ３１ １８６００ １０
かぶ １５ １５０００ １０
きゅうり １１４ ３ ５６３００ ８

＊このほかにも、えだまめ、ちんげんさい、にんじん、なすなど多くの品目が生産されている。
＊かいわれだいこん、くわいの生産量は平成１６年産。

米 ４４０億円（全国第１７位）

主な品種 県内シェア（％） 生産量 単位 全国順位

コシヒカリ ３５

１８４６００ t １８
キヌヒカリ １９
朝の光 １０
彩のかがやき ８

Ⅶ 付 録 Ⅶ 付 録
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工業製造品出荷額（平成１７年）
＊ 秘匿された都道府県及び秘匿された都道府県の出荷額の合計値よりも数値が小さい
都道府県は、順位が確定できないため掲載していません。出荷額は、消費税及び内国
消費税を含んだ額です。

単位：百万円

単位：百万円

資料：「工業統計表（品目編）」経済産業省

産業中分類・品目 出荷額
全国計

出荷額１～５位の都道府県
１位 ２位 ３位 ４位 ５位

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

再生プラスチック成形材料 ６４４９５ 愛知県 岐阜県 栃木県 埼玉県 大阪府
８２００ ８０１８ ７５１２ ６６４６ ５１６４

プラスチック成形材料 ４２９７１０ 栃木県 埼玉県 大阪府 三重県 千葉県
７５９０９ ７０００９ ５００５０ ３２３２８ ３００５３

日用雑貨・台所用品・食卓用品・
浴室用品 ３６５６８５ 大阪府 茨城県 奈良県 埼玉県 愛知県

４４３８７ ３２０２９ ３１０４２ ２６２４７ １８５５０
ゴム製品製造業

ゴム製パッキン類 ３０２５５２ 熊本県 愛知県 岡山県 埼玉県 東京都
３３６９３ ２９８６２ ２１３５７ ２００６８ １９９５３

窯業・土石製品製造業

生コンクリート １３３７９９４ 東京都 神奈川県 大阪府 埼玉県 北海道
１０３１８３ ９６２５９ ６８３１７ ６６６４１ ６５９２４

鉄鋼業

機械用銑鉄鋳物 ５６６７２８ 愛知県 埼玉県 大阪府 静岡県 広島県
１６３４９１ ４１３４９ ３６１５０ ２９４６４ ２６８４９

非鉄金属製造業

アルミニウム・同合金鋳物 １７３３１８ 埼玉県 愛知県 滋賀県 静岡県 栃木県
２４４７３ ２２０７２ １９６９７ １６８１３ ８２０１

金属製品製造業

金属製サッシ・ドア ２０１３８８ 埼玉県 兵庫県 大阪府 群馬県 愛知県
２１８８３ １６６８３ １５６２４ １４７７７ １０２２６

一般機械器具製造業

製パン・製菓機械、同装置 ５３２３０ 埼玉県 栃木県 神奈川県
１１５１６ ９１４８ ８５５６

ゴム工業用機械器具 ８１３６０ 兵庫県 埼玉県
２０７５１ １６８５０

電気機械器具製造業

開閉器 ２１６３２４ 埼玉県 京都府 愛知県 三重県 岐阜県
３２８４４ ２７４５０ ２７１８１ １８６４４ １５５４５

情報通信機械器具製造業

火災報知設備 ３１９１３ 埼玉県
１３６２５

輸送用機械器具製造業
軽快車、ミニサイクル、
マウンテンバイク ２７５６１ 埼玉県 大阪府

１１３８１ １０２４８
精密機械器具製造業

理化学機械器具 ９４２９５ 京都府 埼玉県 東京都 大阪府 神奈川県
３０５５４ １４６６９ ９２４２ ７７２９ ６１９０

双眼鏡 ４２２１ 埼玉県
２４２１

光学レンズ １９９７２９ 東京都 埼玉県 長野県 神奈川県 栃木県
５４６２１ ５３０５２ ２９１７５ １８１０６ ８１０４

その他の製造業

節句人形、ひな人形 １４７２８ 埼玉県
６３６１

シャープペンシル １３６４３ 埼玉県
４９０２

工業用模型（木型を含む） １３７１８０ 神奈川県 愛知県 東京都 埼玉県 大阪府
３４４０７ ２２１１３ １２９１７ ９９１２ ９６９０

産業中分類・品目 出荷額
全国計

出荷額１～５位の都道府県
１位 ２位 ３位 ４位 ５位

食料品製造業

アイスクリーム ２４２４４５ 埼玉県 群馬県 愛知県 静岡県 福岡県
４２５８６ ３３０２９ １９３６０ １６９２０ １４９０２

ウスター・中濃・濃厚ソース ５６８３２ 広島県 愛知県 埼玉県 兵庫県 群馬県
１２７３９ １０９２５ １０４６０ ７２７８ ７１１１

食パン ３２７３１０ 大阪府 愛知県 神奈川県 埼玉県 千葉県
４２８４６ ４０４５１ ３４１４６ ３２６１１ ３０３１５

洋生菓子 ６４３２７１ 愛知県 埼玉県 兵庫県 東京都 神奈川県
７０６１９ ６００７４ ５１４２７ ４３７９１ ４２４５７

中華めん １８２９７５ 埼玉県 北海道 神奈川県 愛知県 東京都
２１０５２ １７０００ １３９２１ １２５８４ １０７３７

そう（惣）菜 ７３１９１７ 埼玉県 兵庫県 静岡県 神奈川県 愛知県
６７６１２ ６６２３１ ４４５７６ ４３９９９ ４３９０６

衣服・その他の繊維製品製造業

ふとん（羊毛ふとんを含む） ４９４０８ 埼玉県 群馬県 愛知県 福岡県 大阪府
４３２９ ３７９７ ３６１５ ３４５９ ３４４２

家具・装備品製造業
木製流し台・調理台・ガス台
（キャビネットが木製のもの） ２３０７９３ 愛知県 埼玉県 栃木県 岐阜県 福島県

２５７１６ ２２５６９ ２１０３４ １９８４９ １９０２５
パルプ・紙・紙加工品製造業

角底紙袋 ６４７６２ 埼玉県 大阪府
１７０２５ １０３４７

段ボール箱 １２２６０５９ 埼玉県 愛知県 大阪府 神奈川県 静岡県
１０８９９５ １０７０２２ ８４５３７ ７２１０３ ６１５７１

印刷・同関連業

平版印刷物（オフセット印刷物） ４１６７５４０ 東京都 埼玉県 大阪府 愛知県 福岡県
１０７２９７３ ５０４４１５ ３６５３１１ ２９７９０４ １５５４９９

おう版印刷物（グラビア印刷物） ３５００８９ 埼玉県 東京都 神奈川県 福岡県 岡山県
６１１３７ ４６９２３ ４４２１０ ２８３１３ ２５８６０

化学工業

医薬品製剤（医薬部外品製剤を含む） ６０５７４８７ 大阪府 埼玉県 滋賀県 静岡県 神奈川県
８２１７４６ ６５０８８２ ４１６２６７ ４１２５６０ ４０３２６４

シャンプー、ヘアリンス ２１３８７６ 神奈川県 和歌山県 埼玉県 愛知県 大阪府
６３６４１ ４５７６４ ２８２４１ １４４４１ １２５２５

ファンデーション １３０９１９ 神奈川県 東京都 静岡県 埼玉県 滋賀県
２７５２７ ２６８９０ ２５４４５ ２１０２５ ９９３９

石油製品・石炭製品製造業
アスファルト舗装混合材、タール舗装混合材
（アスファルトブロック、タールブロックを含む） ３３２５０９ 愛知県 埼玉県 神奈川県 新潟県 千葉県

２３５７５ ２２３９９ ２１１４９ １７１２６ １５８５６

出荷額の推移 出荷額の推移
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市 町 村 の

自慢データ 70

市町村 項 目 内 容

飯能市 森林及び林業の大切さ、西川材の用途の多様性
をPRし、商工業の振興を図ることを目的に飯
能商工会議所が市民とともに制作した巨大木馬。
平成１７年に世界最大の揺れ動く木馬としてギネ
ス記録に認定されました。

森林文化都市のイメージ
キャラクター「夢馬（むーま）」

加須市 世界一大きいこいのぼり「ジャンボ３世」は、全
長１００m、重量３５０kg！毎年５月３日の「市民平
和祭」には利根川の上空を遊泳します。また、
手打ちうどんはコシと光沢があり、約４０軒もの
店が味を競い合っています。

こいのぼりと
手打ちうどんのまち

本庄市 江戸時代の盲目の国学者塙保己一は、旧児玉町
保木野に生まれ、全６６６冊にも及ぶ国書「群書類
従」の編纂刊行者として有名です。盲目であり
ながら国学者としての実業は、わが国の国学史
上に大きく貢献しました。

総検校塙保己一生誕の地

東松山市 当市は、人口１万人当たりのやきとり店舗数が
全国第１位です。豚肉のカシラ肉を炭火で丹念
に焼きあげ、辛いみそだれをつけて食べる独自
のスタイルで、みそだれは、各店で秘伝の味が
あり、違った味を楽しめます。

東松山のやきとり

春日部市
ほうしゅばな

宝珠花の大凧は、縦１５m、横１１m、畳にすると
１００畳分で、重さは８００kgもあります。毎年５
月３日と５日に「大凧あげ祭り」が江戸川河川敷
で行われ、大空を舞う大凧を見に、大勢の見物
客が訪れます。

１００畳敷の大凧

狭山市 ～味は狭山でトドメさす～狭山茶の産地として
も有名な狭山市は、県内一の工業製品出荷額を
誇る工業都市でもあります。毎年８月には、関
東三大七夕まつりの一つ「入間川七夕まつり」を
開催しています。

狭山茶の産地

羽生市 モウセンゴケ科の食虫植物で、ムジナのしっぽに
似ていることからムジナモと呼ばれています。環
境悪化で自生地は世界でも数か所しかないとい
うことです。当市のイメージキャラクター「ムジナ
もん」は姿はタヌキに似た、とっても可愛らしいキ
ャラクターです。

国の天然記念物ムジナモ
国内唯一の自生地

鴻巣市 約３８０年の歴史と伝統を誇る「鴻巣びな」の里。
鴻巣びっくりひな祭り実行委員会主催のイベン
ト「びっくりひな祭り」で登場する高さ５．７４m、
幅５．１８m、２６段のピラミッドひな檀には、毎年
約１，４００体のひな人形が飾られます。

日本一高い
ピラミッドひな檀！

深谷市 地域の中心であった古代郡役所は、日本全国に
約６００か所ありました。埼玉県や東京都などを
含む武蔵国は２１郡ありますが、発見されている
のは５か所に過ぎず、県内では、当市内にある
幡羅遺跡と中宿遺跡だけです。

古代の郡役所がふたつも！

市町村 項 目 内 容

さいたま市 当市は、県内で唯一浦和レッドダイヤモンズ、
大宮アルディージャと Jリーグチームの本拠
地があります。アジア王者に輝いたレッズ、
NACK５スタジアム大宮が完成したアルディー
ジャ、ともに今後一層の活躍が期待されます。

サッカーのまち さいたま

川越市 重厚な蔵造り商家が軒を連ねる町並みや平成８
年に「残したい日本の音風景１００選」に選定され
た「時の鐘」をはじめとする一番街周辺は、平成
１１年に「重要伝統的建造物群保存地区」に選定さ
れました。

蔵造りの町並み

熊谷市 平成１９年８月１６日に国内最高気温４０．９℃を記録
しました。しかし、気温だけではなく、市民の
情熱、やる気などもあついのです！あついまち
ならではの取り組みやそのあつさを是非体感し
てください。

あつさ日本一！

川口市 東京ドーム約３倍の広さを誇る一大植物園。一
年中、南国の花を楽しめる大温室や季節の花に
囲まれた巨大噴水は見ごたえ十分。ミニ鉄道や
流水プールは子どもに大人気です。ドラマの撮
影に使われることもしばしば。

グリーンセンター

行田市 埼玉古墳群は、５世紀後半から７世紀初めのこ
ろまでに造られた、日本最大の円墳「丸墓山古

きんさくめいてっけん

墳」や国宝「金錯銘鉄剣」が出土した「稲荷山古
墳」など、９基の大型古墳からなる国指定史跡
です。

国宝も出土 埼玉古墳群
国指定史跡

秩父市 武甲山の麓にある羊山公園「芝桜の丘」は、全国
でも最大級を誇る１６，０００㎡の植栽面積に、色と
りどりの芝桜８種類をデザイン化し植栽してい
ます。春になると３５万株以上の芝桜が咲き乱れ、
１００万人以上の観光客が訪れます。

芝桜の丘

所沢市 明治４４年日本初の飛行場が所沢に誕生し、徳川
好敏大尉の操縦するアンリ・ファルマン機が、
初飛行に成功しました。この飛行場は、現在で
は航空記念公園として市民の憩いの場となって
います。

航空発祥の地
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市町村 項 目 内 容

和光市 東京外環自動車道、地下鉄有楽町線等、交通至
便の住宅都市で、司法研修所等国の施設や理化
学研究所など世界的な研究施設があります。全
国でも平均年齢４１．８歳と若い埼玉県にあるなか
で、当市は３８．１歳と活力あふれるまちです。

住みやすいまち、和光

新座市 １６５５年、老中松平信綱の命により、生活用水を
確保するため玉川上水から分水した全長２４㎞の
用水路。生活様式の変化や干ばつのため、昭和
３９年に分水が中止されましたが、清流対策事業
により清流が復活しています。

野火止用水

桶川市 江戸時代に山形に次ぐ全国二番目の生産量を誇
りながらも途絶えた「紅花」。当市では、江戸時
代に経済的繁栄をもたらした紅花が百年を超え
た今、文化的な成熟をもたらす。復活にそんな
願いを込め、紅花をシンボルとしたまちづくり
を進めています。

べにばなの郷

久喜市 ２２０余年の歴史と伝統を誇る祭りで、毎年７月
１２日と１８日に行われます。昼間は歴史上の人物
を飾りつけた人形山車、夜は人形を取り外し、
約５００個の提燈山車として曳き廻されます。提燈祭り「天王様」

北本市 日本五大桜に数えられた名木で樹齢は約８００年
といわれ、大正１１年に国の天然記念物に指定さ
れました。鎌倉時代、この地を訪れた源頼朝の

かばのかじゃ

異母弟「蒲冠者・源範頼」にちなみ、この名がつ
いたと伝えられています。

いし と かば

石戸蒲ザクラ
国指定天然記念物

八潮市 当市は、県内有数の小松菜の生産地です。小松
菜はカルシウムや鉄分などの栄養分が高く、生
活習慣病予防にも最適です。この小松菜を使っ
た料理やパン、クッキーなども作られています。

ハッピーこまちゃんもおすすめ！
八潮市産の小松菜

富士見市 縄文時代前期を代表する貝塚（昭和４４年国指定）
を持つ水子貝塚公園。ふれあい縄文広場には５
棟の竪穴住居が復元され、展示館では貝塚の調
査風景を再現し、出土品を展示して、学習や散
策に訪れる市民に親しまれています。

遥かなる縄文の風

三郷市 常磐自動車道、東京外環自動車道、首都高速道
路６号三郷線を接続し、東京ドームの約５倍の
面積（２３万㎡）を誇る全国有数の大規模ジャンク
ションです。三郷ジャンクション

�田市 埋蔵文化財の宝庫である当市の黒浜貝塚は、関
東地方を中心とした縄文時代前期中葉「黒浜式
土器」の標識遺跡です。近年の調査で、学術的
価値が高く、保存状態も良い遺跡であることが
確認され、平成１８年に国指定史跡に指定されま
した。

黒浜貝塚
国指定史跡

市町村 項 目 内 容

上尾市 昭和４０年から４５年の５年間の増加人口が５万
６，０１６人（国勢調査）、増加率１０２．３％であり、人
口１０万人以上の市では全国一の増加率となり、
当市は首都近郊都市住宅地域の先駆けです。首都近郊住宅の先駆け

草加市 草加せんべいは、原料と製造方法へのこだわり
の証である地域食品ブランド「本場の本物」に認
定され、地域団体商標にも登録されました。全
国でこの両方に認定されているのは沖縄黒糖と
足柄茶、そして草加せんべいだけ！

草加せんべい発祥の地！

越谷市 平成８年に県内６番目の人口３０万都市の仲間入
りをした当市は、元荒川、古利根川、綾瀬川など
の河川用水が流れ、古くから「水郷こしがや」と
呼ばれてきました。平成２０年春に、「親水文化
創造都市」であるレイクタウンがまちびらきし
ます。

水郷こしがや

蕨市 終戦翌年の昭和２１年、青年たちを励まそうと「成
年式」を開催。２３年に成人の日が制定され全国
で成人式が行われるようになりましたが、当市
では当時の思いを引き継ぎ、今でも「成年式」と
呼んでいます。

成人式発祥の地

戸田市 国内唯一かつ日本一の規模を誇る、全長２，４００
m、幅７０m、深さ２．５mの静水コースを持つ当市。
また、一帯は樹木が茂る県立戸田公園で、水辺
に映る緑と花がとても美しく、市民の憩いの場
にもなっています。

戸田ボートコース

入間市 「味の狭山茶」の本場として、県下第１位の生産
量と関東一の４００ヘクタールの茶畑が武蔵野台
地に広がる当市。特に初夏は、茶畑、加治丘陵、
狭山丘陵など豊かな緑を楽しめます。茶畑の一
角には、日本一大きな道標もあります。

武蔵野台地に広がる
関東一の茶畑

鳩ヶ谷市 １８５６年にこの地に生まれた大熊氏広は、日本を
代表する彫刻家として活躍し、約１００点にのぼ
る作品を制作しました。代表作品には、靖国神
社内にある「大村益次郎像」、東京国立博物館表
慶館前の「ライオン像」などがあります。

西洋彫刻の開拓者
大熊氏広生誕の地

朝霞市 昭和５９年から始まり、毎年８月上旬の３日間、
約５０万人の観客を迎え開催しています。祭りの
華「関八州よさこいフェスタ」の鳴子踊りには７６
チーム（約６，２００人）が参加します。また、打ち
上げ花火は、１時間で７，５００発が打ち上げられ、
迫力満点です。

朝霞市民まつり「彩夏祭」

志木市 ヤマザクラ（バラ科）の一種。この種のハタザク
ラとしては他に類がなく唯一の栽培品種です。
一重咲きの花に雄しべの一部が花弁状に変わっ

き べん

た旗弁を１～２枚生じます。目通り樹周り３．０５
m、高さ１１．２m、推定樹齢４００年以上。市指定文
化財で市民の木にもなっています。

世界で一本！
チョウショウインハタザクラ

Ⅶ 付 録 Ⅶ 付 録

138 139



市町村 項 目 内 容

越生町 関東三大梅林の一つに数えられている「越生梅
林」は２ヘクタールの園内に千本以上の梅の木
があり、毎年２月中旬から３月下旬まで行われ
ている「梅まつり」では、清楚な姿の梅が咲き、
大勢の観梅客でにぎわいます。

関東三大梅林

滑川町 国営武蔵丘陵森林公園のある当町は、出生率３
年連続県内第１位。豊かさを示す指標１人当た
りの都市公園面積でも全国平均の約２６倍と国内
屈指。交通至便、豊かな環境にも恵まれ、バラ
ンスのある発展を遂げています。

出生率県内一

嵐山町 県のほぼ中央に位置する当町は、国蝶オオムラ
サキの生息地です。また、木曽義仲や畠山重忠
など坂東武者ゆかりの地でもある当町の杉山地
区にある杉山城跡は、「山城の教科書」と呼ばれ
るほど、複雑で技巧的な形態で、戦国期城郭の
最高傑作と注目を浴びています。

国蝶「オオムラサキ」と
杉山城跡

国指定史跡

小川町 武蔵の小京都と呼ばれる当町は、１３００年の歴史
を誇る小川和紙が有名です。毎年夏に行われる
「七夕まつり」は、１９４９年からの伝統があり、地
元の和紙をふんだんに使った竹飾りは、北関東
一といわれています。

和紙のふるさと おがわまち

川島町 平成の森公園内の「バラの小径」は、全長３００．５
mのバラのトンネルです。合併５０周年を記念し
て平成１８年１月に完成しました。また、日本一
ネットで「日本一長いバラのトンネル」として認
定されています。

日本一長いバラのトンネル

吉見町 吉見百穴は、今から約１３００年前の古墳時代後期
の横穴式墓群で、明治２０年に坪井正五郎博士に
より発掘されました。当時は先住民族の住居跡
とされましたが、大正末期になり墓穴であるこ
とが確定しました。現在２１９基が確認されてい
ます。

ひゃくあな

百穴
国指定史跡

鳩山町 当町には気象衛星「ひまわり」から情報を受信する
気象庁気象衛星通信所や地球観測衛星「だいち」
から情報を受信・処理を行う宇宙航空研究開発機
構の地球観測センターがあり、全部で５つのパラ
ボラアンテナが宇宙へ目を開いています。

宇宙に目を開く町

ときがわ町 昭和３７年に東京天文台堂平観測所として開所し、
平成１２年に町に譲渡された「星と緑の創造セン
ター」には、新星の発見などの観測を中心に活
躍してきた、当時国産最大であった口径９１㎝反
射望遠鏡があります。

県内最大の大型反射望遠鏡

横瀬町 寺坂地区に残る「寺坂棚田」は４．２ヘクタールの
面積を有する県内一の棚田です。この棚田を利
用した寺坂棚田学校は、地元農家と一緒に農作
業を体験する都市交流の場として、古代米など
を作っています。

寺坂棚田学校

市町村 項 目 内 容

坂戸市 産業振興、地域コミュニティづくりを目的とし
て、毎年８月下旬に開催する「坂戸よさこい」は、
参加チームの多さと会場の長さが関東一といわ
れています。坂戸よさこい

幸手市 権現堂桜堤が全国的に有名な当市。江戸時代に
は８世・９世・１０世と、三代続けて囲碁の名人
「本因坊」を輩出しました。この文化遺産を生か
し現在、市内の全小学校に囲碁クラブを立ち上
げ、囲碁文化の醸成に取り組んでいます。

本因坊のふるさと

鶴ヶ島市 竹と麦わら製の長さ３６m、重さ約３tの巨大な
龍蛇を、白髪神社から雷電池まで運び、池の中
で雨乞いをする行事です。県内に唯一残る雨乞
いで、４年に１度オリンピックの開催年に行わ
れます。

すねおりあま ご

脚折雨乞い
国選択無形民俗文化財

日高市 １８３２年にこの地に生まれた高林謙三は、横浜港
開港により輸入過剰となった日本の国力を懸念
し、医師から身を転じて３種の製茶機を発明。
これは、民間で最初の特許取得となりました。

製茶機械発明先駆者
高林謙三生誕の地

吉川市 「吉川に来て、なまず、うなぎ食わずなかれ」
と称されるほどの川魚料理は約４００年の伝統を
誇っています。中でも、なまずは家庭・郷土の
味として親しまれており、JR武蔵野線吉川駅
南口ロータリーには「黄金のなまずモニュメン
ト」があります。

なまずの里 よしかわ

ふじみ野市 平成５年に土地区画整理の一環として、全国第
一号のアウトレットモールの「リズム」を誘致し、
注目を集めました。その後も土地区画整理事業
を中心とした景観を重視した、他に誇れるまち
づくりを進めています。

全国第一号
アウトレットモールを誘致

伊奈町 県内最大級の約１０，０００㎡という広大な敷地を持
つ、記念公園内のバラ園は、約１９０種、４，０００株
の華麗なバラが咲き誇り、園内を甘い香りで包
みます。

県内最大級の公園に
バラの香り

三芳町 約３万年前の旧石器時代を曙とする当町の江戸
さんとめ

時代の開拓地「三富新田」は、首都圏に最も近い
緑のオアシスです。近年、伝統的な特産品であ
るさつま芋から焼酎「富の紅赤」が誕生しました。

み よ あ じ よ

どちらも味良し、三芳は味良し。

川越いも（さつま芋）は
み よ

味良し

毛呂山町 出雲伊波比神社の流鏑馬は、９００年以上の歴史
を誇り、子供が乗り子を務める全国的にも珍し
い流鏑馬です。県の無形民俗文化財であり、県
内で唯一、毎年奉納されています。

い ずも い わ い じんじゃ や ぶ さ め

出雲伊波比神社の流鏑馬
県無形民俗文化財
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資料：各市町村広報担当課提供

市町村 項 目 内 容

北川辺町 県のレッドデータブックで絶滅危惧種に指定さ
れているオニバスの県内唯一の自生地です。７
月下旬から９月上旬まで赤紫色の可憐な花を咲
かせます。また、とげのある丸い浮葉は直径２
m近くにもなります。

オニバス
県内唯一の自生地

大利根町
しもうさかんいち

１８９８年にこの地に誕生した下總皖一は、数々の
有名な童謡を残した作曲家。「たなばたさま」「花
火」「野菊」などの有名な童謡のほか、校歌や舞
曲なども手掛け、生涯に１，０００曲以上も作曲し
ました。

名童謡作曲家
下總皖一誕生の地

宮代町 関東平野のほぼ中央にある当町には、児童が裸
足で学ぶ竜宮城のような笠原小学校、コスプレ
愛好家も集うコロシアム風のコミュニティセン
ター進修館、東武動物公園の木製コースターと
ユニークな建築物が並びます。

ユニークな建物

白岡町 当町は、埼玉梨の主産地で、県内一の面積と生
産額を誇っています。品種は幸水、豊水が主流
です。特産品開発を行い、平成１１年１０月から「梨
リキュール・幸水の舞」を販売しています。梨の町

菖蒲町 １８６６年にこの地で生まれた本多静六は、日本初
の林学博士となり造林学・造園学の基礎を築き
ました。東京の日比谷公園や本県の大宮公園な
ど全国各地の公園設計に携わり、日本の公園の
父と呼ばれています。

日本の公園の父
本多静六誕生の地

栗橋町 毎年６月～７月にかけて全国で唯一、利根川の
本町付近でのみ見ることができるハクレンのジ
ャンプ。集団で繰り返し行う大ジャンプは基本
的に１日だけ。数十匹が連続ジャンプする光景
はダイナミックそのものです。

ハクレンのジャンプ

鷲宮町 関東最古の大社といわれる鷲宮神社に伝わる鷲
宮催馬楽神楽は、全国４，０００を超える神楽の中
で、第１回目の国の重要無形民俗文化財に指定
されており、正式には土師一流催馬楽神楽とい
います。「吾妻鏡」にも記録され、古式ゆかしい
様式をとどめています。

関東神楽の源流の地

杉戸町 毎年、８月第１週の土・日に開催される「古利
根川流灯まつり」。川面に大型灯篭２５０基あまり
が１㎞にわたり浮かべられて、「地上に降りた
天の川」と例えられるほどきれいです。当町の
夏の風物詩として定着しています。

古利根川流灯まつり

松伏町 大正１２年に県指定史跡となり、昭和２５年の文化
財保護法施行後、県内で初めて発掘調査された
縄文時代後期の馬蹄形貝塚です。昭和２９年の調
査では３基の住居跡や多数の土器、獣骨などの
遺物が出土した考古学史上でも著名な貝塚です。

栄光院貝塚
県指定史跡

市町村 項 目 内 容

皆野町
い せきこう

昭和４年、金子伊昔紅が歌詞を一般から募集し、
自らも作詞を行い、昭和５年１１月明治神宮遷座
１０周年祭に「秩父豊年踊り」として奉納。その後
「秩父音頭」と名前を変え、毎年８月１４日に「秩
父音頭まつり」が行われています。

秩父音頭の発祥の地

長�町 甌穴とは、岩がまだ氷床だったころ、水の渦巻
運動によって長い年月をかけて磨耗され丸い穴
になったもの。その中でも日本一大きいといわ
れるのが、当町の甌穴で、直径１．８m、深さ４．７
mあります。

おうけつ

甌穴！（ポット・ホール）

小鹿野町 とざいとーざい、ここに農民歌舞伎二百数十年
の伝統を誇る小鹿野歌舞伎を紹介いたしまする。
この歌舞伎の特色は屋台歌舞伎で、役者から裏
方、大道具、衣装、鬘にいたるまですべてが自
前で「町中が歌舞伎役者」で全国に売り出し中で
す。

歌舞伎役者の町
県無形民俗文化財

東秩父村 正倉院に残る文献に、１３００年程前に武蔵の国か
ら紙が税として納められていたという記録があ
ります。この歴史を継承する当村では、「東秩
父村和紙の里」を整備し、技術の保存に努めて
います。

東秩父村和紙の里

美里町 当町では、平成１１年度から１５年度まで果樹栽培
の普及に取り組んだ結果、ブルーベリーの植栽
が４０ヘクタールとなり、平成１６年度の全国市町
村別植栽面積が日本一になりました。

ブルーベリー
植栽面積日本一！

神川町 神流川河川敷に広がる野外スポーツレクリエー
ション施設「ゆ～ゆ～ランド」内には、アカシヤ
林に囲まれた県内唯一の日本ターゲット・バー
ドゴルフ協会公認コースのターゲットバードゴ
ルフ場があります。

県内唯一のターゲットバード
ゴルフ認定コース

上里町 日本で２番目に作付面積の高い小麦である農林
６１号は、うどんなどによく使われています。当
町では、農林６１号の種子を約１５０ヘクタール栽
培しており、全国の生産量の約２割を占めてい
ます。

種子小麦（農林６１号）
生産量日本一

寄居町
ふうっぷがわ

町の観光資源を代表する清らかな水は、風布川
やまとみず

・日本水が「名水百選」に認定されるほか、町全
域が「水の郷百選」に、日本水の森が「水源の森
百選」に認定されており、まさに水の三冠王の
町です。

水の三冠王の町！

騎西町 別名「久伊豆大名神」とも称し、騎西領の総鎮守
として崇敬を受けてきました。神事として年４
回、県の無形民俗文化財である「神楽」を奉納し
ます。また、隣接する公園には樹齢４００年を超
える大藤があり、ゴールデンウィークには「藤
まつり」でにぎわいます。

延喜式神名帳に
その名を載せる玉敷神社
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注） 原則として、1日当たりの数値＝18年中の数値÷365日。

埼玉県の1日埼玉県の1日（平成18年）（平成18年）

737737件件

救急車の出場件数

132132件件

救救救救救人身事故発生件数

374374件件

人人人人身人身人人人人人身犯罪認知件数

日本国
旅　券

JAPAN
PASSPORT

2323件件

公害苦情受理件数

2,943人人

公害公害公公害公公公公公害出国日本人数

2222725725件件

出出出出出出出出パスポート発給件数

444444人人

転出者数

466人人

転入者数

3939件件

転転転離婚数

112112件件

婚姻数

133133人人

死亡数

168168人人

出生数出生数

144



埼玉県のマスコット
コバトン
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